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第１章 下 水 道 

 
 
１．下水道の役割と目的 

  下水道の役割は時代とともに変遷している。 19 世紀に至るまでは、 雨水の排除

による浸水の防除、 汚水の速やかな排除による住宅地周辺環境の向上がその大きな

目的であったが、 1810 年の水洗便所の実用化以来、 便所の水洗化による居住環境

の改善も主要な目的の１つとなった。  
  当初、 下水道は処理場を持たなかったが、 これは当時の衛生の思想が自分の汚

水を自己の生活空間の外へ流し出すという程度のものであったためである。  
  しかし、 人口増加に伴い汚水が増大し、 伝染病の発生により、 下水道は処理施

設を有するようになり、 新たに水質保全という重要な役割を担うようになった。  
  今日、 下水道は健康で快適な生活環境の確保と公共用水域の水質の保全を図るた

めに不可欠の施設となっており、 具体的には次のような役割を果たしている。  

（１）雨水の排除 （浸水の防除）  
 下水道は、 河川、 水路と同じく雨水を排除する機能を有し、 雨水を速やかに

排除して浸水をなくし、 住民の貴重な生命や財産を守る役割をもっている。 我
が国のように降雨量が多く、 かつ、 多くの都市が平坦で高度の低い地域に集中

している国では、 この機能は特に重要である。  
   近年、 急速に市街化が進む地域においては、 緑地、 空地、 池、 沼などが減

少して保水能力が低下し、 また道路等が舗装されて、 雨水の地下への浸透や滞

水能力が減少した。 このため短時間に雨水の流出量が増大するようになり、 在
来の雨水排除施設では排除しきれずに浸水が多発している。 この対策として雨水

流出量の制御のための雨水調整池や公園貯留、 校庭貯留、 駐車場貯留、 透水性

舗装、 浸透井、 浸透ます等の対応策が必要となってきた。  

（２）生活環境の改善 
   生活あるいは生産活動によって生じる汚水が、速やかに排除されずに住居等の

生活周辺に停滞すると、 悪臭及び蚊や蝿の発生源となるとともに伝染病の発生の

可能性も増大する。 下水道を整備することにより、 くみ取便所は水洗便所にな

り、 汚水が速やかに排除されることによって快適な生活と良好な環境が得られる。  

（３）便所の水洗化 
 くみ取便所は、 個々の住宅にとって非衛生的であり、 悪臭に悩む原因となる

だけでなく、 地域社会にとってもくみ取作業の際の悪臭等の好ましくない状態が

続く。  
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   さらに都市全体を考えると、 くみ取りし尿の処理処分は、 悪臭、 処理効率等

に問題があり、極めて欠点の多いものである。  
   一方、 下水道が整備されると便所の水洗化が可能になり、 し尿は下水管きょ

中を他の汚水と共に運搬され、 下水処理場において効果的に処理される。  

（４）水質の保全 
   河川、 湖沼、 海等の公共用水域に未処理の汚水が放流されると水質が悪化す

る。 下水道は、 これまで直接公共用水域に放流されていた汚水を収集し、 処理

してから放流するものであり、 公共用水域の水質汚濁防止に最も大きな効果が期

待できる施設である。  
   公共用水域の水質悪化は、 単に上水道の水源に影響を与えるばかりでなく、 漁

業、 農業用水、 工業用水その他に悪影響を与え、 また水辺のレクリエーション

の場としての価値の減少を招き、 近年その改善・保全が特に重要視されている。  
   以上のように、 下水道の役割は多面にわたっているが、 最近では、 これらに

加えて高度処理した処理水を、 例えば雑用水として水洗便所の洗浄水や、 冷暖

房用の冷却水、 熱源水に利用したり、 また水質が悪化したり流量が減少してい

る都市間の水路に処理水を導入することにより、 オープン水路のせせらぎを回復

させたり積雪の排除に処理水の熱を利用する等、 循環利用を図ることによって、 
下水の排出量削減と水資源の有効利用という観点からも下水道はますます重要な

役割を担っている。  
 
 
２． 下水道の種類 

（１）公共下水道 
   公共下水道とは、 主として市街地における下水を排除し、 または処理するた

めに、 地方公共団体が管理する下水道で、 終末処理場を有するものまたは流域

下水道に接続するものであり、 かつ、 汚水を排除すべき排水施設の相当部分が

暗きょである構造のものをいう。                「下法第２条」 
   公共下水道事業は、 原則として市町村が行うが、 二以上の市町村が受益し、 か

つ、 関係市町村のみでは設置することが困難であると認められる場合には、 都
道府県が事業を行うことができることとしている。       「下法第３条」 

   公共用下水道のうち、 特定の事業者の事業活動に主として利用されるものを 
「特定公共下水道」 という。               「令第２４条の２」  
具体的には、 当該下水道の計画汚水量のうち、 事業者の事業活動に起因し、 ま

たは付随する計画汚水量が、 概ね２／３以上を占めるものとしている。  
   また、 公共下水道のうち市街化区域 （市街化区域が設定されていない都市計

画区域にあっては、 既成市街地及びその周辺の地域をいう。 俗にいう白地の都
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市計画区域の人口密集地を指す。） 以外の地域において設置されるもので、 自然

公園法第２条第２号に規定されている自然公園の区域内の水域 （公害対策基本法

第９条の規定により水質環境基準が定められている水域に限る。） の水質を保全

するため施行されるもの （以下、 自然保護下水道という。） または公共用下水

の整備により生活環境の改善を図る必要がある区域において施行されるもの （以

下、 農山漁村下水道という。） を 「特定環境保全公共下水道」 と呼んでいる。  
   そして、 これら特定公共下水道、 特定環境保全公共下水道以外の公共下水道

を狭義の 「公共下水道」 として取り扱っている。  
   特定公共下水道は、 昭和 46 年以前には特別都市下水路事業として実施されて

きたが、 下水道法の改正 （昭和 45 法律 141 号） によって、 すべての公共下水

道は終末処理場を有するか、 流域下水道に接続することが要件とされたため、 特
別都市下水路に設けられる処理施設も処理場の概念に含まれることになり、 以後、 
特定公共下水道として実施されることとなった。  

   特定環境保全公共下水道事業は、 昭和 50 年度より始まった事業である。 始ま

った年度においては、 第３次下水道整備５箇年計画 （昭和 46～50 年） の枠外

として着手されたが、 昭和 51 年の下水道整備緊急措置法の改正により、 下水道

事業は都市計画事業に限られないこととなったため、 特定環境保全公共下水道は

第４次下水道整備５箇年計画 （昭和 51～55 年） に含まれることになった。  

（２）流域下水道 
   流域下水道とは、 専ら地方公共団体が管理する下水道により排除される下水を

受けて、 これを排除し、 及び処理するために地方公共団体が管理する下水道で、 
二以上の市町村の区域における下水を排除するものであり、 かつ、 終末処理場

を有するものとしている。                「下法第２条」 
   流域下水道の設置、改築、修繕、維持その他の管理は、都道府県が行うものと

する。 ただし、市町村は都道府県と協議して、流域下水道の設置、改築、修繕、

維持その他の管理を行うことができる。         「下法第２５条の２２」 

（３）農業集落排水 
農業集落排水事業は、少数の集落が点在していることが多い農村部の農業集落

を対象とした、小規模分散型の汚水処理システムであり、農業用排水の水質保全、

農業用排水施設の機能維持または農村生活環境の改善を図り、併せて公共用水域

の水質保全に寄与するため、農業集落におけるし尿、生活雑排水等の汚水を処理

する施設、汚泥、処理水の循環利用を目的とした施設等を整備し、もって生産性

の高い農業の実現、活力ある農村社会の形成及び循環型社会の構築に資すること

を目的として実施され、事業主体のほとんどが市町村等の公的機関で、農村の総

合的な環境整備の一環として行われている事業である。 
農業集落排水事業区域の宅内排水設備は本指針に準じるものとする。 
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（４）都市下水路 
   都市下水路とは、 主として市街地における下水を排除するために、 地方公共

団体が管理している下水道 （公共下水道及び流域下水道を除く。） で、 その規

模が政令で定める規模以上のものであり、 かつ、 当該地方公共団体が法第 27 条

の規定により指定したものである。      「下法第 26・27 条・令第１条」 
   市街地の雨水排除のみを目的とする下水道は都市下水路及び公共下水道の雨水

管きょであるが、 これらの下水道と同じような機能をもつものとして河川がある。 
そのため、 同一の水系においては都市下水路と河川との管理分担を明確にする必

要が生じることがあるが、 その区分は昭和 48 年７月５日付都市局長及び河川局

長通達 「河川と下水道との管理分担区分基準」 により定められている。  
 
 
３． 下水道の用語 
（１）下 水 
   生活若しくは事業 （耕作の事業を除く。） に起因し、 若しくは付随する廃水 

（以下 「汚水」 という。） または雨水をいう。  

（２）下水道 
   下水を排除するために設けられる排水管、 排水きょ、 その他の排水施設 （か

んがい排水施設を除く。）、 これに接続して下水を処理するために設けられる処理

施設 （し尿浄化槽を除く。） またはこれらの施設を補完するために設けられるポ

ンプ施設その他の施設の総体をいう。            「下法第２条」 

（３）終末処理場 
   下水を最終的に処理して、河川その他の公共の水域、または海域に放流するた

めに下水道の施設として設けられる処理施設及びこれを補完する施設をいう。 
「下法第２条」 

（４）排水区域 
   公共下水道により下水を排除することができる地域で、 法第９条第１項の規定

により公示された区域をいう。                「下法第２条」 

（５）処理区域 
   排水区域のうち排除された下水を終末処理場により処理することができる地域

で、 法第９条第２項において準用する同条第１項の規定により公示された区域を

いう。                          「下法第２条」 

（６）合流式 
   汚水と雨水を同一下水管きょで排除する方法である。  
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（７）分流式 
   汚水と雨水とを各々別々の下水管きょで排除する方法である。  
 
 
４．公共下水道と排水設備 

  下水道は、 下水道法・下水道法施行令並びに下水道法施行規則によって規制され

ている。 浜松市ではこれら法令に基づいて下水道を設置及び管理しているが、 市
民との間の下水道使用関係については法の定めるところにより、 浜松市下水道条例

及び浜松市下水道条例施行規程を制定してこれにあたっている。(図１－４－１参照） 

 
図１－４－１ 分 流 式 



1－8 

（１）公共下水道のしくみ 
 （イ）道路側溝・Ｌ型側溝 （道路構造物、 雨水ます以降が下水道施設）  

街路の雨水は街きょから雨水ます、 取付管を経て下水管に流入する。  
街きょは歩道・車道の境界に、 歩道のない所では街路の両側に設け角形 （通

称どぶ・側溝） またはＬ型の断面のものがほとんどで、 雨水ますに向かって

勾配がつけてある。 

 
図１－４－２ 布設一般図 

 
図１－４－３ 布設一般図 
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 （ロ）道路上に設置しているます 
    ますには、 路面の雨水を排水する雨水ますと、 家庭より出される汚水を排

水する汚水ますがある。 ただし、 管きょが合流式の場合、 敷地内の雨水と家

庭汚水とが汚水ますにより排出される。 このようにますは、 いわば下水管き

ょの流入口である。 

  （ａ）雨水ます 
     路面の雨水は、 歩車道または道路と民有地との境界に設けられた側溝 （街

きょ） から雨水ますへ導かれる。 雨水ますは、 歩車道の区別のある場合に

その境界に、 区別のない場合は道路と民有地との境界に設けられる。 路面

排水の場合のますの設置間隔は、 通常 20～30ｍ程度とする。  
     雨水ますの構造は、 円形または角形で、 内径または内法を 30～50 ㎝とし

て、 深さは 80～100 ㎝程度であるが、 底部には深さ 15 ㎝以上の泥だめを持

つのが特徴である。  

 
 

図１－４－４ Ａ型雨水ます設置構造図 
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  （ｂ）浜松型簡易雨水浸透井 
     浜松型簡易雨水浸透井 （ノンブーツ作戦） は、 建設省 （現 国土交通省） 

のモデル事業として昭和 57 年度から実施し、 中部処理区の合流式下水道管

の流下不足を補い、 浸水地区の解消に効果を上げている。 

 
図１－４－５ 浜松型簡易雨水浸透井 

 
  （ｃ）汚水ます 
     汚水ますは、 道路と民有地との境界付近に設けられる円形または角形で、 

内径または内法が 50 ㎝、 深さが 80～100 ㎝程度の構造を持つコンクリート

または鉄筋コンクリート製のものであるが、 底部にはインバートをつけるの

が特徴である。 

 
図１－４－６ Ａ型（都型）汚水ます設置構造図（公共ます） 
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 （ハ）取付管 
    取付管とは、 ますと下水本管とを接続する管のことで、 次のような点を考

慮して接続する。  

（ａ）管径は 100～200 ㎜とする。 （合流式は管径 150 ㎜以上とする）  

（ｂ）取付管と本管との布設角度は直角とするが、 本管取付け部の取付け角

度は、 管内流水を妨げないよう 60 度～90 度とする。  

（ｃ）取付管の勾配は、 10‰以上とする。  

（ｄ）本管への取付け位置は、 本管の流水を妨げたり、 取付け付近に汚泥を

沈殿させないために本管の中心線より上方とする。 

 

 

 
 
 
 

 
図１－４－７ 取付管接合一般図 
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 （ニ）マンホール 
    マンホールは下水管の検査、 掃除の際の出入口となる。  
    マンホールを設置する場所は、 下水管の起点・合流点・管きょの方向、 勾

配、 管径の変化する個所・段差の生じる個所に必ず設け、 直線部においても

管径により表１－４－１の範囲内の間隔に設ける。 形状は表１－４－２のと

おりである。  
 

表１－４－１ マンホールの管径別最大間隔 

管  径（㎜） 600 以下 1,000 以下 1,500 以下 1,650 以下 

最大間隔（ｍ） 75 100 150 200 
 

 

表１－４－２ 標準マンホールの形状別用途 

呼 び 方 形  状  寸  法 備 考 

0 号マンホール 内 径 75 ㎝ 円 形  

1 号マンホール 内 径 90 ㎝ 円 形  

2 号マンホール 内 径 120 ㎝ 円 形  

楕円マンホール 内 径 60×90 ㎝ 楕円形  
※流入高と流出高に最低２㎝以上の段差をつける 

※段差が 60㎝以上となる場合は、副管付きマンホールとする 
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図１－４－８ 組立マンホール構造図（０号マンホール） 

 
図１－４－９ 組立マンホール構造図（１号マンホール） 
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図１－４－10 組立マンホール構造図（２号マンホール） 

 

 

図１－４－11 楕円マンホール標準構造図 
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（ホ）下水処理のしくみ 

  （ａ）沈砂池 ポンプ室 
     流れてくる下水中には、 ゴミや砂などいろいろなものが混っている。 ま

ず沈砂池でゆっくり流して砂などを底に沈め、 沈砂掻揚機でこれを除去する。 
また浮遊しているゴミは沈砂池の前後に設けられた機械式スクリーンで取り

除く。 ここを通った汚水は汚水ポンプによって次の施設へ送られる。 

  （ｂ）最初沈澱池 
     下水をここで、 約１時間 30 分ほどかけて静かに流す。 浮かんだゴミは集

めて取り除き、 沈んだ汚泥は汚泥掻寄機によってかき寄せ、 池の底から抜

き取る。 ここまでの処理を簡易処理といい、汚濁の約 30％が除去される。 ま
たここで抜き取った汚泥は汚泥濃縮槽に送る。  

  （ｃ）エアレーションタンク 
     最初沈殿池で処理された下水に、 好気性の微生物をたくさん含んだ活性汚

泥を 25％ほど加え、 これに空気を吹き込んで約５時間エアレーションタンク

に滞留させる。 この間に微生物は、 吹きこまれた空気中の酸素の助けによ

り活発に活動し、 汚水中の有機物を無機物に変え、 次第に沈みやすい固ま

りとなって最終沈澱池に送り込まれる。  

  （ｄ）最終沈澱池 
     活性汚泥を含んだままの汚水は、 ここで約２時間 30 分ほどかけて静かに

流し、 活性汚泥ときれいな上澄み水に分離し、 上澄み水だけが塩素滅菌池

に送られる。  
     沈んだ活性汚泥は、 汚泥掻寄機でかき寄せ、 再びエアレーションタンク

に返送する。 また余った汚泥は、 最初沈澱池の汚泥と共に濃縮槽に送る。  

  （ｅ）塩素滅菌池 
     最終沈澱池できれいになった水には、 まだ大腸菌などの細菌を含んでいる

ので、 塩素水を注入し滅菌してから川へ放流する。 ここまでの処理を高級

処理といい、汚濁の 90％以上が取り除かれている。 また一部の処理水をろ過

して場内の各施設に給水し再利用している。  

  （ｆ）濃縮槽 
     最初沈澱池の引抜汚泥、 最終沈澱池の余剰汚泥は、 ここでさらに 12 時間

ほどかけて濃縮される。 沈澱濃縮された汚泥は槽の底から抜き取り、 汚泥

ポンプによって消化槽に送られる。 
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  （ｇ）消化槽 
     濃縮された汚泥を、 37 度～38 度の温度で 30 日間ほど温め、 腐敗菌や嫌

気性の微生物が活動しやすい環境にする。 この間に汚泥中の有機物の３分の

２は微生物によって分解減量される。 この分解の過程でメタンガスなどが発

生するが、 発生したガスは、 ボイラーや汚泥焼却炉の燃料として有効に利

用されている。  

  （ｈ）洗浄槽 
 消化槽で分解されて減量した汚泥は、 洗浄槽に送られる。 この汚泥は、 ア
ルカリ性が強くドロドロしているので、 ここで水洗いして脱水しやすい汚泥

にする。  

  （ⅰ）脱水 
     洗浄された汚泥に凝集剤として消石灰と塩化第２鉄を注入し、 真空ろ過と

いう方法で脱水する。 汚泥は含水率 80％程度の酒粕状になって排出される。  

  （ｊ）乾燥焼却炉 
     脱水した汚泥 （脱水ケーキ） は、 乾燥炉で水分 10％程度の乾燥汚泥とし、 

これを肥料として土壌に還元している。 また焼却炉で焼却した場合の焼却灰

や、 残りの脱水ケーキは、 廃棄物として埋立処分する。  
     乾燥炉や焼却炉の燃料には、 イオウ分の少ない白灯油や消化ガスを使用し、 

排出ガスは集塵装置をとおして処理し、 大気汚染を防止している。  
     なお、 現在も汚泥や焼却灰の有効利用について研究が進められている。  
 

 
図１－４－12 下水処理のしくみ 

 

 



1－17 

（２）排水設備 
   下水道施設は、 管路施設、 ポンプ場施設、 処理場施設及びこれらを補完する

施設で構成されるが、 これらが整備されても、 公共下水道へ遅滞なく下水を排

除するために設けられる排水設備が完備されなければ、 下水道整備の目的が達成

できないことになる。 このことは、 下水道法第 10 条に 「公共下水道の供用が

開始された場合には、 この排水区域内の土地の排水を公共下水道に流入させるた

めに必要な排水設備を設置しなければならない。」 とし、 排水設備の設置が義務

づけられていることからもよくわかる。 また、 排水設備は下水道法の規定のほ

か、 建築基準法及びその関連法規に定めがあるように、 居住環境の確保のうえ

からも重要なものであり、 この機能を充分発揮させるためには、 その構造、 施
工について充分な配慮をし、 また、 的確な維持管理がなされなければならない。  

   公共下水道は、 原則として地方公共団体が公費をもって公道等に設けられるも

のであるが、 排水設備は、 原則として個人、 事業者等が、 私費をもって自己

の敷地内に設けるものをいい、 その規模は公共下水道より小さいがその目的及び

使命は、 公共下水道となんら変わることはない。  

 （イ）排水設備の定義 
    下水道法第 10 条に定める 「その土地の下水を公共下水道に流入させるため

に必要な排水管、 排水きょその他の排水施設」 を排水設備という。 浜松市下

水道条例第２条では、「屋内の排水管、 これに固着する洗面器及び水洗便所の

タンク並びに便器を含み、 し尿浄化槽を除く」とある。  

（ロ）下水の種類 
表１－４－３ 下水の種類 

下水道法上の種類 発生形態による分類 下 水 の 分 類 

下 水 
汚 水 生活若しくは事業に起因 

し尿を含んだ排水 
雑  排  水 
工場・事業場排水 

湧     水 
雨 水 自 然 現 象 に 起 因 

降雨、雪解け水 
 
    下水とは、 下水道法第２条において、 『生活若しくは事業 （耕作の事業を

除く。） に起因し、 若しくは附随する廃水 （以下 「汚水」 という。） また

は雨水をいう。』 と規定しているが、 発生形態により生活若しくは事業に起因

するものと、 自然現象に起因しているものに分けられる。  
    また、 下水を性状等で区分すると、 し尿を含んだ排水、 雑排水、 工場・
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事業場排水、 湧水及び降雨等に分類することができる。  
    この下水を汚水と雨水に区分し例示すると、 次のとおりとなる。 
   ○ａ  汚水 

① 水洗便所からの排水 
② 台所、 風呂場、 洗面所、 洗濯場からの排水 
③ 屋外洗場等からの排水 （周囲からの雨水の混入がないもの。）  
④ 冷却水 
⑤ プール排水 
⑥ 地下構造物からの湧水 
⑦ 工場、 事業場の生産活動により生じた排水 
⑧ その他雨水以外の排水 

     上記汚水のうち、 雨水と同程度以上に清浄なものについては、 公共下水

道管理者等との協議により雨水と同様の取り扱いをする場合がある。  

   ○ｂ  雨水 
① 雨水 
② 地下水 （地表に流れ出てくる湧水）  
③ 雪どけ水 
④ その他の自然水 

 
 （ハ）公共下水道へ接続する排水 

  （ａ）全て接続するもの                   表１－４－４ 
排  水  の  名  称 備       考 

工場等のクーリングタワー溢れ水及びドレーン排水 循環により濃縮される 

直接冷却水  

料理店等の活魚水槽の溢れ水、水槽の排水 営業目的の飼育 

事業所、店舗等の食品用冷凍冷蔵器 

（ショーケース含む）の霜排水や掃除排水 
 

解氷排水 スケート場は汚水と判断 

冷蔵用倉庫の床排水  

ウォータークーラー（水飲み器）の排水  

屋内プールの排水 全て接続する。 

排水器具が存在する公園の水飲み場、足洗い場 
足洗い場は泥だめや周囲からの雨水の流

入防止措置が必要 

ベランダに置いてある洗濯機の排水  

ガーデンパンの排水 周囲からの雨水の流入防止措置が必要 
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ただし、浜松市における排水の免除に係る放流基準を継続的に超えないものは免除下水の対

象にできる（一定の要件があり別途申請が必要） 

 

  （ｂ）一部を接続するもの                  表１－４－５ 

排 水 の 名 称 備           考 

貯水槽の排水 
排水ドレーンは汚水系統、屋外高架水槽は除く 

オーバーフローは雨水系統へ接続できるが減量申請の対象外 

一般住宅地の池 
排水ドレーンは汚水系統に接続する。 

降雨による水面からのオーバーフローは雨水系統へ接続できる 

屋外プールの排水 
排水ドレーンは汚水系統に接続する。 

降雨による水面からのオーバーフローは雨水系統に接続する。 

 

  （ｃ）給水装置がある場合に接続するもの          表１－４－６ 

排 水 の 名 称 備           考 

集合住宅のゴミ置場 
給水装置が無くても、床排水を設置する場合は雨水が流入しな

いようにし汚水系統へ接続する 

学校、大型店舗の玄関床排水 雨水のみの場合は雨水系統のますに接続する 

集合住宅等の半地下式機械昇降

型駐車場の床排水 

雨水のみの場合、オイルトラップを設置し雨水系統のますに接

続する 

 

  （ｄ）その他 

① 空調機器の大気中水分が液化した排水ドレーン等は、雨水系統へ接続

できる。(免除排水) 

② ボイラーの水蒸気が液化した排水は、雨水系統へ接続できる。(免除

排水) 

③ ガソリンスタンドの敷地内排水は、オイルトラップ等を設置し雨水系

統へ接続する。 

④ 自然冷媒ヒートポンプ（エコキュート）を設置する場合は、原則、ヒ

ートポンプドレーンは雨水系統へ、タンクドレーンは汚水系統へ接続

すること。ただし、タンク清掃頻度によっては封水切れを起こす場合

があるので、詳しい設置方法を各メーカーで確認すること。 

⑤ エコジョーズ（ガス）は、雨水系統へ接続する。 

 

 （ニ）排水設備の設置義務者 
    下水道法第10条第１項に公共下水道の供用が開始された場合においては、 当

該公共下水道の排水区域内の土地の所有者、 使用者または占有者は、 遅滞な
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く排水設備を設置する義務を課している。  
   ○ａ  建築物の敷地である土地にあっては、 その建築物の所有者 
   ○ｂ  建築物の敷地でない土地 （次号に規定する土地を除く。） にあっては、 そ

の土地の所有者 
   ○ｃ  道路 （道路法による 「道路」をいう。） その他の公共施設 （建築物を除

く。） の敷地である土地にあっては、 その公共施設を管理すべき者 
     なお、 くみ取便所が設けられている建築物の所有者は、 下水道法第 11 条

の３第１項によって処理開始の公示の日から３年以内にその便所を水洗便所

に改造しなければならない。  
     これは、 公共下水道が既に整備されても各家庭及び工場等の下水がその公

共下水道に流入されず依然としてくみ取り便所のままであったり、雑排水等

が在来の溝に流れていたのでは、 土地の浸水の防止及び環境改善は全く不可

能なことであり、 都市の健全な発達及び公衆衛生の向上に寄与しようとする

下水道法の目的を達成できず、 また莫大な下水道建設事業を無意味にしてし

まうからである。  

 （ホ）土地所有者等の受認義務 
 排水設備を設置しようとしても、 他人の土地、 排水設備を使用しないと排

水設備を設けることができない者にも下水道が利用できるように、 当該土地所

有者、 または排水設備所有者に下水道法第 11 条で受認義務を課している。  
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注 排水槽からの通気管は単独配管とする。 

 

図 1－4－13 排水設備の例（分流式・高層建物） 
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（３）下水の性質 
 （イ）家庭下水 
    腐敗しやすく、 寄生虫卵、 病原菌も含まれているため、 衛生上危険である。  

 （ロ）産業排水 
    家庭下水によく似たものがあるが、 特殊な性質を帯びたものも多い。 それ

らの例をあげると、 次のようである。  
① 温度の低い排水…………………………製氷工場 
② 温度の高い排水…………………………ボイラー排水 
③ 着色している排水………………………染色工場・製紙工場 
④ 浮遊物の多い排水………………………炭坑・繊維工場 
⑤ 溶存物質の多い排水……………………とさつ工場 
⑥ 腐敗性物質の多い排水…………………食品工場 
⑦ 酸性またはアルカリ性の強い排水……化学工場 
⑧ 油類の多い排水…………………………精油場・石炭ガス工場 
⑨ 有毒物を含む排水………………………金属加工工場 
⑩ 病原体を含む排水………………………病院 
⑪ 放射能をもった排水……………………放射性物質を取り扱う病院・研 

究室・原子力工場 
     

したがって、 産業排水が下水管や川や海に流入するといろいろな影響を生じ

る。 下水管や下水処理に著しい障害を与えたり、 川や海を汚染する場合には、

放流する前に処理しなければならない。  

 （ハ）雨水 
    土砂を含んでいるが、 腐敗はしない。  
 
（４）下水道の課題 
   下水道は、 今まで述べてきたように、 良好な生活環境の確保をすると共に、 公

共水域の水質保全のために必要不可欠な施設であるが、 近年一段と強まっている

生活環境の改善に対する市民の要望にこたえると共に公共用水域の水質保全のた

めには、 下水道の整備はより一層強力に進めてゆく事が必要である。  
   今後の下水道整備の課題としては、  

○イ  下水道の整備促進 （人口普及率の拡大）  
○ロ  浸水対策の推進 
○ハ  下水道資源の有効利用 （処理水及び下水道汚泥）  
○ニ  合流式下水道の改善 
○ホ  老朽化施設の改築 
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○ヘ  維持管理 
 （ａ）管きょの維持管理 
 （ｂ）終末処理場の維持管理 
○ト  浸入水防止対策 

地下水および雨水の浸入は、 管路および処理施設の維持管理に種々の悪影響

を与え、 経済的負担の増大をもたらす。 したがって、 これらに対して適切な

防止対策を講じて適正な下水道施設を建設し、 維持することは極めて重要であ

る。  
浸入水が下水道管理施設に大量に流入すると、 次のような問題が発生するお

それがある。  
 ○ａ  管路の流下能力不足 

     浸入水の増大により、 降雨時に管路の流下能力が不足し、 著しい場合に

はマンホール、 ますから下水が噴出することがある。  

   ○ｂ  処理水質の悪化 
     浸入水の増大により、 流入下水量が増し、 終末処理施設が水量的に過負

荷となって、 処理水質が悪化して公共用水域への放流水質基準が守られない

ことがある。  

   ○ｃ  経費の増大 
     下水量の増大によって、 揚水費および処理費が増加する。 場合によって

は、維持管理費等の経費の増大に加えて過負荷による問題に対処するために、 
管路や処理施設等の増設というさらに莫大な経費負担増をしいられることが

ある。  

   ○ｄ  管内土砂の堆積 
     浸入水に伴って土砂が管内に流入し、 堆積するか、 あるいは管路を閉塞

し、 下水が家屋等に逆流したり、 マンホールから噴き出したりして生活環

境および公衆衛生上に問題が生じることがある。  

   ○ｅ  その他 
 浸入水は管きょ周囲の土砂を管内に引き込むため、 地盤を空洞化したり、 
破壊したりすることがある。 そのため管きょの不同沈下、 道路面の沈下、 陥
没、 付近の他の地下埋設物および家屋等に対する悪影響が発生することがあ

る。 
 また管きょ本体自身もこれらの二次的影響を受けて破損することがあり、行

政的にも財政的にも深刻な問題に発展することが少なくない。  
     したがって、 計画、 設計、 施工段階から慎重に浸入水防止対策を実行す

るとともに、 管理においては施設の実態を正確に把握し、 過剰な浸入水が
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認められる場合は、迅速な防止対策を講じなければならない。 

○チ  汚泥処理の適正化と有効利用 
○リ  建設公害の解決 
○ヌ  省エネルギーとの対応 
○ル  排水設備の誤接続防止 

分流式下水道において汚水・雨水の完全分離を図るために次の事項に配慮する。  
○ａ  住民へのＰＲ 

   排水設備の構造・機能についてのわかりやすいパンフレットなどを作成して、 
住民への理解を得るよう広報に努める。  

     使用者である住民が排水設備を正しく用いることにより、 その機能が発揮

される。 家屋の新築時のほか、改築・増築の際にも誤接続その他の支障が生

じないように充分ＰＲし理解を得ることが必要である。  

○ｂ  指定工事人の責任 
     指定工事人は上下水道部で行う説明会、 講習会に参加し、 下水道の仕組

みを充分理解し排水設備における誤接続を防止する。 

   ○ｃ  排水設備工事の改善 
① 排水設備では誤接続が発生しやすい。 そのため汚水管・雨水管の同時施

工を義務づけたり宅地内の汚水ますを減らしたりする工夫が必要である。  
② 汚水ます、 雨水ますを蓋または形状 （外観） で明瞭に区別し、 誤接

続を防止する。 形状として丸型、 角型として区別する方法もある。  

  ○ヲ  水洗化の促進 
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（５）供用開始公示 
   下水道法第９条に供用開始公示等の規定がある。  
   公共下水道が建設され、 市民が利用でき得るようになったとき、 上下水道事

業管理者 （以下 「管理者」 という。） が公示することになっており、 この公

示を下水道供用開始の公示という。 

   下水道供用開始について特に重要なことは、 普通一般の公示、例えば図書館公

園等の供用開始と異なり、 単に下水道利用可能を知らせるばかりでなく、 この

公示によって下水道法第 10 条に規定する排水設備義務を課す範囲を定め、 その

義務を課すという法による強制の手がかりとなるものである。 特に処理区域にお

いては、便所は公共下水道に連結された水洗便所以外の便所としてはならない。 
                             「建築基準法第 31 条」 
  供用開始公示の内容は次のとおり 
  （ａ）供用開始年月日 

  （ｂ）下水を処理すべき区域 

  （ｃ）供用を開始しようとする排水施設の位置 

  （ｄ）合流式または分流式の別 
 
（６）排水設備等 （排水設備またはこれらに接続する除害施設を以下 「排水設備等」 

という。） の工事の施行 
 （イ）排水設備等の新設 （増設・改築） の手続き 

  （ａ）排水設備等計画の確認     （浜松市下水道条例第６条）  
     排水設備等の新設等の確認申請（浜松市下水道条例施行規程第６条）  

  （ｂ）排水設備等の工事完了の届出 （浜松市下水道条例第７条）  
     工事の完了届出       （浜松市下水道条例施行規程第７条第１項）  

 （ロ）公共下水道の使用を開始 （休止・廃止・再開） の手続き 

  （ａ）使用開始等の届出       （浜松市下水道条例第９条）  
     公共下水道使用開始届等    （浜松市下水道条例施行規程第９条）  
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（７）指定工事人制度等 
   浜松市において排水設備等の工事は、 管理者が排水設備の工事について技能を

有する者として指定した者 （指定工事人という） でなければ行ってはならない

と定められている。              「下水道条例第８条第１項」 

   排水設備の工事を施工する場合、 原則として市が直接工事を受注施工すること

はなく、 すべて、 管理者が排水設備の工事に関して技能を有する者として指定

した者の管理の下において施工する者に実施を委せている。  
                            「下水道条例第８条」  
 

 

 

 

                          登録 

 

 

 

                          施工（監理） 

               専属 

 

 

 

（８）排水設備責任技術者 
   指定した工事人には排水設備工事の施工 （監理を含む） を担当する者として、

排水設備責任技術者の専属を義務付けている。  
 「排水設備工事指定工事人規程第３条、 16 条」 

 
排水設備責任技術者は、 静岡県下水道協会会長が要綱等に基づき排水設備等に

関する試験に合格及び更新講習を受講し、 設計、 施工等に関し技能を有する者

として認め、 協会に登録及び登録の更新をした者をいう。  
   「静岡県下水道協会下水道排水設備工事責任技術者試験及び更新講習等実施要

綱」  
 
 
 
 
 

下水道事業管理者 

指 定 工 事 人 

（施工する者） 

静岡県下水道協会 

技能を有するもの 

責 任 技 術 者 
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（９）下水道使用料 
   下水道法第 20 条には、 公共下水道管理者は条例で定めることにより、 公共下

水道を使用する者から使用料を徴収することができる旨を規定している。  
   市においては、 この法の規定にもとづき下水道条例第 14 条から第 20 条までの

規定により料金の徴収を行っている。  
 
（10）罰則 
   法規において必要な事項や義務を規定しても、 これが遵守されなければ意味が

ない。  
 法規の規定は、 まず、 その規定の内容 （義務） を実行 （履行） するよう

国民の遵法精神に期待をしているといえる。  
 次に一定の義務不履行に対して、 一定の制裁を科するということを、 あらか

じめ法令で定めておいて、 その威嚇的作用によって義務の不履行を予防すると共

に、 現実に義務不履行が行われたときは、 これを罰する。 各種の法令には義務

の規定だけのものもあるが、 多くの法は、 罰則が付いていることは周知のとお

りである 
   下水道法には、 その第５章に罰則の規定があるが第 45 条、 第 46 条、 第 47

条、 第 48 条、 第 49 条は注意を要する。  
 浜松市下水道条例に罰則の規定があり、 これらは排水設備責任技術者が十分知

っておく必要がある。 特に第 30 条は注意を要する。 
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第２章 排 水 設 備 

 
 
１． 排水設備の定義 

排水設備とは、 公共下水道の供用が開始された区域内の土地、 建物の下水を公

共下水道に流入させるために必要な排水管、 排水きょ、 その他の排水施設をいう。  
排水設備の範囲は法第 10 条第１項に規定する排水施設 （屋内の排水管、 これに

固着する洗面器及び水洗便所のタンク並びに便器を含み、 し尿浄化槽を除く） を
いう。  
排水系統は一般に排水の種類・排水方式 （主として公共下水道の種類） ・排水

の高低などにより次のように分けられる。  
 
（１）使用目的による分類 
（イ）汚水系統 

    大小便器およびこれと類似の用途をもつ器具 （汚物流し・ビデなど） から

排出する排水を導く系統。  

 （ロ）雑排水系統 
   （イ）の排水を除く、 その他の器具 （洗面器・流し類・浴槽など） からの排

水を導く系統。  

 （ハ）間接排水系統 
    間接排水のための管をいう。 間接排水とは、一般の排水系統へ直結してはな

らない排水を 一度大気中で縁を切り、 一般排水系統へ直結している器具また

は水受け容器の中へ排水する系統。  

 （ニ）特殊排水系統 
    特殊排水とは、 一般の排水系統、 または下水道へ直接放流できない有害・

有毒・危険・その他望ましくない性質を有する排水をいう。 これは他の排水系

統と別系統として、 法規の定める処理を経てから排水しなければならない。 

 （ホ）雨水排水系統 
    屋根および敷地などの雨水を導く系統。  
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（２）使用箇所による分類 
 （イ）屋内排水系統 
    屋内の衛生器具の種類及びその設置位置に合わせて汚水、 雨水を明確に分離

し、 建物外に確実に排除する排水をいう。 これに使用する管を屋内排水管と

いう。  

（ロ）屋外排水系統 
    上記より下流の敷地内排水に使用する管を屋外排水管という。 
 
（３）排水方法による分類 
（イ）重力排水系統 

    排水系統のうち自然流下により公共下水道に排除する系統。  

 （ロ）機械排水系統 
    地下室または地形の関係などで公共下水道より、 低位置にある排水でいった

ん排水槽に集め、 ポンプなどによって揚水排除する系統。  
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２． 屋内排水設備 

  屋内排水設備は、 屋内における排水器具のトラップから屋外排水管までの汚水・

雑排水・雨水を排除する排水管及びそれに付属する設備とする。 ただし、 水洗便

器を含むものとする。 （原則的には、 汚水・雑排水・雨水を別々に配管し、 屋外

排水汚水ますまたは雨水ますに接続することが好ましい。） 

（１） トラップ 

（イ）トラップの構造 

    トラップとは、 排水管と衛生器具または排水口との連結部に取り付け、 封

水により下水管内からのガス・臭気・衛生害虫等が器具を経由して屋内侵入を

阻止する目的のものである。 トラップの必要条件としては、 次のようなもの

があげられる。  

   (ａ) 排水管内の臭気・衛生害虫等の移動を有効に阻止することができる構造

とする。(封水が破られにくい構造であること。) 

(ｂ) 汚水に含まれる汚物等が付着しまたは沈殿しない構造とする。（自己洗浄

作用を有すること。）  

(ｃ) 封水深を保つ構造は、可動部分の組み合わせまたは内部仕切り等による

ものでないこと。望ましくないトラップの例を図２－２－１に示す。 

(ｄ) 封水深は5cm以上 10㎝以下とし、封水を失いにくい構造とする。 

(ｅ) 器具トラップは、封水部の点検が容易で、かつ掃除がしやすい箇所に十

分な大きさのねじ込み掃除口（図２－２－２参照）のあるものでなければ

ならない。ただし、器具と一体に造られたトラップ、または器具と組み合

わされたトラップで、点検または掃除のためにトラップの一部が容易に取

り外せる場合はこの限りでない。 

(ｆ) 器具トラップの封水部の掃除口は、ねじ付掃除口プラグ及び適切なパッ

キンを用いた水密な構造でなければならない。 

(ｇ) 材質は耐食性・非吸水性で表面は平滑なものとする。 

(ｈ) トラップは、定められた封水深及び封水面を保つように取り付け、必要

のある場合は、封水の凍結を防止するように保温等を考慮しなければなら

ない。 

(ⅰ) 器具の排水口からトラップウエア(あふれ面下端)までの垂直距離は、

60cmを越えてはならない（図２－２－３参照） 



2－8 

(ｊ) トラップは、他のトラップの封水保護と汚水を円滑に流下させる目的か

ら二重トラップとならないようにする。（器具トラップを有する排水管をト

ラップますのトラップ部分に接続するような方法はとらない。）（Ｐ２－１

０８参照） 

 
注 １ 封水部分が、容易に取り外すことが出来るベル（わん）トラップで構成されているため、ベルが取り

除かれるおそれがあり、封水を確保することができない。また、通水路の幅がせまいとちゅうかい（厨

芥）等が詰まりやすく、トラップの機能を果たさない場合がある。 
２ 隔壁によってトラップが形成されているものは、汚水等の浸食により、隔壁に穴があく等トラップの

機能を果たさなくなる場合がある。 
また、この構造のものにも通水路の幅が狭いものがある。 
 

図２－２－１ 望ましくないトラップの例 
 

 

図２－２－２ ねじ込み掃除口の例 
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図２－２－３ トラップの構造図 

 （ロ）トラップの種類 

    トラップには、大別して管トラップ・ドラムトラップ・ベルトラップ及び阻

集器を兼ねた特殊トラップがある。このほか器具に内蔵されているものがある。

図２－２－４にトラップの種類を示す。 

 

図２－２－４ トラップの種類 

  

(ａ) 管トラップ 

図２－２－４（ａ）に示すもので、トラップ本体が管を曲げて作られたも

のが多いことから管トラップと呼ばれる。また通水路を満水状態で流下させ

るとサイホン現象を起こし、水と汚物を同時に流す機能を有することから、

サイホン式とも呼ばれる。 

管トラップの長所は、小型であること。トラップ内を排水自身の流水で洗

う自己洗浄作用をもつことであり、欠点は比較的封水が破られやすいことで

ある。 
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Ｐトラップは、一般に広く用いられ、他の管トラップに比べて封水が最も

安定している。Ｓトラップは、自己サイホン作用を起こしやすく、封水が破

られやすいため、なるべく使用しないほうが良い。Ｕトラップは、沈殿物が

滞留しやすく流れに障害を生じるためできるだけ使用しないほうが良い。 

 (ｂ) ドラムトラップ 

図２－２－４（ｂ）のドラムトラップは、その封水部分が胴状（ドラム

状）をしているのでこの名がある。ドラムの内径は、排水管径の２.５倍を

標準とし、封水は５ｃｍ以上とする。 

管トラップより封水部に多量の水をためるようになっているため、封水

が破られにくいが、自己洗浄作用がなく沈殿物がたまりやすい。 

 (ｃ) ベルトラップ（わんトラップ） 

図２－２－４（ｃ）に示すように封水を構成している部分がベル状をし

ているので、この名があり床等に設ける。 

ストレーナーとベル状をしている部分が一体となっているベルトラップ

（床排水用）等、封水深が規定の５ｃｍより少ないものが多く市販されて

いる。この種のベルトラップは、トラップ封水が破られやすく、また、ベ

ル上部を外すと簡単にトラップとしての機能を失い、しかも詰まりやすい

ので、特殊な場合を除いて使用しない方がよい。 

 

（ハ）トラップ封水が破壊される原因 

トラップ封水は、さまざまな原因によって破られる（図２－２－５参照）が、

適切な通気と配管により防ぐことができる。 

 (ａ) 自己サイホン作用 

      器具とトラップの組合わせ、 排水管の配管等が適切でないときに生じる

もので、 洗面器等のように水をためて使用する器具で、 図２－２－５(ａ)

のトラップを使用した場合、 器具トラップと排水管が連続してサイホン管

を形成し、 Ｓトラップ部分を満水状態で流れるため、 自己サイホン作用

によりトラップ部分の水が残らず吸引されてしまう。 

   (ｂ) 吸出し作用 

      立て管に近いところに器具を設けた場合、 立て管の上部から一時に多量

の水が落下してくると、 立て管と横管との接続部付近の圧力は大気圧より

低くなる。 トラップの器具側には大気圧が働いているから、 圧力の低く

なった排水管に吸い出されてしまうことになる （図２－２－５（ｂ）、 図

２－２－６参照）。  
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   (ｃ) はね出し作用 

      図２－２－６において、 器具Ａより多量に排水され、 ｃ部が瞬間的に

満水状態になった時ｄ部から立て管に多量の水が落下してくると、 ｅ部の

圧力が急激に上昇してｆ部の封水がはね出す。  

   (ｄ) 毛管現象 

      図２－２－５（ｄ）のように、 トラップのあふれ面に毛髪、 布糸等が

ひっかかって下がったままになっていると、 毛管現象で徐々に封水が吸い

出されて封水が破られてしまう。 

   (ｅ) 蒸  発 

      排水器具を長時間使用しない場合には、 トラップの水が徐々に蒸発して

封水が破られる。 このことは、 洗い流すことのまれな床排水トラップ （図

２－２－７参照） に起きやすい。  

      また、 冬期に暖房を使用する場合には特に注意を要す。  

      この床排水トラップの封水の蒸発に対処する目的で、 掃除口のストレー

ナーに代えて密閉ふたを用いた掃除口兼用ドレンがある （図２－２－８参

照）。  

 

 

図２－２－５ トラップ封水の破られる原因     図２－２－６ 吸出し作用と 

                                         はね出し作用 
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図２－２－７ 床排水トラップの例     図２－２－８  床排水トラップの例 

  

 

（ニ）誤ったトラップの例 

 
 図２－２－９ 誤ったトラップの例 
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（２）排水管の種類 

 
図２－２－10 排水管の種類 

 

 （イ）器具排水管 
    衛生器具に付属する器具トラップに接続する排水管で、 器具トラップから他

の排水管までの間をいう。  

 （ロ）排水横枝管 
    １個以上の器具排水管の排水を受けて、 排水立て管または排水横主管に導く

排水管をいう。 排水横枝管の管径は、 これに接続する衛生器具のトラップの

最大口径以上としなければならない。  

（ハ）排水立て管 
    １本以上の排水横枝管を受けて、 排水横主管に導く排水管をいう。 排水立

て管の管径は、 それに接続する排水横枝管の最大管径以上としなければならな

い。  

（ニ）排水横主管 

    排水横枝管から排水立て管へ排水を導く管、 ならびに排水立て管または排水

横枝管・器具排水管からの排水及び機器からの排水をまとめて屋外排水管へ導

く管をいう。  

（ホ）床下集合配管 

   各衛生器具に接続した排水管が床下に設置した１箇所の排水ますや排水管に

集中して接続され、１本の排水管で屋外排水設備に接続する床下集合配管をい

う。 
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（へ）屋外排水管 

    建物外壁面から、 公共下水道に接続されるまでの建築敷地内の排水管をいう。  

（ト）雨水立て管 

    主として屋根に降った雨水を雨水横主管・屋外排水管などに導くための立て

管をいう。 雨水立て管には、 衛生器具の器具排水管や各種の通気管を接続し

てはならない。  

 （チ）雨樋 （ルーフドレーン） 

 屋根面に降った雨水の排水を早めるために設置される。 屋根面の防水との取

合せが簡単、 確実で土砂やごみ等が流集しても、 雨水排水に支障のない構造

で十分な通水面積をもつものでなければならない。  

ルーフドレーンのストレーナーには、 ドーム型・半球型・平型・コーナー型

などがあり、 屋根の用途、 構造及び取り付け位置などにより適当なものが使

用される。 ストレーナーの通水有効面積は、 接続する雨水立て管断面の１．

５倍、 できれば２倍程度が望ましい。 

 

 
図２－２－11 横主管（器具排水管をまとめて屋外排水管へ） 

 

 

(リ) 排水管の区分 

排水主管・枝管・器具排水管区分は下記図のとおりになる。 

１器具に限り器具排水管（φ30㎜以上）を延長し主管及び枝管に接続する。 

ただし、最短延長とすること。延長の目安は管径の40倍とし、その延長を

屋外排水管 
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超える場合に最低口径をφ50 ㎜以上とする（台所排水系統で延長が３ｍを超

える場合はφ100㎜が望ましい）か排水横枝管を延長し施工する。 

※ 現場状況により必要箇所に掃除口を設置することが望ましい。 

 

 

図２－２－12 排水主管・枝管・器具排水管区分図 
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（３）排水管のオフセット 

 （イ）45°以下のオフセット 

   (ａ) 立て管のオフセットは、 それが垂直に対して45°以内の方向変換をする

場合、 その管は垂直な立て管とみなして良い。  

 (ｂ) 排水横枝管を、 オフセットの上部より上方または下部より下方に、 それ

ぞれ 60 ㎝以内で、 その立て管に接続する場合は、 オフセットより下方の

排水立て管の立上げ延長部分、 またはオフセットとその下流直後の排水横

枝管との間の部分に、 逃がし通気を設けなければならない。 ただし、 最

低部の排水横枝管より下部に設けるオフセットには、 逃がし通気は設けな

くても良い。  

 （ロ）45°を超えるオフセット 

   (ａ) オフセットより上部の立て管の管径は、 そのオフセットの上部の負荷流

量によって、 通常の立て管として決定する。  

   (ｂ) オフセットの管径は、 排水横主管として決定する。  

   (ｃ) オフセットより下部の立て管の管径は、 オフセットの管径と立て管全体

に対する負荷流量によって定めた管径とを比較し、 いずれか大なるほうに

よって決定する。  

   (ｄ) オフセットの逃がし通気は、 オフセットより下方の排水立て管の立上げ

延長部分、 またはオフセットとその下流直後の排水横枝管との間の部分に

逃がし通気を設けなければならない。 ただし、最低部の排水横枝管より下

部に設けるオフセットには、 逃がし通気を設けなくても良い。  

   (ｅ) いかなる場合でも、 排水横枝管をオフセットの上部より上方または下部

より下方に、 それぞれ 60㎝以内でその立て管に接続してはならない。 
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注 1 オフセットとは、配管経路を平行移動する目的で、エルボまたはベンド継手で構成されている移行部

分をいう。 

図２－２－13 排水立て管のオフセット 
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（４）間接排水 

   排水系統の不測の事故等に備え、 食品関係機器、 医療の研究用機器その他衛

生上、 直接排水管に接続しては好ましくない機器の排水は間接排水とする。  

   飲料水・食物・食器等を取り扱う機器を排水管に直接接続すると、 排水管に詰

まり等の異常が生じた場合、 排水が逆流して飲料水・食物・食器等が汚染され、 

衛生上危険な状態になることがある。 また、 このトラップの封水が破れた場合、 

有害なガスが侵入することがある。 このため食物・食器を取り扱う機器からの排

水や飲料水を使用する機器からの排水は、 排水管と直結して排出することをせず、 

一度、 大気中に開放して所要の排水口空間をとって、 間接排水用の水受け容器

に排出する。  

 （イ）間接排水の種類 

   (ａ) 冷蔵庫・冷凍庫・ショーケース等の食品冷蔵・冷凍機器の排水 

   (ｂ) 皮むき機・洗米機・蒸し機・スチームテーブル・ソーダファウンテン・

製氷機食器洗浄機・消毒器・カウンタ流し・食品洗い用流し・すすぎ用流

し等の厨房用機器排水 

   (ｃ) 洗濯機・脱水機等の洗濯用機器の排水 

   (ｄ) 水飲み器・飲料用冷水器・給茶器の排水 

   (ｅ) 蒸留水装置・滅菌水装置・滅菌器・滅菌装置・消毒器・洗浄器・洗浄装

置等の医療または研究用機器の排水 

   (ｆ) 貯水タンク・膨張タンクのオーバーフロー及び排水 

   (ｇ) 上水・給湯及び飲料用冷水ポンプの排水 

   (ｈ) 排水口を有する露受け皿・水切りの排水 

   (ｉ) 上水・給湯及び飲料用冷水系統の水抜き 

   (ｊ) 消火栓・スプリンクラー系統の水抜き 

   (ｋ) 逃し弁の排水 

   (ｌ) 圧縮機の水ジャケットの排水 

   (ｍ) 冷凍機・冷却塔及び冷媒・熱媒として水を使用する装置の排水 

   (ｎ) 空気調和用機器の排水 

   (ｏ) 上水用の水処理装置の排水 

   (ｐ) ボイラ・熱交換器及び給湯用タンクからの排水、 蒸気管のドリップ等の

排水 （原則として45℃以下に冷却し排水する）  

   (ｑ) 噴水池、 水泳用プールの排水及びオーバーフロー並びにろ過装置からの

逆洗水及び水泳用プール周縁歩道の床排水 
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 （ロ）間接排水管の設計 

   (ａ) 配管 

容易に掃除及び洗浄ができるように配管し、 水受け容器までの配管長が

500㎜を超える場合には、 その機器・装置に近接してトラップを設ける。 機

器・装置の種類、 排水の種類によって排水系統を分ける。  

   (ｂ) 排水口空間 

      間接排水とする機器・装置の排水管 （間接排水管） は、 原則としてそ

の機器・装置ごとに、 一般の排水系統に接続した水受け容器のあふれ縁よ

り上方に排水口空間をとって開口する。  

      このように、 開口させることが不適当な場合は、 配管で導いた後に同

様な方法で開口させる。  

      前頁（ｆ）～（ｏ）の間接排水管は、 屋上または機械室その他の排水溝

に排水口空間をとって開口させても良い。  

      排水口空間は、 表２－２－１のとおりとする。 図２－２－14 にトラッ

プ付きホッパ・ろうとの例を示す。 

表２－２－１ 排水口空間 

間接排水管の管径（Ａ） 排水口空間(㎜) 

25以下 

30～50 

65以上 

最小 50 

最小 100 

最小 150 

注 １）各種の飲料用貯水槽などの間接排水管の排水口空間は、上表にかかわらず最小150㎜とする。 

  ２）間接排水管の25Ａ以下は、機器に付属の排水管に限る。 

※空気調和・衛生工学会規格：給排水設備基準（SHASE-Ｓ206－2009）、（平成21年） 

 
出典  小川誠耳：衛生工事の排水と通気、そのⅢ（昭40）、朝倉書店 

図２－２－14 排水口空間 

 



2－20 

   (ｃ) 水受け容器 

水受け容器は、 トラップを備え、 排水が跳ねたりあふれたりしないよ

うな形状・容量及び排水口径をもつものとする。 手洗い・洗面・料理等の

目的に使用される器具は、間接排水管の水受け容器と兼ねてはならない。  

便所・洗面所及び換気のない場所等は避け、 常に容易に排水状況が確認

できる場所に設置する。  

（５）掃除口 

   排水管は、 管内の掃除ができるように適当な位置に掃除口を設けなくてはなら

ない。 

① 掃除口は、 次の箇所に設ける。  

   (ａ) 排水横枝管及び排水横主管の起点 

   (ｂ) 延長が長い排水横枝管及び排水横主管の途中 

   (ｃ) 排水管が45°を超える角度で方向を変える箇所 

   (ｄ) 排水立て管の最下部、 またはその付近 

   (ｅ) 排水横主管と屋外排水管の接続箇所に近い所 

   (ｆ) 上記以外でも特に必要と思われる箇所 

② 掃除口は容易に掃除のできる位置に設け、 その周囲にある壁・床・はりなど

が掃除の支障となる場合には、 原則として管径 65㎜以下の管に対しては30㎝

以上、 管径 75㎜以上の管に対しては 45㎝以上の空間を掃除口の周囲にとる。  

③ 地中埋設管に設ける場合には、 その配管の一部を床仕上げ面または地盤面、 

若しくはそれ以上まで立ち上げる。ただし、この方法は管径が 200mm 以下の場

合に用いる。  

④ 隠ぺい配管の場合には、壁または床の仕上げ面と同一面まで配管の一部を延

長して取り付ける。 また、 掃除口をやむを得ず隠ぺいする場合は、 その前面

または上部に化粧ぶたを設けるか、 その掃除口に容易に近づくことのできる位

置に点検口を設ける。  

⑤ 排水立て管の最下部で床に十分な空間がない場合、 またその付近に設けられ

ない場合には、 その配管の一部を床仕上げ面または最寄りの壁面の外部まで延

長して取り付ける。  

⑥ すべての掃除口は、 排水流れと反対または直角に開口するように設ける。  

⑦ 掃除口のふたは、 漏水がなく、臭気が漏れない密閉式のものとする。 

⑧ 施工中はふたの損傷を防止し、 また管内に異物が入らないよう養生をする。 

⑨ 掃除口の口径は、排水管の管径が 100mm 以下の場合は、排水管と同一の口径

とし、100mmを超える場合は100mmより小さくしてはならない。 

⑩ 地中埋設管に対しては、十分な掃除のできる排水ますを設置しなければなら
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ない。ただし、管径 200mm 以下の配管の場合は掃除口でも良い。この場合、排

水管の一部を地表面または建物の外部まで延長して取り付ける。 

なお、容易に取り外すことができる器具トラップ等で、これを取り外すこと

により排水管の掃除に支障ないと認められる場合には、掃除口を省略しても良

い。ただし、器具排水管に２箇所以上の曲がりがある場合には掃除口は省略し

ない。  

 

（６）通気管 

   通気管は、 排水管内の空気が排水管の各所に自由に流通できるようにして排水

によって管内の圧力差を生じないようにするものである。 

   通気管は次の目的を十分に果たすものでなければならない。  

① サイホン作用及びはね出し作用から排水トラップの封水を保護する。  

② 排水管内の流水を円滑にする。  

③ 排水管内の空気を流通させて排水系統内の換気を行なう。  

   このうち、 最も問題となるのはトラップの封水保護である。 トラップの封水

破壊の原因については既述のとおりであるが、 このような現象を起こさせないた

めに排水管内の空気の流通を自由にして、 トラップの封水が水柱±25㎜をこえる

気圧差をうけないように保護する目的で通気管を設けるのである。   

 （イ）通気管の種類 

 

図２－２－15 各種通気管の種類 

    通気管には図２－２－15に示すような通気管の種類がある。  

（ヘッダ） 
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   (ａ) 通気立て管 （２管式）  

      器具通気管または通気横枝管に通気するため、 一つの階高全部またはそ

れ以上を縦に配管した通気管をいう。 この通気立て管の主要幹線をなすも

のを通気立て主管という。  

   (ｂ) 伸頂通気管 （１管式）  

      最上部の排水横枝管が排水立て管に接続した点よりもさらに上方へ、 そ

の排水立て管を立ち上げ、 これを通気管に使用する部分をいう。  

 (ｃ) 通気主管（ヘッダー） 

      通気立て管および伸頂通気管を大気中に開口する前に、 これらの管を１

本にまとめた管寄せ部分をいう。  

   (ｄ) 結合通気管 

      排水立て管内の圧力変化を防止または緩和するために、 排水立て管から

分岐して立ち上げ、 通気立て管へ接続した逃し通気管をいう。 （最上階

から数えて、 ブランチ間隔10ごとに結合通気管を設ける）  

   (ｅ) 各個通気管 

１個の器具トラップを通気するため、 その器具よりも上方で通気系統へ

接続するか、 または大気中に開口するように設けた通気管をいう。 各個

通気にはこのほか背部通気という呼び方がある。   

(ｆ) ループ通気管 

２個以上の器具トラップを保護するため、 最上流の器具排水管が排水横

枝管に接続した点のすぐ下流から立ち上げて、 通気立て管または伸頂通気

管に接続するまでの通気管をいう。  

(ｇ) 共用通気管 

背中合わせ、 または並列に設置した衛生器具の器具排水管の交点に接続

して立ち上げ、 その両器具のトラップ封水を保護する１本の通気管をいう。  

(ｈ) 逃し通気管 

      排水・通気両系統間の空気の流通を円滑にするために設ける通気管をい

う。  

(ⅰ) 湿り通気管 

      ２個以上のトラップを保護するため、 器具排水管と通気管を兼用する部

分をいう。  
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(ｊ) 返し通気管 

      器具の通気管を、 その器具のあふれ縁より高い位置に一度立ち上げ、 そ

れから折り返して立ち下げ、 その器具排水管が他の排水管と合わさる直前

の横走部へ接続するか、 または床下を横走りして通気立て管へ接続するも

のをいう。  

(ｋ) 単独通気管 

      間接排水の通気管や排水槽の通気管、 グリストラップ等の通気管はそれ

ぞれ単独に大気中に開口しなければならない。  

(ｌ) 環状通気管 

      環状通気管はループ通気管と同様であるが、 通気立て管に接続するので

はなく、 伸頂通気管に接続したものである。  

      通気管の機能のうち、 トラップの封水の保護が最も重要であり、 通気

管は器具トラップの封水の破壊を有効に防止できる構造とする。  

      通気効果を考えると各個通気が最も望ましい。 特に自己サイホン作用を

生じやすい器具、 例えば洗面器等のように水をためて使い、 排水を一時

に流すような使い方をする器具のトラップには各個通気管を設けるのが望

ましい。 また、 器具によっては通気管を設けにくいものや、 ２個以上の

トラップに共通した通気管を設ける方が便利なこともある。 我が国では建

築構造や工費などからループ方式が一般的である。 いずれにしても、 排

水系統との組合せを考え、 最も通気効果があり、 施工性や経済性の面で

有利な方式を選定する。  

 （ロ）通気配管の一般的留意点 

    通気管についての各方式共通の留意事項は、 次のとおりである。  

   (ａ) 通気管について 

① 取付管に対し 1 本以上の大気開放の通気管を設置する。住宅の構造上や

むを得えず吸い込み型通気弁を使用する場合は、排水器具の封水が破壊

される可能性が高くなること等、リスクについて説明し理解を求めてお

くこと。合流区域においてやむを得ず使用する場合は、「吸い込み型通気

弁の使用について」を添付すること。（第８章様式集Ｐ８－４４参照） 

    ② ２器具以上存在する排水主・枝管には、それぞれに通気管を設置する。 

ただし、単器具（１器具類）であっても大便器や表２－２－３の距離を

超える場合は，設置することが望ましい。 

③ 一般住宅で起点ます下流側に接続する枝管（排水器具）がなく、起点ま

す上流部を排水（横・立て）主管として判断し、その系統に通気管を設
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置した場合は、屋外排水横主管に対する単独通気管を省くことがある。 

④ 吸い込み型通気弁を設置する場合は、メーカーの施工マニュアル等によ

り施工すること。ただし、管内で過大な正圧が発生し緩和する目的には

適していないので、詳しい設置方法（表２－２－２参照）を各メーカー

で確認すること。 

表２－２－２ 正圧を緩和する方法 

1 本の排水横主管に接続さ

れる排水立て管の本数 
１～２ ３～６ ７～１２ １３～１８ 

大気開放にする排水立て管

の本数 
０ １ ２ ３ 

 

⑤ 半管流量を超える場合や管内圧力変動が激しい排水系統には、その系統

ごとに単独で必要な通気管を設置する。 

⑥ 集合住宅で複数の伸頂通気管がある場合でも⑤により、排水横主管系統

に通気管を設けることが望ましい。 

⑦ 合流地域内で二階大便器を単独配管する場合でも、大雨時の宅内への逆流

による吹き上げ防止として、通気管を設けることが望ましい。 

⑧ 真空式下水道地域である村櫛処理分区（舘山寺処理区内）には取付ますの

上流（真空式システムの通気管）と屋外排水横主管の通気管φ75㎜以上で

施工し最低２本設置する。ただし、建物内の排水枝管や２階以上の通気管

は、φ50㎜以上とすることができる。 

⑨ 一般住宅で二階部の壁厚縮小により、排水立て管口径より縮小して伸頂

通気管を施工する場合、平面図に理由明記し確認協議を受ける。 

⑩ 単独で立ち上がり器具までの横走り口径φ100㎜で、その系統に２器具以

下の場合、確認協議により通気管未施工でも可。（参考図） 

※床下のスペースの不足のため便宜的に一般住宅、かつ、二階建てのみ認め

るが、望ましくない。 
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⑪ 合流地域内では、大雨時の宅内への空気圧による吹出し防止として、圧

力開放設備（通気・ふた等）の設置が望ましい。（Ｐ２－１０５参照） 

   (ｂ) 各個通気方式及びループ通気方式には、 必ず通気立て管を設ける。  

   (ｃ) 排水立て管は、 上部を延長して伸頂通気管として大気中に開口する。  

   (ｄ) 伸頂通気管及び通気立て管は、 その頂部で通気主管に接続し１箇所で大

気中に開口してもよい。 ただし、 間接排水系統及び特殊排水系の通気管

は、 他の排水系統の通気系統に接続せず、 単独に、 かつ衛生的に大気中

に開口する。 これらの排水系統が２系統以上ある場合も同様とする。  

   (ｅ) 通気立て管の上部は、 管径を縮小せずに延長し、 その上端は単独に大

気中に開口するか （図２－２－16(ａ) 参照）、 最高位の器具のあふれ縁

から15㎝以上高い位置で伸頂通気管に接続する （図２－２－16(ｂ) 参照）。  

また、 下部の管径を縮小せず、 最低位の排水横枝管より低い位置で排

水立て管に接続するか排水横主管に接続する。 

 

図２－２－16  通気立て管の上部の処理（SHASE－S206－2000） 
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   (ｆ) 屋根を貫通する通気管は、 屋根から 15 ㎝以上立ち上げて大気中に開口

する。 （図２－２－17参照）  

   (ｇ) 屋根を庭園・運動場・物干場等に使用する場合は、 屋上を貫通する通気

管は屋上から２ｍ以上立ち上げて大気中に開口する。 （図２－２－17参照）  

(ｈ) 通気管の末端が建物の出入口・窓・換気口等の付近にある場合、これら

の換気用開口部の上端から 60 ㎝以上立ち上げて大気中に開口する。 これ

ができない場合は、 換気用開口部から水平に３m 以上離す。 また、 通気

管の末端は、建物の張出し部の下方に開口しない。（図２－２－17参照） 

 

 

図２－２－17 通気管末端の開口位置 

 

(ⅰ) 通気管開口位置 

１．隣接建物がある場合 
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２．2階以上の建物 

 

 

 

 

通気管設置標準図 
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 (ｊ) 排水横枝管から通気管を取り出すときは、 排水管の垂直中心線上部から

鉛直または鉛直45°以内の角度とする。 （図２－２－18参照）  

 
図２－２－18 通気管の取出し方法 

 
   (ｋ) 横走りする通気管は、 その階における最高位の器具のあふれ縁から少な

くとも 15 ㎝上方で横走りさせる。 ループ通気方式等でやむを得ず通気管

を床下などの低位で横走りさせる場合に、他の通気枝管または管に接続す

るときは、 上記の高さ以上とする。 （図２－２－19参照）  

（SHASE－S206－2009） 

図２－２－19 条件付きで認められる低位置通気配管の例 

   (ｌ) 排水立て管のオフセットで、 垂直に対し 45°を超える場合は、 次の①

または②により通気管を設ける。 ただし、 最低部の排水横枝管より下部

にオフセットを設ける場合は、オフセット上部の排水立て管に通常の通気

管を設ける方法でよい。 また、垂直に対して45°以下のオフセットの場合

でもオフセットの上部より上方、または下部より下方にそれぞれ60㎝以内

に器具排水管または排水横枝管を接続する場合は、上記と同様に通気管を

設ける。 この場合の逃がし通気管は、図２－２－13のとおりとする。 

① オフセットの上部と下部とをそれぞれ単独の排水立て管としての通気
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管を設ける。 （図２－２－20(ａ) 参照）  

② オフセットの下部の排水立て管の立上げ延長部分、 またはオフセット下

部の排水立て管の最高位の排水横枝管が接続する箇所より上方の部分に

逃し通気管を、 またオフセットの上方部分に結合通気管を設ける。 （図

２－２－20(ｂ) 参照）  

 

（SHASE－S206－2009） 

図２－２－20  45°を超えるオフセット部の通気方法 

 

   (ｍ) 外壁面を貫通する通気管の末端は、 通気機能を阻害しない構造とする。 

   (ｎ) 寒冷地及び積雪地における通気管末端の開口部は、 凍結や積雪によって

閉塞されることのないようにする。 凍結によって閉塞されるおそれがある

場合は、 開口部の管径を 75㎜以上とし、 開口部において管径を増大する

必要が生じた場合は、 建物内部の屋根または外壁の内面から原則として

300㎜以上離れた位置で管径の変更を行う （図２－２－21参照）。  

 
図２－２－21 大気開口部の凍結防止措置の例 
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 （ハ）各通気管ごとの留意点 

    上記の一般事項のほか、 通気方式によって次の事項に留意する。 

   (ａ) 各個通気方式 

① トラップウエアから通気管までの距離 

       器具のトラップ封水を保護するため、 トラップウエアから通気管接続

箇所までの器具排水管の長さは表２－２－３に示す長さ以内とし、 排水

管の勾配を１/50～１/100とする。  

 

表２－２－３ トラップから通気管までの距離 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

② 通気管の取出し位置 

       通気管は器具トラップのウエアから管径の２倍以上離れた位置から取

り出す。また、大便器その他これと類似の器具を除いて、通気接続箇所

は、 トラップウエアより低い位置としない。 （図２－２－22参照）  

 
図２－２－22 

器具排水管の管径 
（㎜） 

ℓの長さ 
（ｍ） 

30 
40 
50 
75 
100 

0.8 以内 
1.0 以内 
1.5 以内 
1.8 以内 
3.0 以内 （SHASE－S206－2009） 
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③ 高さが異なる器具排水管の場合 

       器具排水管が高さの異なる位置で立て管に接続する場合、 最高位置で

立て管に接続する器具排水管以外は、 この項で許容される場合を除いて

通気管を設ける。  

④ 共用通気にできる場合 

        背中合わせまたは並列にある２個の器具の器具排水管が、 同じ高さで

排水立て管に接続し、 かつトラップと通気管との距離が前記①に適合し

ている場合は共用通気でもよい （図２－２－23参照）。  

 

図２－２－23 共通通気に出来る場合の例 

 

 また、 同一階で、 背中合わせまたは並列に設けられた２個の器具の器

具排水管が一つの排水立て管に異なった高さで接続し、 共用通気にする場

合は、 排水立て管の管径を上部の器具の器具排水管の管径より１サイズ大

きくし、 かつ下部の器具排水管の管径より小さくならないようにする。 な

お、 器具排水管は①に適合したものとする （図２－２－24参照）。 

 

図２－２－24  共通通気とする場合の排水立て管例 

⑤ 湿り通気の場合 

       器具排水管と通気管を兼用した湿り通気とする場合は、 流水時にも通

気機能を保持するため、 排水管としての許容流量は 1/2 の評価になる。  

       なお、 大便器からの排水は、 湿り通気管には接続しない。  



2－32 

⑥ 返し通気の場合 

       各個通気管を大気中に開口することができない場合、 または他の通気

管に接続することができない場合は、 返し通気としてもよいが、 この

場合、 排水管は通常必要な管径よりも１サイズ以上管径を大きくする。  

    

(ｂ) ループ通気方式 

① 通気管取出し位置 

        最上流の器具排水管と排水横枝管に接続した直後の下流側とする。  

② 通気管の設置方法 

       通気管は、 通気立て管または伸頂通気管に接続するか、または単独に

大気中に開口する。 排水横枝管にさらに分岐された排水横枝管がある場

合は、 分岐された排水横枝管ごとに通気管を設ける。  

③ 逃し通気とする場合 

       二階建て以上の建物の各階 （最上階を除く） の大便器及びこれと類

似の器具８個以上を受け持つ排水横枝管並びに大便器・掃除流しのＳト

ラップ・囲いシャワー・床排水などの床面に設置する器具と、 洗面器及

びこれと類似の器具が混在する排水横枝管には、 ループ通気を設ける以

外に、 その最下流における器具排水管が接続された直後の排水横枝管の

下流側で、 逃し通気を設ける(図２－２－25参照)。 また、 洗面器また

はこれに類似の器具からの排水が、 これらの排水横枝管の上流に排水さ

れるときは、 各立上り枝管に各個通気をとることが望ましい。 

 
            SHASE-S206-2009 

図２－２－25  ループ通気管の逃し通気の取り方の例 

 

   (ｃ) 伸頂通気方式  

排水横枝管または屋外排水管が渦流となるおそれがある場合には、 伸頂

通気方式にしてはならない。  

 

 

通気立て管 

ループ通気管 

掃除口 

逃し通気管 

排水立て管 
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   (ｄ) 結合通気方式 

      ブランチ間隔 10 以上をもつ排水立て管には、 最上階からのブランチ間

隔 10 以内ごとに結合通気管を必ず設ける。 排水立て管と結合通気管の接

続は、 結合通気管の下端が、 その階の排水横枝管が排水立て管と接続す

る部分より下方になるようにし、 Ｙ管を用いて排水立て管から分岐して立

ち上げ、 通気立て管との接続はその階の床面から１ｍ上方の点で、 Ｙ管

を用いて通気立て管に接続する(図２－２－26参照)。  

 

 
図２－２－26  結合通気の取り方 
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（７）配管 

  配管は適切な材料及び工法により、 所定の位置に適正に施工する。 排水管、 

通気管を施工するに当たっては、 設計図書に定められた材料を用い、 所定の位

置に、 適切な工法を用いて施工する。  

 （イ）主な留意点 

   (ａ) 管類、 継手類その他使用する材料は適正なものとする。  

   (ｂ) 新設の排水管等を既設管等に接続する場合は、 既設管等の材質、 規格

等を十分に調査確認する。  

   (ｃ) 管の切断は、 所定の長さ及び適正な切断面の形状を保持するように行う。  

   (ｄ) 管類を結合する前に、 管内を点検・清掃する。 また必要があるときは

異物が入らないように配管端を仮閉塞等の処置をする。  

   (ｅ) 管類等の接合は、 所定の接合材、 継手類等を使用し、 材料に適応した

接合法により行う。  

   (ｆ) 配管は所定の勾配を確保し、 屈曲部等を除き直線状に施工し、 管のた

るみがないようにする。  

   (ｇ) 配管は過度のひずみや応力が生じないような、 また、 伸縮が自由であ

り、 かつ地震等に耐え得る方法で、 支持金物を用いて支持固定する。  

   (ｈ) 排水管、 通気管はともに管内の水や空気の流れを阻害するような接続方

法をしてはならない。  

   (ⅰ) 管が壁その他を貫通するときは、 管の伸縮や防火等を考慮した適切な材

料で空隙を充てんする。  

   (ｊ) 管が外壁または屋根を貫通する箇所は、 適切な方法で、 雨水の浸入を

防止する。  

(ｋ) 水密性を必要とする箇所にスリーブを使用する場合、 スリーブと管類と

のすき間には、 コールタール・アスファルトコンパウンド・その他の材料

を充てんまたはコーキングして、 水密性を確保する。 

   (ｌ) 壁その他に配管のために設けられた開口部は、 配管後、 確実に密着す

る適当な充てん材を用いて、 ネズミ・害虫等の侵入防止の措置をとる。  
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 （ロ）配管の支持間隔 

表２－２－４ 配管の支持間隔 

注）支持間隔はＨＡＳＳ010を参考にした。 

 

区

分 

          呼び径 

管 種 

20A 

以下 
25 32 40 50 65 80 100 125 150 200 

 

以上 

横 

 

 

 

走 

 

 

 

管 

鋼管、ライニ

ング鋼管 

支  持（m） 1.8 2.0 3.0 4.0 5.0 

吊り金物（㎜） 9 12 

ステンレス

鋼 管 

支  持（m） 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 

吊り金物（㎜） 9 12 

銅 管 

支  持（m） 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 

吊り金物（㎜） 9 12 

硬質塩化 

ビニール管 

支  持（m） 1.6 16㎜以下は0.75㎜ 1.2 1.5 2.0 

吊り金物（㎜） 9 12 

鋳鉄管 

(メカニカル) 

支  持（m） 直管1本につき1箇所、異形管1個に1箇所 

吊り金物（㎜） 9 12 

鉛 管 

支  持（m） 
配管の変形のおそれのある場合は、厚さ0.4㎜上の亜鉛鉄板の半径とい受け、 

1.5m以内 

吊り金物（㎜）   

立

て

管 

鋳鉄管 支  持（m） 
直管は1本につき1箇所、異形管は連続して２個のある場合はいずれか１箇所、3個

の場合は中央1箇所 

その他の管 吊り金物（㎜） 各階1箇所以上 
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表２－２－５  配管の支持間隔 

呼び径 

（Ａ呼称） 
壁 20 

       

20 85 20 25       

25 85 20 120 32      

32 90 125 125 130 40     

40 95 130 130 135 140 50    

50 100 135 135 140 145 150 65   

65 110 145 145 150 155 160 170 80       

80 140 175 175 180 185 190 200 205 100      

100 160 195 195 200 205 210 220 225 245 125     

125 170 205 205 210 215 220 230 235 250 265 150    

150 210 245 245 250 255 260 270 275 290 305 320 200   

200 235 270 270 275 280 285 295 300 315 330 345 370 250  

250 260 295 295 300 305 310 320 325 340 355 370 395 420 300 

300 285 320 320 325 330 335 345 350 365 380 395 420 445 470 

(注) 1) 保温厚は 20Ａ～80Ａは 20㎜、100Ａ～300Ａは 25㎜として計算。 

     2) 管の保温外面間｢アキ｣は 20Ａ～65Ａは 50㎜、80Ａ～125Ａは 75㎜、150Ａ～300Ａは 

100㎜として計算。 

3) 隣り合う管の管径が異なる場合は大なる方の管径で｢アキ｣を決定。 

（ハ）立て管 

    立て管は、 十分な間隔で整然と配列し、 かつ管およびその内容物の重量を

支持しなければならない。  

 （ニ）立て管の底部 

    立て管の底部は、 十分な支持金物・支持台で支持しなければならない。  

 （ホ）横走管 

    横走管は整然と配列し、 かつ管のたるみを防止できる十分な支持を取らなけ

ればならない。 

 （へ）床下集合配管システム（排水ヘッダー） 

床下集合配管システム（排水ヘッダー）を設置する場合は、以下のように行

うこと。 

（ａ）適切な口径、勾配を有し、建築物の構造に合わせた適切な支持、固定をす

ること。 
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（ｂ）汚水の逆流や滞留が生じない構造であること。 

（ｃ）保守点検・補修・清掃が容易にできるよう、建築物に十分なスペースを有

する点検口を確保すること。 

（ｄ）製造メーカーの仕様を遵守すること。 

 （ト）集合住宅や中高層建築物について 

   (ａ) 基本的な配管方法 

最下階と上層部を別系統とし、その系統ごとに屋外排水管へます接続する。 

また、お互いに影響しない屋外排水管箇所で合流させる。 

 

 

図２－２－27 
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   (ｂ) 特別な配管方法 

    ① 最下階の全てを排水立て管に接続する場合は、図４－２－12による。 

② 全ての排水立て管を延長して伸頂通気管（大気中に開放）を設けた場合

でも、屋外排水横主管に対する単独通気管を設置することが望ましい。 

     (ア) 最下階等部分のトラップの跳ね上げ防止のため。 

    (イ) 排水をスムーズに行うため排水立て管の横配管部へは接続しない。 

                           →最下階以外も該当する。 

③ 集合住宅で一階部の排水横枝管に排水立て管を接続する場合 

     (ア) 各種跳ね上げ防止策の施工方法を選択する。 

(イ) 排水横枝管の距離は、 最上流部器具配管が最短距離で配管できる箇

所まで延ばすこと。 

     (ウ) 一階部の排水横枝管口径φ100㎜以上、負荷が大きい大便器へ通気管

を設けること。ただし、２器具以上の排水立て管には、伸頂通気管を

設ける。 

     (エ) ２器具以上の排水立て管の他に単独器具排水立て管を設けたい場合、

２器具以上の排水立て管に伸頂通気管と一階部の排水横枝管に通気管

を設ける。  

 

 図２－２－28 

  (ｃ) 排水横主管を床下配管する場合 

① 最下階と上層部を別系統とし、屋外排水管部で合流させること。 

② 排水横主管口径を排水立て管に比べ、ワンサイズ以上大きくすること。 

③ 必要な箇所に掃除口を設ける。 

④ 床下部への専用出入り口を設け、かつ、床下部は作業が可能なスペース

を確保する。 
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   (ｄ) 器具トラップの跳ね上げ防止策 

① 排水横主管・横枝管口径を排水立て管に比べ、ワンサイズ大きくする。 

② 立て管底部より3ｍ以上離して接続や合流させる。 

   ③ 底部には大曲りエルボや45°エルボ２個使用し防止する。 

   (ｅ) 通気管について 

① 排水立て管の長さが 30ｍ以内で三階以上の集合住宅も、２管式（図２－

２－15参照）の施工が望ましい。 

② １管式で最下階と上層部を別系統できない場合は、屋外排水横主管に通

気管を設け伸頂通気管へ接続、または単独に延長して、最高位器具あふ

れ縁より15㎝以上で大気中に開放する。 

③ 通気管を複雑に合流させる場合は、計算により口径を求めること。 

また、各階通気管を伸頂通気管に接続する場合を除いて、建物の階数以

上に合流させない。計算方法は、器具排水負荷単位法とすることができ

る。 

④ 排水横枝管口径φ100 ㎜及びます合流する規格集合住宅で、かつ、スラ

ブ厚がなく枝管部に通気管を設置できない場合は、確認協議により負荷

が大きい大便器に通気管を設けることができる。なお、平面図に理由と

詳細排水立て管図を記入。 

 

（８）試験と検査 

 （イ）建物内汚水・雑排水・通気系統の試験 

    建物内汚水・雑排水管及び通気系統の工事が完了したときは、次のいずれか

の試験により、排水管及び通気管の自主検査を行わなければならない。  

   (ａ) 満水試験 

① 試験対象部分の最高開口部を除き、 ほかの開口部をすべて密閉した後、 

管内を満水し、 漏水の有無を検査しなければならない。  

② 満水試験の代わりに、ポンプをもって試験を行っても差し支えない。  

③ 試験水頭は最小３ｍAq （0.3㎏/㎠） とし、 その保持時間は最小 30分

でなければならない。  

④ 部分試験を行う場合は、 系統中の最高から下へ３ｍまでの配管を除き、 

いかなる部分も３ｍAq （0.3㎏/㎠） 未満の水頭で試験してはならない。 

なお、 部分試験の最高開口部以下３ｍまでの部分は、 つぎの上部の部

分試験の対象部に組み入れ、 最小３ｍAq （0.3 ㎏/㎠） の水頭を受け

るように、 再び試験しなければならない。  
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   (ｂ) 水圧試験 

排水ポンプの吐出管の試験圧力は、 配管の最低部において、 設計図書

記載のポンプ揚程の最小２倍とし、 その保持時間は最小 60 分でなければ

ならない。  

   (ｃ) 気圧試験 

① 空気圧縮機または試験機を排水管の適切な箇所に接続し、 開口部をすべ

て密閉した後、 管内に空気圧をかけ、 空気の漏れの有無を検査しなけ

ればならない。  

② 試験圧力は最小 0.35 ㎏㎠/または 250 ㎜ Hg とし、 その保持時間は最小

15分でなければならない。  

   (ｄ) 煙試験 

① 試験対象部分のすべてのトラップを封水した後、 １個または数個の煙発

生器を使用し、 その系統に刺激性の濃煙を送入し、 煙が十分行きわた

り立て管頂部の通気口から煙が上昇するのを見届けた後、 それらの通気

口を密閉し、 試験水頭を高め、 煙の漏れの有無を検査しなければなら

ない。  

② 試験水頭は最小 25 ㎜ Aq とし、 その保持時間は原則として最小 15 分で

なければならない。  

   (ｅ) はっか試験 

① 試験対象部分のすべてのトラップを封水した後、 立て管に7.5 m につき、 

はっか油 50 g を 41℃以上の熱湯に溶かし、 その溶液を立て管頂部の通

気口から注入した後、 その通気口を密閉し、 はっかの漏れの有無を検

査しなければならない。 

② 試験水頭は最小 25 ㎜ Aq とし、 その保持時間は原則として最小 15 分で

なければならない。  

   (ｆ) 通水試験 

      各器具の使用状態に適応した水量で排水し、 系統の異常の有無を検査し

なければならない。  
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（９）衛生器具 

 （イ）陶器の種類 

    衛生陶器はJIS A 5207 （衛生陶器） に合格するものとする。  

    陶器はその素地の違いにより溶化素地質、 硬質陶器類の２種に分類される。 

これらの差異は下表のとおりであるが、 市場に出ているものは、 ほとんどが

溶化素地質である。  

表２－２－６  衛生陶器の素地の種類（ＪＩＳ Ａ5207） 

素地の種類 記号 
イ ン キ 
（吸水）試験 

急冷試験 貫入試験 

溶化素地質 Ｖ 
浸 透 度 

3 ㎜以下 
合 格 

オートクレープ 
10 気圧 合格 

硬質陶器質 Ｅ 
浸 透 度 
15 ㎜以下 

合 格 
オートクレープ 

5 気圧 合格 

 
 （ロ）陶器の特性 

    陶器はほかの材料、 特に金属とは物理的性質が著しく異なり、 衝撃に弱く、 

熱膨張係数も小さいので、 取扱いに際しては十分な養生が必要である。 また、 

金属やコンクリートなどに接する部分には、緩衝材を取り付けるなどの配慮が

必要である。  

    大便器の構造上必要な条件は次のとおりである。  

① 固形物が留水中に落下し、 臭気が少ない。  

② 留水面が広く乾燥面が少ない。  

③ 汚物が流れやすくトラップが詰まりにくい。  

④ トラップの封水深は５～10㎝である。 

⑤  洗浄騒音が少ない。  

 

 （ハ）形状および構造・機能 

   (ａ) 大便器 

① 大便器の種類 

      大便器は和風便器と洋風便器とに大きく分類される。 さらに機能によっ

て、 洗出し式・洗落し式・サイホン式・サイホンゼット式・ブローアウト

式の５種類に分けることができる。 
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(ⅰ) 洗出し式 

       和風大便器の最も一般的な形式で

あり、 便器周縁の各所から噴出する

洗浄水が汚物を洗い流す方式である。 

（図２－２－29参照）  

和風洗出し大便器 （両用便器）、  

幼児用和風洗出し大便器がある。    図２－２－29  洗出し式 

(ⅱ) 洗落し式 

 汚物をトラップ留水中に落下さ

せる方式である。 汚物が水中に落

ちるので、 洗出し式に比べて臭気

が少ない。 比較的安価であるため、 

洗出し式とともに多く普及してい

る。 （図２－２－30参照）  

  洋風洗落し便器、 幼児用 

洋風洗落し便器がある。         図２－２－30  洗落し式          

(ⅲ) サイホン式 

 構造は洗落し式と似ているが、    

排水路を屈曲させることにより、 

洗浄の際に排水路部を満水させ、 

サイホン作用が起こるようにした

ものである。 洗落し式に比べて排

出力が強力である。 

  （図２－２－31参照）     図２－２－31  サイホン式  
(ⅳ) サイホンゼット式 

 サイホン式便器のトラップ排水 

路入口ａに噴水孔を設け、 この噴

水によって強制的にサイホン作用

を起こさせるようにしたものであ

る。 この方式は、 サイホンによる

吸引作用が強いため、 広い留水面

が確保でき、 封水深が大きく、 排  図２－２－32 サイホンゼット式 

除が確実で臭気の発散や汚物の付着がほとんどない。 （図２－２－32

参照） 洋式サイホンゼット便器、 洋風タンク密結サイホンゼット便器

がある。 
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(ⅴ) ブローアウト式 
 サイホンゼット式と似ているが、

サイホン作用よりも噴水作用に重

点をおいた機能になっており、 噴
水孔からの噴水圧で汚物を吹きと

ばし、 排出するようにしたもので

ある。 サイホン作用を利用しない

ため、 トラップの排水路が大きく  図２－２－33  ブローアウト式 
詰まるおそれが少ない。しかし給水圧が10 N/㎠以上必要であり洗浄音が

大きい。 (図２－２－33参照)  

② 洗浄方式 

 大便器の洗浄方式には、 フラッシュバルブ式、 ロータンク式及びハイタ

ンク式がありこれを比較すると表２－２－７のとおりである。 

表２－２－７  洗浄方式の比較 

    方式 

事項 
フラッシュバルブ式 ロータンク式 ハイタンク式 

給水圧力と管径 

0.07Mpa 以上の水圧を必

要とする。給水管径は 25

㎜以上とする。 

給水管径は 13 ㎜でよい

が、据付位置が低く圧力が

小さいので洗浄管径は、38

㎜位必要である。 

ハイタンクに給水できる

圧力であればよい。給水管

径は 13㎜、洗浄管径は32

㎜とする。 

据 付 位 置 
便器に近い低い位置に設

ける。 

タンク底面は床上 50cm ま

たはそれ以下になる。 

床上約 1.8m 以上に設け

る。 

使 用 面 積 小 大 中 

構   造 複   雑 簡   単 簡   単 

修   理 や や 困 難 簡   単 や や 困 難 

据 付 工 事 容   易 容   易 やや困難（高い） 

騒  音 や や 大 小 や や 大 

連 続 使 用 可 不   可 不   可 

洗浄方式の例 
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③ 節水形便器 

      洗浄・排水・封水等の機能を維持しながら１回当たりの洗浄水量を減ら

して節水を図った節水型便器がある。 JIS A 5207 では、 「１回当たりの

使用水量を、 洗出し形及び洗落とし形においては８ℓ以下、 サイホン及び

サイホンゼット形においては９ℓ以下に減じた便器」 を節水形大便器と定

義している。  

      節水形便器の採用に当たっては、 公共ますまでの距離及び器具の配置状

況等を勘案して、その宅地に適合した器具の選定を行う。 便器の使用水量

が５ℓ以上10ℓ以下の場合の汚物搬送距離の実験の結果を図２－２－34に示

す。  

表２－２－８ 標準的な便器の使用水量 

種       類 
使 用 水 量 （ℓ） 

従 来 型 節 水 型 

大

便

器 

洗 落 し 式 

洗 出 し 式 
12 8 

サイホン式 16 ※ 13 

サイホンゼット式 20 ※ 13 

小   便   器 6 ４ 

※ は補給水４ℓを含む 

 
注 大便器から公共ますまたは他の汚水が合流するまでの距離。 

図２－２－34  使用水量による搬送距離 
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スピンドル

の種類 
回 転 方 式 水  勢 吐水量 吐水時間 

調   節 
スピンドル 

右に回す 
（ピストンバルブの上昇を少なくする） 

ほとんど変わら

ない 減少 短くなる 

左に回す 
（ピストンバルブの上昇を少なくする） 

ほとんど変わら

ない 増大 長くなる 

チャッキ 
スピンドル 

右に回す 
（締める方向に回す） 弱くなる ほとんど変わら

ない 長くなる 

左に回す 
（開ける方向に回す） 強くなる ほとんど変わら

ない 短くなる 

図２－２－35 フラッシュバルブの構造図
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図２－２－36 ハイタンクの構造図 

 

 

 

 

 

 
図２－２－37 ロータンクの構造図 
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 (ｂ) 小便器 

① 小便器の種類 

      小便器には、 壁面に取り付けるろうと（漏斗）形をした壁掛け小便器と

壁掛けストール小便器及び床上に設置するストール（便器に｢そで｣状の仕

切りがある形）小便器がある。（図2－2－38参照）。トラップ付きは施工や

管理面で有利である。 

 

図２－２－38  各種小便器 

② 小便器の洗浄方式 

      小便器の洗浄方式には水栓方式、 フラッシュバルブ方式及び自動サイホ

ン方式がある。  

     (ⅰ) 水栓方式は、 水栓の開閉によって小便器を洗浄するもので、 洗浄

の確実性が期待できず非衛生的になりやすい。  

     (ⅱ) フラッシュバルブ方式は、 押しボタンを押すと一定量が吐水され、 

自動的に閉止するもので、 操作は容易であるが洗浄の確実性は期待で

きない。  

     (ⅲ) 自動サイホン方式 （図２－２－39 参照） は、ハイタンクと組合わ

せて使用するもので、 ハイタンクには常に一定量の水を供給し、 規

定の水位に達したときにサイホン作用によりタンク内の水を自動的に

放水して小便器の洗浄を行う方式である。 しかし、 この方式では夜

間など使用者がいないときにも、自動的に水が流れる欠点があるので、

使用者の有無を確認できる感知器や使用時間帯のみ給水するタイマー

などと併用することにより、 節水をはかることが望ましい。 
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図２－２－39  自動サイホン方式 

 

③ 小便器の節水方式 

      駅・学校・大形ビルなどの多人数が利用する場合で、 小便器の洗浄水量

を減少させて節水を図る洗浄システムとして、 使用者の有無を確認する光

電センサー方式、 尿検知方式、 使用時間帯のみ給水するタイマー方式な

どがある （図２－２－40 参照）。 これらの採用には、 それぞれの使用実

態にあったものを選定することが必要である。  

 

   (ｃ) 手洗い器・洗面器 

      手洗い器や洗面器は、 形状からバック付き、 たな付き、 そで付きなど

に分類され、 取り付け方法からビス止め式・バックハンガー式・ブラケ 

 
図２－２－40  小便器の節水方式 

ット式・カウンター式に分類される。 また、 取り付けられる給水栓の種類

が、 立て水栓１個付き・立て水栓２個付き・湯水混合水栓 （台付き湯水混

合水栓・コンビネーション・シングルレバー） 付きなどがあるため、 これ

らの組合せから非常に多くの組合せ種類がある。 しかし、 住宅における洗

面器は狭い空間を最大限に利用するため、 次第に洗面化粧台に移行しつつあ

り、 単独の洗面器は主にオフィスビルなどの公衆の場所に使用される傾向が

ある。  
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 （ニ）衛生陶器の取り付け 

   (ａ) 取り付け上の一般的注意 

      陶器の取り付けにあたっては、 その性質をよく理解して施工しなければ

ならない。  

① 弾性が極めて小さく、 衝撃に弱いので、 運搬、据付時等はていねい

に取り扱う。  

② 熱膨張係数が極めて小さいので、 ほかの物体に密着させるときは、 そ

の膨張・収縮を逃がす工夫が必要である。  

③ 熱伝導率が小さいので、 局部の急熱・急冷を避けるようにしなければ

ならない。  

   (ｂ) 標準取り付け寸法 

      衛生陶器の取り付け位置や間隔については、 表２－２－９および図２－

２－43～図２－２－46 を参照。 なお、 図中で寸法が３種類記入してある

ものは、 上段が最小寸法、 中段が標準寸法、 下段が余裕のある寸法で、 

いかなることがあっても最小寸法以下にならないように注意すること。  

      衛生器具の取り付け高さについては、 表２－２－９を参照。 この寸法

は、 成人男女の平均的取り付け寸法であって、 成人の男性だけが使用す

る場合や反対に成人女性だけが使用する場合は、 現場に応じて加減するこ

とが望ましい。 また、 学校などのように特定の年齢の人だけが使用する

場合には、 現場に応じて最適の寸法をとることが望ましい。 
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表２－２－９  衛生器具の取り付け高さ 

器 具 名 称 
取り付け高さ 

［㎜］ 
適        用 

和風両用便器 300 上、下床面の高さの差 

小便器 530 床面よりリップ上端まで 

ストール小便器（壁掛け形） 530 床面よりリップ上端まで 

洗面・手洗い器 720 床面よりあふれ縁まで 

手洗い器（便所内手洗い専用） 760 床面よりあふれ縁まで 

料理場流し 800～850 床面よりあふれ縁まで 

洗たく流し 800～850 床面よりあふれ縁まで 

連合流し 800～850 床面よりあふれ縁まで 

吹き上げ水飲み器 

（斜角吹上げ式） 
850～920 床面よりあふれ縁まで 

実験用流し（化学用流し） 760 床面よりあふれ縁まで 

シャワー（固定式） 

 

ハンドシャワー 

 

850 

1,870 

850 

1,650 

床面より混合弁またはシャワーバルブ取り付け口中心まで 

床面よりシャワーヘッド取り付け位置中心まで 

床面より混合弁またはシャワーバルブ取り付け口中心まで 

床面よりシャワーヘッド取り付けフック中心まで 

ハイタンク（手引き式） 1,600以上 床面よりタンク下端まで 

ハイタンク 

（シスタンバルブ式） 
1,600以上 床面よりタンク下端まで 

シスタンバルブ 
和風大便器370～610 

洋風大便器最小100 

床面よりシスタンバルブハンドルまで 

床面上縁よりシスタンバルブ下端まで 

洗浄用ハイタンク(小便器用) 1,850以上 床面よりタンク下端まで 

洗浄用ロータンク 
和風大便器 500 

洋風大便器 350 

床面よりタンク下端まで 

床面よりタンク下端まで（密結形は除く） 

洗浄弁（フラッシュ弁） 

（ 大 便 器 用 ） 
最 小 100 

便器上縁より洗浄弁またはその下部に取り付けるバキュー

ムブレーカ下端まで 

洗浄弁（フラッシュ弁） 

（ 小 便 器 用 ） 
最 小 75 便器給水口より洗浄弁下端まで 
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洋風大便器の据付け 

 
図２－２－41 洋風大便器の施工例（ロータンク式） 

① 排水管の立上り位置と便器中心線が一致していることを確認し、さらに、 

排水管の立上り高さが適当であるか確認しておく （据付け作業をするま

での期間は、異物が管内に落ち込まないようにふたをしておく）。   

② 木造床に据付ける場合は、必要に応じて補強する。  

③ 防水層を持つ床の場合は、同層を立ち上げ排水管に密着させておく。  

④ 床フランジ （排水管と便器の排水口の接続に用いる） の取り付け前に

排水管管口の中心に合わせて、 便器の中心線を床にえがき、 据付けの

正確性を図る。  

⑤ 床フランジの中心線と便器の中心線を一致させて仮付けし、床フランジ

取り付け穴の芯を決め、木ねじが埋め込められるよう、あらかじめ処置

を行う。床フランジ取り付けが不十分であると、便器ががたつく原因に

なる。  

⑥ 鉛管または硬質塩化ビニール管に接続する場合は、 排水管を所定の長さ

に切断し、 床フランジのテーパー面にそわせ、 上部まで十分広げる。 鉛
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管の場合、 広げた鉛管の上端を床フランジにはんだ付けする方法が理想

的である。  

⑦ 硬質塩化ビニール管に接続する場合で、テーパーのない床フランジでは、 

床仕上がり寸法を床仕上がり面と同一にする。床フランジの差し込み部

外周に接着剤を塗り排水管に押し込み密着させる（図２－２－41（ｃ）

参照）。  

⑧ 所定のパッキンをセットし、便器排水口外周のごみや水分を取り除き便

器を据付け、 フランジボルト及び便器固定用木ねじで固定する （強く

締めすぎると便器が破損することがあるため十分注意して行う）。  

⑨ 便器排水口と排水管との接続にあたっては、 漏水等のおそれのないよう

確実・丁寧に施工する。  

⑩ 和風便器をコンクリートに埋め込む場合、 コンクリートと接する部分に

は緩衝材（アスファルト等）で保護する。（図２－２－42－a参照）  

⑪ 洗面器を壁面に取り付ける場合、 締付け時に完全に締め付けると危険で

ある。 （図２－２－42－b参照）  

⑫ 洗面器をはじめ、 多くの衛生陶器に金具を装着するときは、 ゴムパッ

キンを介して、 しかもゴムの弾性を失わない程度に締め付ける。（図２

－２－42－c参照）  

⑬ 小便器を壁面に取り付ける場合は、 ナットの締め過ぎによる便器の破損

に注意し、必要に応じて壁等の補強を行う。 （図２－２－42－d参照）  

 

 

 

 
図２－２－42－ａ（和風大便器の施工例）    図２－２－42－ｂ（洗面器の壁固定） 
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図２－２－42－ｃ（洗面器と金具の締付け）   図２－２－42－ｄ（小便器の排水口締付け） 

 
 
 

 
 

1a の寸法 

種    別 寸 法 [㎜] 

側壁・側床または前壁 
洗   浄   弁 

150 

前 床 洗 浄 弁 
隅付きロータンク 

175 

ハ イ タ ン ク 
サイホンゼット大便器 

200 
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図２－２－43 和風便所の寸法 

 

 

 

 

 

 

 

2a の寸法             3a の寸法 

種 別 寸法 [㎜]  種 別 寸法 [㎜] 

ハイタンク 

洗 浄 弁 
175  

洗 浄 弁 45 

タンク密結型 
50+20 

（透かし） 

ロータンク 225  ロータンク 85 

 

 

 

図２－２－44 洋風便所の寸法 

 

 

 

図２－２－45 小便器回りの寸法〔単位：㎜〕   図２－２－46 洗面器回りの寸法〔単位：㎜〕  
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（10）衛生陶器付属金具等 

 （イ）付属金具 

    付属金具は、 JIS A 5514 （衛生陶器付属金具） に合格するもの。  

    衛生陶器付属金具とは、 スパット・床フランジ・排水金具等をいう。  

 （ロ）大便器洗浄弁 

    洗浄弁は、 JIS B 5521 （大便器洗浄弁の建築用） に合格するもの。  

 （ハ）給水栓 

    止水栓・ボールタップ等は、 JIS A 2061 （給水栓） に合格するもの。  

 （ニ）便座 

    洋風便器を使用するときは、 陶器に直接肌を触れることなく、 必ず便座を

介して用便を行う。 便座の選定にあたっては、 次の点を考慮する。  

便座には、  

① 大型 （主にサイホン型・サイホンゼット型の便器に使用する）  

② 小型 （主に洗落し式便器に使用する）  

形状により、  

① 前割れ形 

② 前丸形 

便座カバーの有無により、  

① カバー付き 

② カバー無し 

カバー付き便座は、  

① 普通便座 

② 暖房便座 

③ 温水洗浄便座 

 

 （ホ）アクセサリー類 

    バスルーム、・化粧室・トイレ・浴室などの衛生器具に付属するアクセサリー

類は、 化粧キャビネット・鏡・化粧だな・タオル掛け・石けん入れ・にぎり棒・ 

栓抜き・紙巻き器・紙タオル箱など多種多様であり、 年々新しいデザインの製

品が発売されているので選定にあたってはメーカーのカタログを参照する。 

なお選定にあたって注意すべき点を次に示す。  
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   (ａ) 安全性 （折れたり割れたりすると、 特に裸で使用することもあるので

危険であり、 よく確認すること）  

   (ｂ) 堅固に固定できるか （使用中抜けたり、ぐらついたりすると危険である）  

   (ｃ) 鋭いエッジはないか （場合によっては刃物のような役目をして怪我をす

る）  

   (ｄ) 耐久性 （衛生器具と同様、 長期間使用するものである）  

   (ｅ) 構造はできるだけ単純なものがよい 

 （へ）排水目皿 

    浴場・流し場等の汚水流出口には、 固形物の流下を阻止するために有効な目

幅をもち、 取り外しのできる排水目皿を設けなければならない。  

    排水目皿の開口有効面積は、 流出側に接続する排水管の断面積以上とし、 目

幅は直径10㎜の球が通過しない大きさとする。  

 

 
図２－２－47   排 水 目 皿 

 

 

（11）寒冷地対策 

   寒冷地においては冬期に気温が低下し、 便所内の温度が０℃以下になり、 便

器やタンク等の衛生器具や給水管が凍結して使用できなくなることがある。 この

ため、 凍結防止のための種々の対策を講じる必要がある。 しかし、 積雪が多い

ところでは雪によって比較的寒さが伝わりにくいが、 積雪の少ないところでは寒

さが直接伝わるというように、 地域によって排水設備に与える影響も異なる。 し
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たがって、 その地域の状況を十分考慮してその地域にあった対策を講じる。  

寒冷地対策の具体的方法は次のとおりである。 また、 寒冷地の水洗便所の例を

図２－２－48に示す。  

 
図２－２－48   寒冷地の水洗便所の例 

 
① 給水管の凍結を防止するため、 水抜栓を設置する。  

② 窓に目張りをするまたは 二重の窓とする。  

③ 便所の壁・床・天井には、 保温材を施す。  

④ 暖房器具の使用ができるような施設とする （コンセントの設置等）。  

 ⑤ 便器やタンク等は、 寒冷地向きの器具を使用する （ヒータ付き便器・防露式

ロータンク・トラップなし便器等）。  

   寒冷地における最近の建物は断熱材等による保温が十分考慮されてきており、 

水洗便所についても①～④の対策の組合せで対応できるようになってきている 

（図２－２－48①参照） が、 積雪が少なく室温等が極端に下がる地域におい

ては、 トラップ部や便座にヒータが付いた便器や、 断熱材で二重構造とした

防露式ロータンクを使用したり （図２－２－48②参照）、 トラップなしの便器

を用いて排便管の下の地中部分にトラップを設置して、 凍結を防ぐようにして

いる例 （図２－２－48③参照） がある。 

 

（12）排水槽 

   地階の排水または低位の排水が、 自然流下によって直接公共下水道に排出でき

ない場合は、 排水槽を設置して排水を一時貯留し、 排水ポンプでくみ上げて排

出する。  

   なお、 排水槽を設置する場合は、 下水道法施行令第８条に従い臭気の発散し

ない構造としなければならない。  
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   ビルの地下等において汚水を一時的に貯留する排水槽 （いわゆるビルピット） 

は、 構造・維持管理が適切でないと悪臭が引き起こされ、 都市部での苦情が増 

加している。 今回、 改定された政令でも、 下水道法施行令第８条第 11号におい

て 「汚水を一時的に貯留する排水設備には、 臭気の発散により生活環境の保全上

支障が生じないようにするための措置が講ぜられていること。」 とされており、 設

置や維持管理にあたっては十分な検討が必要である。  

   排水槽は低位排水系統の排水を対象とし、 自然流下が可能な一般の排水系統と

は別系統で排水する。  

 （イ）排水槽の種類 

    排水槽は流入する排水の種類によって次のように区分する。  

   (ａ) 汚水槽 

      水洗便所のし尿等の汚水排水系統に設ける排水槽である。  

   (ｂ) 雑排水槽 

  厨房その他の施設から排除されるし尿を含まない排水を貯留するための

排水槽である。  

   (ｃ) 合併槽 

      汚水及び雑排水を合わせて貯留するための排水槽である。  

   (ｄ) 湧水槽 

      地下階の浸透水を貯留するために設けられる排水槽である。  

   (ｅ) 排水調整槽 

      排水槽のうち、 排水量の時間的調整を行うために設けられる槽である。  
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 （ロ）排水槽設置上の留意点 

    排水槽の設置にあたっては、 次の点に留意する （図２－２－49参照）。  

 
図２－２－49   排水槽の例 

   (ａ) 排水槽はその規模等にもよるが汚水・雑排水・湧水はおのおの分離する

のがよい。  

(ｂ) ポンプによる排水は、原則として自然流下の排水系統（屋外排水設備）

に排出し、公共下水道の能力に応じた排水量となるよう十分注意する。  

(ｃ) 通気管は、他の排水系統の通気管と接続せず、単独で大気中に開口し、 そ

の開口箇所等は、 臭気等に対して衛生上、 環境上十分な考慮をする。  

(ｄ) 通気のための装置以外の部分から臭気が漏れない構造とする。  

   (ｅ) 排水ポンプは、 排水の性状に対応したものを使用し、 異物による詰ま

りが生じないようにする。 また、 故障に備えて複数台を設置し、 通常は

交互に運転できるように排水量の急増時には同時運転が可能な設備とする。 

ただし、 小規模な排水槽ではポンプ設置台数は１台でもよいが予備を有す

ることが望ましい。  

   (ｆ) 槽内部の保守点検用マンホール （密閉型ふた付き内径60㎝以上） を設

ける。 点検用マンホールは２箇所以上設けるのが望ましい。  

   (ｇ) 厨房より排水槽に流入する排水系統には、 厨芥を捕集するます、 グリ

ース阻集器を設ける。  

   (ｈ) 機械設備等からの油類の流入する排水系統には、オイル阻集器を設ける。  

   (ⅰ) 排水ポンプの運転間隔は水位計とタイマーの併用により、 １時間程度に

設定することが望ましい。 また、 満水警報装置を設ける。  

   (ｊ) 排水槽の有効容量は、 時間当たり最大排水量以下とし、 次式によって
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算定する。  

なお、 槽の実深さは計画貯水深さの1.5～2.0倍程度が望ましい。 

 

有効容量 （㎥）＝ 
（時）の１日当たり給水時間建築物（地階部分の）

）の１日平均排出量（建築物（地階部分の） 3m
×2.0～2.5 

 

   (ｋ) 十分に支持力のある床または地盤上に設置し、 維持管理しやすい位置と

する。  

   (ｌ) 内部は容易に清掃できる構造で、 水密性・防食性を考慮した構造とする。  

   (ｍ) 底部に吸い込みピットを設け、 ピットに向かって１／15 以上、 １／10

以下の勾配をつけ、 槽底部での作業の便宜を図るための階段を設けること。 

また、 汚水の滞留及び付着を防止するため、 側壁の隅角部に有効なハン

チを設けること。 排水ポンプの停止水位は、 吸込みピットの上端以下と

し、 排水や汚物ができるだけ排出できるように設定し、 タイマーを併用

しない場合には、 始動水位はできるだけ低く設定する。 ただし、 ばっ気、 

かくはん （攪拌） 装置を設置する場合の始動・停止水位は、 その機能を

確保できる位置を設定する。  

   (ｎ) ポンプの吸込み部の周囲及び下部に、 残留汚水の減量のため 10 ㎝から

20㎝程度の間隔をもたせて、 吸込みピットの大きさを定める。  

   (ｏ) ポンプ施設には逆流防止機能を備える。  

(ｐ) 排水の流入管は、 汚物飛散防止のため吸込みピットに直接流入するよう

に設けるのが望ましい。  

 （ハ）排水槽からの悪臭の発生原因と対策 

   (ａ) 構造面 

      水面積が広い形状の排水槽では、 汚水流入による水位上昇が少ないこと

から、 排水ポンプの運転頻度が少なくなる。よって汚水のピット内滞留時

間が長くなり、 悪臭が発生する。  

      この場合は、 嫌気状態を抑制するために、 ばっ気、 かくはん （攪拌） 

併設装置または低水位の排水を排除するために排水用補助ポンプを設ける

か、 あるいは排水槽の容量を小さくするために即時排出型排水槽 （図２

－２－50 参照） 等を設ける。 即時排出型排水槽を設置あるいは既設排水

槽を即時排出型排水槽に改造するにあたっては、 「即時排水型ビルピット

設備 技術マニュアル－2002年３月－」 （財団法人下水道新技術推進機構
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発行） を参照。  

 

図２－２－50  即時排水型排水槽の例 

   (ｂ) 維持管理面 

      排水槽に流した汚水を嫌気状態で長時間滞留させたり、 あるいは排水槽

の壁面への汚物の付着や底面への沈殿堆積を長時間放置させると、 悪臭が

発生する。  

      この場合は、 以下の方法を組み合わせて排水槽の腐敗を防ぐ。  

     ⅰ ばっ気 （攪拌併設） 装置により汚水の溶存酸素濃度を上昇させる。  

     ⅱ 定期的な清掃等により排水槽への付着物や堆積物を減少させる。  

     ⅲ 排水ポンプ始動水位を適正に設定することにより汚水等が長時間にわ

たり滞留しないようにする。  

 （ニ）排水槽の維持管理 

   (ａ) 排水槽を含め排水ポンプ・排水管・通気管等について、 定期的に清掃、 

機械の点検を行い （少なくとも年３回以上）、 常に清潔良好な状態に保つ

ようにする。特定建築物維持管理権原者は、排水に関する設備の掃除を「六

月以内ごと」に「一回」「定期」に行わなければならない。（建築物におけ

る衛生的環境の確保に関する法律施工規則より）また、 排水槽へ流入する

排水系統の阻集器の維持管理は頻繁に行うこと。  

   (ｂ) 排水槽の正常な機能を阻害するようなものを流入させてはならない。  

   (ｃ) 予備ポンプは不断の点検・補修を十分に行い機能の確認を行う。  

   (ｄ) 清掃時等に発生する汚泥は、 廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づ
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いて適正に処分し、 公共下水道等に投棄してはならない。  

   (ｅ) 排水槽に関する図面 （配管図、 構造図等） 及び排水槽等の保守点検記

録等を整備しておかなければならない。  

   (ｆ) 排水槽内において点検及び清掃作業等を行う場合は、 作業前からガス検

知器具により硫化水素濃度等を測定し、 常に安全を確認すること。 また、 

十分換気を行い、 作業終了後、 槽内に作業員がいないことを確認するま

で換気を継続すること。  

 

（13）阻集器 

   油脂・ガソリン・土砂・その他下水道施設の機能を著しく妨げ、 または排水管

等を損傷するおそれのある物質あるいは危険な物質を含む下水を公共下水道に排

水する場合は、 阻集器を設けなければならない。  

   阻集器は、 排水中に含まれる有害危険な物質、 望ましくない物質または再利

用できる物質の流下を阻止、 分離、 捕集し、 自然流下により排水できる形状、 

構造をもった器具または装置をいい、 公共下水道及び排水設備の機能を妨げ、 ま

たは損傷するのを防止するとともに、 処理場における放流水の水質確保のために

設ける。  

 （イ）阻集器の種類 

   (ａ) グリース阻集器 

 営業用調理場等からの汚水中に含まれている油脂類を阻集器の中で冷却

し、 凝固させて除去し、 排水管中に流入して管を詰まらせるのを防止する。 

器内には隔板をさまざまな位置に設けて、 流入してくる汚水中の油脂の分

離効果を高めている （図２－２－51参照）。  

 
図 2－2－51  グリース阻集器の例 
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   (ｂ) オイル阻集器 

      給油場等次に示すガソリン・油類の流出する箇所に設け、 ガソリン・油

類を阻集器の水面に浮かべて除去し、 それらが排水管中に流入して悪臭や

爆発事故の発生を防止する。 オイル阻集器に設ける通気管は、 他の通気

管と兼用せずに独立のものとする （図２－２－52参照）。  

      設置場所 

     ⅰ ガソリン供給所・給油場 

     ⅱ ガソリンを貯蔵しているガレージ 

     ⅲ 可燃性溶剤・揮発性の液体を製造または使用する工場、事業場 

ⅳ その他自動車整備工場等機械油の流出する事業場 

 

図 2－2－52  オイル阻集器の例 

 

   (ｃ) サンド阻集器及びセメント阻集器 

      排水中に泥・砂・セメント等を多量に含むときは、 阻集器を設けて固形

物を分離する。 底部の泥だめの深さは、 150 ㎜以上とする （図２－２－

53参照）。  
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   (ｄ) ヘア阻集器 

      理髪店や美容院等の洗面・洗髪器に取り付けて、 毛髪が排水管中に流入

するのを阻止する （図２－２－54 参照）。 また、 プールや公衆浴場には

大形のヘア阻集器を設ける。  

 
図 2－2－53  サンド阻集器の例          図 2－2－54  ヘア阻集器の例 

 

   (ｅ) ランドリー阻集器 

      営業用洗濯場等からの汚水中に含まれている糸くず・布くず・ボタン等

を有効に分離する。 阻集器の中には、 取り外し可能なバスケット形スク

リーンを設ける （図２－２－55参照）。  

 
図 2－2－55  ランドリー阻集器の例 

(ｆ) プラスタ阻集器 

      外科ギプス室や歯科技工士室からの汚水中に含まれるプラスタ・貴金属

等の不溶性物質を分離する。 プラスタは、排水管中に流入すると管壁に付

着凝固して容易に取れなくなる （図２－２－56参照）。  
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図２－２－56  プラスタ阻集器の例 
 

（ロ）阻集器設置上の一般的留意点 

(ａ) 基本的事項 

① 事前に上下水道部と協議すること。 

② 阻集器は、使用状況に合わせ各店舗及び各系統ごとに設置する。 

③ 維持管理について、説明用チラシにより説明し理解を求めておくこと。

（「油脂遮断装置の設置について」添付・第８章様式集８－４３参照） 

(ｂ) 使用目的に適合した阻集器を有効な位置に設ける。 

① 容易に維持管理ができ、 有害物質を排出するおそれのある器具または

装置のできるだけ近くが望ましい。 

② 阻集器の上に物などを置かない場所とする。 

③ 清掃作業ができるスペースの確保が必要。 

   (ｃ) 阻集器は汚水から油脂・ガソリン・土砂等を有効に阻止分離できる構造

とし、 分離を必要とするもの以外の下水を混入させないものとする。  

   (ｄ) 容易に保守・点検ができる構造とし、 材質はステンレス製・鋼製・鋳鉄

製・コンクリート製または樹脂製の不透水性、 耐食性のものとする。  

(ｅ) 阻集器に密閉ふたを使用する場合は、適切な通気がとれる構造とする。  

      阻集器は原則としてトラップ機能を有するものとする。 これに器具トラ

ップを接続すると、 二重トラップとなるおそれがあるので十分注意する。 

なお、 トラップ機能を有しない阻集器を用いる場合は、 その阻集器の直

近下流にトラップを設ける。  
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   (ｆ) トラップの封水深は、 ５㎝以上とする。 

（ハ）グリストラップ・オイルトラップ設置上の留意点 

  (ａ) 厨房などの床排水も阻集器に排水する。 

(ｂ) 阻集器上流側にも通気管を設置することが望ましい。 

(ｃ) 複数店舗排水をまとめたグリストラップを設置することは、以下により

避ける。 

① 阻集器を設ける有効な位置は、油脂類等が混入するおそれのある器具

または装置のできるだけ近くとし、悪い影響を受ける排水管路を短く

する。 

② 維持管理と問題発生時の責任所在が明確ではないためトラブルの原因

となる。 

(ｄ) 現場状況により(ｃ)を避けることができない場合は、以下の条件で確認

協議により施工することができる。 

① 施工理由が明確である場合。 

② 維持管理に関する内容を明記した誓約書を提出し、設置維持管理者を

明確にする。 

(ｅ) ますについて 

阻集器の排水は、ますを設けて屋外排水横主管へ合流させる。 

   (ｆ) 掃除口について 

阻集器の上流側や屋外排水横主管合流までの清掃口は、維持管理に必要

な箇所に設置する。 

 （ニ） 阻集器の維持管理 

   (ａ) 阻集器に蓄積したグリース、 可燃性廃液等の浮遊物、 土砂、 その他沈

殿物は毎日点検し、必要に応じて除去しなければならない。  

   (ｂ) 阻集器から除去したごみ・汚泥・廃油等の処分は廃棄物の処理及び清掃

に関する法律等によらなければならない。 ただし、 再利用をする場合は

この限りではない。  
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（14）単体ディスポーザ 

   単体ディスポーザは、 台所の生ゴミを細かく砕き、 水と一緒に排水管に流

し込むための機器である。しかし、公共下水道は台所の生ゴミの流入を考慮し

た施設とはなっていないため、 以下の問題が生じる。 

 

 
図２－２－57  ディスポーザ 

 

①従来の排水の外に大量の生ゴミを搬送処理することとなるから、 管きょ、 処

理施設への負荷が高まり容量が不足する。 （公共下水道施設の拡充に要する

費用は、 厨芥収集処分費の節減をはるかに上まわる。）  

②下水管のつまりや悪臭発生の原因となる。  

③公共用水域の汚濁が進む。 

④野菜くず等を排水させるために大量の水を必要なため、 水道使用量が増大す

る。  

したがって浜松市では「ディスポーザ排水処理システム」以外の単体ディス

ポーザを設置しないよう市民、 関係機関へ指導している。  

 

（15）ディスポーザ排水処理システム ※｢排水計画事前協議｣の申請が必要 

   ディスポーザ排水処理システムの導入に際して、 下水道管理者がその導入の可

否や運用基準を定める場合、 「下水道のためのディスポーザ排水処理システム性

能基準 」 （日本下水道協会） 等を参考に判断する。  

   ディスポーザ排水処理システムは、 家庭等から発生する生ごみをディスポーザ

で粉砕したディスポーザ排水を排水処理部で処理し、 下水道に流入させる排水処

理システムである。  

   ディスポーザ排水処理システムの性能等については、 「下水道のためのディス
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ポーザ排水処理システム性能基準 （案）」 にとりまとめられており、 下水道へ

流入する汚濁負荷が増大しないことを基本としているが、 これらの排水処理シス

テムの接続を認めるか否かは、 下水道管理者が判断することとなる。 

 

図２－２－58  ディスポーザ排水処理システムの構成 

 

３． 屋外排水設備 

 屋外排水設備は、 屋外排水管の起点から公共下水道のますまたは取付管に固着

するまでの排水設備とする。 ただし、 浄化槽は除くものとする。  

（１）概要 

 （イ） 敷地内の排除方式の確認 

     公共下水道にはいろいろな排除方式があるので、 その申請地の排除方式を

確認し、それに適合する排水設備を計画する。  

   (ａ) 「合流式」 区域 

      敷地内において汚水と雨水を分離する。汚水については公共下水道のま

すまたは取付管に排除し、雨水は敷地内において浸透処理するが、 浸透で

きない場合は接続ますを設置して、 宅地内取付ますに接続する。  

   (ｂ) 「分流式 （雨水を除く。）」 区域 

      敷地内において汚水と雨水を完全に分離し、 汚水は公共下水道のますま

たは取付管に、 雨水は道路側溝等に排除する。  

      排水は原則として自然流下方式による。 ただし、 宅地が道路よりも低

い場所のように、 自然流下が困難な低所の排水はポンプ排水による。 な

お、 ポンプ施設は下水が逆流しない構造とする。  

 （ロ） 配管経路の設定 

   (ａ) 事前調査資料及び見取図、 排除方式により、最も経済的で法令等の技術

上の基準に合致するように配管経路を設定する。  
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   (ｂ) 公共ます及び取付管の深さと、起点のますの深さにより、 概略の勾配を

チェックする。  

 （ハ） 排水管の決定 

   (ａ) 汚水を排除する排水管は暗きょとする。  

   (ｂ) 間接冷却用水、屋外プールのオーバーフロー水、 その他の汚水で雨水と

同程度以上に清浄な下水（他の汚水が合流しない経路）を排除する排水管

は、開きょ （Ｕ字溝等） としてもよいが土砂の流入を防止する構造とす

る。 

 

（２）排水管 

 （イ） 排水管の流速と勾配 

    排水管は給水管と違い自然流下式であるから、これに適切な内径と勾配を

与え、 流水の動力により浮遊物質を含めて下水を支障なく所定の箇所へ流下

させなければならない。 管径と勾配は相関関係にあり、 すなわち勾配を緩

くとれば、 流速が遅く流量も小となるから管径の大きいものが必要となる。 

この逆に勾配を急にとれば、 流速・流量とも大となり管径が細くとも所要の

下水量を流すことができる。  

     排水管は、 それに接続させる器具からの予想最大排水量において、 管内

に洗い流し作用を起こさせるように設計しなければならない。 洗い流し作用

を起こさせるのに最も大切な要素は充分な流速である。 洗い流し作用をもた

らすのに必要な最小流速は0.6 m/秒とされている。 この流速は管表面から砂、 

小石を含めた遊離粒子を洗い流し、 また水流に沿ってそれらを運ぶために必

要な最小のけん引力を持っている。 油性の排水を運ぶ排水管は最小 1.2 m/

秒の流速が必要とされている。  

     それゆえ管の勾配は、できるだけ急にして下水の流下による管内の自浄作

用を増大させることが望ましいといえる。 だが勾配が急勾配過ぎると、下水

のみがうすい水層となり、 汚物などを浮送しにくくなる。 また緩勾配過ぎ

ると搬送力を減じて、 管内に堆積物を生じさせる。 下水を支障なく排除す

るのに必要な管径・勾配を求めるには細かい下水量の計算を要するのである

が、 小規模の排水設備に対し排水人口・排水面積さえわかれば、直ちに所要

の管径・勾配が得られるように条例化したのが表２－３－１、 表２－３－２

である。 但しこの表は屋外排水管を対象にしている。  
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表２－３－１ 汚水のみを排除すべき排水管の管径及び勾配 

排水人口(単位：人) 管 径(㎜) 勾   配 

150 未満 100 以上 
100
0.2
 以上 

150 以上   300 未満 125 〃 
100
1.7

 以上 

300 〃    500 〃 150 〃 
100
1.5

 以上 

500 〃 200 〃 
100
1.2

 以上 

注 1 ただし、延長３ｍ以下のものの内径は、75 ㎜（勾配
100
0.3

以上）とすることができる。 

注 2 半管流量（ｈ/ｄを 50％）とすること。 

表２－３－２ 雨水または汚水を含む雨水を排除すべき排水管の管径及び勾配 

排水面積(単位：㎡) 管径(㎜) 勾   配 

200 未満 100 以上 
100
0.2
 以上 

200 以上   400 未満 125 〃 
100
1.7

 以上 

400 〃    600 〃 150 〃 
100
1.5

 以上 

600 〃   1,500 〃 200 〃 
100
1.2

 以上 

1,500 〃 250 〃 
100
1.0

 以上 

注 1 ただし、延長３ｍ以下のものの内径は、75 ㎜（勾配
100
0.3

以上）とすることができる。 

下水道法施行令では、排水管の施工上の問題、将来の維持管理を考慮し、 排水管

の勾配はやむをえない場合を除き 1.0/100 以上とすると規定していることから、硬

質塩化ビニール管・卵形管を使用する場合でも、1.0/100 未満の勾配で配管すること

は掃流力の低下で詰まり等の原因となり、好ましくないので 1.0/100 以上の勾配を

確保すること。 

 敷地の形状、 起伏等の関係で上記表 （表２－３－１、 表２－３－２参照） に

よる規定の管径・勾配がとれない場合は、 所要の流速流量が得られるよう、 マニ

ング公式により計算する。  

   次の①と②は管種が異なる場合の粗度係数 （n） の差及び管の断面形状の違い

による搬送性能の比較及び注意事項である。  

① 硬質塩化ビニール管 （n＝0.010） は陶管、 鉄筋コンクリート管 （n＝0.013） 

鋼管 （n＝0.012） に比べ、 同一勾配の満管流量は内径 100 ㎜の管で４割以



2－71 

上、 内径 600 ㎜の管でも３割以上増加し、 同一管径で比較すると、 硬質塩

化ビニール管は、 陶管、 鉄筋コンクリート管の約１/２の勾配で同程度の満

管流量がある。  

②  卵形管は円形管に比べ汚物の搬送性能にすぐれ、 緩勾配または少水量でその

能力を発揮する。 

③  標準的な勾配（表２－３－３参照）で施工することが困難な場合、最低勾配

1.0/100 以上あれば事前に確認協議（誓約書添付）をすることにより、平面

図に理由を明記し施工することができる。また、 排水管の勾配が1.0/100 未

満になる場合、新たに取付管を設置（2号申請、3号申請等）したり、土被り

の調整や盛土等をすることにより自然流下勾配を1.0/100 以上にするか、 ポ

ンプ圧送等で対応する。（事前に確認協議、誓約書提出が必要） 

    本表以外のもの、 たとえば大規模工場・団地のような広大な地域、 あるい

は、特別の理由のため本表により難いもの等は公共下水道の基本計画その他

により下水量を算定して管径・勾配を決定し、 「排水計画事前協議」 によ

り下水道管理者と協議及び確認を受けなければならない。  

    次の表は、 排水管の管径に対する標準的な勾配の範囲を示したものである。 

  

表２－３－３  汚水管の管径と標準的な勾配の範囲 

排水管の管径 （㎜） 100 125 150 200 

勾    配 （％） 2.0～4.0 1.7～3.0 1.5 1.2 

※小口径ますインバート勾配を標準とする。 

 

表２－３－４  排水量の特に多い場合の排水管の大きさ 

排水量（㎥/日） 1,000 未満 2,000 未満 4,000 未満 6,000 未満 6,000 以上 

管 径（㎜） 150 以上 200 以上 250 以上 300 以上 
左記の率で管径

または本数を増

加する 

 

(ａ) 既設管について（口径φ100㎜以上） 

① 標準的な勾配（表２－３－１ 表２－３－２ 表２－３－３参照）以上

で、使用に耐え得ることが確認できた場合は、使用することができる。 

② 標準的な勾配以下でも最低勾配 1.0/100 以上あり、使用に耐え得ること

が確認できた場合は、事前に確認協議（誓約書添付）をすることにより、

使用することができる。 
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(ｂ) 既設建物の周りが施工不可能な場合 

① 基準等が適合している場合は、平面図に理由、現場状況図及び既設部分

の寸法を記入し(図２－３－１参照)確認協議を受ける。 

② 基準等が適合しない場合は、①に誓約書を添付し確認協議を受ける。 

 

図２－３－１  既設建物の周りが施工不可能な場合 

 

(ｃ) 改造工事について（既設ますについては、Ｐ２－９６〈ニ〉参照） 

 ① 起点ますより上流側で建物側から 90°方向以上に曲げる場合は、屋外排

水管として施工する。 

 

図２－３－２ 

 

    ② 屋外の宅内補修については、事前に申請者と十分な協議を行い、施工後

に確認を受ける。 

 （ロ）管内流速 

管内流速は管内の掃流力を考慮し、0.6～1.5 m/秒の範囲とする事が好ましい。 

また、 最大 3.0 m/秒を超えない。 特に油性の排水の場合は、 最小 1.2 m/秒

の管内流速が推奨されている。  
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（ハ）管種の選定 

    流量・水質・布設場所の状況・管の強度・管の形状・工事費・将来の維持管

理等を考慮し、 各管種の特性と照らし合わせて選定する。 浜松市においては、 

宅内配管は原則として、硬質塩化ビニール管の使用を指導している。  

   (ａ) 硬質塩化ビニール管 

      水密性、 耐薬品性に優れ軽量で施工性もよいが、 露出配管の場合は耐

候性に留意する。 地中配管部には原則としてＶＵ管を使用し、 露出配管

部にはＶＰ管を使用する。 ＶＵ管・ＶＰ管ともに各種の継手がある。 接

合方法には接着接合とゴム輪接合がある。 また、 近年使用済みの硬質塩

化ビニール管等をリサイクルし、 これを三層構造の管体の中間層に使用し

たリサイクル三層管が生産されており、 ＶＵ管と同様に排水管として用い

られている。  

   (ｂ) 鉄筋コンクリート管 

      鉄筋コンクリート管や遠心力鉄筋コンクリート管等があり、 屋外排水設

備では住宅団地、 工場等敷地面積が大きい場合に使用する。 外圧に対す

る強度に優れているが、 耐酸性に劣る。 接合方法は、 ゴム輪接合やモル

タル接合がある。  

   (ｃ) 陶管 

      耐酸性、 耐アルカリ性に優れているが、 衝撃に弱い。 並管と厚管があ

るが、 一般に厚管を使用する。 また各種の異形管がある。 接合方法は、 

止水性の観点から圧縮ジョイント接合としている。  

      また、 重量が軽く、 高強度の管材としてハイセラミック管がある。  

 （ニ） 土かぶり 

     排水管の土かぶりは原則として 20 ㎝以上とするが、 荷重等を考慮の上、

必要な土被りを確保する。また、標準的な勾配を優先する等で、土かぶりが

20 ㎝未満になる場合は、 事前に確認協議（誓約書添付）をすることにより、 

施工することができる。 特別な荷重等がある場合は、必要な土かぶりを確保

するか、これに耐え得る管種の選定や、さや管等の防護を施す。 寒冷地の場

合は、 凍結深さを考慮して土かぶりを定めることが必要である。 特に、 積

雪が少なく寒さが厳しい地域や極寒の地域においては、 十分な土かぶりとす

る。 しかし、 土かぶりを大きくとることに限度があるので、 地域によって

は排水管の上部に防寒材を設置、 あるいは透水性の大きい砂等で埋戻しを行

って凍結、 凍土被害を防止している例がある。 また、 寒冷地における露出

配管は極力避けるべきであるが、 やむを得ず行う場合は凍結被害が生じない
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ように防寒を十分に行う必要がある。 

 （ホ） 露出管 

     屋外排水管で露出管になる箇所がある場合は、 事前に確認協議（露出管を

適性に維持管理する旨の誓約書添付）をすることにより、施工することがで

きる。 (建築物に附帯する排水枝管や単独の器具排水管は確認協議不要) た

だし露出管はＶＰ管を使用し、 必要に応じ外的衝撃や紫外線等に耐え得る管

種の選定や防護を施すこと。  

※屋外排水主管を露出管にする場合は、上記のとおり確認協議及び誓約書を

添付し、ＶＰ管等での施工をする。ただし、駐車場付近など、外的衝撃を

受け易い場所などは、鋼管を使用する等、管種の設定や防護などを必ず検

討をすること。 

 ２階からの器具排水管等についても、露出管であるため、ＶＰ管を使用す

ることとなっているが、ハウスメーカー（設計士）によりＶＵ管の使用が

標準化されているケースがある。一般住宅においては、ＶＵ管での施工を

認めているが、外的衝撃を受け易い場所や著しく環境が悪い場合について

は、ハウスメーカー等と協議し、管種の設定や防護などを必ず検討をする

こと。 

（へ）基礎 

    管種・地盤の状況・土かぶり等を検討のうえ、 必要に応じて適切な基礎を施

す。 

 （ト）公共ますまたは取付管への接続 

    排水設備は原則として、 合流式の場合は宅地内において雨水系統と汚水系統

に分離し取付ますで接続し、１本の排水管にまとめ公共ますまたは取付管に接

続する。 分流式の場合、 雨水は道路側溝や公共用水域に、 汚水は公共ますま

たは取付管にそれぞれ分離して接続する。  

（チ）排水設備工事を進める留意点 
現地調査を正確に実施し、設置基準に適合させたものであり、取付管位置と

の整合性を勘案し、かつ経済的である見積りを行い、原則として供用開始後施

工する。 
(ａ) 設置基準に適合しない箇所がある場合は、必ず事前に協議し、特に既設

管と既設ますやふた、屋内排水管には留意すること。 

(ｂ) 屋外排水管口径φ100 ㎜以上とすること。（表２－３－１ 表２－３－２

参照） 
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（３）取付ます・ふた 

（イ） 取付ますの設置深さによる構造基準 

表２－３－５ 取付管に接続するます（取付ます）は、200ｍｍ以上で下記表とする。 
名  称 設置箇所 ます口径及び内径 設置深さ 

小口径ます 取付ます 

ます口径 200ｍｍ 
外ハメ型 150cm 以下 

ます口径 300ｍｍ 
内ハメ型 200cm 以下 

1号マンホール 取付ます 内径 90cm 200cm を超える場合 
 
※合流区域の取付ますは、４５WYSK－２０を原則とする。主管口径 125mm 以上の場合は 45YS 等の段差付き

ますとする（H＝３８cm 以上は、ドロップます） ※雨水接続ますへの逆流防止 
※一般住宅の１号マンホールの設置については、別途協議する。 
 

 
（ロ） 取付ますの設置上の留意点 

(ａ) 後退線が明確になっている場合は、確認協議により現公道境界でなく後

退線より１ｍ以内とすることができる。また、取付ますから現取付管まで

を申請者負担で取付管と同じ口径（最低口径、合流区域はφ150 ㎜・分流

区域はφ100 ㎜）で施工する場合がある。 
明確とは、 都市計画道路などの道路拡幅買収完了や建築確認で道路後退

箇所に建築され施工後及び将来新たな公道境界（官民境）ができることで

ある。 

(ｂ) 外構工事仕上げ後、化粧ふた（二重ふた）になる場合は維持管理につい

ての誓約書と平面図に取付ますのオフセットを記入し、かつ、内ふたは「市

章入り」とする。（取付ます以外のふたは「市章」は不要） 

(ｃ) 街路事業等により民地の一部を仮設道路（車道・歩道）に供する場合は、

仮設道路境ではなく公図上の官民境から１ｍ以内で通行に支障がない（保

護ふたなど）構造で設置する。 
※将来、現況復旧した場合に１ｍ以内となる。取付管部分の下水道管理

者の維持管理延長を極力少なくするため。また、作業時に民地側への

立ち入りを極力避けるため。 

(ｄ) 取付管側で水平方向に曲げないこと。（取付ますのインバ―ト（90L、45L

など）により方向を変えること。） 
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（ハ） 取付ますが設置困難な場合 

(ａ) 取付管位置や排水設備工事見積時に下記施工を判断する場合は、排水設

備担当課へ協議により行うこと。⇒できる限り避けること。 

(ｂ) 施工について 

     ① 取付管（ビニール管）と鋼管等を特殊継手により接続する。  

     ② 取付管と同口径の４５Ｙ（JIS B 2203 ねじ込み式排水管継手）により

取付ます代用の掃除口を設ける。また、必要な防護工を施工する。  

     ③ 上方に配管し４５Ｙにより宅内へ配管、その上方を掃除口とする。  

     ④ 宅内側最初のますは、市章入を設置する。  

     ⑤ 詰まった場合は、プラグを取り外し清掃作業を行う。  

⑥ 立上がりの管は個人管理（民地内設置）とする。  

 

 

(ｃ) 施工例 

   

     凡例 ①４５Ｙ（100×100㎜）  

        ②一般家庭は100㎜で配管（JIS G 3452 配管用炭素鋼鋼管）  

        ③４５Ｙ（100×100㎜）  
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（ニ） 取付管の接続 

取 付 管 接 続 標 準 図 

取付管φ100-宅内側φ100 
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取 付 管 接 続 標 準 図 

取付管φ100-宅内側φ100 
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取 付 管 接 続 標 準 図 

取付管φ100-宅内側φ100 
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取 付 管 接 続 標 準 図 

取付管φ125-宅内側φ100 
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取 付 管 接 続 標 準 図 

取付管φ125-宅内側φ100 
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取 付 管 接 続 標 準 図 

取付管φ125-宅内側φ100 
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取 付 管 接 続 標 準 図 

取付管φ125-宅内側φ125 
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取 付 管 接 続 標 準 図 

取付管φ125-宅内側φ125 
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取 付 管 接 続 標 準 図 

取付管φ125-宅内側φ125 
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取 付 管 接 続 標 準 図 

取付管φ150-宅内側φ100 
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取 付 管 接 続 標 準 図 

取付管φ150-宅内側φ100 

 

 

 

汚水系統と雨水系統が合流する場合は、必ず逆流防止のため段差付き合流ますを設置すること。 

（合流しない場合は段差付き以外でもよい） 
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取 付 管 接 続 標 準 図 

取付管φ150-宅内側φ100 

 

 



2－89 

 

取付管接続標準図（合流区域） 

取付管φ150-宅内側φ125･φ150 
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取付管接続標準図（合流区域） 

取付管φ150-宅内側φ125･φ150 
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取付管接続標準図（合流区域） 

取付管φ150-宅内側φ125･φ150 
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※合流区域の取付ますについて、逆流を防止するため、段差下側（オール段

差の製品有）に汚水系統を接続してください。また、口径により５㎝段差

の製品が無い場合は、４５YS等の段差付きますを必ず使用してください。 

 

※各標準図の取付管との段差については、標準的なものであり、メーカーに

より多少違いがあります。あくまでも標準図のため、参考数値としますが

適正な材料を使い、無理な施工を行わないように注意してください。 

 特にドロップますの場合は、ドロップ下部の曲管について大曲（７５°自

在継ぎ手）を使用した標準段差高となっています。必ず大曲（７５°自在

継ぎ手）を使用してください。 

 

 

 

（４） 取付ます以外のます 

 （イ） ますの設置及び構造の基準 

     汚水ますは、 流入管を取りまとめて下流管に導入流下させる役目と、 排

水管の点検掃除の目的とを兼ねた構造物である。ますの設備及び構造の技術

上の基準は｢下水道法施行令第8条｣に定められている。  

(ａ) 排水管の起点に設ける。 

    起点ますは、45°以下の 45Ｌ、22Ｌ、ST、UTKますを原則とする。 

   （Ｐ２－１０７、Ｐ２－１１３参照） 

(ｂ) 排水管の屈曲点、 集合・合流箇所、 勾配・管種の変わる箇所に設ける。 

２器具以上存在する排水枝管（φ75 ㎜以上を原則）は、ます合流するこ

と。 

大便器単独の場合でもます合流とすること。できれば段差付きますが望

ましい。 

(ｃ) 排水管が直線であるときは、 管の維持管理のため、 その管径の 120 倍

以内適当な箇所に設ける。  
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図２－３－３  小口径ます設置標準図 

 

(ｄ)  汚水ますは、 下水を円滑に流下させるために、 接続管径に応じた半円

形のインバートを設ける。 
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(ｅ) 雨水ますは、混入する土砂・塵埃類の管内流下を阻止するため、深さ 15

㎝以上の泥だめを設けるが、 広大な土地・公園・競技場その他これに類す

る建物などでは、 相当量の雑多な流下物質を見込まなければならない。 ま

た、不測の集中豪雨に対処する上からも、 ますの大きさ・泥だめ深さとも

余裕あるものにすべきである。 

図２－３－４ インバートの構造図（コンクリートます） 
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（ｆ） 汚水ます設置深さによる構造の基準 

表２－３－６ 取付ます以外は、下記表とする。 

名  称 
設置箇所 
または寸法 

ます口径及び内径 設置深さ 

小口径ます 

宅内 ます口径 150ｍｍ 100cm 以下 
ます口径 200ｍｍ 150cm 以下 

※主管口径φ125mm 以上はます口径 200mm 以上とする 

宅内 ます口径 300ｍｍ 300cm 以下 

※ソケットでます口径 200mm を 300mm に増径の場合の記入例   №2（5.00）ST－20×30×H180 

1 号マンホール 宅内 内径 90cm 300cm を超える場合 
※組立マンホール標準構造図により施工すること 
※一般住宅の１号マンホールの設置については、別途協議する 

小口径ます UTK75－15 
UTK-15 ます口径 150ｍｍ 40cm 以下 

設置深さ 40cm を超える場合は、TP 上部に別

途ますを設置する。 
ます口径 150mm 
TP 口径ます口 80cm 以下 

※記入例 №5（5.00）UTK75－15×H45 CO 付 

小口径ます UTK75－20 
UTK-20 

ます口径 200mm 
TP 口径ます口 80cm を超える場合 

※単独に２号-TP を設置する場合、維持管理上支障を来たさない 40 cm 以下の設置深さで施工 
また、清掃頻度が多い箇所は、器具数に関係なくます口径を 100mm で施工すること。 

※基準を超えない場合でも設置箇所の状況によっては、１ランク大きくすること。 
※雨水を含む汚水を排除すべき排水管（合流管）のますも本表に準じる。 
※以上の基準によらない場合は、別途協議する。 

 

（ロ） ますの例外的な使用 

(ａ) 取付ます以外は確認協議により、１ｍ以内、45°以内の（曲がり）にお

いて、維持管理上支障がないと判断できる場合は、ますを一つ省くことが

できる。  

(ｂ) 確認協議により下記条件で最終器具の封水に影響が無いと判断される場

合は、起点を合流ます（45YSか H90YS等）とすることができる。 

    ① 片側から大便器２器具以上流入しないこと。 

② 合流ます上流の各排水枝管（系統）ごとに通気管がある場合（①でも可）。 

ただし、屋外通気管も設置すること。 
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図２－３－５  起点を合流ますとする場合 

 

 （ハ） 屋外排水管に器具排水管が合流する場合 

     単独器具で最短の器具排水管延長で屋外排水管に直接流入し、 接続施工

方法が屋外排水管の管内流水を妨げない場合は、 ますの設置を省くことが

できる。  

 

 

  断面図の流入角度 

① 45°を超えないこと 

② 管内流水を妨げない 

  角度を確保する。 

（45°が好ましい） 

図２－３－６  屋外排水管に器具排水管が合流する場合 
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（ニ） 改造工事について（Ｐ２－７１（ａ）～（ｃ）参照） 

    (ａ) 既設ますについて 

     ① 小口径ますは、使用可能。 

② コンクリートます及びPPますは、小口径ますに取替。 

   (ｂ) ３器具、または大便器２器具以上の場合は、ます合流（接続）とする。 

また、床排水（風呂場も含む）も１器具とする。 

    (ｃ) ３器具以上で器具トラップがない場合は、２号トラップ口径をφ100

㎜とする。また、その場合の合流ます設置を省くことができる。 

 (ｄ) φ75㎜の器具排水管を延長して屋外排水管に90°方向以上に曲げて接

続する場合、必要な箇所に掃除口を設ける。ただし、3m以内とする。 

 

図２－３－７ 

表２－３－７ 既設ます及び既設管の取扱方法について 

使用状況 既設状況 取 扱 方 法 Ⅰ 取 扱 方 法 Ⅱ 

公   共 

下水道使用 

コンクリートます 
全て小口径ますで施工 

（浸入水対策） 

一部増設・改築の場合で未施工箇

所、かつ、現場確認し維持管理上問

題ない場合に既設ます利用可能。 

 

確認申請書の平面図に説明を記入

し確認協議・検査。 
PPます 

全部を小口径ます取替 

（浸入水対策） 

既設管利用 
基準に適合し、維持管理に支障がなければ利用可能。 

取付管に対して1箇所以上通気管を施工する。 

公    共 

下水道未使用 

コンクリートます 全て小口径ますで施工（浸入水及び雨水系統誤接対策） 

PPます 全て小口径ますで施工（浸入水及び雨水系統誤接対策） 

小口径ます 

利用可能。ただし、取付ますについて現場状況に合わせ取替

⇒官民境から１ｍ以内、φ２００mm以上とする。ただし、φ   

２００mmは外ハメ型。 

既設管利用 

φ100mm以上 

１％以上は、下水道法施行令により可能。 

ただし、確認申請書の平面図に説明を記入し確認協議・検査。

通気管を必ず施工する。 

 ※集中合併浄化槽利用の団地等を公共下水道に接続する場合は、取扱方法を別途指示する。 
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（ホ） ますの大きさ 

  ますの形は一般に円形または角形であるが、 その大きさは接続管の内

径・埋設深度に応じ（表２－３－５、表２－３－６参照）、 点検・掃除に

支障のない大きさでなければならない。 このほか流入管の数・位置にも関

係するが、 特定事業場・除害施設必要事業場等で採水作業が行われる場合

は、 ますの大きさ及び設置箇所を別途協議する。 

（ヘ） ますの材質 

     小口径 （インバート） ます、 組立てマンホール （１号） を標準とす

る。 ますは硬質塩化ビニール製 （JSWAS K-7）、 ポリプロピレン製 （JSWAS 

K-8）、 鉄筋コンクリート製等の不透水性で耐久性があるものとし、 ます

を構成する各部材の接合部及び排水管との接合部は、水密性があるものと

する。 

 

硬質塩化ビニール製ます（ＪＳＷＡＳ Ｋ－７） 

 

汚水ます                雨水ます 

 
ポリプロピレン製ます（ＪＳＷＡＳ Ｋ－８） 

 
図２－３－８  プラスチック製ますの例 



2－99 

 
 （ト） 小口径ますの施工 

    小口径ますは、 浸入   

水防止対策と省スペース化及

び施工の合理化を目的とし作

られた排水ますです。 ますの

構造は、 図２－３－９に示す

部材で構成されます。 ます受

口下部を 「なめらかな曲線構

造」 とすることにより、 従来

のますと同等の維持管理機能

を持たすことが可能です。  

    (ａ)小口径ますの設置 

①小口径ます内の勾 

配は、 表２―３―   

８に示す。  

②小口径ますは砂等 

の基礎の上に、 上下          図２－３－９ 

流をまちがえないよう 

に水平に設置すること。  

 

 

 

 

表２－３－８ 排水管径と勾配・掃除口径 

排水管径 勾 配 掃除口径 

φ100㎜ 2.0/100 φ150㎜以上 

φ125 1.7/100 φ200㎜以上 

φ150 1.5/100 φ200㎜以上 

注）ますの深さにより掃除口径が変る。 
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③ VP管を使用する時は VP→VU変換ソケットを使用すること。 

 

図２－３－10 

 

 

（チ） 雨水ますの構造等 
ますの構造については、 浜松市においては図２－３－11～13 を基準とする。 

 

 

 
 

図２－３－11－ａ 浸透ます設置標準     図２－３－11－ｂ 浸透ます設置標準図Ⅰ 

（コンクリート二次製品）                 (ポリプロピレン製品) 

 

 

 

 

 

 

 
①籠型フィルター（１２メッシュ） 

を設置すること。 

 
 アジャスターＨ 

150 200 250 

30×45（15） 2  1 

50（15） 1 1 1 

55（15） 1  2 

60（15） 3  1 

65（15） 2 1 1 

70（15） 2  2 

75（15） 1 1 2 

80（15） 1  3 

85（15） 3  2 

90（15） 2 1 2 
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図２－３－11－ｃ 浸透ます設置標準図Ⅱ   図２－３－11－ｄ 浸透ます設置標準図 

 (ポリプロピレン製品)                （小口径ます製品） 

 

 

 

 
図２－３－12－ａ 雨水接続ます設置標準図Ⅰ   図２－３－12－ｂ 雨水接続ます設置標準図Ⅰ 

(コンクリート二次製品)             （コンクリート二次製品） 

 

 

 

 
 アジャスターＨ 

150 300 

40×50（15） 2 1 

65（15） 1 2 

80（15） 2 2 

95（15） 1 3 

110（15） 2 3 

125（15） 1 4 

 

 

浸透層の大きさはます内径に関係なく同じと

し、コンクリートますと同等の想定浸透量を

確保する。 
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Ａ Ｄ ｈ 

300㎜ 500㎜ 180㎜ 

400㎜ 600㎜ 210㎜ 

※接続ますと合流ますは１ｍ以内を原則とする。 

図２－３－12－ｃ 雨水接続ます設置標準図Ⅱ 図２－３－12－ｄ 雨水接続ます設置標準図Ⅱ 

(ポリプロピレン製品)                  (ポリプロピレン製品)  

 

 

掃除口径φ200㎜ 

 設置例（合流式） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図２－３－13  雨水接続ます設置標準図Ⅲ 

 (小口径ます製品) 

 

 

 
※接続ますと合流ますは１ｍ以内を 
原則とする。 

 

透水シート及び敷砂施工の場合 

※平面図に理由と施工図を明記し確認協議 
により 90°施工することができる。 
取付ますと接続ます間の材料は、片受け 
エルボ（90ＫＬ100Ｌ）２ケ使用する 

 



2－103 

（５） ますふた 

 （イ） ますふた 

(ａ) 汚水系統について 

① 防臭の必要上密閉ふた （無孔ふた） を設ける。 

② 不正使用や不正工事を防止するため、 取付ますは、 浜松市の承認を

受け指定した市章入りふたとする。  

③ 取付ます以外は、 「汚水」 「おすい」 「下水」 等と印され、現場

内で雨水系統と明確に区別がつくようにする。 

 (ｂ) 雨水系統について 

① 密閉ふたまたは、 格子ふた （有孔ふた） にする。  

② 「雨水」 「うすい」 等と印されたもの、 または、 無刻印とする。 

ただし、 小口径ますふたは、 現場内では汚水系統と明確に区別がで

きるように「雨水」 「うすい」 等と刻印された製品を使用すること。 

  （ロ）ふたの選択 

設置場所により表２―３―９にもとづきふたの選択を行う。  

表２－３－９ ふたの選択 

種  類 摘要荷重 設 置 場 所 

塩ビ製ふた Ｔ―2 一般住宅、乗用車通過頻度が少ない箇所 

保護鉄ふた Ｔ―8 
駐車場、不特定多数が車輌通過する私道や分

譲道路等の損傷防止が必要な箇所 

保護鉄ふた Ｔ―14 大型車輌等の駐車場や通過する箇所 

保護鉄ふた Ｔ―25 一般公道に準ずる箇所 

集合住宅の駐車場や特定の乗用車通過がある箇所に塩ビ製ふたを設置する場合は、 

コンクリート巻立（防護）を施工し損傷を防止する。 

 
※取付ますは、市章入りふたとすること 

なお、塩ビ製ふた掃除口径φ200の場合は外ハメ型とすること。 
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（ハ）傾斜地用ふた 

塩ビ製傾斜地用ふた 

傾斜地用ふたは、 地表面に傾斜がある場合に使用する。 平坦地から 15°

までの傾斜地に対応できる。 

 

 ます本体は直角に切断 

 

 

目盛による角度合わせ 

 

 

水準器による角度合わせ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－３－14  傾斜地用ふた 
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  （ニ）保護鉄ふたの設置 

・ます本体は、 地表面より 15 ㎝下にく 

るようにVU管を切断調整する。  

・保護鉄ふたの内ふたには密閉式内ふた

を使用する。  

・ますの周りを充分に突き固めてから沈

下防止板 （タフコン台） を設置する。  

・沈下防止板の上に保護鉄ふたを設置し、 

周りを充分に突き固め、 埋め戻す。  

・保護ふたは 10°程度の傾斜面にも対応

できる。  

 

 

 

 

 

 

図２－３－15  保護鉄ふた 

※内ふたが沈下防止板 （タフコン台） 上面より５㎝以上 （保護ふたに当たらない程度まで） 出て

いること。 （出ていない場合は必ず手直しをする）  

※ます本体と保護ふた本体の隙間は、 砂で充てんすること。  

  （ホ）圧力開放ふたの設置 

主に合流区域において、管路内の圧力を開放したい場合に使用する。ただ

し、使用時には下記の留意点に注意すること。 

（ａ）圧力開放ふたを使用した場合においても、屋外大気開放通気管は設置

すること。 

（ｂ）維持管理の方法について、説明し理解を求めておくこと。 

（「圧力開放ふたの使用について」添付・第８章様式集８－４５参照） 

（ｃ）圧力を開放できる場所に設置し、平面図に明記すること。 
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１ｄ ：封水深 

2ｄ ：泥ため深 

※１Ｌ形トラップます 

※トラップ口径は75ｍ/ｍ以上 

※排水管口径の60倍を超える 

管路延長（トラップ上流側） 

には適していない 

図２－３－16 

（６）その他のます 

  （イ）トラップます 

     悪臭防止のためには器具トラップの設置を原則とするが、次に該当する場

合はトラップますを設置する。なお、便所からの排水管は、トラップますの

トラップに接続してはならない。ただし、汚水系統においては中間でのトラ

ップますの使用を避け、２号トラップにて施工すること。 

（ａ）既設の衛生器具等にトラップの取付けが技術的に困難な場合。 

（ｂ）食堂、生鮮食料品取扱所等において、残さ物が下水に混入し、排水設

備または公共下水道に支障をきたすおそれがある場合。 

（ｃ）雨水排水系統のますまたは開きょ部分からの臭気の発散を防止する場

合。 

トラップます設置後は、その使用者に定期的に点検、清掃等の維持管理

を説明すること。  

ますの大きさは汚水ますに準じるが、沈殿物を掻き上げるのに有効な、 

大きさのものが良い。  

 トラップは、 容易に破損しない材質、  

掃除しやすい形を選ぶこと。  

封水は少くとも 50㎜なければならない。                

大型のますほど、 水の運動で瞬間的にせ

よ封水の破壊が考えられるため １ｄ 100 ㎜

程度は必要。  

泥だめ深は ２ｄ 最低 150㎜。 排水の量と

質にもよるが、なるべく深目にとる。 浅

ければそれだけ清掃の回数が増え、手数も

かかる。 

 

  （ロ）塩ビトラップ 

     図２－３－18は一般市販品の塩ビトラップである。これにはJISがないが、 

JIS表示許可工場の製品を使用することが必要条件である。  

     トラップで最も重視しなければならないことは、 トラップの封水深である。 

これは50～100㎜が基準であり、 JISでも、 大便器が 50・65・75㎜、 洗面

器・手洗器・流し類などが50㎜以上と定めている。 なお、 清掃が頻繁に必

要な場合は、 トラップ口径 100 ㎜で施工。 特に土砂流入が予測される場合

は、 トラップ流入側に別途ます（泥だめ）を設置し本管等への土砂の流出を
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防止する。  

     また、 足洗い場などは、 周りからの雨水流入防止対策を講じる。  

     上記トラップもこれに準じて造られているはずであるが、 中には 20～40 

㎜のものもあるので、 その選定には十分注意すべきである。 

 

（ハ）トラップの設置 

  （ａ）起点ますにトラップを接続する場合 

 

 

 

 

 

 

 

※詰まった場合に火バサミなどで清掃可能である深さ

を想定している。40cm以上は、上流側のTP口径の掃除

口を設置すること。 

図２－３－17 
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  （ｂ）２号トラップ設置標準図 

 

 
図２－３－18 

（ニ）器具排水管の接続 

  （ａ）器具トラップがついていない場                    

合や屋内排水管と排水器具との接続

箇所が完全に密閉できない場合は、 

２号トラップまたは起点トラップま

すを取り付けること。  

                                        図２－４－19 

  （ｂ）器具トラップがついているにか                    

かわらず２号トラップまたは起点ト

ラップますを設けると、 二重トラッ

プとなり、 管内の空気が移動できな

いため排水能力が極端に低下し排水

時間が長く、 管内の掃流性が悪くな

り、 管路の詰まりの原因になる(Ｐ

２－８参照)。 配管設計の前には必

ず十分に調査を行うこと。 また、 屋

外状況が確認できない場合や、 多く

の器具数が存在する場合は、 二重ト

ラップを避けるために通気管を設ける。     図２－４－20 

掃除口径φ75：φ２００スリーブ ｔ＝10cm 
φ100：φ２５０スリーブ ｔ＝10cm 
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（ｃ）屋外でのトラップについて 

① トラップ付き洗濯パン未設置による悪臭原因や、エルボ多用施工による

排水不能があるため、現場状況により屋外に２号トラップを設けること

が望ましい。 

② 新築工事においてショーケース排水やトラップが存在しない排水器具数

が２個以上の場合は、２号トラップ口径をφ100㎜とする。 

③ トラップを有する排水管の管路延長は、排水管の管径の60倍を超えては

ならない。 

 

（７）その他の屋外排水 

  ① 外流し（排水器具）に水栓（蛇口）がある場合は、図４－２－14 参照し

施工する。外流し系統が単独であること、かつ、将来他の排水設備を接

続しない場合は、確認協議により以下の条件で、その系統を延長距離に

関係なくφ75㎜で施工できる。 

（ａ） 勾配は１％以上とする。 

（ｂ） ます間距離は管径の120倍を越えない（9m以内）範囲とし掃除口（φ

75㎜以上）を設ける。 

（ｃ） 原則は、一般家庭のガーデンパンとする。 

（ｄ） 屋外排水主・枝管系統と判断できる場合の起点ますからの延長配管

には適用しない。 

 

    ② 集合住宅等のゴミ置場床排水は、外部からの雨水流入を防止し汚水系統

へ接続。また、ゴミ置場に屋根を設置することが望ましい。 

ゴミ置場床排水系統が単独であること、かつ、将来他の排水設備を接続を

しない場合、確認協議により以下の条件で、その系統を延長距離に関係な

くφ75㎜以上で施工できる。 

（ａ） 管合流する直前（1m以内）に掃除口（排水管口径以上）を設ける。 

（ｂ） 勾配は１％以上とする。 

図２－３－21 
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（ｃ） ます間距離は管径の 120 倍を越えない範囲とし掃除口（排水管口径

以上）を設ける。 

（ｄ） 集水ます（泥だめ15㎝以上）と目皿を設置。 

（ｅ） ２号トラップを単独に設置。 

（ｆ） 屋外排水主・枝管系統と判断できる場合の起点ますからの延長配管

には適用しない。 

 

※確認協議により、単独の公園足洗い場・水飲み場、農家の農産物洗い場等にも適用する。 

 ③ 受水槽排水ドレーン（高架水槽を除く）は、汚水系統へ接続する。 

必要口径を算出し確認協議により(①)同様に施工できる。 

ただし、水受容器と排水口空間（図２－２－14、表２－２－１参照）を

考慮する。 

④ 屋外の大規模排水設備で合流ますを省くことができる場合は、排水枝管

が主管より小口径で、かつ、管合流箇所より１m以内の枝管側にますを設

け、かつ、「排水計画事前協議」をした場合は、合流ますを省くことがで

きる。 

 

 

図２－３－23 
 

 

 

 

 

 

 

図２－３－22 
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⑤ 公園等の足洗い場や水飲み場について 

地面より必要に応じた高さとし雨水や土砂流入を防ぎ、冠水しない構造

とすること。 

 

 

 

 

図２－３－24 
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（８）排水管の接続 

 （イ）器具排水管が排水溝を 「伏越し」 する場合 

 

 

 

 

 

 

                                  図２－３－25 

 （ロ）ソケットの使用方法 

同芯ソケット接合図(ブッシング) 

      （雑排水のみ使用可） 

  

偏芯ソケット接合図(ブッシング) 

 

偏芯ソケット接合図(偏芯インクリーザー) ※汚水系統 

 

図２－３－26 
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 （ハ）トイレ排水管との接続 

 

ＶＵ７５パイプとＶＵ大曲りエルボ 

（ａ）トイレとの接続管には75㎜のＶ 

  ＵパイプとＶＵ継手大曲りエルボ 

 （VU LL 75）を使用することを基本 

とする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｂ）原則として45度以下の曲点イン 

バート（45 L） を起点ますとして 

使用する。  

 

 

 

 

（ｃ）トイレ排水管の合流点には、 45 

度合流 インバート （45 Y） ま 

すを使用する。 

 

 

 

 

  

図２－３－27 

 

※普段あまり使わない雑排水系統が上流部にあったり、 合流地点での逆流により主管

系統に支障がでると想定される場合は、 積極的に段差付き合流ますを使用すること。  
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図２－３－28 

 



 

 

 

第３章 雨水排水設備 
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第３章 排 水 設 備 ( 雨水排水設備 ) 

 
１． 雨水排水設備 

（１）経緯 

   都市及び周辺部地域の開発に伴う人口の集中により、 建物や舗装道路などの雨

水の不浸透域が増大し、 保水・遊水機能が減少し、 その結果、 雨水の流出量が

増大している。 そのため、 集中豪雨により雨水が一挙に河川や下水道へ流入し、 

いわゆる都市型水害を発生させている。 このような状況から水害に強い街づくり

には、 河川などの治水施設の整備の促進とともに、 流域が従来から持っている

保水・遊水機能を再び都市の中に取り戻すことが 必要とされている。  

   集中豪雨時の雨水の流出を抑制するには、 道路上ばかりでなく、 各家庭にお

いても雨水の貯留や浸透をさせることや敷地内排水設備の設置により道路への流

出を抑えるという考えに基づいて、 宅内の汚水及び雨水を別系統で配管し、 雨

水はます等によって、 貯留・浸透させるものとする。  
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（２）施工基準 

   汚水及び雨水を別系統とし、 雨水排水系統を一箇所に集め、 汚水ますまたは

排水(主)管及び雨水取付管に接続する。 また、 施工については、次の基準によ

らなければならない。 ただし、 土地・建物の状況により管理者がその必要のな

いと認めたときは、 この限りではない。 

 （イ）排水きょの設置基準 

    排水きょの構造は、 暗きょとしなければならない。 ただし、 雨水のみを排

水する場合は、 開きょとすることができる。 なお、 雨水立て管は雨水ますま

たは開きょに接続する。  

    排水可能面積に対する管径及び勾配は次表のとおりとする。  

表３－１－１  雨水排水管の大きさ及び勾配 

排 水 可 能 面 積 排 水 管 の 内 径 勾     配 

200㎡未満 100㎜以上 100分の 1.0以上 

200㎡以上400㎡未満 125㎜以上 100分の 1.0以上 

400㎡以上600㎡未満 150㎜以上 100分の 1.0以上 

600㎡以上 200㎜以上 100分の 1.0以上 

＜備考＞ 

１ 上記表は流出係数Ｃ＝0.9、排水水深70％(ｄ/ｈを 70)及び７年確率降雨強度(ｔ=5分)の場合とする。 

２ φ75㎜の場合は、100分の 3.0で 137㎡、100分の 2.0で 112㎡まで可能(C=0.9)。 

表３－１－２  屋根排水可能面積・雨水排水管の大きさ及び勾配 

排 水 可 能 面 積 排 水 管 の 内 径 勾     配 

40㎡以下 50㎜以上 100分の 2.8以上 

70㎡以下 65㎜以上 100分の 2.0以上 

100㎡以下 75㎜以上 100分の 2.0以上 

＜備考＞ １ 上記表は流出係数Ｃ＝0.9、排水水深70％(ｄ/ｈを70)及び７年確率降雨強度(ｔ=5分)の場合とする。 

２ ２本以上合流させる場合は、ます合流（浸透ます）とする。 
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（ロ）雨水ますの設置及び構造の基準（２－１００（チ）参照） 

(ａ) 排水管の起点・終点・合流点・屈曲点・内径及び種類が異なる排水管の

接続箇所並びに勾配が著しく変化する箇所に設けなければならない。ただ

し、 設置が困難な場合は掃除口に代えることができる。  

(ｂ) 排水管の直線部においては、管径の 120 倍に相当する間隔内に設けなけ

ればならない。その管径の 120 倍を超えない範囲内において、排水管の維

持管理上適切な箇所に設ける。  

(ｃ) 大きさは、 内径または内のり15㎝以上とし、 排水管の大きさ及び埋設

の深さに従って清掃または点検に支障のないものとする。 なお、 ますの

大きさ等は、 表３―１―３による。  

表３－１－３  雨水ます設置深さによる構造基準 

名      称 内径及びます口径 設置深さ（泥だめ深さ最低15cm含む） 

PP（接続ます）（PP300） 内径 30㎝ 90cm 以下 

PP（接続ます）（PP400） 内径 40㎝ 120cm 以下 

※一般住宅のPP400ますの設置については、別途協議する。 

小口径接続ます(20) 口径 20㎝ 150cm 以下 

※防臭トラップ付き小口径ますは 200㎜のみのため、150㎝を超える場合はPPますを使用する 

小口径ます(15) 口径 15㎝ 100cm 以下 

小口径ます(20) 口径 20㎝ 150cm 以下 

小口径ます(30) 口径 30㎝ 150cm を越える場合 

※主管口径125㎜以上は掃除口径 200㎜以上とする。 

※小口径ますは、バスケット付きとする（泥だめ深さは製品による） 

コンクリート製ます（30） 内径 30㎝×30㎝ 60cm 以下 

コンクリート製ます（36） 内径 36㎝×36㎝ 90cm 以下 

コンクリート製ます（45） 内径 45㎝×45㎝ 120cm 以下 

コンクリート製ます（60） 内径 60㎝×60㎝ 150cm 以下 

※コンクリートますは、角ますを原則とする。 

※基準を超えない場合でも設置箇所の状況によっては、１ランク大きくすること。 

※以上の基準によらない場合は、別途協議する。 
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(ｄ) ますの底部は、 深さ 15 ㎝以上の泥だめ及び浸透式の構造とする。ただ

し、 地形・地質・地下水位及び周辺環境等によっては、 確認を受ければ、 

未浸透式(バケツ式)にすることができる。  

(ｅ) 合流区域の取付ます及び、合流方法 

① 合流区域内の取付ますは、45WYSK ますかドロップますを原則とする。た

だし、口径により設置できない場合は、その他の段差付きますとする。 

② 雨水と汚水系統が合流する場所は、取付ますとする。 

やむを得ず取付ます以外で合流させる場合は、合流管きょの排水管の管

径及び勾配について表２－３－２を参照する。ただし、段差付きますを

設置すること。 

③ 雨水系統の終点ますで合流管流入の場合は、 汚水系統からの防臭のため

トラップ構造の接続ますを設け、 下水道管へ異物の流入防止のため 10

㎜目のスクリーン(目皿)を設けなければならない。 接続ますや接続方法

は、 指定及び承認したものを使用する。（図２－３－12－b 図２－３－

12－ｄ参照） 

④ 雨水系統の終点ますで雨水管きょ流入の場合は、 雨水取付ます (管径ま

たは内のり 20 ㎝以上）、を設け雨水管へ異物の流入防止のためのスクリ

ーン(目皿・金網)を設けなければならない。 (図２－３－12－a 図２－

３－12－c参照)  

※側溝・水路等に接続する場合はトラップを除くことができる。小口径

ます等でスクリーンが設置できない場合は、その上流に設置すること。 

（ハ）雨水ますふたについて 

(ａ) 「雨水」 「うすい」 等と印されたもの、 または無刻印とする。 また、

格子ふたとすることができる。 特に、 小口径ますふたは、 現場内では汚

水系統と明確に区別ができるように刻印された製品を使用すること。 

(ｂ) 合流区域内で雨水分離を図っている区域の雨水取付ますは、市章入りの

指定をしない。 

（ニ）合流区域内の宅地内排水溝(側溝：雨水流出防止施設)の設置基準（平成７年

４月より一般住宅へ指導拡大）  

    屋根以外の敷地内に降った雨水は、 道路への流出を抑えるため（ｂ）、（ｃ）

の基準により宅地内排水溝(Ｕ字側溝等) と集水ますを設置し雨水系統に接続

する。また、敷地の勾配により雨水を集水ますや雨水ます等へ誘導し雨水系統

に接続する。 

ただし、分流化（旧合流区域）された区域及び区画整理事業、民間開発等に
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より開きょ側溝等が整備された区域はこの限りではない。 

① 雨水流出防止施設が不要な区域について 

② 大規模な敷地内の雨水処理について 

区 域 
① 雨水流出防止施設 

（宅地内側溝等） 

② 雨水流出抑制施設 

（浸透井等）（※１） 

新
分
流 

千歳地区 不要 不要 

高竜土地区画整理 不要 不要 

南浅田土地区画整理 必要 不要 

東土地区画整理 必要 不要 

合
流 

民間開発により側溝が

設置された区画 
不要（※２） 必要（※３） 

合流区域 

（野口、助信町、龍禅

寺町等） 

必要 必要（※１） 

※１ 500㎡以上の敷地（一般住宅は除く） 

※２ 外縁で L形側溝に接している箇所は必要 

※３ 500㎡以上の開発は開発（造成）時に設置 

雨水流入抑制施設（浸透井戸等）については、区画整理事業において雨水渠を

整備した区域は不要としていますが、一般家庭やマンション・事業所等において

も、近年の豪雨に備えるため、土地の全体がコンクリートなどで覆われ、雨水が

ほぼ浸透しないような状況の場合、浸透井戸を設置することをお勧めします。ま

た、浜松市全域において、浜松市雨水浸透施設設置推進要綱（平成 18 年 4 月 1

日施行：環境保全課）などにより、浸透ますの設置を推進しています。 

 

   (ａ)  雨水流出防止施設が不要な区域ついて 

① 事業計画にて分流化した区域 

   千歳地区、高竜土地区画整理内。 

ただし、東土地区画整理及び南浅田土地区画整理内については、L 型

側溝・都市型側溝であるため、雨水流出防止施設の設置が必要。 

② 区画整理事業、民間開発等により開きょ側溝等が整備され、分流化され

た区域。 

ただし、開発区域の外縁で L形側溝に接地している箇所は雨水流出防

止施設の設置が必要。 
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   (ｂ) 宅地内排水溝設置について 

① 敷地内状況(舗装・砂利等)に関係なく、 敷地内の雨水が道路に流出す

る箇所に、 Ｌ型側溝等の構造物に支障を与えない箇所及び構造で設置

する。  

② 建築確認上の後退線か車両の乗り入れに支障を起さない箇所まで、 確

認協議により後退することができる。後退した箇所は民地であるため、

所有者により雨水排水設備を設置することが望ましい。または、設置

した宅地内排水溝へ集水できるように努めること。 

③ 土地利用事業によって民地の一部を道路・歩道に提供（道路形態）す

る場合は、確認協議によりその境界まで後退し設置できる。また後退

した場合はその箇所の雨水排水に関することは、道路管理者と協議す

ること。 

④ 道路部と家屋部（雨樋のある屋根、 ２階のベランダ等の張出し部から）

の間が 1 ｍ未満の敷地部分は、 排水溝を除外することができる。 た

だし、加重平均で1 ｍ未満の敷地部分は、 確認を受け省くことができ

る。 また、 玄関ポーチ等の構造物が存在し、 かつ、 対象の排水面

積が 10 ㎡未満の場合は、 確認を受け排水溝の設置を省くことができ

る。  

⑤ 道路拡張工事を予定している箇所は、 拡幅工事に合わせて施工する旨

の誓約書を提出し、 確認を受けた場合は、 一時的に施工を省くこと

ができる。  

⑥ 身体障がい者出入り箇所等の特殊目的がある場合は、 確認を受け最小

限省くことができる。  

⑦ 取付管がなく現場状況で配管不可能な場合は、 確認を受け排水溝と集

水ますの雨水を宅内で浸透処理させることができる。  
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(ｃ) 宅内排水溝の構造について 

① 溝寸法は、全体敷地面積から的確に他の雨水排水設備で処理できる面

積（屋根面積）を差し引いた面積に応じ、表３―１―４により決定す

る。 

表３－１－４ 雨水溝（側溝）の排水可能面積 

排水可能面積A7＝（Q７×360/Ⅰ7/C7）      単位：㎡ 

施工勾配％ 

排水溝寸法 
0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 

50×50 7.5 10.6 13.0 15.0 16.8 18.4 19.9 21.2 22.5 23.8 

70×70 18.4 26.1 31.9 36.9 41.2 45.1 48.8 52.1 55.3 58.3 

100×100 47.7 67.5 82.6 95.4 106.7 116.8 126.2 134.9 143.1 150.8 

120×120 77.6 109.7 134.3 155.1 173.4 190.0 205.2 219.4 232.7 245.3 

150×150 140.6 198.9 243.6 281.3 314.5 344.5 372.1 397.8 421.9 444.7 

180×180（規格品） 228.7 323.4 396.1 457.4 511.3 560.1 605.0 646.8 686.0 723.2 

200×200 302.9 428.3 524.6 605.7 677.2 741.9 801.3 856.6 908.6 957.7 

240×240（規格品） 492.5 696.5 853.0 985.0 1,101 1,206 1,303 1,393 1,478 1,557 

300×300 892.9 1,263 1,547 1,786 1,997 2,187 2,363 2,526 2,679 2,824 

＜備考＞ １ 仮定条件 

①有効水深率80％仮定  ②粗度係数ｎ＝0.015  ③到達時間ｔ＝5分 

④流出係数Ｃ＝0.9    ⑤7年確率降雨強度 Ｉ７＝1479.8/（ｔ 0.7+7.5702） 

２ 標準施工勾配は、0.3％（3‰）とする。 

② 排水面積を明確に分割（ブロックなどで区切る）する場合は、全体で

なくその部分に対応できる構造とすることができる。 

③ 車両や歩行者等の出入りに支障のない（強度・振動などによる騒音対

策）構造とする。(グレーチング等) 

④ 下記構造の場合は、維持管理に関する内容と問題時の対応内容を記し

た誓約書を添付し確認協議を行うことにより施工することができる。 

(ア) 「カラー舗装用みぞふた」を開口部に設置する構造。 

(イ) プレキャスト箱形暗きょ（都市型側溝：通称卵型・円型側溝）構

造。なお、排水流量計算書を提出する。 

(ウ) 特別な事情で溝延長の半分を限度として「コンクリートふた」と

する構造。 

(エ) (ア)、(イ)には、必要な箇所（５～10ｍごと）に集水ます（グレ

ーチング）を設置すること。 
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(オ) 合流区域内での一部改築・増設で、雨水分離排水設備方法や宅地

内排水溝を未施工で申請する場合は、将来施工（3年をめどに）につ

いての誓約書を添付する。また、駐車場等に（仮設工事含む）する

場合も同様とする。 

⑤ 集水ますは、角ますを原則とし、内法２４cm 以上または、排水溝の寸

法を越えるものとする。 

※注）集水ますを設けず、直接暗きょ（パイプ）で排水溝に接続しな

いこと。 

⑥ 集水ますは、 最終点に必ず設置し、 土砂等を沈殿させ雨水系統に合

流させること。 また、 維持管理上必要箇所や合流点及び90度を超え

る曲がり箇所に集水ますを設置する。  

⑦  集水ます （排水ます） には、 泥だめ 15㎝以上設置すること。  

⑧  集水ます （排水ます） から、 暗きょ （パイプ） 排水する場合は、

詰まり防止のためスクリーン （目皿、 金網） を設けなければならな

い。  

⑨  合流区域内雨水分離区域で雨水取付管がある場合、 集水ます寸法が

30㎝以上、 泥だめ 15㎝以上及びスクリーン（目皿・金網）設置につ

いては、 維持管理上支障がない場合に確認を受け雨水取付ますと兼用

することができる。 

⑩  合流区域内の集水ますと接続ますを兼用する場合、集水ますの泥だめ

15cm 以上及び目皿を設置し図２－３－12－a～d、図２－３－13 と同様

の構造で確認協議により、施工することができる。 

 

 

※集水ます底部は、泥だめにより目詰まりが起こしやすいので現状状況により清掃する。 
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  (ホ) 道路上雨水ますへの接続流入禁止 

合流区域内で雨水分離を図っている雨水きょが整備された区域で、宅地内

からの雨水排水を道路上の雨水街きょますへ接続することは、下記により禁

止されています。 

(ａ) 雨水街きょますは、 道路の雨水排水のための道路構造物の一部である。 

(ｂ) ます本体の構造変更や防臭対策がされない施工による問題が将来生じる

ことが想定される。 

(へ) 排水設備合流管きょについて 

管径は表２－３－２を基本とする。 

計算で管径及び施工勾配を求める場合は、最大水深（h/d）80％とした断面、

計画下水量に対し流速0.8から 3.0m/s の範囲とする。 

雨水計画下水量は７年確立で到達時間（t）5分。 

汚水計画下水量は現場状況より計算。 
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（３）大規模な敷地内の雨水処理について 

 （イ）目的 

     大規模な敷地内の雨水を下水道へ流入する場合で、 下水道計画雨水量を超

える水量については、 浸透ます及び浸透井戸による浸透方式、 雨水調整槽

による間接放流式を用いて流出抑制と地下水の涵養や合流下水道における雨

天時越流水の汚濁負荷削減などの効果を確保する。 また、 分散放流式によ

り下水道流末の集中的負荷を削減する。  

 （ロ）適用条件 

合流区域（下水道事業計画等にて、分流化（旧合流区域）された区域を除

く）で敷地面積が 500 ㎡以上について 「排水計画事前協議書」 に基づき協

議する。 ただし、 一般住宅及び事前協議により確認を受けた場合を除く。  

     現在、分流化された区域は、 千歳地区、 東土地区画整理内、 南浅田土地

区画整理内、高竜土地区画整理内とするが、 今後、 地域を拡大・指定する

ので必ず確認すること。  

 都市計画法施行令第三章第一節第19条を参考に都市化や排水能力、 保水遊

水機能、 都市環境、 水害に強い街づくりを勘案し500㎡以上の規模を指導し

ている。  

     ただし、 開発行為及び土地利用に関わるものについては別途担当課と協議

を要する。  

 （ハ）基本的事項 

① 設計にあたっては、 排水区域の下水道雨水排除計画に適合したものとする。  

② 排水区域の地形・地質・地下水位及び周辺環境等に十分注意する。  

③ 浸透施設は、 急傾斜地崩壊危険地域・地すべり地域・擁壁上部の区域など

地盤変動や土壌汚染が予想される場所に設置せず、 雨水調整槽 （貯水槽） 

を検討する。  

④ 浸透施設は、 浸透性の低い地域、 浸透した雨水による影響が及ぶおそれ

がある地域、 盛土で造成した地域、 既設浸透施設に隣接した地域、 地下

水位が高い地域などに設置する場合には、 排水区域の周辺状況等に十分注

意しなければならない。  

また、 重要公共施設や建築物の場合は、 雨水の再利用や防火井戸、 非常

用用水施設を併用できる雨水調整槽 （貯水槽） が望ましい。  

⑤ 浸透施設の選定にあたっては、 その排水区に適した浸透効果が十分なもの

を選定する。  

⑥ 近くに公共用水域 （河川等） がある場合には、 「排水計画事前協議」 を

行い、 かつ、 当該管理者と協議し雨水免除下水許可を受けることができ
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る。  

この場合は、 当該管理者の条件に基づいて雨水抑制施設を施工する。  

 （ニ）設計の検討方法 

① 敷地内で処理する雨水量   合理式 Q=1/360・I・C・A 

・ 敷地内の雨水量は、 ７年確立降雨強度 （ｔ=5）、 流出係数 C=0.9 を想

定し ７ＡＱ を求める。 ⇒ 降雨強度：Ｉ＝138.9mm/h 

・ それぞれの下水道本管排除能力を求める。  

合流区域は、 ３年確立降雨強度(ｔ=5)、 流出係数 C=0.45 により ３ＢＱ  

を求める。  

また、 東地区土地区画整理区域内は、 ７年確立降雨強度 （ｔ=5）、 流

出係数C=0.75により ７ＢＱ を求める。⇒ 降雨強度：Ｉ＝154.0mm/h 

その他は、 調整機関と協議する。  

 

 

② 上記で求めた差を敷地内で処理する雨水量として、 以下の処理方法を排水

区域の状況を勘案し併用も含めて検討する。  

・ 浸透ます・浸透井・浸透トレンチ （多孔管） 等を用いて設計する。  

・ 雨水調整槽 （貯水槽） 及び雨水調整池 （駐車場を利用するものを含む） 

については、 30分貯留させる構造を設計する。  

・ 浸透井や雨水調整槽、 雨水調整池が設置できない場合や流入下流部に浸

水問題等がある場合は、 分散放流式を別途指示する。  

・ 上記以外の検討方法 （緑地帯や透水性舗装など） をする場合は、 その

根拠による 「排水計画事前協議」 において、 取付管本数を最低条件とし

協議することができる。  

・ 大規模な建築物のベランダ （建物の屋根から飛び出ている） 合計面積が

敷地面積の10％以上に当たる場合は、 その合計面積の50％を加え敷地内雨

水量を求める。  

・ 浸透井の設置後、 定期的な維持管理を必要とする。 （有孔管の目詰まり

による浸透機能の低下防止のため）  

 （ホ）今後の雨水対策について 

     現在は「雨水はすみやかに排除すればよい」の考え方を、もっと全体的・

地球的に「雨水をどのようにコントロールして、望ましい水環境とするのが

よいか」 という視点へ移行している。 同時に、都市雨水は治水だけでなく、 

利水 （水資源）、 環境保全 （水質保全） を目的とした総合的なシステムと

して合流・分流地域の排水区別に関係なく把握する必要がある。  

※ 地内で処理する雨水量＝（敷地内雨水量）－（本管雨水排水処理可能量） 
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     雨水流出抑制を水循環の一環として、 市街地の中に貯留や浸透のしくみを

いろいろ組み合わせ、 発生源である雨水の流出をコントロール・再利用し都

市化によって失われた自然の水の流れを人為的に再現する。  

     現在、 これらの実例が多くなっているが、 基本的設計の標準となってい

ないことを一般的にする必要性や指導の拡大が重要になるので、 今後 「雨

水流出抑制施設整備促進事業」 浜松市雨水浸透施設設置推進要綱 （平成 18

年４月１日施行） などを取り組み各家庭への積極的な拡大が望まれる。  

     その一方で、 初期雨水に含まれる浮遊物質について、 今後研究・検討が

必要である。 
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（へ）合流区域の雨水抑制の考え方 

敷地面積が５００㎡以上あれば、浸透井戸及び浸透桝の設置は下記基準のとおり 

 

■５００～７５０㎡未満の集合住宅、雨水浸透井戸１箇所 

■７５０～１０００㎡未満の集合住宅、雨水浸透井戸２箇所 

 

浸透桝１箇所 ０.０００１９㎥／sec 

浸透井戸１箇所 ０.００２６㎥／sec 

 

雨水貯水槽 △Ｑ×３０分×６０分 

 

※雨水放流先が水路及び河川に流入する場合は、管理者との協議を行う。 

（敷地内では、基本的な雨水抑制施設を設置すること。） 

流出係数  合流・・・・・・・・・・・・・Ｃ＝０.４５ 

      東地区土地区画整理・・・・・・Ｃ＝０.７５ 

      南浅田土地区画整理・・・・・・Ｃ＝０.６７ 

Ｑ＝１／３６０・Ｉ・Ｃ・Ａ   

Ｉ＝４５００／（ｔ＋４０）（３年確率合流）＝１００㎜／ｈ   

Ｉ＝５２９.８／（ｔ^０.５＋１.２０４９）（７年確率東地区）＝１５４㎜／ｈ  

Ｉ＝１５３５.５／（ｔ^０.７＋７.９６９３）（７年確率南浅田）＝１３８.９㎜／ｈ 

Ｑ：流出量㎡／Ｓ 

Ｃ：流出係数 

Ａ：排水面積（ha） 

Ｉ：降雨強度（㎜／ｈ） 

設計 

Ｑ＝１／３６０×１００×０.４５・Ａ     ３年確率（合流） 

Ｑ＝１／３６０×１５４×０.７５・Ａ     ７年確率（東地区） 

Ｑ＝１／３６０×１３８.９×０.６７・Ａ   ７年確率（南浅田） 

 

５０年確率の場合（継続時間３０分） 

（例）流域面積１haの場合の調整池容量 

（１１３×０.９－２４÷２×０.６）×３０×６０×１ha×I／３６０＝４７２.５㎥ 
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Ｖ＝（ｒｉ×ｆ１－（ｒｃ／２）×ｆ２）２ｔｉ×Ａ×（１／３６０） 

 

Ｖ：必要調整量 

ｆ１：施工後の流出係数（０.９を標準とする。） 

ｆ２：施工前の流出係数（０.６を標準とする。） 

Ａ：流域面積（ha） 

ｒｉ：１／５０確率降雨強度（㎜／ｈ） 

ｒｃ：下流無害流量に対応した降雨強度 

ｔｉ：継続時間（３０分。３０分以内は３０分とする。） 

 

普通の合流地域 

３年確率、降雨強度「１００」で流出係数「０.４５」と 

７年確率、降雨強度「１３８.９」で流出係数「０.９」との差 

Ｑ＝１／３６０×１００×０.４５・Ａ     ３年確率 

Ｑ＝１／３６０×１３８.９×０.９・Ａ    ７年確率 

 

東地区土地区画整理 

３年確率、降雨強度「１５４」で流出係数「０.７５」と 

７年確率、降雨強度「１３８.９」で流出係数「０.９」との差 

Ｑ＝１／３６０×１００×０.４５・Ａ     ７年確率（東地区） 

Ｑ＝１／３６０×１３８.９×０.９・Ａ    ７年確率（普通の合流） 

 

南浅田土地区画整理 

３年確率、降雨強度「１３８.９」で流出係数「０.６７」と 

７年確率、降雨強度「１３８.９」で流出係数「０.９」との差 

Ｑ＝１／３６０×１３８.９×０.６７・Ａ    ７年確率（南浅田） 

Ｑ＝１／３６０×１３８.９×０.９・Ａ     ７年確率（普通の合流） 

 

計算式で計算すると、浸透井戸等の計算が多くなるため、実施してもらえないので、

現実的最小必要本数を下記のとおり決定する。 

 

 

 

 

 

 

５００～７５０㎡未満の場合は、雨水浸透井戸は１箇所以上 
７５０～１０００㎡未満の場合は、雨水浸透井戸は２箇所以上 
１０００～１５００㎡未満の場合は、雨水浸透井戸は３箇所以上 
１５００～２０００㎡未満の場合は、雨水浸透井戸は４か所以上 
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第４章 設   計 

 
１． 設 計 の 概 要 

排水設備の施設は広範囲にわたり、 その規模は多種多様である。 １・２階の住

宅・商店を始め大工場・住宅団地から地階を加え、 ４・５階建て以上の中高層建築

物がある。 建物の存在しない土地を含めて、建築敷地の状態も一様ではない。 建
物の種類・用途・使用者の職業・生活様式とその程度によっては、その設備の方式

もまた雑多である。  
汚水量をみると、 小は一般建物から大は住宅団地・高層建物があり、 １日数万

トンを排出する工場がある。 雨水量を見ても大小さまざまである。  
使用する衛生器具にしてもその種類は数多く、 その品質も実用・普及・高級品に

分けられる。 施設者には趣味・嗜好があろう。 実用的な面に重点を置くものもあ

り、 外観美を要求するものもあろう。 またグリーストラップ・オイルトラップを

必要とする建設物もある。  
悪質下水を排除する会社・工場では、 その水質によっては法規の定める除害施設

を設けなければならない。 広大な敷地をもっている工場・団地では、 その排水設

備施設も公共下水道並みのものを要するであろう。  
排水設備の設計は、これらの状況条件をもとに規定に従ってなされるのであるが、 

実施設計にあたって我々技術者は多くの障害に突きあたることを否めない。  
ことに困惑するのは、 主に経済的理由によるものであるが、 発注者の規定無視

の無理な注文であろう。 それには粗悪材料の使用・トラップの省略・配管の不備・

勾配の不良等に通じ、 発注者自身が不便・不潔な状態での使用になり、 ときには

思いもよらない事故を招く原因ともなり、 許せない工事である。  
また、 排水設備の公道を縦横断しての布設、 公示区域外からの連絡などの要望

がある。 公道内は当然公共下水道を布設すべきであるから、 このような排水設備

の存在は、 将来の下水道計画を混乱させ、 車輌の重圧で排水設備を破損するおそ

れがあり、 保安交通上の危険を免れないので、 これは原則的に禁止されている。  
公示区域外・隣接地域からの排水設備の接続も原則的に承認されない。 （図４－

１－１） 
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図４－１－１ 排水設備として承認されない接続例 

我々技術者としては、 たとえどのような理由があろうとも、 あくまでも法規に従い、 
最低の基準を守り、 少なくとも上述の意に反した要望なり注文に対しては努めて説得し、 
やむを得ない場合は断固工事を断るくらいの見識がほしいものである。  
よい設計、 よい材料、 よい施工は使命であり、 このうちどの一つが欠けても工事の

適正を期することはできないことを銘記すべきである。 
 排水面積は、 一般に地図を用いて算出するが、 適当な地図がない場合は平板測量等

によって作成した平面図から求める。  
 管きょが受け持つ排水面積の区画割は、 原則として地表勾配と宅地高を考慮し、 道
路の交角の二等分線として分割する （図４－１－２）。  

 

図４－１－２ 区 画 割 図 
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２． 設 計 一 般 

（１）事前調査 

   現場調査に先立ち、 まず上下水道部において、 備え付けの下水道公示図・下水

道公示一覧表を閲覧し、 必要事項の照合確認を忘れてはならない。 また、 分流・

合流式の別、 公道・私道の別を確かめる必要がある。  

   現場調査にあたっては、 公共ます・公共取付管・排水設備の有無、 有りの場合

それらの形状の適否・使用の可否を確認する。 分流・合流区域の境界付近では、 特

に慎重な調査が必要となる。 

 既設のますで使用していないものは、掃除し水を流してみるなりして確かめる。 

どこに流れているかわからない排水設備などは、 責任をもって調査し使用の適否を

きめる。  

 地域によっては、 公道・準公道・私道の関係など、あらかじめ関係機関と緊密な

打ち合わせを行なう必要がある。 また他人の土地・排水設備を使用する場合、 個

人財産の使用となる為、慎重な調査・調整が必要となる。 

 設計に際しては、 設備を設置する現場について、 次の事項を事前に調査確認す

る。  

（イ）供用開始の公示 

  (ａ) 供用開始の公示の有無 

  (ｂ) 下水の排除方式 （「分流式・合流式」 の別）  

（ロ）公共ます及び公共汚水取付管 

  (ａ) 公共汚水ます及び取付管の種別及び有無 

  (ｂ) 位置 （深さ、 取付管管径）  

  (ｃ) 公共ますから道路側取付管口径及び宅内側既設取付管口径の調査、 また、 

標準口径 （合流φ150㎜、分流φ100㎜）取付管施工の検討・協議  

（ハ）排水予定量など （㎥／日、 ㎥／時）  

  (ａ) 排水人口 （人）  

  (ｂ) 排水面積 （㎡）  

  (ｃ) 湧水、 工場廃水等の特殊排水量 （㎥／日）  

  (ｄ) 排水時間 （時間）  

  (ｅ) 井戸水の使用量 （㎥／日） 

  (ｆ) 処理分区や浄化センター及び特定施設の下水排除基準の確認 
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     （各処理区・処理分区・流入する浄化センターで基準が異なっている）  

（二）敷地 

  (ａ) 敷地周辺の道路 （公道・私道） 

  (ｂ) 隣地との境界 

   (ｃ) 形状、 起伏、 段差 

   (ｄ) 土地及び家屋所有者の確認 

  (ｅ) 水道メーター番号及び使用者コードの確認、その他使用水（設備を含め）

の調査 

（ホ）建物 

  (ａ) 用途 (除害施設の有無）  

  (ｂ) 位置、 構造 

（ヘ）既設排水設備、 埋設物 

   (ａ) 位置、 構造 

    ① 管勾配確認による既設管利用の検討・協議 

    ② 既設ます利用の検討・協議 

    ③ 他埋設物の確認 

   (ｂ) 使用の有無、 共用の有無 
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（ト）下水道台帳の見方 

図中 漢数字はマンホール中心の地盤高 

    〃  ○○●はマンホール 

    〃  マンホール付近に書いてある算用数字は管底高 

   例  ○・ 250      5.3‰       41.40          

      内径 250mm   勾配 
1000

3.5
   管路延長41.40m   流下方向 

    ○―――― は公共汚水ます 

    ×――――  は公共汚水取付管 

    □――――   

は公共雨水ます 

    ●――――  

          

取付管上の数字は上流側マンホールからの距離 

         ○・100 3.1 は取付管の管径及び取付管延長 

    …… マンホール付近の破線上の数字はマンホール中心からのオフセット距離 

 
図４－２－１ 

 

φ100－5.0 

φ100－3.1 

φ100－3.1 

φ100－3.2 

φ100－5.0 

φ100－3.2 
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下水道台帳 

 図中 

  φ250   ＤＰ  1．27 （下流）  Ｖ－φ250   ＤＰ   1．66 （下流） 

  （管径） （土被り） 1．22 （上流） （管種－塩ビ）（土被り）   1．64 （上流） 

 

――→○下――→             ――○下……公共汚水ます 

マンホール                ――×……公共汚水取付管 

 
図４－２－２ 
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施設平面図 

 

584 

2         ○●250      

（路線番号）      （管径）     （流下方向） 

 

図４－２－３
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図４－２－４ 
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（２）排水システムの組立 

  設備設計は、 排水システムを構成する排水トラップ、 排水横枝管、 排水立て

管および通気管等の配管部分と管材料の各性能要素について綿密なチェックを行

なって最適な排水システムを組み立てることである。  

（イ）排水管及び通気管 

  (ａ)器具からの排水量 

 器具からの排水量は、 大便器・小便器・洗面器・浴槽など器具の種類によっ

て異なる。 また、 同種の器具でも、 器具の形状、 使用方法、 排水口の大き

さ、 配管との組合せなどによって排水量は同じではない。 一般的に排水量の

合計は使用量の大きい器具ほど大きい。 また、 同じ使用水量でも排水時間が

短いほど、 単位時間当たりの排水量は大きくなる。  

 更に排水量は、 器具によって始めから終りまで比較的平均して流れるものと、 

かなり変動するものとがある。 その例を図４－２－５に示す。 

 

①洋風サイホンゼット 

大便器、フラッシュ弁の時 

13.0ℓ 

② ロ ー タ ン ク の 洗 浄 の 時 

13.0ℓ 

③料理場流し 15.0ℓ 

④洗面器 0.9ℓ 

 

図４－２－５ 流量一時間曲線 

 

     曲線②は、 洋風大便器 （サイホンゼット） で、 ロータンク （容量13ℓ） 

洗浄の場合の排水特性曲線である。 合計排水量は13ℓで、 排水時間は12秒で

あるから、 平均排水量は、 13ℓ／12秒＝1.08ℓ／秒＝64.80ℓ／分である。  

     最大排水時流量を図から読み取ると、 約 140ℓ／分となり平均の約2．2倍に

なる。曲線③は、 料理場流しに15ℓを排水したときの排水特性曲線である。 排

水時間は約 24 秒であるから平均排水量は 15ℓ／24 秒＝0.625ℓ／秒＝37.5ℓ／分

となる。 最大排水時流量は図から50ℓ／分となるので、 平均排水量流量の約1．

3倍となる。 

このように、 大便器の排水特性曲線①、 ②はかなり変動があり、 流し③、 及

び洗面器④は比較的平均して流れる。 排水管口径決定の際に重要な要素となる

ものは、 この最大排水時流量であり、 表４－２－１に種々の器具の値の一例を

示す。  
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図４－２－６ 

表４－２－１ 

器 具 名 
最大排水時流量 

（ℓ／秒） 
器 具 名 

最大排水時流量 
（ℓ／秒） 

大  便  器 
小  便  器 
ストール小便器 
洗  面  器 
手 洗 い 器 
掃 除 用 流 し  

2.8 
0.9 
1.4 
0.5 
0.3 
1.9 

料 理 場 流 し  
洗たく用流し  
ジ ャ ワ バ ス  
住宅用浴そう  
公 衆 浴 場 
床 排 水 

0.7～1.4 
1.4 
1.4 
0.9 
1.9 

1.4～2.8 
 
  (ｂ)排水管内の排水量 

 図４－２－６に示すように、 器具か

らの排水は器具排水管内を流れて排水

横枝管に集まる。 排水横枝管内に集ま

った排水は、 次に排水立て管に流れ込

む。 排水立て管内に流れた排水は、屋

内排水横主管に集まり、 敷地排水管内

を流れて公共下水道に流れ込む。 この

ように、 器具からの排水は、 枝管か

ら主管に順次集水して流れる。 従って 

排水管内の排水量は、 末端から本管に

向って順次増加する。 排水管内の各部

における排水量を求めるには、 その増

加の割合を調べる必要がある。 もし、 

各器具が全部同時に使用され、 しかも

長時間連続して排水されると仮定すれ

ば、 排水管内の排水量は、 その排水

管が受け持つ器具の排水量を合計すれ

ば良いことになるが、 実際にはこのよ

うな使われ方をされることはほとんど  

ない。 排水横主管により運ばれる流量は、 その排水横枝管に接続した種々の器具

排水管から同時に受ける流量の合計である。同時に受ける流量の合計は、 その横

枝管に接続した器具の同時使用率と同時排水率により定まる。 例えば大便器が10

個並んで設けられた場合と、 そのうちの８個が使用されていれば器具の同時使用

率は80％になり、 その８個のうち同時に排水されるものを２個とすれば同時排水

率は25％になり全体の10個に対しての同時排水率は20％ （10×0.8×0.25＝２） 

になる。 更に排水横枝管から排水立て管に流れ込む場合、 また、 排水立て管を
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何系統か集めた屋内排水横主管においても、 それぞれ同時使用率の係数を考慮し

て流量を求めなければならない｡ 排水管内の排水量は、 その排水管が受け持つ器

具のうち同時に排水される可能性のある器具からの排水量の合計が最大になると

きの値を選ぶ。  

  （ｃ）汚水管の勾配と水深 

     汚水管は、 大便、 トイレットペーパーなどの固形物を運ぶことも重要な役

目の一つである。 固形汚物は、 なかば水に浮いた状態で運ばれるので、 その

ための水深が必要となる。 管内の流速と水深は、 管径と勾配によって定まる。 

管径が大きすぎるときは、 水深が小となり、 流速が減少するから固形物を押

し流す力が弱くなり、 水だけが流下してしまう。 管径が小さすぎる場合は、 管

は満流となってエアスペースがなくなり、 そのために大気圧を保持できず排水

管内の気圧に変動を生じてトラップに悪影響を及ぼす。 また、 勾配が急すぎ

るときは流速が増加して水深が浅くなるため、 固形物は残留して水のみ流下し

てしまう。 反対に勾配が少な過ぎる場合は、 水深が増すが流速が減じ固形物

を押し流す力が減少する。 汚水管における水深は、 管径の１／２～１／４程

度が望ましい。  

 
図４－２－７ 勾配と管径が、水深に及ぼす影響 
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  例えば、ＱL が 2.05 （ℓ／ｓ） （アパート２戸分に相当） を硬質塩化ビニル

管ＶＵ100を使用し勾配 （Ⅰ＝2％） で布設した場合と、 現地の都合で勾配Ⅰが

1.5％程度しかとれないため、 勾配を重視してＶＵ150を使用した時の水深の状態

を調べると図４－２－８のようになる。  

 
図４－２－８ 

 

    このｈが低すぎると水深が浅くなり搬送能力が減じられて支障が起きる場合が

あり注意を要する。 当浜松市ではこのｈ／ｄが 50％ （半管流量） を基準にし

ているが最少でも 25％程度とするのが望ましい （上部空間は通気スペースとす

る）  
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  （ｄ）器具排水管、 排水横枝管 

 
図４－２－９ 器具排水管内の流水状態 

 

  器具からの排水の中で、 洗浄使用の大便器からの排水量は、 図４－２－５①のよ

うに、 最大排水時において約 160ℓ／分を示す。 大便器の器具排水管は、口径 75 ㎜

を用いるのが普通である。 口径 75 ㎜管の満管流量は、 勾配１／50 で約 160ℓ／分で

あるから、 満管状態が１～２秒程度続く場合がかなりあるわけである。 排水管内の

流水面はひどい波動を起こし、 その波の頂点は管上端に届き、 ある長さの満流箇所

を生じ、 水のピストンを形成する。 これが短時間でも継続すると、 その上流側は負

圧、 下流側は正圧側に空気が逃がす役目をさせる通気管も設ける。 器具排水管から

流出する排水量は変動するから、 うねりを生じて流れる。 このうねりは、 横枝管を

相当の長さ流れても持続され、 なかなか定常流にならない。 したがってこのうねり

に別の器具排水管からの最大排水量が重なると非常な乱流を生じることになる。  
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図４－２－10 排水立て管 

 （ｅ）排水立て管 

     排水横枝管を含めて屋内横引き管の勾配は、 通常、 管径が 65㎜以下までは

１／50、 75～100 ㎜までは１／100、 125 ㎜は１／150、150 ㎜以上は１／200

よりゆるやかであってはならない。  

排水立て管に流れ込んだ水は、 滝のような

状態で落下するのではない。 少量の水が大き

な立て管に排水された場合、 水流は管壁に粘

着しがちで、 ややらせん状に動きながら落下

する。排水量を増すと、 らせん状の水流の幅

を次第に広げ、 ついには管内全周に広がる水

の輪となり更に水量が増せば、 水の輪を増し

ていき管の中心の空気の芯を囲み、 らせん状

の動きを起こすことなく落下する。 この水流

は、 排水立て管の断面積の１／４～１／３を

占めーるような流量のときに起きる。 この流

量をこえると、 水流は管の断面積を覆う膜状

となり、 水圧を形成し管の低方部の空気圧を

上昇させるので、 結局その水塊はこわれる。 

排水立て管中のこのような水塊の形成とその

破壊は、 空気圧の急激な動揺と不快な騒音を

生じる。 したがって、 排水立て管の容量決

定に際しては、 このような現象が生じない範

囲に流量を制限する必要がある。 排水横枝管

から排水立て管に流れ込む水流は重力の加速

度を受け、 立て管内を落下する間に速度を増

すが、 無限に増加していくのではなく、 管

内壁及び空気との摩擦抵抗と均衡する流速 

（終局流速） までしか増加しない。 したが

って、立て管がいかに長くても、 その底部が高さに比例した流下衝撃圧を受ける

わけではない。 その終局流速の概略値は、 普通の立て管径及び排水量のもとにお

ける実験で、 鋳鉄管の場合約５～12ｍ／秒である。 立て管に流入してから終局流

速になるまでの流下高は、 約４～6．5ｍ程度である。 立て管内で流速が大きくな

るほど水輪の厚さは減じてゆき、 終局流速に達した点で最小になり、 以下は同一

厚さを保って下降していく。 水輪の内周に接した空気は、 水輪の流下につれて誘

引され下降する。 そのため、 立て管底辺部は正圧となり立て管上部は負圧となる。 

上部の負圧に応じて空気を補給する。 
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 （ｆ）排水横主管 

     排水立て管の底部においては、 水流は終局流速に達した高速の状態で排水横

主管に流入する。 水流が立て管の底部の曲り部分にはいり、 水流方向が垂直

から水平に転じるとき、 水には遠心力が働き、 曲管部分の低い曲面に接して

比較的均等な厚みの水の膜の形をした流れが生じる。 この水流の高速と水の膜

の形は、 排水横主管内面の摩擦抵抗と立て管に比べてはるかに少ない勾配のた

めに、 排水横主管内では維持されない。 普通、 排水横主管の勾配は１／100

～１／50であるから、 そこで生じうる流速は、 0．6～1．2ｍ／秒である。 こ

れに対して、 排水立て管の終局流速はこの数倍に達している。排水横主管内に

おける水流の高速から低速への変換は、 排水立て管の底部の継手から下流へ短

い距離の間の水流内に、 はね水現象と称する水位の上昇をもたらす。 この距

離は、 入口速度及び排水横主管内の水深、 管内面の粗度・管径・勾配により

決まるもので、 普通の管径の鋳鉄管では、 立て管の直径の約10倍までの範囲

で変化する。 典型的なはね水現象をー－11に示す。  

     はね水現象を生ずるところでは水深は急激に増加し、 満流になる現象が現わ

れる。  

 

 
図４－２－11 はね水現象 

 

 排水横主管の管径が排水立て管の管径より大きい場合及び排水横主管の勾配

が比較的大きい場合には、 はね水現象の発生は少ない。 はね水現象を生じた部

分の下流では、 摩擦抵抗の影響を受けて流速が次第に減少し、 漸次定常流に近

づくか、 しばらくの間、 不安定なうねり波状態が続く。 流下水に伴われてき

た立て管内の正圧空気は、排水横主管に沿って逃げることができないから、 排

水立て管底の正圧は一時急激に上昇する。 この危険な正圧を逃すために排水立

て管底近くに通気立て管を設ける。  

 



4‐18 

 （ｇ）排水管内の空気の流れ 

     通気配管内の空気の流れにおいても空気の物理的特性が関係する。 そのうち

最も関係のあるものは、 密度・粘性・圧縮率である。 排水通気系統内に存在

する下水ガスは流体力学的には、ほとんどの普通の空気と同様に取扱ってよい。 

排水系統においては、 系統に接続した器具トラップの排水深は 50 ㎜であり、 

圧力の変動が許される範囲は水柱圧 25 ㎜とされている。 圧力変化のこの制限

量に相当する容積変化は約１／400 である。 したがって、 排水配管内の空気

がこの水量の許容値以上に圧縮されることなく自由に流通しうるように通気配

管を設計しなければならない。  

     満流でない排水管内を水が空気に接しながら流れる場合、 水と空気の間に摩

擦が生じる。 この結果、 空気は水に沿って引きずられて排水と同じ方向に流

れる。 排水方向の急激な変化箇所や、 水流の合流箇所におけるように、 水が

占める断面積が急に増加する場合は、 それに相応して空気の流れのために利用

しうる断面積が減少し、 空気が圧縮される。 その結果、 そうした箇所に空気

の流れの一時的な停止や閉塞現象が生じる。 そのような現象が生じた排水管区

域内に空気が引き込まれると、 その狭くなった排水管内に空気が集まるため、 

圧力が高まることになる。 上層階にある器具から排水系統に排水された空気を

伴いながら下降する場合は、 大気圧よりかなり高い圧力が排水系統の下部に発

生する。 排水系統の下部に接続した器具排水管や横枝管は、 器具トラップの

封水を吹き出させる程の過度の背圧を受ける。 また、 水流に引きずられて排

水管に沿って流れる空気は、 すべて排水系統の上方部から引きおろされる。 そ

のため、 系統の上方部は大気圧よりもかなり低い圧力の部分が生じる。 これ

らの排水系統内に生じる過度の気圧変動を防止するために通気管が設けられる。  
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（ロ）設計上の注意事項 
    設計にあたっては、 下記により設計して下さい。  
  （ａ）汚水系統 
 

伸頂通気方式 
（１管式） 

定常流量法 

通気立管方式 
（２管式） 

１． 定常流量法 
２． 器具排水負荷単位 

ループ方式による 
横 枝 管 

マニング公式による満管流量 

上 記 以 外 マニング公式による半管流量 

 
 （ｂ）雨水系統 

① 給排水設備基準 （換算屋根面積㎡）  

② 器具排水負荷単位法 

③ 合理式 

     下水道施設の設計をする場合は、 １人１日時間最大汚水量に計画人口を乗じ

て求める。 戸々の建物については、 使用目的により使用状況が異なるので、 も
っとも使用頻度の高い時間帯において求める。 汚水管については計画時間最大

汚水量、 雨水管については計画雨水量による。  
 

表４－２－２ 一般家庭単位汚水量表 

（単位：Ｌ（人・日）） 

用途地域別 
１人１日平均 

汚 水 量 

１人１日最大 

汚 水 量 

１人１日時間最大 

汚  水  量 

商業地域 690 770 1,230 

住居地域 450 500 800 

準工業地域 510 570 910 

工業地域 360 400 640 

     地下水は 100Ｌ（人・日）見込む 
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  （ｃ）器具排水管および排水横枝管の設定 

     各排水器具から排水立て管までの配管は、排水立て管の設定と関連して設計

するようにしたい。  

     排水横枝管は、使用される排水トラップの型式によって排水管のまとめ方に

工夫が必要となる。 また、 配管スペースのとり方も異なるので、当該住戸内

の床下 （スラブ上転し配管） に設ける場合には床上排水型を使用し、 直下階

の天井内に設けるときは床下排水型を使用することになる。  

    「設計上の留意点」  

① 器具排水管および排水横枝管の長さは、 できるだけ短くなるように配管ル

ートを設定する。  

② 横走り部分の曲がりは、２カ所以内にすることが望ましい。  

③ 曲がり個所には掃除口を設ける。 この場合、 作業が容易に行えるように

点検口を付けるなど必要な手段を施す。 なお、掃除口のサイズは排水管径

と同径が望ましい。  

④ 最下階の器具排水管または排水横枝管を排水立て管に接続する場合は、立

ち上げ基部より60㎝を超える上方の位置とする。 （図４－２－12参照） 

 

図４－２－12 

 

⑤ 配管スペース内では他の設備用配管、 ダクト類との取り合いを検討し、 納

まりよく施工できるよう整合を図る。  

⑥ 配管の最小勾配は表４－２－３による。  
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表４－２－３ 排水横管の管径と勾配 

管径（mm） 勾配（最小） 
65 以下 

75 , 100 
125 

150 以上 

１／50 
1／100 
１／150 
１／200 

                       （ＳＨＡＳＥ－Ｓ 206－2009） 

排水横主管は、 その流速が毎秒 0.6ｍを下回らない範囲で、 表４－２－３

に規定されたものより緩い勾配で配管してもよい。  

  （ｄ）排水立て管の設定 

     排水立て管のたて方は、 他の排水管に無理を与えないよう適切な位置に設け

ることが大切である。  

    「設計上の留意点」  

① 建築構造をチェックしオフセット配管にならないようにする。  

② 使用する管種によっては、流水音が騒音の原因となる場合があるので、隠

ぺい配管にするなど配慮する。  

③ 室内に露出して配管する場合 

・建築仕上げとの取り合いで特に天井・床等の見切り個所の適当な措置対策

および壁仕上げ等施工に支障のない位置を設定する。  

・ドア等建具の開閉あるいは機器類 （流し台、 洗面器、 便器等） の使い

勝手を損う場合があるので位置関係に留意する。  

④ 掃除口は最下階および最上階に設けるほか、 中間階は４階ごとを標準とす

る。 なお、 掃除口が常時隠ぺいとなる場合には、当該個所に点検口が必

要となる。 掃除口のサイズは排水管径と同径にする。  

  （ｅ）排水横主管の設定 

 排水横主管の設定は、 基本的に(ｃ)で述べた排水管の設定の考え方と共通

してとらえることができる。 排水系統について格段の制約がない限り２本以

上の排水立て管を横主管に収集させる方法は合理的と考えられる。 ただ、 立

て管の位置によっては、単独に横引管で屋外ますまで配管した方がよい場合も

ある。 また、 多くまとめすぎると施工上無理が生じるケースもあるため 、

横主管の管径は150㎜を超えないような管路の設定が必要である。  
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「設計上の留意点」  

① 全長にわたって曲がり部分が少なく、 かつ管長をできるだけ短くするよう

配管ルートを検討する。  

② ２つの横主管を合流させる場合は、水平または45°以内で水平近く接続で

きるような横主管のルートを検討する。  

③ 排水勾配は、表４－２－３による勾配を確保する。  

④ 排除口は、配管の起点、 曲がり部および長い横走り部分の中間に設ける。  

 （ｆ）通気管の設定 

    排水系統には、排水性能の保持・排水系統内の換気および器具トラップの封

水を保護するために通気を設ける必要がある。  

    通気には、ループ通気・各個通気・伸頂通気のほかに、 これらを適切に組

み合わせたものがある。 

「設計上の留意点」 

① 伸頂通気管は屋上まで立上げ大気に開放する。 屋上以外の場所に開放する

場合は、臭気の影響を与えないようにする。  

② 通気立て管の頂部は単独、 または伸頂通気管に接続し①の方法によって大

気に開放する。  

③ 通気立て管の取り出し個所は、立て管の最下位で接続される横枝管より低

位とする。  

 （ｇ）管径・勾配の決定 

    管径・勾配の算定は、 下水道基準によるが流速及び流量に基づいて決定する

ことができる。  

① 算定の手順 

     (ⅰ) 設計流量は、 汚水管については計画時間最大汚水量、 雨水管につい

ては計画雨水量による。  

     (ⅱ) 管径は設計流量に、 ある程度の余裕率を乗じて得た流量をもとに算出

する。  

② 流速・勾配及び流量 

     (ⅰ) 汚水管内流速は、 計画時間最大汚水量に対して 0.6～1.5m／s の範囲

が望ましい。  

     (ⅱ) 雨水管または汚水と雨水の合流管内流速は、 計画雨水に対して、 0.8

～2.5m／sの範囲とする。  

     (ⅲ) 最低流速は、(ⅰ)、(ⅱ) のとおりであるが、 小口径管の場合には、

最低0.9m／s以上にすることが望ましい。 
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     (ⅳ) 管の勾配は一般的に地形の勾配に応じて定めれば経済的ではあるが、 

管内の流速が小さいと管底に下水中の固形物が沈着し、 また流速をあま

り大きくとると管きょを損傷したりする。 これらを考慮して算定する。  
     (ⅴ) 流量の算定は、マニング公式による。  

（ｈ）屋外排水設備は、現地の地盤高の高低、 排水管の長短、 公共ますの深浅を

考慮し、 最長延長上にある起点ますを基本として下流へ計算する。  

（ⅰ）維持管理上できるだけ屋内または床下配管を避ける。  

（ｊ）分流式の雨水管と汚水管は平面的に重ならないようにし、 交差する場合は汚

水管が下部、 雨水管が上部となるように設計する。  

（ｋ）分流式の雨水管と汚水管が並列する場合、 原則として汚水管を建物側とする。 

 
図４－２－13 

 
（ｌ）外流しの接続は、分流区域では汚水管に接続し、雨水浸入のない構造とする。 

また、外流しに雨どいの末端を取り入れてはならない  

(図４－2－14及びＰ２―１０９その他の屋外排水参照)。 

 

図４－２－14 
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（ｍ）分流区域ではベランダ、 屋上等の露天またはこれに準じる個所に洗濯機等

の汚水を排水する設備を設ける場合 （給水装置のみの場合も含む） は、必ず

雨水と分離し、 当該排水のみを単独で汚水管に流入させること。  

（ｎ）賃貸 （分譲） 店舗にあっては、 必ずグリース阻集器の設置できるスペー

スを確保しておくこと。  

（ｏ）分流区域における給油取扱所 （ガソリンスタンド） の取扱い 

消防法の規定の適用がある場合には、 その規定によるほか、 次の措置を講

じる。 

① 給油取扱所 （ガソリンスタンド） の建屋、 キャノピー （上屋） 以外の

給油所（給油施設） 内に降った雨水は、油水分離槽を通して側溝へ排除さ

せる。  

② 洗車場は雨水の浸入のない構造とし、油水分離槽を通して下水道に排除さ

せる。 (自動洗車機がある場合は、特定事業場となるため、下水道施設課

と協議が必要。) 

（ｐ）下水排除基準の規制値を超える下水を公共下水道へ排除する場合は、 下水

道法及び浜松市下水道条例により除害施設等を設置する。  

（ｑ）増設・改築など将来計画を考慮し、 後日布設替えを生じないよう十分な管径

（勾配） を選ぶこと。  

（ｒ）勾配はある程度きつめにして、 管内の自浄作用を助長させる。  

（ｓ）下水の流れをよくするため、 できる限ります内で上・下流管底に１～３㎝

の落差を付ける。  

（ｔ）ますの設置基準のうち、 ますの代りに枝付管または曲管を用いてもよい。  

（ｕ）上記の場合、適当な個所に掃除口の設置を考慮する。  

（ｖ）枝管を取り出すところには必ずＹ字枝付管、 曲管をはさむところには大曲り

管を用いる。 曲管には枝管を取り付けてはならない。  

（ｗ）配管材料はすべて日本工業規格 （JIS 「以下 JIS」 という。） またはこれ

らに準じるものを使用しなければならない。  
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（ハ）排水管管径の決定 

   管径決定の方法には、現在“器具排水負荷単位”と“定常流量法”の２通りが

あり、 器具排水負荷単位というのは、 標準器具 （洗面器） を１単位とし各排

水器具からの最大排水流量を洗面器の最大排水流量 （28.56ℓ／min） ＝ （0.476

ℓ／ｓ） で除したものである。 いいかえれば器具からの排水が、管に与える排水

負荷の大きさを単位で表わしたものとなっており、 排水管の管径は、その排水管

が受け持つ器具の器具排水負荷単位の累計によって算定する。  

    一方、 定常流量法は同じ器具でも設置場所、 使用人員、 あるいは使われ方に

よって排水負荷の発生する度合いが異なり、 最大排水流量だけでは不十分で器具

の排水特性を示す器具排水流量、 器具排水量および平均排水間隔の３つの数値に

よって管径を決定する方法である。  

（二）管径決定の基本則 

   排水管の管決定には、 基本的に最初から決められている事項である“基本則”

と排水の負荷量に応じて管径を算定する“従量則”とがある。   

    基本則は、 器具排水負荷単位法および定常流量法とも、 以下に述べるように

変わりはない。  

（ａ）器具排水管の管径は器具トラップの口径以上で、かつ30㎜以上とする。衛生

器具の器具トラップの口径は、表４－２－４のとおりとする。 

表４－２－４ 器具トラップの口径 

器   具 トラップの最小口径 
      （㎜） 器   具 トラップの最小口径 

      （㎜） 

大 便 器※※ 

小便器（小・中型）※※ 

小便器（大型）※※ 

洗面器（小・中・大型） 

手 洗 い 器 

手術用手洗い器 

洗 髪 器 

水 飲 み器 

浴  槽（和風）※ 

75 

40 

50 

30 

25 

30 

30 

30 

30 

浴  槽（洋風） 

ビ     デ 

調 理 用 流 し※ 

掃 除 流 し 

洗 濯 流 し 

連 合 流 し 

汚 物 流 し※※ 

実 験 流 し 

40 

30 

40 

65 

40 

40 

75～100 

40 

     注 ※住宅用のもの                  （ＳＨＡＳＥ－Ｓ 206－2009） 

    ※※トラップの最小口径は、最小排水接続管径を示したものである。 

（ｂ）排水管は、立て管、横管いずれの場合も、排水の流下方向の管径を縮小しな

い。ただし、大便器の排水口に口径 100mm×75mm の径違い継手を使用する場合

は、その接続は管径の縮小とは考えない。 
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（ｃ）排水横枝管の管径は、これに接続する衛生器具のトラップの最大口径以上と

する。 

（ｄ）排水立て管の管径は、これに接続する排水横枝管の最大管径以上とし、どの

階においても、建物の最下部における最も大きな排水負荷を負担する部分の管

径と同一管径とする。 かつ、上部を細く下部を大きくする配管は、してはなら

ない。 

  （ｅ）地中または地階の床下に設ける排水管の管径は、50㎜以上が望ましい。  

（ｆ）下水管の計算はManning （マニング） 公式による 

 すなわち 

232 IR
n
1 １・・Ⅴ    …………………………………………………（1） 

    ここに 

Ｖ＝ 平均流速 （m／s）  

Ｉ＝ 勾配 

Ｒ＝ 径深 （m）  

ｎ＝ 粗度係数 

     
l
A

Ｒ＝   ……………………………………………………………（2） 

Ａ＝ 流水断面積 （㎡）  

ｌ＝ 流水潤辺長 （m）  

ｎ＝ コンクリート管の時  0.013 

ｎ＝ 鋼管の時  0.012 

ｎ＝ 硬質塩化ビニル管の時  0.010 

Ｑ＝ ＡＶ ……………………………………………………………（3） 

Ｑ＝ 流量 （㎥/s）  

式（1）（2）（3）より、 ｎ＝0.01の硬質塩化ビニル管Ｑは （ℓ／s） とすると 

満管時の流量 382131,000 ・Ｄ・ＩＱＦ     ………………………………（4） 

83

21000,31 










Ｉ

Ｑ
Ｄ L     ………………………………（5） 

半管時の流量 3821,50015 ・Ｄ・ＩＱ     ………………………………（6） 

83

21005,15 










Ｉ

Ｑ
Ｄ L     ………………………………（7） 

  立管については Wyly－Eaton が実験結果を考慮してマニングの公式と形式を合わせ

て下記の実験式を作った 
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    3835635 ・Ｄπα／４＝Ｑα     ………………………………（8） 

  ＝Ｑα 充水率αにおける立管流量 （ℓ/ｓ）  

  α=立管充水率 

通気立管方式 （α=0.3） の時（8）式より ３８ＤＱ＝4200  ……………（9） 

伸頂通気方式 （α=0.18） の時 ３８ＤＱ＝1800  …………………………（10） 

となることがわかる。 

 （ｇ）硬質塩化ビニール管の流速および流量 

 図４－２－15のように、 内径ｄの円形管内を勾配i、 中心角θで、 水が流

れるときの流速ｖ、 流量Ｑは、 Manning 式によれば次のとおりである。 なお、 

硬質塩化ビニール管の粗度係数ｎはｎ＝0.010とする。  

 
図４－２－15 流水断面 

流   速： 0.50.667
0.667

0.5
0.667

0.01
v ・ｉ・ｄ

β
＝・ｉ

ｎ

Ｒ
 （ｍ／秒）……………………（11） 

流   量： vdA ・・ⅴ＝α／Ｑ＝ ２  

＝ 0.50.667
0.667

id
0.01

・・
β

α・ （㎡／秒）     …………………（12） 

ここに 

流水断面積：   ２２＝α・θθ－
８

１
Ａ＝ ddsin （㎡）     …………………（13） 

 θθ－
８

１
α＝ sin          ……………………………（14） 

ただし、θの単位はradとする。（以下同様） 

流水潤辺長： d
2
θ・

１
＝l  （ｍ）                ……………………………（15） 
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径   深： ＝β・ｄ
４

ｄ

θ

θＡ
Ｒ＝ 






 

sin1
l

（ｍ）……………………………（16） 







 

θ

θ

４

１
β＝

sin1    ………………………………………（17） 

流水深さ：
２

ｄ

２

θ
１－ｈ＝ 






 cos （ｍ）  ………………………………………（18） 
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 表４－２－５は円形管の流量をマニングの公式によって計算したものであり、 図４－

２－16は水理特性曲線といわれるものである。 この特性曲線は、 水深ごとに流速、 流

量等を計算してこれを図上にあらわしたものであるが、 この特性曲線から次のようなこ

とが判断出来る。 

 
図４－２－16 水理特性曲線 円形管（マニング公式） 

 すなわち、 円形管において流速は、 水深が 50％以上の時は常に満管流速を上まわり、 
水深が 81％のとき最大となり満管流速の 14％増となる。 流量は水深が 82％以上の時は

常に満管流量を上まわり水深が 95％のとき最大となり満管流量の８％増になる。 また

流速は、 水深が 50％以下になると満管流速より小さくなる。  
表４－２－５マニング公式による円形管流量表参照 
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表４－２－５ マニング公式による円形管流量表 
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表４－２－６ 管（WGP）n＝0.012 
管径 100 100 125 125 150 150 200 200 
勾配 Ｖ Ｑ Ｖ Ｑ Ｖ Ｑ Ｖ Ｑ 
4.00 1.43 0.01120       
2.00 1.00 0.00790 1.17 0.0143 1.32 0.0233   
1.00 0.71 0.00560 0.83 0.0101 0.93 0.0165 1.13 0.0355 
0.60   0.68 0.0083 0.76 0.0135 0.92 0.0290 
0.50     0.66 0.0117 0.80 0.0251 
α＝0.3 は主として間欠的な器具排水を受け入れる通気立て管を備えた排水立て管に

適合するものであるが、 主として連続排水を受け入れる場合には、α＝0.25、 また、 伸

頂通気方式の場合には、 器具排水に対してα＝0.18、 連続排水に対してα＝0.20とす

るべきである。 伸頂通気方式においては、 流れの間欠性によって生じる立て管内の圧

力変動が、直接器具トラップに作用することになるため、 充水率を0.2と抑えた場合の

連続排水よりもさらに許容流量が小さくなる。 参考に各充水率における管径別許容流量

を表４－２－７に示す。 

 
表４－２－７ 各充水率αにおける管径別許容流量（単位：Ｌ／S） 

管径 
[Ａ] 

充水率α 
α＝0.3（器具） α＝0.25（連続） α＝0.2（連続） α＝0.18（器具） 

30 
40 
50 
65 
75 
100 
125 
150 
200 
250 
300 

0.37 
0.79 
1.43 
2.88 
4.22 
9.08 

16.5 
26.8 
57.7 

105 
170 

0.27 
0.58 
1.06 
2.13 
3. 11 
6.70 

12.2 
19.8 
42.6 
77.2 

126 

0.19 
0.40 
0.73 
1.47 
2.15 
4.62 
8.38 

13.6 
29.3 
53.2 
86.5 

0.16 
0.34 
0.61 
1.23 
1.80 
3.88 
7.03 

11.4 
24.6 
44.6 
72.6 

（ＳＨＡＳＥ－Ｓ 206－2009）
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 Manning 式による計算に必要な流水断面諸係数を、 次の表４－２－８に示す。  

 これらの諸係数を用いて計算されたManning 式 （ｎ＝0.010） による管 （薄肉管） の

流速および流量を図４－２－16に示す。 また、 満流 （θ＝360度、 ｈ＝ｄ） のとき

の詳細な流速および流量を表４－２－５に示す。 満流以外の硬質塩化ビニール管の流速

および流量を求めるには、 表４－２－５の所定の内径、 こう配の流速および流量の値

に、 表４－２－８の流速比 （ 0.667β 比）、 流量比 （α・ 0.667β 比） をそれぞれに乗じれ

ばよい。  

表４－２－８ 流水断面諸係数 
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 卵形管 小口径ます部分での詰まりや施工管理が難しいため参考資料とする。  

     →小口径ますでは使用禁止 

 マニング式を用いて求めた満水時に対する流速比及び流量比を図４－２－17に示す。 

 
図４－２－17 マニング式による水利特性曲線 

 （注）  卵形管の内径断面は、 同一勾配においてマニング公式で粗度係数を0.010と

して計算した卵形管の満管流量と粗度係数 0.013 として計算した JSWAS  A－１ 

（下水道用鉄筋コンクリート管） の満管流量が同一になるようにし、 また 「呼

び」 もそれにあわせた。  （JSWAS K－３－1984 P18）   

 
卵形管 

 
流水断面A（㎡）、流水潤辺長ℓ（ｍ）、径深ｈ（ｍ） 
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参    考    資    料 

表４－２－９ 硬質塩化ビニル卵形管（満管流時） 

                              ｎ＝0.010 
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（ホ）通気管 

（ａ）通気管の配管方法 

    排水横枝管からの通気の取り出し方法は、 図４－2－18（a）、（b） に示すよ

うに、 排水管の中心線上部から垂直ないし 45°の角度で取り出し、 最寄の個

所に立ち上げ、 その階の最高位の器具のあふれ縁よりも 15 ㎝以上上方で横走

りさせなければならない。 やむを得ずそれ以下の高さで横走りさせる場合でも、 

他の通気枝管のあるいは通気立て管に接続する高さは、 上記以上にしなければ

ならず、 図４－２－18（c）に示すような、 いわゆる床下通気管を設けてはな

らない。  

     すべての通気管は、 管内の水滴が自然流下によって排水管へ流れるように 

１／200程度の勾配をつけ、 逆勾配にならないように配管する。 

 

図４－２－18  ループ通気管設置上の注意事項 
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（ｂ）通気管を立上げる位置 

    例えば、 各個通気管について考えてみると、 各器具排水管の動水勾配線よ

り高い位置から立上げなければならない。 図４－２－19 において、 洗面器や

台所流しのようにはち内を満水にして使うような器具に対しては、 オーバーフ

ロー水位を考えたＸ－Ｙ線、 その他の器具に対しては、排水口と立て管とのＸ’

－Ｙ線が動水勾配線である。 もし、 動水勾配線より下に通気管との接続点が

あると、 器具排水管を満流で流れる排水は、 一時的にせよ通気管と動水勾配

線との交わる位置近くまで上昇する可能性は充分考えられ、 排水中に含まれる

脂肪分やごみを通気管内壁に付着して残したまま下降し、 これを繰り返すうち

に積層してついに通気管内を閉塞してしまう。  

     通気管の立上げ個所を動水勾配線の上にするためには、 図４－２－19 につ

いて次式を満足しなければならない。  

     
b
a

d
c
  

 
（ａ）詰まりやすい通気管配管       （ｂ）詰まりにくい通気管配管 

図４－2－19 動水勾配と通気管を立上げる位置 

 
（ｃ）通気管管径決定の基本則 

 通気管の管径決定方法には、排水管と同じく、定常流量法と器具単位法があ

る。これらの方法によって管径を求め、つぎの基本則を満足していることを確

認して（満足しない場合は基本則に合わせて）管径を定める。 

 定常流量法は、排水管の負荷流量に比例して通気管に空気流が起こるとして

必要空気量を求めトラップに許される（封水を破ることのない程度の）圧力変

動を経路の許容圧力差として、等摩擦損失法によって通気管の管径を定める方

法である。 

 器具単位法は、通気管の長さとそれに接続している器具の器具排水負荷単位

の合計から通気管の管径を求める方法である。 



4‐38 

① 最小管径 

     最小管径は 30 ㎜とする。 ただし、 排水槽に設ける通気管の管径は、50

㎜以上とする。  

② ループ通気管の管径 

(ⅰ) ループ通気管の管径は、 排水横枝管と通気立て管とのうち、 いずれ

か小さい方の管径の1／2より小さくしてはならない。  

(ⅱ) 排水横枝管の逃し通気管の管径は、 それに接続する排水横枝管の管径

の1／2より小さくしてはならない。  

③ 伸頂通気管の管径 

伸頂通気管の管径は、 排水立て管の管径より小さくしてはならない。  

④ 各個通気管の管径 

各個通気管の管径は、 それが接続される排水管の管径の 1／2 より小さく

してはならない。  

⑤ オフセットの逃し通気管の管径 

排水立て管のオフセットの逃し通気管の管径は、 通気立て管と排水立て管

とのうち、 いずれか小さい方の管径以上にしなければならない。  

なおこの場合の通気管のとり方は図２－２－20を参照。  

⑥ 結合通気管の管径  

結合通気管の管径は、 通気立て管と排水立て管とのうち、 いずれか小さ

い方の管径以上にしなければならない。  

⑦ 吸い込み型通気弁等 （承認を受けたもの） を使用する場合は、 設計・施

工時の注意事項に留意すること。  
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（３）設計図の作成 

（イ）測量と見取図 

    現場調査と平行して方眼紙に見取図を書く。 まずその建物の位置・公道・私道・

隣地の境界を記入する。 既設の公共ますその他在来の排水設備を記入する。 庭・

路地・雨樋などの雨水排水も漏れなく書き止める。 平坦地で小面積のものは歩

測・目測でも良いが、不規則な建物の密集地帯、 高低の著しい土地、 見通しの

きかない場所などでは各種測量器を使い、 正確な平面図と縦断面図を作らなけれ

ばならない。  

    屋内については、 便所・台所その他各部屋の間仕切り、 同時に既設衛生器具

その他排水口の位置をスケッチする。 使用器具の名称・形状も漏れなく書き入れ

る。  

 以上の見取図ができれば、 排水管・ますの位置が自ら決まってくるから、 あと

は各施設の形状・延長等を記入すればよい。 なお、 このとき設備場所の案内図の

作成を忘れてはならない。 いうまでもなく、 案内図は何人も誤りなく容易にその

場所に直行できるよう、 市販の住宅地図を利用するのも一つの方法である。  

    次に、 測量器具を使用しない簡単で一般的な平面図の作成及び地盤の測定例を

示す。  

   〔例１〕 建物を基線とする平面図の例 

 日本建築は、 まず一間 （旧尺貫法の６尺≒1.8ｍ） 単位で建物の出入りも直角

であるから、 これを一周すれば建物外周の作図は容易であり、 内部の間仕切りも

簡単につかむことができる （図４－２－20（1）参照） 公道・隣地の境界、 関係

隣家などはこの建物外壁を基線として、 その延長上のａ～ｇ各点を求め、 さらに

その点より所要点 （Ａ～Ｄ） を測定すれば求められる。 もとより多少の誤差は

免れないから、 チェックの意味でいろいろな角度からの測定も併せて行なえば正

確な平面図ができる。 排水面積は図上で次式により計算する。  

 

        排水面積 
2
2

2
1   Ｌ
＋

Ｌ
Ａ＝  

   〔例２〕 境界線を基線とする平面図の作例 

    オフセット測量の一例である （図４－２－20（2）参照） Ａ～Ｂ線を基線とし

てａ～ｃの各点を求める。 それには、 Ａ点を基点 （距離０ｍ） とし、 ＡＢ線

上でａ点が直角に交差する点ａ′を求め aa′および Aa′の距離を測る。 すなわ

ちAB線上に直角をなす点は、 a点を中心に巻尺で円を描いたとき、 AB線上最も

短い距離 （読み数） の点がそれである。 bc 点も同様にして求める。 ｃ点は、 

たとえば井戸・在来のますなどを示す。  
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図４－２－20 

   〔例３〕 上例２境界線の内角を求める方法 

 図４－２－20（2）参照、 Ｄ点を中心として、 ある半径 （できるだけ大きく） 

で DC－DE 線上の交差点 dd′を求め、 この両点間の直線距離ℓを測定して、 これ

を記入すればDC－DE線のいだく内角が得られる。 障害物などでこのような基線を

得られない場合は、 その基線の内側または外側に適宜平行線を仮設して行なえば

よい。  

    なお、 現地の状況によっては、 以上３例をあわせ応用などすれば大抵の平面

図は仕上がるだろう。 

 
図４－２－21 

   〔例４〕 地盤の高低を測定する方法 

    図４－２－21参照、 建物の基礎土台ａ、 窓わくｂなど確実な水平線を基準と

してその延長上の点をねらい、 そこから所要点までの高低差ｈを測定する。 延

長ℓは分かっているため、 これで簡単な断面図ができる。 なお、 正確を期する

ため、 他の基線からも測定するなり、 水平器、 水糸を利用するなりすれば、 そ

う大きな開きはない。  
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（ロ）設計図用表示記号等 
表４－２－10 設計図の記号の例 
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平面図・縦断面図の記載方法について 

１． 平面図記載方法 
表４－２－11 

名称 記入内容 記入例 

排 水 管 管径・管種・勾配・延長 100 VU 2.0/100 5.60 

小口径ます ます番号・地盤高・ます呼称・口径・深さ №3 （5.00）ST-20×H50 

取 付 ま す ます番号・地盤高・ます呼称・口径・深さ №3（5.00）取付ます ST-20×H50 

排 水 枝 管 管径・管種・延長 75 VU×3.00 

取付管接続部 管径・管種・延長・落差 100 VU×1.00（H=0.40） 

床下集合配管部 名称・メーカー名 ○○○○・（メーカー名） 

雨 水 ま す ます番号・地盤高・方式・ます呼称・口径・深・泥だめ ③（5.00）浸 PP30×H60（15） 

雨水接続ます ます番号・地盤高・方式・ます呼称・口径・深・泥だめ ③（5.00）浸(接)PP30×H60（15） 

 

２． 縦断面図記載方法 

名称 記入内容 記入例 

小口径ます ます番号・ます呼称・口径・深さ №3 ST-15×H50 

取 付 ま す ます番号・ます呼称・口径・深さ №3 取付ます ST-20×H50 

取付管接続部 取付管接続・落差 取付管接続（H=0.40） 

雨 水 ま す ます番号・方式・ます呼称・口径・深・泥だめ ③ 浸 PP30×H60（15） 

雨水接続ます ます番号・方式・ます呼称・口径・深・泥だめ ③ 浸(接)PP30×H60（15） 
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３．記入数値の単位及び端数処理 

種  別 区  分 単位 記入数値・例 

排水管 

管 径 ㎜ 100 

勾 配 ％ 2.0/100 小数点１位まで以下四捨五入 

延 長 ｍ 小数点２位まで 以下切捨 

汚水・雨水ます 

内 径 ㎝ 15 

深 さ ㎝ cmどまり cm以下切捨 

泥ため深さ ㎝ cmどまり cm以下切捨 

縦断面図名称 

測 点  汚水 №○・雨水 ① 

距離（単・追加） ｍ 少数点２位まで 

管低高 ｍ 少数点２位まで 以下切上げ 

土かぶり ｍ 少数点２位まで 以下切捨 

地盤高 ｍ 少数点２位まで 以下切捨 

管径・管種 

勾 配 

延 長 

㎜ 

％ 

ｍ 

○●100VU 

2.0/100 小数点１位まで以下四捨五入 

少数点２位まで 以下切捨 

※注意  最上流部よります番号を付けます。２系統以上ある場合の最終ます番号は取付ますとする。 

地盤高は任意としますが、取付ます5.00ｍからの表示でお願いします。 

（ハ）設計図 

（ａ）平面図 

     平面図は、 所定の設計凡例図 （表４－２－10） に従って作成する。 ビル

ディングその他の建物でこの凡例によりがたい場合は、 別に凡例を示してこれ

を用いることができる。 縮尺は、表４－２－12 の標準によるが敷地・建物の

相当大きいもの、 例えば学校・工場・ビルディング・団地などでは、 この標

準以下であってもさしつかえない。 ただしこの場合、施設ごとに衛生器具の表

示が不明確となるから、 この部分だけ拡大して空白部分を詳細図にしてさしつ

かえない。 

 

表４－２－12 設計図の縮尺 

設置場所案内図 便宜の形式でよい。付近の一般的な目標物を明示する。 

平 面 図 １／３００以上 

縦 断 面 図 （横は平面図の縮尺に準じ、縦は縮尺１／１００以上） 

配 管 立 図 便宜の形式でよい。 

構 造 詳 細 図  １／２０以上 
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平面図（分流式）・記載例 

 

 

 

 

 

図４－２－22 

※ 雨水系統は緑線で記入 
※ 井戸位置・系統は青色で記入 
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平面図（合流式）・記載例 

 

※ 雨水系統は緑色で記入。 

※ 井戸位置・系統は青色で記入。 

※ 雨水系統については、一覧表を作成してもよい。 

 

図４－２－23 

 



4‐46 

（ｂ）縦断面図 
     縦断面図を作らなければならないことは既述のとおりである。  
     縦断面図は下記の要領で作成する。 

表４－２－13 

 種別 記 載 内 容 記 載 例 参   考   図 

縦 
 
 
断 
 
 
面 
 
 
図 

排水管 
管径（単位：mm） 
管種 
勾配（単位：％） 
管路延長（単位：ｍ）  

 

小口径

ます 

ます番号 
ます呼称名 
口径 
深さ（段差）  

雨水 
ます 

ます番号 
方式 
ます呼称名 
ます内径（単位：cm） 
深さ（単位：cm） 
泥溜深さ（単位 cm） 
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縦断面図（分流式）・記載例 

縮尺 たて 1/50 

よこ 1/200 

 
図４－２－24 
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縦断面図（合流式．汚水系統）・記載例 

縮尺 たて 1/50 

よこ 1/200 

 

 
図４－２－25 

現地状況によ

り縮尺調整し

てください。 
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図４－２－26 
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 （ｃ）配管立図 

     配管立図は、 ３階以上の建築物などで、平面図だけでは衛生器具の設置・排

水・通気管の配管状態が明瞭を欠くような場合にこれを作成する。  

 

 
 

図４－２－27 配 管 立 図 

（ｄ）構造詳細図 
   オイルトラップ・グリーストラップその他排水設備の施設で、 特殊構造の

ものはこれを作成する。 この標準についてはそれぞれ該当事項参照。  
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（４）設計例 

  〔例題１〕  分 流 式 

        排 水 人 口      ５人 

        地     盤      水平 

        延     長      21.5ｍ 

        起 点 ま す 深    30 ㎝ 

        取 付 管 深      90 ㎝ （φ100）  

        公道と宅地の段差     0㎝ 

 
図４－２－28 平 面 図（分流式） 

  〔解説〕  

（イ）管きょ勾配の決定の基礎 

（ａ）管きょの管径並びに勾配は、 浜松市下水道条例により排水人口150未満 排

水管の管径100㎜、 勾配 2.0／100以上 

  （ｂ）起点ますと取付管との差 

     起点ますの深さを30㎝ （接続管きょの土被り20㎝＋管径10㎝ （管厚省略）） 

として、 取付管深さが90㎝の場合で、 また公道と宅地との段差がない場合は、

起点ますと取付管との落差は、 90－30＝60㎝となる。  
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 （ロ）計算 
  （ａ）№１ますから取付管までの落差は、 60㎝、 勾配は、  

       0.6÷21.5ｍ≒0.0279≒2.8／100 

となるが、 標準勾配を適用し№１～№３までを 2.0／100 とし、 №３～取付

管の間で勾配の調整を行う。  

  （ｂ）№１ますと№３ます間の落差は、 11.0×2.0／100＝0.22＝22㎝、 ますの深

さは、（上流ますの深さ＋ます間の落差）  であるから、 №３のますの深さは、  

       30＋22＝52㎝ 

  （ｃ）№３～№４ます間、（ｂ） と同様に 

     №４のますの深さ 52＋19＝71㎝ 

 
図４－２－29 

  （ｄ）№４～取付管の落差及び勾配 

     落差は、 90－71＝19㎝ 

     勾配は、 0.19ｍ÷1.0ｍ＝19/100 

     取付管との接続は、 取付管口径 100 ㎜の接続基準の選択により段差 10～38

㎝未満の接続方法をとる。 

 

 
図４－２－30 
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〔例題２〕  合 流 式 

       排 水 面 積     198.0 ㎡ 

       地     盤     水平 

       延     長     21.5ｍ （汚水系統）  

           〃       23.0ｍ （雨水系統）  

       起 点 ま す 深   30㎝ 

       取 付 管 深     90 ㎝ （φ150）  

       公道と宅地の段差    20㎝ 

 
図４－２－31 平 面 図（合流式） 
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〔解説〕  

 （イ）管きょ勾配の決定の基礎 

  （ａ）汚水系統の管きょの内径及び勾配は、 排水人口150人未満を適用し内径φ100

㎜・勾配2.0／100以上。 雨水系統は、 排水面積200㎡未満を適用し内径φ100

㎜・勾配1.0／100以上とする。 ただし、 宅地内排水溝を別途検討する。  

（ｂ）起点ますと取付管との差 

 起点ますの深さを30㎝ （接続管きょの土被り20㎝＋管径10㎝ （管厚省略）） 

として、 取付管深さが 90 ㎝であり、 また公道と宅地との段差が 20 ㎝である

と、 起点ますと取付管との段差は、 （20＋90）－30＝80㎝となる。  

 （ロ）計算 

（ａ）汚水系統は、 例題１ （分流式） を参照※ただし宅盤20㎝を考慮すること。 

（ｂ）雨水系統は①～⑤までの落差は、 71-30＝41 ㎝ 勾配は、 0.41ｍ÷23.0ｍ

＝0.0178≒1.8/100 となるが、 ①～⑤までを 1.0/100 とし、 ⑤～№４の間で

落差の調整を行う。 

（ｃ）①ますと②ます間の落差は、 7.0ｍ×1.0/100≒0.07≒７㎝、 ますの深さは、 

（上流のますの深さ＋ます間の落差） であるから、 ②のますの深さは、 

45 （15） ＋７＝52 （15） ㎝ 

（ｄ）②～⑤のます間では、 排水管の直線距離がその管径の120倍を越えない範囲

内にますを設けなけばならない （下水道条例施行規程第４条第２号） 100 ㎜

×120＝12，000㎜＝12ｍが直線距離の範囲であるから、 15.0－12.0＝3.0ｍオ

ーバーである。 それゆえいま便宜上15.0÷２＝7.5ｍの地点に中間ます③を設

ける。   

（ｅ）②～③ます間(ｃ)と同様に 

③のますの深さ 52 （15） ＋7.5＝59.5 （15）≒ 60 （15） ㎝ 

（ｆ）③～⑤ます間も同様に 

⑤のますの深さ 60 （15） ＋7.5＝67.5 （15）≒ 68 （15） ㎝ 

（ｇ）⑤～№４の落差及び勾配 

落差は、 №４ますの管底71㎝－⑤の管底 （68㎝－15㎝） ＝18㎝ 

勾配は、 0.18m÷1.0m＝18/100 

接続方法は急勾配にならないようにし、トラップを使用して接続する。  

（ｈ）④～⑤の落差及び勾配 

この間の勾配を 1.0/100 とすると、 落差は、 9.5ｍ×1.0/100＝0.095＝10
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㎝となる。  

     ④のますの深さを 30 ㎝とすると、 ⑤の入口の深さは 30 ㎝＋10 ㎝＝40 ㎝と

なり、 ⑤のますの深さ （68－15＝53） 53－40＝13㎝の高さの差が生じるが、 

雨水であるのでますの途中から流入させることとする。  
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（５）定常流量法 

（５）－１ 定常流量法による管径決定 

    定常流量法は、 排水の生じるラッシュアワー時間帯における排水量の平均水量

である定常流量をもとに、 器具排水流量に応じて負荷量を求め勾配を設定して、 

マニング公式により、 管径を求める方法である負荷流量を求めるには器具排水流

量 （qd） と排水管定常流量 （Ｑ）の二つのデータが必要である。  

（イ）器具排水量 

     １回の排水により器具が排出する全水量を器具排水量ω（ℓ） という。 値を

表４―２－14に示す。  

  （ロ）器具排水流量 

 器具の排水において、 排水量の 20％が排出されてから 80％が排出されるま

での間における平均流量で、 器具に固有の値 （表４－２－14） であり、 実

験的に定められている。  

異なる器具排水流量をもつ数種の器具が混在して１本の排水管に流入する場

合のqdの求め方は次のようにする。  

① 原則として全器具の qd の中で最も大きい値を採用する。 大便器 （qd＝

1.5） と小便器 （qd＝0.5） の場合では大便器のqdを用いる。  

② 大きい qdの器具数が少なく、 大多数が小さいqdの器具である場合は、設

置数が最も多い器具のqdを用いる。 掃除用流し （qd＝2.0） と多数の大

便器、 （qd＝1.5） が設置されている便所では大便器の （qd＝1.5） 採

用する。  

（ハ）定常 （平均） 流量 

もっとも使用頻度の高い時間帯 （ラッシュアワー）  において、 ある器具

の初回の排水開始から次回の排水開始までの平均の時間を器具平均排水間隔

０Ｔ （ｓ） という。 これは使用形態 （待時式利用または即時式利用） により

定まるものである。 また排水管の上流に設置されている全器具からの排水を時

間的に平均化して定常連続排水したときの流量を、 排水管の定常 （平均） 流

量という。 各器具の定常流量 ｑ（ℓ/ｓ） は次式で求められる。  

      器具定常流量ｑ （ℓ/ｓ） ＝
（Ｓ）平均排水間隔Ｔ

）器具排水量ω（

０


      （式１）  

     そこで上流に設置されている全器具のｑを求め、 これを合計すればその排水

管の定常流量 Ｑ（ℓ/ｓ） を求めることができる。  

      Ｑ＝ 1ｑ ＋ 2ｑ ＋ 3ｑ ＋………………＋ ｎｑ           （式２）  

表４－２－15に各器具の平均排水間隔と定常流量の標準値を示す。 
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表４－２－14 各種衛生器具の器具排水量（ω）および器具平均排水流量（qd）の標準値 

 

器  具 
トラップ口径 

〔㎜〕 

器具排水量（ω）※ 

〔ℓ〕 

器具平均排水流量（qd） 

〔ℓ／ｓ〕 

大便器 

普通形 75または100 

サイホンゼット・サイホン 

ブローアウト 

 

15 

 

 

       1.5 

（サイホンゼットのみ2.0） 

洗出し・先落とし  11 

※※ 

節水形 
75 

サイホンゼット・サイホン 13 

洗出し・先落とし 8 

小便器 

小形 40 

4～6 

各個洗浄 0.5 

大形 50 
自動洗浄：同時洗浄個数×0.5 

ただし、2.0を最大値とする。 

洗面器 

小形 

中形 

大形 
30 

ため洗い 

5 

7 

8 

 1.0 

 流し洗い 3  0.3 

手洗い器 25  3  0.3 

手術用手洗い器 30  20  0.3 

洗髪器 30  40  0.3 

浴槽 
和風 30 190～230～250  

1.0 
洋風 40 90～140～180 

シャワ 50  50  0.3 

調理流し 
40 

40 

 50 ため洗い 

流し洗い 

1.0 

0.3 （事務所等の流しは３ℓとする） 

掃除流し 65  40 
ため洗い 

流し洗い 

2.0 

1.0 

洗濯流し 40  40 
ため洗い 

流し洗い 

1.0 

0.3 

汚物流し 75または100  15  2.0 

実験流し 40  40  0.3 

（ＳＨＡＳＥ－Ｓ 206－2009） 
注  ※ この排水量は設計の標準値であって、必要最小量を意味しない。 

※※ 排水量を減じて使用する場合には、配管に適当な措置を講じたうえで、その水量を器具排水量ω（ℓ）として使用して差し

支えない。
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表４－２－15 各種衛生器具の平均排水間隔（SHASE-S206-2009） 

（ＳＨＡＳＥ－Ｓ 206－2009） 

参考資料 

住宅排水器具の負荷算定の標準値
※１

（ＳＨＡＳＥ－Ｓ 206－2009） 

№ 器 具 名 

器 具 特 性 使 用 頻 度 1器具当たり 

定常流量 

ｑ（＝ω/ 0T ） 

［ℓ/ｓ］ 

排水率 β 器具排水量
5※
 

ω ［ℓ］ 

器具平均 

排水流量 

ｑd ［ℓ/s］ 

器具平均 

排水間隔 

0T  ［s］ 

１．便 器 

２．洗面器 

３．台所流し 

４．浴 槽 

５．洗濯機 

9 

6 

6 

180 

120 

1.5 

0.75 

0.75 

1.0 

0.75 

700
2※
 

700
3※
 

200
4※
 

3600 

3600 

0.013 

0.009 

0.03 

0.05 

0.033 

1.0 

1.0 

1.0 

0.3 

0.5 

注 ※１ 塚越信行ほか：空気調和・衛生工学会学術講演会講演論文集、集合住宅の給排水負荷に関する研究（その６ 排水負荷算定）、

（昭62－10）、ＰＰ．85～88、をもとに決定した。 

※２ 0T ＝3600/m・n で算出する。ただし、ｍ：１人当たりピーク時間帯平均排水間隔、ｍ＝1.5 回/人、ｎ＝3.5～4.0 人/戸と

する。 

  ※３ 便器と同じとする。 

  ※４ 水栓吐水量を 6.0ℓ/min とし、平均水栓開放率 1/3 とすれば、平均吐水量は 2ℓ/min となり、水容器 6ℓを満水にする時間は

6ℓ/2ℓ/min＝3minとする。これより概数として決定する。 

※５ 器具排水量ωが標準値を大きく超える場合は、その値を設計値とする。 

 

器 具 種 別 

器 具 平 均 排 水 間 隔 0T  〔ｓ〕 

集中利用形  

態 

任意利用形態（１箇所に設備される器具数 FN ［個］） 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 

便所 

女子大便器 

男子大便器 

小 便 器 

（各個洗浄） 

洗 面 器 

60 

200 

35 

 

25 

400 

600 

240 

 

170 

280 

600 

160 

 

120 

220 

600 

130 

 

90 

190 

600 

110 

 

80 

170 

560 

100 

 

70 

150 

510 

90 

 

65 

140 

480 

85 

 

60 

140 

480 

80 

 

55 

130 

440 

75 

 

55 

130 

420 

75 

 

50 

120 

400 

70 

 

50 

120 

390 

70 

 

50 

小 便 器 

（自動洗浄） 

0T ＝180～900（平均600） 

 

0T は使用頻度に応じて、設計者の判断により180～900ｓ

の間で決定する 

浴     槽 0T ＝1800 

シ  ャ  ワ 0T ＝300 

その他の器具 

きわめて頻繁に使用される場合 0T ＝60 

かなり頻繁に使用される場合 0T ＝300 

その他の場合 0T ＝600 
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 （ニ）負荷流量 

    排水管の負荷流量は、上流に設置された器具およびそれらの使用状態により決

まるため、 器具排水流量qdと定常流量Ｑとが決まれば、 図４－２－33～図４－

２－36を用いて負荷流量 ／Ｓ）（ＱＬ   を決定することができる。  

 （ホ）ブランチ間隔の数え方 

 ブランチ間隔とは、 排水立て管に接続している各階の排水横枝管、または排水

横主管の間の垂直距離が 2.5ｍを超える排水立て管の区間をいう。 これは立て管

へ流入した排水が、その混乱した状態より一応整った流水になるまでに約2.5ｍの

流下距離を必要とするということで、 それ以内の間隔で横枝管よりの排水が合流

すると立て管内の流れの混乱が大きくなり、 その気圧変動を大きくする。 一般に

横枝管の立て管への接続距離は階高に等しく 2.5ｍ以上あるのが普通であるが、 

１ブランチ間隔内に何本かの横枝管が接続する場合は、 その負荷流量を合計した

ものが１本の横枝管で流入するものと考え、 その合計は、 立て管の許容流量1/2

を超えてはならない。  

 ポンプ、 空調用機器からの排水のように連続的あるいは断続的な排水を排水横

走り管に合流させる場合は、 その流量を排水管の負荷流量に加算する。 このよう

に水頭をもつ機械排水系統を、 一般の屋内排水系統に合流させることは、その管

内気圧変動に大きな影響を与えるため好ましくない。 合流は屋外のますで行うべ

きである。  

 
（ＳＨＡＳＥ－Ｓ 206－2009） 

図４－２－32 ブランチ間隔の数え方
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（ＳＨＡＳＥ－Ｓ 206－2009） 

図４－２－33 排水管選定線図 （横枝管）
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                                （ＳＨＡＳＥ－Ｓ 206－2009） 

図４－２－34 排水管選定線図 （立て管：ブランチ間隔数 ２ＮＢ  ）
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                                （ＳＨＡＳＥ－Ｓ 206－2009） 

図４－２－35 排水管選定線図 （立て管：ブランチ間隔数 3ＢＮ ） 

 

                                 （ＳＨＡＳＥ－Ｓ 206－2009） 

図４－２－36 排水管選定線図 （横主管） 
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 〔例題３〕 
下図のような男子用大便器１個、 小便器３個、 洗面器１個が設置されている横

枝管の流量計算をして管径を求めよ。 ただし、 使用形態は即時式とし、 通気管は

ループ通気管式、 使用管材は塩化ビニル管 （ＶＵ） を用いるものとする。  

 
 〔解説〕 

  男子便所の横枝管をⓐとすると、 この横枝管に接続されている器具排水量 （qd） を

表４－２－14より求めると、 大便器は1.5 （ℓ/s）、 小便器は0.5 （ℓ/s）、 洗面器

は1.0 （ℓ/s） になっているので計算書に書き込む。   
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（排水流量計算書）横枝管        （男子便所） 
 区   分 

個数 
ｑd 

(ℓ/s) 

ω 

（ℓ） 

０Ｔ  

（ｓ） 

ｑ 

(ℓ/s) 

Ｑ 

(ℓ/s) 
Ｎ 

ＬＱ  

(ℓ/s) 名称 階 記号 器具名 

   大便器 1 1.5 11 600     

   小便器 3 0.5 4 130     

   洗面器 1 1.0 3 170     

            

  合計          

 
   器具排水量ωを表４－２－14より大便器、 洗出し式は11ℓ、 小便器小型は４ℓ、 洗

面器流し洗いは３ℓ、 を表中に記入する。  

   次に平均排水間隔 ０Ｔ を表４－２－15の任意利用形態欄の器具数、 男子大便器１

個の 600 （ｓ）、 小便器３個は 130 （ｓ）、 洗面器１個は 170 （ｓ）、 を得るの

で、 計算書の ０Ｔ の欄に書きこむ。  

   定常流量  
０Ｔ

ω
＝ｓｑ / であるから、 大便器の  ｓｑ / は、 0.018

600
11

＝  、  

小便器は 0.030
130
4

＝ 、洗面器は 0.017
170
3

＝ の値を計算書のｑ欄に記入する。 

  

ω 

（ℓ） 

０Ｔ  

（ｓ） 

ｑ 

(ℓ/s) 

Ｑ 

(ℓ/s) 
Ｎ 

ＬＱ  

(ℓ/s) 

Ｉ 

(％) 

通 気 

方 式 

所 要 

内 径 

11 600 0.018 0.018      

4 130 0.030 0.090      

3 170 0.017 0.017      

         

  合 計 0.125  1.7 1.0 ループ  

         

 

   ｑ×個数をＱに記入する。 大便器のｑは 0.018 （ℓ/ｓ） ×１＝0.018、 同様に

小便器は 0.030×３＝0.090、 洗面器は 0.017×１＝0.017、 このＱの加算した値 

（0.018＋0.090＋0.017＝0.125） の 0.125の合計行のＱの所に記入する。  

   この横枝管ⓐの qd は最も大きな値 1.5 とＱの計 0.125 をもとに図４－２－33 の

横枝管選定線図 （勾配1/100） から交点を求めると 1.7≒ＱＬ を得る。  
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  この ＬＱ をもとに勾配Ｉを 1.0/100、 マニングの公式で所要内径を求める。 ループ

通気方式だから、 満管流量の式 

 
83

21000,31 










Ｉ

Ｑ
Ｄ L を用いると、  （5）式・・・Ｐ４－26 

 
83

210.01000,31
7.1











Ｄ  

3/883

21 3,100
1.7

0.01000,31
7.1



















 ＝  

  0.05980.000548 83
＝ （ｍ） 

 

  即ち所要内径59.8㎜を得る。 ここでは大便器があるので管径決定の基本則 （参照 

Ｐ４－25(二)参照） によりトラップの最大口径以上であること。 よって、φ100 ㎜

とする。 

 

 
Ｑ 

(ℓ/s) 
Ｎ 

ＬＱ  

(ℓ/s) 

勾 配 

(％) 

通気 

方式 

所要内径 

（㎜） 

決定管径 

(㎜) 

        

        

 0.125  1.7 1.0 ループ 59.8 100 
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同様に女子便所は下表の計算書のようになる。 
（女子便所） 

区   分 
個数 

ｑd 

(ℓ/s) 

ω 

（ℓ） 

０Ｔ  

（ｓ） 

ｑ 

(ℓ/s) 

Ｑ 

(ℓ/s) 
Ｎ 

ＬＱ  

(ℓ/s) 

Ｉ 

（％） 階 記号 器具名 

 ○ロ 大便器 2 1.5 11 280 0.039 0.078    

  掃除流 1 1.0 40 600 0.067 0.067    

  洗面器 1 1.0 3 170 0.017 0.017    

            

 合計       0.162  1.8 1.0 

 
8.1ＬＱ 、 Ｉ＝1.0/100、 ループ通気 （満流） マニングの公式にあてはめると 

83

210.01000,31
8.1











Ｄ  ＝0.0611 ・・・・61.1㎜ 

ＬＱ  

(ℓ/s) 

勾 配 

(％) 
通気方式 

所要内径 

（㎜） 

決定管径 

(㎜) 

0.078     

0.067     

0.017     

     

0.162 1.0 ループ 61.1 100 

 

 
   ⓒはＱを0.125＋0.162＝0.287、 qd＝1.5 

 

図４－２－33 （横枝管） を使用して

ＬＱ ＝2.3 （ℓ/ｓ） を得る。 Ｉ＝1.0/100、 

通気はループ方式とすると、 

  
83

210.01000,31
2.3











Ｄ  

 ＝0.0670・・・・67.0㎜ 

  決定はφ100 ㎜とする。この計算書は

表４－２－16のようになる。 
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表
４

－
２

－
16

 
排

水
流

量
計

算
書

 



4‐68 

（例題４） 
  （例題３） の便所で１階から４階迄と各階に湯沸所 （流し） がある建物の立主管

を求める。 

 
流しのＱ＝３ℓ/600 s＝0.005 （ℓ/s） ＝0.005 

 〔解説〕 

  ○あの立主管は例題３の表４－２－16に示されているとおりＱ＝0.287であるのでＱ

＝0.287×４ケ所＝1.148となり、 qd＝1.5となる。  

  ブランチ間隔は４になるので図４－２－35より、 ＬＱ を選定するとＱ＝1.148、 qd

＝1.5との交点は6.4となり ＬＱ ＝6.4と記入する。  
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立主管排水流量計算書 

区     分 

個数 

器具平均排水流量 

ｑd(ℓ/s) 

ω 
０Ｔ  

（ｓ） 

定常流量 

ｑ 

定常流量計 

Ｑ 

ブランチ 

Ｎ 

負荷流量 

ＬＱ  

(ℓ/s) 

勾配 

(％) 名 称 階 記号 器具名 

立主管  ○あ   1.5    1.148 Ｎ 3 6.4  

             

             

 
  立管所要内径は通気方式が、 通気立管方式 （２管式） なので充水率αは30％を取

る。  （９）式P ４－26から Dを導き出すと 384200ＤＱＬ  となるので呼び径φ100 （実

内径107㎜） を使用する。 D＝0.0878≒90㎜ 

０Ｔ  

（ｓ） 

定常流量 

ｑ 

定常流量計 

Ｑ 

ブランチ 

Ｎ 

負荷流量 

ＬＱ  

(ℓ/s) 

勾配 

(％) 

通 気 

方 式 

所要内径 

(㎜) 

決定内径 

(㎜) 
備 考 

  1.148 Ｎ 3 6.4  2管式 90 100  

          

 
  同様にして立管○いを求めると表４－２－17のようになる。 
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表
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流
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計
算

書
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 （例題５）  
  （例題４） をもとに下図の横主管と屋外排水管を計算する。 

 
 〔解説〕 

  横主管①の ＬＱ は○あのＱが 1.148 （ℓ/ｓ） だから図４－２－36 から ＬＱ を算出す

る （qdは例題３と同じく1.5） 

4.8≒ＱＬ となる。  

  管径は ＬＱ ＝4.8 （ℓ/ｓ）、 勾配Ｉ＝２％とすると 

 計算式 （７） P４－26  
83

21005,15 










Ｉ

Ｑ
Ｄ L より 

  所要内径0.1006㎜を得るのでVUφ100 （実内径107㎜） とする。 横主管は②は○い

のＱが、 0.02 （ℓ/ｓ）、 qd＝0.3 となり図４－２－36 からは該当数値がないので横

枝管の図４－２－33 から算出する。 （ ＬＱ ＝0.32） 管径は①と同様に計算すると所

要内径36.4㎜を得るが立管がφ65なので、 φ65とする。  

  屋外排水管◇1 は横主管①の ＬＱ ＝4.8 （ℓ/ｓ）から半管流量の （７） 式を採用

し （敷地排水管は半管流量とする） Ｉ＝２％とし、
83

21005,15 










Ｉ

Ｑ
Ｄ L より0.1006

を得るのでφ100とする。  

  同様に◇2 は①のＱ＝1.148と②のＱ＝0.02を加算すると1.168とqd＝1.5から ＬＱ

≒4.9を得る。 
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 管径は◇1 と同様に ＬＱ ＝4.9、 Ｉ＝２％から所要内径0.1013を得るので呼び径φ

100 （実内径107㎜） を採用する。 これを計算書にまとめると表４－２－18のよう

になる。  
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   （例題５） における屋外排水管の水深 （ｈ/ｄ） を計算してみる。  

 ◇2 の ＬＱ ＝4.9 （ℓ/ｓ）  

     Ｉ＝2.0％ 

    Ｄ＝φ100 （実内径107㎜） ……管種はＶＵとする。  

   φ100 のＶＵに勾配 2.0 （％） で流した時の満管流量は表４－２－５からＱ＝

0.0113 （㎥/ｓ）、 Ｖ＝（1.263m/s）である。  

      ◇2 の流量比は 4.9/11.3＝0.433 である。 この流量比をもとに表４－２－８か

ら水深 （h/ｄ） を求めると約0.46となる。 流速は満管流速の0.96倍、 即ち流

速Ｖ＝1.263×0.96≒1.21（ｍ/ｓ）となる。  

 
※ 基準では水深は50％以下 25％以上、 流速は 0.6 （ｍ/s） 以上 1.5 （ｍ/s） 以

下 （最大 3.0ｍ/s）であるので、 両方基準を満たしており適当である。  

（５）－２ 定常流量法による通気管管径決定 

 （イ）必要通気量 

通気管の必要通気量とは排水管内の流水によって誘起される空気の流れの全量

をいい、 排水量と流速に左右される。 そこで接続する排水管の負荷流量によっ

て必要通気量を決めることができる。 表４－２－19に各種通気管の必要通気量V 

(ℓ/ｓ） を示す。  
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表４－２－19  通気管の必要通気量および許容圧力差 

（ＳＨＡＳＥ－Ｓ 206－2009） 

 
 （ロ）許容圧力差 

 通気管の許容圧力差とは排水系統に障害を起こさない限度内で通気の起点と終

点との間に許容される圧力差をいい、 水柱 25㎜以下でなければならない。 表４

－２－19に各種通気管の許容圧力差⊿P（Pa） を示す。  

 （ハ）通気管長 

    通気管の必要通気量の流れに対する抵抗はその通気長さに比例する。 そこで配

管の単位長さ当りの許容圧力損失⊿P（Pa） を求め、 これより必要通気量の流通

に支障のない管径を決める。 通気長さは通気管の実長に継手の局部損失相当長を

加えたものである。 通気の起点が二つ以上ある場合は原則として遠い方の起点を

採用するが、 排水管の負荷流量の特に大きい系統があればこれを採用する。 表

４－２－20に通気管の局部損失相当長さを示す。  

 
表４－２－20  通気管設計用局部損失相当管長 

                                    （ｍ） 

出典 空気調和・衛生工学会偏：空気調和・衛生工学便覧（改訂第９版）、Ⅲ巻、1975 

 
 

 

通 気 方 式 種    別 必要通気量 V [L/ｓ] 許容圧力差⊿P 
[Pa] 

各個・ループ通気方式の場合 

各個通気枝管またはループ通気管 排水横枝管の負荷流量と同量 100 
通気立て管 排水横主管の負荷流量の２倍 250 
伸頂通気管または通気ヘッダ 排水横主管の負荷流量の２倍 250 

排水槽 排水槽流入負荷流量の３倍、またはポン

プ吐出し量のいずれかの大きい数値 250 

伸頂通気方式の場合 

伸頂通気管または通気ヘッダ 排水横主管の負荷流量の４倍 250 

排水槽 排水槽流入負荷流量の５倍、またはポン

プ吐出し量のいずれかの大きい数値 250 

呼び径（A） 

継手の種類 
32 40 50 65 80 100 125 150 

90°エルボ 1.2 1.5 2.1 2.4 3.0 4.2 5.1 6.0 

45°エルボ 0.72 0.9 1.2 1.5 1.8 2.4 3.0 3.6 

90°T（分流） 1.8 2.1 3.0 3.6 4.5 6.3 7.5 9.0 

90°T（直流） 0.36 0.45 0.6 0.75 0.90 1.20 1.50 1.80 

135°T（分流） 5.1 6.1 8.4 11.7 14.6 20.2 27.3 33.0 

45°T（合流） 0.4 0.5 0.7 0.9 1.2 1.6 2.2 2.6 
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（ａ）通気枝管 
     ループ通気管、 各個通気管などで、 起点は排水横枝管または器具トラップ

接続部で、 終点は通気立て管への接続部となる。  

（ｂ）通気立て管 

     起点は排水立て管基部または横主管からの取り出し部分、 終点は伸頂通気管

への接続部とする。  

（ｃ）伸頂通気管、 通気ヘッダー 

     起点は通気立て管との接続部、 終点は大気開口部とする。  

（ｄ）管径決定の手順 

     管径決定は前述の基本則をふまえて、 次の手順により行う。  

① 通気の起点と終点を定める。  

② 通気の起点、 終点間の実長ℓ （m） に局部損失相当長ℓe （m） を加え、 通

気長さＬ （ｍ） を求める。 ℓe は配管中の継手の種類と数によって表４

－２－20より求めるが、 通常は通気管の実長ℓの 1/2とみる。  

      Ｌ＝1.5ℓ 

③ 許容圧力差⊿P（Pa） を通気長さ L （m） で除し、 通気管の単位長さ当

りの許容圧力損失⊿P/L（㎩/ｍ）を求める。  

④ 通気管各部が受けもつ負荷流量 ＬＱ  （ℓ/ｓ） から必要通気量Ｖ （ℓ/ｓ） を

求める。  

⑤ 許容圧力損失⊿P/L（㎩/ｍ） と必要通気量Ｖ （ℓ/ｓ） より図４－２－37

通気管損失線図を用いて通気管の管径ｄ（㎜） を決定する。 

 
表４－２－21 定常流量法における通気管管径決定の順序 

順  序 

ℓ            →L＝ℓ＋ℓｅ 

ℓｅ（表４－２－20）            →⊿P/L  

⊿P（表４－２－19）                       →ｄ（図４－２－37） 

ＬＱ →Ｖ（表４－２－19）        

検  討 基本則管径以上 
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   （例題６） 

    下図に示す通気管○ａ～○ｅを求める。 

 
  〔解説〕  

   各通気管の受け持つ負荷流量を、 例題３の 「解説」 から見出す。 必要通気量

Ｖは表４－２－19から、 ループ通気管の場合は排水横枝管の負荷流量と同量、 通

気立て管、 伸頂通気管の場合は排水横枝管の負荷流量の２倍である。 また、 通気

管の計算上の長さＬは、 実長に局部損失相当長として、 実長の 1/2 を加算したも

のとする。 許容圧力差⊿P は、 ループ通気管の場合は 100 Pa、 通気立て管、 伸

頂通気管は250 Paである。  

 

 



4‐78 

○ａは例題３の計算書の  （表４－２－16） 記号○ｂの ＬＱ ＝1.8 であるから通気量Ｖ

は表４―２－19から排水横枝管と同量のＶ＝1.8（ℓ/ｓ） 、ℓ＝５（ｍ） 

⊿P＝100 （Pa） 、であるからＬ＝５×1.5＝7.5（ｍ） 

  ⊿P P/Ｌ＝100/7.5＝13.3 （Pa/m）  

 
  横軸の 13.3 Pa/m と縦軸の1.8ℓ/sとの交点を求めると、 管径ごとの通気損失線32A

より下方となるので、 管径は32 Aが求められる。  

  ○ｃは同様に例題３の計算書の記号○ｃの ＬＱ ＝2.3（ℓ/ｓ） Ｖ＝2.3×２＝4.6（ℓ/ｓ）、 

ℓ＝（12＋５）ｍ、⊿P＝250 （Pa）、 Ｌ＝（12＋５）×1.5＝25.5ｍ ⊿P /Ｌ＝250/25.5

＝9.8 （Pa/m）  
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図４－２－37から 40Ａを得る。 
   ○ｄは例題４の排水立主管の ＬＱ ＝6.4 （ℓ/ｓ）、 表４－２－19によりＶ＝6.4×２

＝12.8（ℓ/ｓ）、 ℓ＝16ｍ、 ⊿P＝250 （Pa）、 Ｌ＝16×1.5＝24ｍ、⊿P /Ｌ＝250/24

＝10.4 （Pa/m） 

 
 図４－２－37から 65Ａを得る。  

   ○ｅのＶは○ｄと同じだからＶ＝12.8 （ℓ/ｓ） ℓ＝10.0ｍ＋16ｍ、 ⊿P＝250 （Pa）、 

L＝26×1.5＝39（ｍ）、⊿P /L＝250/39＝6.4（Pa/m） 

   図４－２－37から管径65㎜となるが、 この管は伸頂通気管のため排水立管の管

径100㎜より小さくしてはならない。 よって、 100㎜とする。  
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（ＳＨＡＳＥ－Ｓ 206－2009） 

図４－２－37 通気管損失線図
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（６） 器具排水負荷単位法 
（６）－１ 器具排水負荷単位法による管径決定 

 （イ）管径決定法の概要 
    排水管に生じる負荷は、 器具の排水特性によるが、 器具の排水特性は１回あ

たりの排水量、 １回あたりの排水時間および単位時間あたりの流量などにより表

される器具の種類による器具固有のものである。 また利用頻度は使用者の数・性

別、 器具の種別・数・設置場所などの要素により著しく異なる。  
 

表４－２－22 各種衛生器具の排水単位（ＮＰＣ ＡＳＡ Ａ40．8－１９５５） 

器    具 

付属トラップ 

口 径（注１） 

近 似（㎜） 

器具排 

水負荷 

単位数 

大 便 器   洗浄タンクによる場合 

洗浄弁による場合 

小 便 器   壁掛け型（小型）（注２） 

ストール形（大型） 

ストール小便器（サイフォンゼット等） 

洗 面 器（注３） 

手洗い器 （注４） 

歯科用ユニット、歯科用洗面器 

洗 髪 器 

水飲み器 

浴  槽 （注５）（住宅用） 

（洋風） 

囲いシャワ   （住宅用） 

連立シャワー  シャワヘッド１個当たり 

ビ  デ 

 

 

 

 

 

30 

25 

 

 

 

40 

50 

 

 

 

4 

8 

4 

4 

8 

1 

0.5 

1 

2 

0.5 

2 

3 

2 

3 

3 

掃除用流し（注６） 
65 

75 

2.5 

3 

洗濯用流し（注６）  2 
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器    具 

付属トラップ 

口 径（注１） 

近 似（㎜） 

器具排 

水負荷 

単位数 

連合流し（注６）  3 

連合流し    （ディスポーザ付） 

汚物流し 

トラップ 

個 別 
40 

4 

8 

医療用流し   （大型） 

        （小型） 

実験流し 

調理用流し   住宅用（注６） 

ディスポーザ付（住宅用） 

ホテル・公衆用（営業用） 

ソーダファウンテンまたはバー用 

パントリ用・皿洗い用・野菜洗い用 

湯沸し場用 

皿洗い器    （住宅用） 

洗面流し    並列式 

 

 

 

40 

40 

50 

 

40 

50 

40 

2 

1.5 

1.5 

2 

３ 

４ 

1.5 

4 

3 

2 

2 

床 排 水（注７） 40 

50 

75 

0.5 

1 

2 

1 組の浴室器具 （大便器・洗面器及び浴槽または囲いシャワ） 

        洗浄タンク付 

洗浄弁付 

排水ポンプ･エゼクタ吐出量 3.8ℓ/min ごとに（注８） 

  

6 

8 

2 

                        (ＮＰＣ ＡＳＡ Ａ４０．８－1955） 

注１ トラップの口径に関しては、別に記してあるので、ここでは排水単位を決定するうえに必要なものの口径についてのみ特記

した。 

２ ＪＩＳ Ｕ 220型 

３ 洗面器はそのトラップが30㎜でも40㎜でも同じ負荷である。 

４ 主として小住宅・集合住宅の便所のなかに取り付けられる手洗い専用のもので、オーバーフローのないもの。 

５ 浴槽の上に取り付けられているシャワーは、排水単位に関係ない。 

６ これらの器具（ただし、洗濯用及び連合流しは、家庭的・個人的に使用されるものととする)は、排水管の管径を、決定す

る際の総負荷単位の算定からは除外してもよい。すなわち、これらの器具の排水負荷単位は、それらの器具の属する１つの系

統（枝管）の管径を定める際に適用すべきで、主管の管径の決定に際しては除外  してもよい。 

７ 床排水は水を排水すべき面積によって決定する。 

８ 排水ポンプのみならず、空調機器や類似の機械器具からの吐出水も、同じく 3.8ℓ/minごとに2単位とする。 

備考 ＮＰＣ ＡＳＡ Ａ40．8－1955はアメリカ規格全国衛生工事基準（American Standard National PiumbingCode、旧ＮＰ

Ｃ ＡＳＡ Ａ40．8－1955）の略
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表４－２－23 標準器具以外の衛生器具の排水単位 

（ＮＰＣ ＡＳＡ Ａ40.8－1955） 

器具排水管またはトラ

ップの口径 

(㎜) 

器具排水単位 

30以下 

40 

50 

65 

75 

100 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

 

これらの要素を関連づけてひとつひ

とつ計算していくことは非常に繁雑

であるので、 器具の排水特性を表す

ものとして最大排水時流量を採用し、 

ある器具の最大排水時流量を標準器

具 （洗面器） の最大排水時流量で除

し、 器具単位を求め、これに同時使

用率などを考慮に入れて定めたもの

が器具排水負荷単位である。 管径の

決定は、 排水管の各部位における負

荷を受け持つ器具の器具排水負荷単

位の累計により、 その数値に対応す

る管径を表から簡単に求めることができるようにしてある。表４－２－22および

表４－２－23に各種衛生器具の排水負荷単位を示す。 

 （ロ）管径決定の手順 

    管径決定は前述の基本則をふまえて、 以下の手順により行う。  

  （ａ）設置されている器具の器具排水負荷単位を表４－２－22および表４－２－23

により求める。  

  （ｂ）それぞれの管の受け持つ器具排水負荷単位の累計を算出し、 表４－２－24

を用いて排水横枝管、 排水立て管の管径を決める。 

 

表４－２－24 排水横枝管および立て管の許容最大排水単位 

 

管 径 
 

  (㎜) 

受け持ちうる許容最大排水単位数 

排水横枝管（注１） 階数３またはブランチ間

隔３を有する１立て管 

階数３を超える場合 

1 立て管に対する合計 1 階分またはブランチ間

隔の合計 
30 
40 
50 
65 
75 
100 
125 
150 
200 
250 
300 
375 

1 
3 
6 
12 

20（注 2） 
160 
360 
620 
1400 
2500 
3900 
7000 

2 
4 
10 
20 

30（注 3） 
240 
540 
960 
2200 
3800 
6000 
― 

2 
8 
24 
42 

60（注 3） 
500 
1100 
1900 
3600 
5600 
8400 
― 

1 
2 
6 
9 

16（注３） 
90 
200 
350 
600 
1000 
1500 
― 

注1 排水横主管の枝管は含まない。                 （ＮＰＣ ＡＳＡ Ａ40.8－1955） 

2 大便器２個以内のこと。 

3 大便器６個以内のこと。 
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表４－２－25 排水横主管および屋外排水管の 

許容量最大排水単位 

管径 

 

(㎜) 

排水横主管及び屋外排水管に接続可能な許容最大排水単位数 

こ   う   配 

1/192 1/96 1/48 1/24 

50 

65 

75 

100 

125 

150 

200 

250 

300 

375 

 

 

 

 

 

 

1400 

2500 

3900 

7000 

 

 

20※ 

180 

390 

700 

1600 

2900 

4600 

8300 

21 

24 

27※ 

216 

480 

840 

1920 

3500 

5600 

10000 

26 

31 

36※ 

250 

575 

1000 

2300 

4200 

6700 

12000 

注 ※大便器２個以上のこと。   （ＮＰＣ ＡＳＡ Ａ40.8－1955） 

 

  （ｃ）表４－２－25を用いて 

    排水横主管、 屋外排水管の 

   管径を決める。 

（ｄ）ポンプから吐出された排

水を排水横主管に接続する

場合は、 表４－２－22から

器具排水負荷単位に換算し

て管径を求める。  

換算 fuD＝２×（流量ℓ／

min） ÷  3.8（ℓ／min） 

表４－２－26 ＮＰＣにおける管径決定の順序 

順序 

１．排水横枝管 

 

２．排水立て管 

 

 

 

３．排水横主管 

 

 

４．機械排水系統の合流 

ｆｕＤ（表４－２－22）⇒ΣｆｕＤ⇒Ｄ （表４－２－24） 

（表４－２－３） 

３階建以下ΣｆｕＤ⇒Ｄ（表４－２－24） 

４階建以上ΣｆｕＤ⇒Ｄ（表４－２－24） 

⇒Ｄ 

ｍａｘｆｕＤ⇒Ｄ（表４－２－24）   （大きい方） 

ΣｆｕＤ 

Ｄ（表４－２－25） 

δ（表４－２－３） 

換算ｆｕＤ 

検討 

（１） 排水横枝管はトラップ口径（表４－２－４）以上、また接続大便器数 1 個では 75 ㎜以

上、2個以上で100㎜以上 

（２）上流側の排水管の管径以上 

 
（ハ）管径決定上の留意点 

 （ａ）排水横枝管 

    管径が 75 ㎜の場合は大便器の接続は２個までとする。 勾配は表４－２－３

を参考にする。  

 （ｂ）排水立て管 

    表４－２－24を用いて算出するが、 次の点に留意する。  

① 充分な通気立て管とそれに接続する通気枝管を具備している場合に限り適

用できるが、 通気立て管のない伸頂通気管だけの場合は適用できない。 

② 立て管の受け持つ階が三層を超える場合は、 各階の排水横枝管の合計単位

数だけで管径を決めてはならない。1階分の合計または、１ブランチ間隔の

器具排水負荷単位の合計が、 その欄に該当する立て管管径の許容値以内に

なっているかを確認し、 もしも立て管が小さいときは、 その下の欄をみ
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て、 充分であることを確認して決める。 

③ 排水立て管の途中にオフセットがある場合は、 その角度が45°以内である

場合は、 オフセット部位は立て管とみなされるので管径は立て管と同径で

ある。  

      しかし、 オフセットが垂直の立て管に対し45°を超える場合の管径は、 オ

フセット上部の立て管は通常の立て管として決定するが、 オフセット部分

の管径は排水横主管として決定する。  

  （ｃ）排水横主管 

    表４－２－25を用いて算出するが、 横主管は同じ管径でも勾配によって許容

される負荷単位数が異なるので、 勾配の選定を間違わないようにしなければな

らない。 また、 設計時には 1.0/100 程度の緩い勾配で管径を決めておくこと

が望ましい。  

 （ｄ）排水管の用途による管径決定上の配慮 

 排水管の管径を決定する際に注意しなければならないことは、 計算で算出さ

れた管径は、 用途によっては、 そのまま採用すると使用中に支障を来す場合

がある。 たとえば、 厨房の排水管などは使用中に管壁にグリース分が付着し

やすい。 グリース阻集器を設置していても、 グリース分が100％除去されるこ

とは不可能で、 時間の経過とともに管壁は次第にグリース分が固着して管断面

を縮小させる。 したがって、 このような場合には、 実際に使用する管径は計

算で算出した管径よりも、 少なくとも１サイズ太い管径とすることが望ましい。 

集合住宅の台所流しの排水系統も同様の理由で管径をサイズアップすることが

望ましい。  



4‐89 

 
図４－２－38 

 （例題７） 器具排水負荷単位法による排水管管径算出例 

   図４－２－38に示すような便所がある。 この図の排水横枝管管径○ａ～○ⅰ、 排水

立て管管径○ｒ、 排水横主管管径○ｓを器具排水負荷単位法により求めよ。  

  「解説」  

○ａ 受け持つ器具排水負荷単位 （fuＤ） は表４－２－22 および表４－２－24 か

ら２fuＤになり、 管径 40㎜となる。  

○ｂ 受け持つ器具排水負荷単位は 16（fuＤ）で大便器の個数は２であるから、 管

径 75㎜となる。  

○ｃ 受け持つ器具排水負荷単位は12（fuＤ）、 管径 65㎜となる。  

○ｄ 受け持つ器具排水負荷単位は３（fuＤ）、 管径 40㎜となる。  



4‐90 

○ｅ この系統はｊのループ通気管を取り出しており、 このループ通気管はｆ系統

に接続されている大便器１個の通気管も兼ねている。 したがってｅとｆは同

じ１つの系統としてとらえ、 受け持つ器具排水負荷単位数は 26.5(fuＤ)とな

り、 管径 100㎜となる。  

○ｆ ○ｅと同じ 

○ｇ 受け持つ器具排水負荷単位は29.5(fuＤ)になるから管径100㎜となる。  

○ｈ 受け持つ器具排水負荷単位は41.5(fuＤ)になるから管径100㎜となる。  

○ｉ 受け持つ器具排水負荷単位は59.5(fuＤ)になるから管径100㎜となる。  

○ｒ 立て管の受け持つ器具排水負荷単位は59.5×10＝595 （fuＤ）、 表４－２－24

から管径125㎜となり、 一方、 各階の１階分の単位数は59.5(fuＤ)であるか

ら、 立て管径は、 125㎜で差し支えない。  

○ｓ 排水横主管で受け持つ器具排水負荷単位は 595(fuＤ)、 表４－２－25 から管

径150㎜となる。 

 

計    算    表 

区 分 個数 ｆuＤ ΣｆｕＤ 管径（㎜） 検         討 

横枝管○ａ 

洗 面 器 

 

2 

 

1 

 

2×1＝2 
40 １．トラップ口径より細くなっていない 

横枝管○ｂ 

大 便 器 

 

2 

 

8 

 

2×8＝16 
75 

１．トラップ口径より細くなっていない 

２．大便器２個で75㎜である 

横枝管○ｃ 

小 便 器 

 

3 

 

4 
3×4=12 65 １．トラップ口径より細くなっていない 

横枝管○ｄ 

洗 面 器 

 

3 

 

1 

 

3×1＝3 
40 １．トラップ口径より細くなっていない 

横枝管○ｅ○ｆ 

大 便 器 

掃除用流し 

 

3 

1 

 

8 

2.5 

3×8=24 

＋2.5 

26.5 

100 
１．トラップ口径より細くなっていない 

２．大便器３個以上で100㎜である 

横枝管○ｇ 

○ｆ＋○ｄ 
  

26.5＋3 

＝29.5 
100 上流より細くなっていない 

横枝管○ｈ 

○ｇ＋○ｃ 
  

29.5+12 

＝41.5 
100 上流より細くなっていない 

横枝管○ⅰ 

○ｈ＋○ａ＋○ｂ 
  

41.5＋2＋ 

16＝59.5 
100 上流より細くなっていない 

立て管○ｒ  

 

 
125 

125 上流より細くなっていない 
100 

横主管○ｓ   595 150 上流より細くなっていない 

 

59.5×10＝595 

maxfuＤ＝59.5
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注 １）１Fの排水は単独で壁外へ排除しているものとする。 

２）通気管は省略してある。 

図４－２－39 

（例題８）  

  図４－２－39に示すような排水管の管径○ａ～○ｈを器具排水負荷単位法により求めよ。  

  「解説」  

  ○ａ 受け持つ器具排水負荷単位は50×９＝450 (fuＤ)、 表４－２－24から管径100

㎜となる。 一方、 各階の１階分の単位数は 50(fuＤ)であるから、 立て管管

径は、 100㎜で差し支えない。  

 ○ｂ 受け持つ器具排水負荷単位は450(fuＤ)、 表４－２－25から管径150㎜となる。  

○ｃ 受け持つ器具排水負荷単位は375(fuＤ)、 表４－２－24から一応125㎜と求ま

る。 しかし、 ６階の枝管は間隔が１ｍであるので、この間は０ブランチ間隔

となり、 ６階の枝管の１ブランチ間隔の合計は35＋60＝95 （fuＤ） となる。  

    したがって、 表４－２－24から管径は100㎜となる。  

  ○ｄ 受け持つ器具排水負荷単位は375(fuＤ)、 表４－２－25から管径125㎜となる。  

  ○ｅ 受け持つ器具排水負荷単位は50×５＝250(fuＤ)、 表４－２－24から管径100

㎜となり、 一方各階の一階分の単位数は50(fuＤ)であるから、 立て管管径は

100㎜で差し支えない。  

  ○ｆ このオフセット部分は45°を超えているので、 排水横主管とみなされ、 表４

－２－25から管径125㎜となる。  
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  ○ｇ 受け持つ器具排水負荷単位数は50×９＝450 （fuＤ）、 表４－２－24から管径

100㎜となるが、 ○ｆが125㎜なので125㎜となる。  

  ○ｈ 受け持つ器具排水負荷単位数は450(fuＤ)、 表から管径150㎜となる。  

  （例題９）  

    図４－２－39 に示す系統の屋外排水管を下図のようにした時、 マニングの公

式に従って求める。  

    排水管材は塩化ビニル管 （VU管） とする。 

 

換算fuＤ＝２×χ （ℓ/min） ÷3.8 （ℓ/min） の式より 

◇1 の ＬＱ ＝14.25 （ℓ/ｓ） 

 Ｉ＝1.5％ 

 

浜松市の基準によると 

    屋外排水管の h/d＝0.5 から 0.25 である。 14.25 （ℓ/ｓ） を半管流量とする

と満管流量は２倍の28.5 （ℓ/ｓ） となる。  

   表４－２－５で、 勾配 1.5％の欄を横に見ていくと 0.0285（㎥/s）は、 φ150

とφ200の中間になるのでφ200を得る。  

この時の流量比は、 14.25 （ℓ/ｓ）/53.5 （ℓ/ｓ）＝0.266（ℓ/ｓ）の間にな

るのでH/d＝35％、 流速 1.4 （m/ｓ） を得る。  

同様に 

   ◇2 の ＬＱ ＝26.125 （ℓ/ｓ）  
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Ｉ＝1.5％ 

屋外排水管のh/d＝0.5この時の流量比は0.5だから 

満管流量＝26.125×２＝52.25 （ℓ/ｓ）  

表４－２－５によりφ200を得る。  

この時流量比は 26.125 （ℓ/ｓ）/53.5（ℓ/ｓ）＝0.488 

ｈ/d=約 49％ 流速 1.65（ｍ/ｓ）を得る。  

◇3 の場合 

ＬＱ ＝40.375 （ℓ/ｓ）  

Ｉ＝1.5％ 

屋外排水管のh/d＝0.5 この時の流量比は0.5であるので 

満管流量＝40.375×２＝80.75 （ℓ/ｓ）  

表４－２－５はφ200までしか記載されていないので、 (5)式、 （P ４－26） に

より算出すると所要内径は235㎜となるのでこれに一番近いサイズφ250 とする。  

（６）－２ 器具排水負荷単位法による通気管管径決定 

 （イ）管径決定の手順 

    管径決定は、 前述の基本則を踏まえて、 排水管の受け持つ器具排水負荷単位

数と通気管の長さにより決定する。  

    以下、 通気管の部位ごとに要点を述べる。  

  （ａ）ループ通気管 

     排水横枝管の受け持つ単位長さにより、 表４－２－27を用いて算出する。 排

水横枝管に枝分かれがある場合は、 それぞれの排水横枝管ごとの器具排水負荷

単位数と通気管の長さから求め、 分岐横枝管の合流点より下流側の部分は、 最

も長い経路の通気管の長さを採用する。  

  （ｂ）通気立て管 

     通気立て管に接続している排水管の器具排水負荷単位数と、 排水立て管に接

続している通気始点から伸頂通気管の接続点までの通気立て管の長さにより、 

表４－２－28を用いて算出する。 通気立て管を伸頂通気管に接続せずに、 単

独に大気に開口する場合は、 通気立て管の長さは通気始点から大気開口部まで

とする。  

  （ｃ）通気ヘッダー 

通気ヘッダーに接続する通気立て管のすべての器具排水負荷単位数の合計と、 

通気管の大気開口部から最も遠い位置にある通気立て管の始点までの長さから

表４－２－28を用いて求める。  



4‐94 

表４－２－27 ループ通気横枝管の管径 

汚水また

は雑排水

管の管径 

  (㎜) 

器具排水 

負荷単位数 

ル ー プ 通 気 管 の 管 径（㎜） 

40 50 65 75 100 125 

最大許容横走配管表  （m） 

40 

50 

50 

75 

75 

75 

100 

100 

100 

125 

125 

10 

12 

20 

10 

30 

60 

100 

200 

500 

200 

1100 

6 

4.5 

3 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

 

12 

9 

6 

― 

― 

2.1 

1.8 

― 

― 

― 

 

 

 

12 

12 

4.8 

6 

5.4 

4.2 

― 

― 

 

 

 

30 

30 

24 

15.6 

15 

10.8 

4.8 

3 

 

 

 

 

 

 

60 

54 

42 

21 

12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

60 

42 

                        （V．T．Mａｎａｓ） 

 

表４－２－28 通気管の管径と長さ 

排水管 

管径 

 (㎜) 

器具排水負

荷単位数 

通 気 管 管 径（㎜） 

30 40 50 65 75 100 125 150 200 

通 気 管 の 最 長 距 離  （ｍ） 

30 

40 

40 

50 

50 

65 

75 

75 

75 

100 

100 

100 

125 

125 

125 

150 

150 

150 

150 

200 

200 

200 

200 

250 

250 

250 

250 

2 

8 

10 

12 

20 

42 

10 

30 

60 

100 

200 

500 

200 

500 

1100 

350 

620 

960 

1900 

600 

1400 

2200 

3600 

1000 

2500 

3800 

5600 

9 

15 

9 

9 

7.8 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

 

45 

30 

22.5 

15 

9 

9 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

 

 

 

60 

45 

30 

30 

18 

15 

10.5 

9 

6 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

 

 

 

 

 

90 

60 

60 

24 

30 

27 

21 

10.5 

9 

6 

7.5 

4.5 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

 

 

 

 

 

 

180 

150 

120 

78 

75 

54 

24 

21 

15 

15 

9 

7.2 

6 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

300 

270 

210 

105 

90 

60 

60 

37.5 

30 

21 

15 

12 

9 

7.5 

― 

― 

― 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

300 

270 

210 

120 

90 

75 

60 

45 

30 

24 

18 

22.5 

15 

9 

7.5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

390 

330 

300 

210 

150 

120 

105 

75 

37.5 

30 

24 

18 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

390 

360 

330 

240 

300 

150 

105 

75 

（ＮＰＣ ＡＳＡ Ａ40.8－1955） 
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 （例題10） 

図４－２－38に示す通気管管径○ｊ～○ｐ、○ｔ 、○ｕ を器具排水負荷単位法により求め

よ。  

  「解説」  

  ○ｊ 排水横枝管径 100 ㎜、 受け持つ器具排水負荷単位は 26.5（fuＤ）、 通気管の

長さは10m、 表４－２－27から管径75㎜となる。  

  ○ｋ 排水横枝管径 40 ㎜、 受け持つ器具排水負荷単位は３（fuＤ）、 通気管の長さ

は3.5m、 表４－２－27から管径40㎜となる。  

  ○ℓ  排水横枝管径75㎜、 受け持つ器具排水負荷単位は12（fuＤ）、 通気管の長さ

は3.2m、 表４－２－27から管径65㎜となる。  

  ○ｍ 排水横枝管径は大きいほうをとり75㎜、 受け持つ器具排水負荷単位は15（fu

Ｄ）、通気管の長さは長いほうをとり 7.5m、 表４－２－27 から管径 65 ㎜とな

る。  

  ○ｎ 排水横枝管径40㎜、 受け持つ器具排水負荷単位は２（fuＤ）、通気管の長さは

４m、 表４－２－27から管径40㎜となる。  

  ○ｏ 排水横枝管径75㎜、 受け持つ器具排水負荷単位は16（fuＤ）、 通気管の長さ

は４m、 表４－２－27から管径65㎜となる。  

  ○ｐ 排水横枝管径は大きいほうをとり75㎜、 受け持つ器具排水負荷単位は18（fu

Ｄ）、 通気管の長さはいずれも同じで、 4.1m、 表４－２－27 から管径 65 ㎜

となる。  

  ○ｑ 排水横枝管径 100 ㎜、 受け持つ器具排水負荷単位は 41.5（fuＤ）、 通気管の

長さは最も長い距離をとり、 13mとする。 表４－２－27から管径75㎜となる。  

  ○ｔ 排水立て管径 125 ㎜、 受け持つ器具排水負荷単位は 59.5×10＝595（fuＤ）、

通気立て管の長さは35ｍ：表４－２－28から管径は100㎜となる。  

  ○ｕ 排水立て管径125㎜、 受け持つ器具排水負荷単位は595（fuＤ）、 通気管の長

さは35＋10＝45m、  表４－２－28から管径100㎜となるが、 この通気管は伸

頂通気管なので、 排水立て管管径より細くしてはならないから管径125㎜とな

る。  
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計    算    表 
区   分 

排水管管径

（㎜） 
ｆｕＤ 

通気管距離

（ｍ） 

通気管管径

（㎜） 
備  考 

ループ通気管○ｊ 

      ○ｋ 

      ○ℓ  

      ○ｍ 

      ○ｎ 

      ○ｏ 

      ○ｐ 

      ○ｑ 

通気立て管 ○ｔ 

伸頂通気管 ○ｕ 

100 

40 

75 

75 

40 

75 

75 

100 

125 

125 

26.5 

3 

12 

15 

2 

16 

18 

41.5 

 

595 

10 

3.5 

3.2 

7.5 

4 

4 

4.1 

13 

35 

35＋10=45 

75 

40 

65 

65 

40 

65 

65 

75 

100 

100 

⇓ 

125 

基本則以上である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

伸頂通気管管径は排水

管管径より細くしては

ならない。 

 （例題11）  

  図４－２－40に示す通気管の管径○ａ～○ⅰを求めよ。  

 
図４－２－40 

59.5×10=595 
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「解説」 

 ○ａ 排水立て管125㎜、 受け持つ器具排水負荷単位数は400（fuＤ）、 通気管の長さ

30m、 表４－２－28から管径100㎜となる。  

 ○ｂ 排水立て管 100 ㎜、 器具排水負荷単位数 450（fuＤ）、 長さ 35m、 表から管径

75㎜となる。  

 ○ｃ 排水立て管 100 ㎜、 器具排水負荷単位数 380（fuＤ）、 長さ 40m、 表から管径

75㎜となる。  

 ○ｄ 排水立て管 100 ㎜、 器具排水負荷単位数 160（fuＤ）、 長さ 30m、 表から管径

75㎜となる。  

 ○ｅ 排水立て管125㎜、 器具排水負荷単位数400（fuＤ）、 長さ 30＋15＝45（m）、 表

から管径 100 ㎜となるが、 この管は、 伸頂通気管なので排水立て管より細くし

てはならないから、 管径 125㎜となる。  

 ○ｆ 排水立て管125㎜、 器具排水負荷単位数400＋450＝850（fuＤ）、 長さ最長距離

30＋15＋５＝50 （m）、 表から管径100㎜となるが、 ｅが 125㎜なので125㎜と

なる。  

 ○ｇ 排水立て管100㎜、 器具排水負荷単位数160（fuＤ）、長さ30＋14＝44 （m）、 表

から管径 75 ㎜となるが、 この管は伸頂通気管なので排水立て管より細くしては

ならないから、 管径 100㎜となる。  

 ○ｈ 排水立て管 100 ㎜、 器具排水負荷単位数 160＋380＝540（fuＤ）、長さ最長距離

30＋14＋10＝54 （m）、 表から管径100㎜となる。  

 ○ⅰ 器具排水負荷単位数は、 400＋450＋380＋160＝1390（fuＤ）、長さは、 通気始点

から最も遠い距離をとる。 30＋14＋10＋８＝62 （m）、 表から管径150㎜となる。  

（例題 12）  

 地下に排水槽があり、 これに流入する排水管に接続している器具は、 大便器 （洗

浄弁式） ５個、 壁掛け小便器ストール３個、 洗面器３個、 掃除用流し１個、 流し

２個である。 この排水槽の通気管管径を求めよ。 ただし、 設計条件は下記による。  

  ① 排水ポンプの吐出量は300ℓ/min とする。  

  ② 通気管の長さは50mとする。  

「解説」  

  排水槽に流入する排水管に接続している器具の器具排水負荷単位数は、 大便器８×

５＝40（fuＤ）、 小便器４×３＝12（fuＤ）、 洗面器１×３＝３（fuＤ）、 掃除用流

し３×１＝３（fuＤ）、 湯沸し流し３×２＝６（fuＤ）、 合計 64 fuＤ。  

  一方、 排水ポンプの吐出量を器具排水負荷単位に換算すると、 300×2/3.8＝157

（fuＤ）、 したがって、 負荷の大きい排水ポンプの吐出量を基準にする。  

表４－２－28から管径75㎜となる。   
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（７）雨水管 

   合流式下水道の場合、 管きょの大きさを決定する最大の要素は、 最大雨水流出

量である。 

   浜松市における雨水系統の排水設計には 

   ・給排水設備基準 （換算屋根面積）  

   ・合理式 

のいずれかの方法で設計計算する。 比較的小規模の敷地については、 原則として、 

合理式による。  

   雨水排水は、 浸透ます等により地下浸透を考慮するものとする。  

   ただし、 土地・建物の状況により、 設備することが不適当と管理者が認めたと

きは、 この限りではない。  

 （ａ）屋根面積、 排水面積 

① 屋根面積または排水面積はすべて水平に投影した面積とする。  

② 中庭、 ドライエリア、 または屋上から立ち上がっている塔屋の外壁面、 お

よびセットバックのある面などは、 垂直面に 30°の角度で雨が吹きつける

ものとして、 外壁面の1/2を下のエリアなどの面積に加算する。  

③ 雨水立て管 

雨水立て管の管径は表４－２－29により決定する。  

④ 雨水横管 

     雨水横管の管径は表４－２－30により決定する。  
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表４－２－29 雨水立て管の管径 

 

管径（㎜） 許容最大屋根面積（㎡） 

50 

65 

75 

100 

125 

150 

200 

67 

135 

197 

425 

770 

1,250 

2,700 

１）屋根面積は、すべて水平に投影した面積

とする。 

２）許容最大屋根面積は、雨量 100 ㎜/h を基

礎として算出したものである。したがって、

これ以外の雨量に対しては、表の数値に、

“100/当該地域の最大雨量“を掛けて算出

する。 

３）正方形または長方形の雨水立て管は、そ

れに接続される流入管の断面積以上をとり

また内面の短辺をもって相当管径とし、か

つ“長辺/短辺”の倍率を表の数値に乗じ、

その許容最大屋根面積とする。 

（SHASE-S-206-2009） 

 （例題13）  

 最大雨量 100 ㎜/ｈ地方で、 260  

㎡の屋根面積に必要な雨水立て管の管

径はいくらか。  

 表４－２－29 により 197 ㎡～425  

㎡の中間になるので100㎜とする。  

  （例題 14）  

 最大雨量80㎜/ｈ地方で、 管径 100

㎜の雨水立て管が許容し得る屋根面積

はいくらか。  

 100㎜管が雨量100㎜/ｈのときに受

け持ち得る屋根面積は表４－２－29

により 425㎡であるから 

㎡≒531
80
100425

  

  （例題 15）  

 最大雨量 70㎜/ｈ地方で 220 ㎡の屋

根面積に適当な雨水立て管の管径はい

くらか。  

㎡≒154
100

70220
 

    すなわち、 最大雨量70㎜/ｈ地方での220㎡は、 100㎜/ｈ地方の154㎡に相

当する。 ゆえに、 雨水立て管管径は、 表４－２－29により 75㎜  

 （ｂ）汚水雨水等合流管の管径決定 

① SHASE に基づく管径決定 

     合流式の排水横主管及び屋外排水管と、 雨水横主管または雨水屋外排水管を

接続する場合、 またポンプ、 空気調和用機器等から、 連続的または継続的な

排水を受け入れる雨水横主管または、 雨水屋外排水管の管径は、 その負荷流

量 ＬＱ  （ℓ/ｓ） を屋根面積に換算して雨水の屋根面積に加算し表４－２－30

により決定する。 なお、 換算値は次による。  
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表４－２－30 雨水横管の管径 

１） 都市の下水道条例が適用される地域においては、その条例の基準に適合させなければならない。 

２） 屋根面積は、すべて水平に投影した面積とする。 

３） 許容最大屋根面積は、雨量100㎜/ｈを基礎として算出したものである。したがって、これ以外

の雨量に対しては、表の数値に“100÷当該地域の最大雨量”を乗じて算出する。 

なお、流速が0.6ｍ/ｓ未満または1.5ｍ/ｓを超えるものは好ましくないので除外してある。 

（ＳＨＡＳＥ－Ｓ 206－2009） 

（ⅰ）負荷流量１ℓ/minごとに、 雨量 100㎜/hにおいて0.6㎡の屋根面積とする換

算屋根面積Ａ’（㎡）＝0.6（㎡）×負荷流量 ＬＱ  （ℓ/min）  

（ⅱ）雨量100㎜/h以外に対しては、 “ （0.6×100） /当該地域の最大雨量”に

より補正する。  

 （例題 16）  

 最大雨量 70 ㎜/h 地域で、 負荷流量 60ℓ/min の排水を屋根面積に換算するといく

らか。  

）／（Ｑ（㎡）＝Ａ Ｌ min0.6   

         ＝ ＬＱ
当該地域雨量


1000.6

 

         ＝ 60
70
1000.6




 

         ＝51.4㎡ 

 

② N．P．Cに基づく管径決定 

     合流式の排水横主管や屋外排水管と接続する場合は、 屋根面積を fuＤに換

算しfuＤに加算し表４－２－25により決定する。 なお、 換算値は次による。  

管 径 

（㎜） 

許  容  最  大  屋  根  面  積   （㎡） 

配   管   こ   う   配 

1/25 1/50 1/75 1/100 1/125 1/150 1/200 1/300 1/400 

65 

75 

100 

125 

150 

200 

250 

300 

350 

400 

137 

201 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

97 

141 

306 

554 

904 

― 

― 

― 

― 

― 

79 

116 

250 

454 

738 

1,590 

― 

― 

― 

― 

― 

100 

216 

392 

637 

1,380 

2,490 

― 

― 

― 

― 

― 

193 

351 

572 

1,230 

2,230 

3,640 

― 

― 

― 

― 

176 

320 

552 

1,120 

2,030 

3,310 

5,000 

― 

― 

― 

― 

278 

450 

972 

1,760 

2,870 

4,320 

6,160 

― 

― 

― 

― 

― 

792 

1,440 

2,340 

3,530 

5,040 

― 

― 

― 

― 

― 

688 

1,250 

2,030 

3,060 

4,360 
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（ⅰ）屋根面積 Ａ93 ㎡の場合は換算fuＤ＝256とする。  

（ⅱ）屋根面積 Ａ＞93 ㎡の場合は換算 fuＤ＝256＋（A－93）/0.36 により算出

する。 

（ⅲ）雨量100㎜/h以外の地域では93㎡、 0.36㎡に （100/当該地域の最大雨量） 

を乗じて補正する。  

 （例題 17）  

   最大雨量 60 ㎜/h 地域で、 屋外面積 250 ㎡を受け持つ雨水立て管がある。 これ

を、 fuＤに換算するといくらか。  

   100 ㎜/hに換算した屋根面積 （㎡） ＝250×60/100＝150（㎡） 

   換算 fuＤ＝ 414
36.0

)93150(256 ≒


  

（例題 18）   

   最大雨量60㎜/hの地域に図４－２－41に示す配管がある場合、 ａ点以降の排水

横主管の管径を求めよ。 勾配は1/50とする。 

 

 
図４－２－41 排水横主管の管径決定 

100 ㎜/hに換算した屋根面積 （㎡） ＝400×60/100＝240（㎡） 

① 換算 fuD＝ 664
36.0

)93240(256 ≒


  

     ポンプより 排水ポンプ吐出量 Q＝300ℓ/min 

② 換算 fuD ＝２×流量（ℓ/min） ÷ 3.8（ℓ/min）  

          ＝２×300÷3.8≒157 

    負荷流量４ℓ/sの排水を屋根面積に換算し 

    A' （㎡） ＝0.6× ＬＱ （ℓ/min）  

         ＝ 604
60
1000.6




 

         ＝240（㎡） 
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③ 換算 fuＤ＝ 664
36.0

)93240(256 ≒


  

    勾配は 1/50 換算 fuD＝①＋②＋③＝1485 

    表４－２－25から 管径 200㎜ 

（ｃ）合理式による方法 

   住宅団地、 工場などの広大な敷地の雨水排水管は合理式によって求める。  

① 敷地面積500㎡未満 

   雨水ますは、 浸透式とする。  

② 敷地面積500㎡以上 

    雨水排水量算出は、 合理式による。 なお、 下水道直接放流水量は、 下水道

計画雨水量とし、 それ以上の雨水量については、 浸透ます及び浸透井戸による

浸透式、 雨水調整槽による間接放流式とする。  

ア． 下水道直接放流水量 

     ３年確率とする。  

イ． 浸透式 

  ① 浸透ます 

透水性のますの周辺を砕石で充填し、 集水した雨水を側面及び底面から地中

へ浸透させる施設をいう。  

  ② 浸透井戸 

底面や側面に孔があるものや透水性の空隙を有するもので、 浸透ますより規

模の大きい施設をいう。  

    （ⅰ）降雨強度公式 

     ・Ｉ・Ｃ・Ａ
１

Ｑ＝
360

       Ｑ：流出量 （㎥/ｓ） 

 

     
40

4500
ｔ＋

Ｉ＝ （３年確率降雨強度）    Ｃ：流出係数 

Ａ：排水面積 （ha）  

                     ｔ：流達時間 （分）  

     
7.5702

1479.8
0.7＋ｔ

Ｉ＝ （７年確率降雨強度）  
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表 ４－２－31 地表面の工種別流出係数 

工種別 流出係数 工種別 流出係数 
屋     根 
道     路 
その他の不透面 
水     面 

0.85～0.95 
0.80～0.90 
0.75～0.85 

1.00 

間      地 
芝、樹木の多い公園 
こう配のゆるい山地 
こう配の急な山地 

0.10～0.30 
0.05～0.25 
0.20～0.40 
0.40～0.60 

 
 （ⅱ）流出係数Ｃ 

       排水区域内に降った雨は、 一部は蒸発、 あるいは地下に浸透すること

となるが、 降雨時間内にその残部が即時に下水管に流入するわけではなく、 

一部は、 停滞、 滞流により時間をかけて下水管へ流入する。  

       この下水管に流入する雨水量の降水量に対する比率を流出係数という。  

       表４－２－31に工種別基礎流出係数標準値を示す。  

       この流出係数の算定は、 排水区内の土地の工種別面積をいろいろな方法

で測定し、 これに工種別の流出係数を用い総合平均流出係数として算定す

る。 

 

用途別総括流出係数標準値 

敷地内に間地が非常に少ない商業地域や類似の住宅地域。 0.80 
浸透面の野外作業場などの間地を若干持つ工場地域や庭が若干あ

る住宅地域。 
0.65 

住宅公団団地などの中層住宅団地や一戸建て住宅の多い地域。 0.50 
庭園を多く持つ高級住宅地域や畑地など 
が割り合い残る郊外地域。 

0.35 

 
 （例） 道路 1500㎡、 屋根 2000㎡、 空地 1000㎡ 

     0.73
100020001500

0.2010000.9020000.851500
≒

＋＋

＋＋
Ｃ＝
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    （ⅲ）流達時間ｔ 

 流達時間ｔは、 流入時間 １ｔ と流下時間 ２ｔ の和である。  

ア． 流入時間とは、 雨水がその排水きょの受け持つ流域の最遠隔の地点か

ら地表面を流れて、 排水きょの基点に達するまでの時間で、 普通３～７

分程度で、 排水設備の場合は、 ５分を標準とする。  

イ． 流下時間とは、 排水管最上流から、 最下流まで流達するに要する時

間で、 排水系統の最長延長を、 仮定の平均流速 （普通1.0～1.2ｍ/ｓ） 

で割って求める。  
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（注）排水口の断面積はストレーナがある場合

は、その部分を除外して計算する。 

断面積の計算が面倒な場合は、排水口の

有効内径を基にした面積に、ストレーナ

の形状に応じ、流量係数0.4～0.7を乗じ

て算出してもよい。 

（８）プール排水 
 （イ）マニングの公式による流出量の求め方 

例） 左の図のように排水の流量をます  

の手前で流量0.0245㎥/s以下におさえ

るには、 管径をいくらにすればよいか。 

ただし、 プールの最高水面高から、 ま

す流入管の管高さＨを 2.2ｍ、 プール

排水口からます流入口までの長さℓを

20ｍとする。  

 

 

 

排水管はVUを使用するとマニングの（５）式P４－26により 

83

231000








 １

Ｌ

Ｉ

Ｑ
Ｄ＝ だから 

Ｉ＝2.2ｍ÷20ｍ＝0.11 

ＬＱ ＝24.5ℓ/ｓを（５）式に代入し計算すると 

Ｄ＝103.8 （㎜） となる。 これは VU100㎜ （実内径107㎜） に相当する。  

 

プール等の排水時間の求め方 

１ 排出時間計算式 

  図に示すような水槽があり、 このなかの水が水位 １Ｈ から ２Ｈ になるまで水を排出

した場合、 その時間をｔ秒とすれば、 

以下のようになる。  

排水口の流速は、 トリチェリの定 

理から gh2 であるが、 水位によ

り流速が変化するから、 １Ｈ から ２Ｈ

への中間の水深を平均流速と仮定す

る。  

 
２

ｇＨ＋ＣＡｇＨＣＡ
Ｑ＝ ２１ 22

 

流量 Q に時間ｔをかけると排出した体

積であるから、  

  ２１０ －ＨＨｔ・Ｑ＝Ａ   
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Ｑ

－ＨＨＡ
ｔ＝ ２１０   

 
 ２１

２１０

ｇＨ＋ｇＨＣＡ

－ＨＨＡ

22
2

  

  
 ２１

１２１０

Ｈ＋ＨｇＣＡ

Ｈ－ＨＨ＋ＨＡ

2
2 2  

 ２１
０ Ｈ－Ｈ
ｇＣＡ

Ａ

2
2

  

ｔ：水位 １Ｈ から ２Ｈ までに要した排水時間 （ｓ）  

０Ａ ：水槽内のり面積 （㎡）  

 Ａ：排水口の有効断面積 （㎡）  

 Ｃ：流量係数 

１Ｈ ：最初の水深 （ｍ）  

２Ｈ ：最終の水深 （ｍ）  

 ｇ：重力の加速度 （9.8ｍ/ ２Ｓ  ）  

 

この式からわかるように、 最終の水深 ２Ｈ を０にした場合、 つまり水槽の水を全部排

出した場合の排水時間ｔは次のようになる。  

１
０ Ｈ
ｇＣＡ

Ａ

2
2

  

 ただし、 この計算式は排水口で開放した場合の計算式である。 実際に排水口からす

ぐ開放されることは少なく、 配管である程度延長されている場合がほとんどである。 そ

の場合は排水時間を多少長くとる。 しかし、 配管が短い場合はとくに考慮しなくても

よい。  

 「計算例」  

 幅 12.5ｍ長さ 25ｍ、 水深１ｍのプールがある。 このプールの水を排出し終わる時間

を求めてみる。 ただし、 排水口径は100Ａと 125Ａの二通りについて検討してみること

にする。  

 （解） プールの内のり面積は、 12.5×25＝312.5㎡、 排水口の断面積は100Ａで0.0078

㎡、 125Ａの場合は0.0123㎡、 流量係数を0.7とすれば、  

１） 排水口径100Ａの場合 

 分ｓ＝７時間＝１＝Ｈ
ｇＣＡ

Ａ
ｔ＝ １ 1125856

9.820.00780.7
312.52

2
2 0 
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２） 排水口径125Ａの場合 

 分ｓ＝４時間＝１＝Ｈ
ｇＣＡ

Ａ
ｔ＝ 3316396

9.820.01230.7
312.52

2
2

2
0 




 

 

２ 排出水量算定式 

 １２ｇＨ＝ＣＡＱmax  

   前例により計算する。  

 （１）排水口径100Ａの場合 

 0.02429.820.00780.7max ＝１＝２ｇＨ＝ＣＡＱ １  ㎥／ｓ 

 （２）排水口径125Aの場合 

 0.03819.820.01230.7max ＝１＝２ｇＨ＝ＣＡＱ １  ㎥／ｓ 

   この式からもわかるように、 排水口径を大きくすると流量が過大になるので、 排

水先の排水能力を十分考慮し、 排水時間と合わせて管径を決めなければならない。 



 

 

 

第５章 施    工 
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第５章 施  工 

 

１． 施工一般 

  施工は設計図・仕様書に従い行われるのであるが、 いかに妥当な設計がなされ良

い材料をもってしても、 これに良心的な施工が伴わなくては排水設備工事の完璧を

期することはできない。 ここに施工上必要な一般事項を取りまとめてみる。  

 （１）重量物の通るような場所では、 築造物の補強防護を考えること。  

（２）築造・改造工事の場合は、 既設排水設備への取り付け、 または既設排水設備

の改造・撤去などが伴う。 これに際しては、 補修・閉塞その他適切な措置を忘

れてはならない。 

（３）設計変更は、 障害物の関係または施設者の要求などで当然起こり得るが、 こ

れは下水道事業管理者の確認を得て処理する。  

（４）工事完了後の跡片付けはとかく軽視されがちであるが、 それでは完全な工事

とはいえない。  

    地ならしのみではなく、 石屑・残土の始末・汲取口のつくろい、 一時取り

外した羽目板なども見苦しくなく復旧する配慮が必要である。  
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２． 測量 

 （１）やり方 

排水管の所定の勾配線、 中心線を表示するもので、 ２本の杭に貫板を水平

に打ち込んだものである。 おおよそ地

表面から 30～50㎝程度の高さに貫の天

端がくるようにして、 貫板の天端から

管底までの高さｈの管底棒 （バカ棒） 

を作り、 やり方とやり方の間に張った

水糸から管底棒により管底を決定する

ものである。  

 やり方の設置は、 勾配の変化点、 方

向の変化点などに設けるので、 通常、 

ますの位置になることが多い。 やり方

の間隔は、 直線の場合 10～20 m に１ヶ所程度でよく、 それ以上距離が長くな

ると水糸のタワミが大きくなって管布設に支障をきたすため好ましくない。  

    やり方の設置には種々の方法があるが、 その一例を示す。  

（イ）掘削に先立ち、ますの位置に中心杭並びに中心釘を打つ。  

（ロ）ますの掘削に影響を与えない幅で、 中心杭の両側におおよそ掘削線と直角

になるようそれぞれ杭 1.2.3.を２本づつ打ち込む。  

（ハ）各ます箇所に打った２本の杭に設計勾配に見合う貫板を打ち付ける。  

    なお、 貫板の高さは次の順序で求める。 

 

図５－２－２ 

 

図５－２－１ 
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    (ａ) 管底棒 （バカ棒） の長さを求める。  

公共汚水ます （公共汚水ますインバート底面を基準とする） の深さ

が 70㎝程度であり、 地盤から貫天端までの高さ 30 ㎝程度を考慮して長

さを 1.00 m とする。 従って、 貫天端 （やり方天端） は、 管底より

1.00 m 高い位置に設置されることとなる。  

    (ｂ) レベルを適当な位置に据付ける。  

    (ｃ) インバート底面に標尺を立ててこれを読み取る。 この値が 2.30 m で

あった。  

    (ｄ) 杭１の貫天端高 （やり方天端） を求めるには、 公共ます底面に立て

た標尺の読み値 2.30 － バカ棒の長さ 1.00 m ＝ 1.30 m であるから、 杭

１にそれぞれ沿わせて立てた標尺の読み値が 1.30 m になるように標尺を

上下し、 一致させる。 この時の標尺底 （０目盛） を杭に印す、 すな

わちこれが貫天端位置である。  

   (ｅ) 杭２の貫天端高を求めるには 1.30ｍ－杭 1～杭 2 間の距離 10.00ｍ×

100
2.0

＝1.10 となり公共ますの所に貫天端に立てた標尺の読みから標尺の

読み値が 1.10 m になるよう同様に標尺を上下し、 貫天端位置を印す。  

    (ｆ) 杭 3の貫天端高も(ｅ)と同様に行なう。  

すなわち、 1.30ｍ－杭１～杭 3 間の距離 17.00ｍ×
100
2.0

＝0.96ｍとな

り、 標尺を操作し杭 3に天端位置を印す。  

以上で各杭に貫天端の位置が印されたので、 おのおの貫板を打ちつけ

ればよい。 なお、 貫板は常に水平になっているはずなのでこの点に留

意すること。  
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（ニ）貫天端に中心釘を打ち水糸を張る。 水糸は、 ますの中心及び管中心が一直

線になるように張るものであるから、 まず、 ますの中心釘の位置を次の方法

で貫に移し替える。 貫がます中心杭の真上にあるとき図５－２－３は、 下げ

振りを使用して貫の天端に移し替え釘を打つ。  

 

図５－２－３                 図５－２－４ 

 

ます中心と貫の位置が一致していないとき図５－２－４は、 中心杭間の中

心釘に水糸を張り、 下げ振りを使って天端に移し替え釘を打つ。  

以上で実際に布設しようとしている管底より 1.00 m 高い位置に水糸が張ら

れたわけである。  

なお、 ます内に段差がある場合、 貫を２段に打つか管底棒の長さを変え

ればよい。 またますの真上に貫を設置すると作業 （ます設置） がしにくい

という場合は、 杭を打ち込む際ますの位置を避ければよいわけで、 貫高の

計算は 「(ハ)の(ｅ)」 を参考に行なえばよい。  

作業中、 張った糸が邪魔になる場合は、 一時横にずらすなどして行えば

よい。 また最近では、やり方や水糸を使わず、レーザー光線を用いた方法が

用いられている。これは、管きょ内に設置したターゲットにレーザー光線を

当てることによって容易に芯出しや管底高の確認が行える。 
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 （２）簡易なやり方 

 

図５－２－５ 

 

 （３）水準測量 

    公共汚水取付管深さ （H） は 0.9～1.0 m を標準とするが道路面より敷地が

著しく下がったり、 宅内配管距離が長くなるような場合は、 厳密に公共汚水

取付管の深さを決めることが必要になってくる。 そこで水準 （レベル） 測量

について一般事項を取りまとめてみる。 

（イ）用 語 

    (ａ) 後視と前視 

       標高の知られている点または基準点に立てた標尺 （スタッフ） の読

みを後視 （back sight） といいＢ.Ｓと略記する。 また、 高さを求め

ようとする点に立てた標準の読みを前視 （fore sight） といいＦ.Ｓ.

と略記する。  

       ここで、 前・後という語はいずれも進行方向に無関係である。  
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    (ｂ) 器械高と視準高 

       望遠鏡の視準線の標高を器械高 （instrument height） または視準高 

（height of sight-line） といいＩ.Ｈと略記する。  

    (ｃ) もりかえ点と中間点 

       レベルを据え代えるために、 前視および後視をともにとる点をもりか

え点（turning point） といいＴ.Ｐと略記する。  

（ロ）測量方法 

    (ａ) 二点間の距離が近く１カ所に器械を据付けた時、 両点に立てた標尺 

（スタッフ） が見える場合 

① Ａ、 Ｂ両点のほぼ中央に器械を据付ける。  

② Ａ点に立てた標尺の視準高さ 3.52 m を読む。 即ち後視 （Ｂ.Ｓ） で

ある。  

③ 望遠鏡を回しＢ点に立てた標尺の高さ 2.35 m を読む。 即ち前視 （Ｆ.

Ｓ） である。  

④ Ａ点とＢ点の高さの差は 

       3.52－2.35＝1.17 m 

⑤ 一般に標尺の読みの多い方の点が低い。 

 

図５－２－６ 

    (ｂ) 二点間の距離が遠く１箇所に器械を据付けた時、 両点に立てた標尺が

見えない場合 

① ａに器械を水平に据付け、 Ａ点に立てた標尺の高さ即ち後視 （Ｂ.

Ｓ） を取り、 これを 0.6 m である。  

② 望遠鏡を回しＢに立てた標尺の読み、 即ち前視 （Ｆ.Ｓ） を取り

これを 2.1 m である。  

③ 器械をｂ点に移しＢに立てた標尺を読む。 即ち後視 （Ｂ.Ｓ） を

取り、 これを 3.0 m である。  

④ 望遠鏡を回しＣに立てた標尺を読む。 即ち前視 （Ｆ.Ｓ） 0.9 m で

ある。  

⑤ 器械をｃに移し同様の方法を繰返す。  

⑥ 以上の結果を野帳に記入する。  
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図５－２－７ 

⑦ Ａ点とＤ点の高さの差は 

        5.4－4.2＝1.2 m である。  

⑧ 一般に後視 （Ｂ.Ｓ） 合計が前視 （Ｆ.Ｓ） の合計より少ない時

は、 最初の点は最後の点より高い。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

測 点 
後 視 

（B.S） 

前 視 

（F．S） 

A 0.6  

B 3.0 2.1 

C 0.6 0.9 

D  2.4 

計 4.2 5.4 
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（ハ）野帳記入方法 

    (ａ) 両地点、 図５－２－８において、 Ａ点に対するＢ点の高さを求める

のが主眼で、 途中の測点１， ２， ３……等の地盤高を求める必要がな

い場合には、 次の方法で求める。  

 

測  点 距  離 
後  視 

（B.S） 

前  視 

（F.S） 

地 盤 高 

（GH） 
摘  要 

Ａ  0.90  10.00 
Ａの高さは基準面

上 10.00ｍとする。 
１   1.25  

２   1.45  

３  1.25 1.15  Ｔ．Ｐ 

４   0.85   

５  1.32 0.45  Ｔ．Ｐ 

６   0.64   

Ｂ   1.24 10.63 Ｔ．Ｐ 

計  3.47 2.84（Ｔ．Ｐ前視の合計） 

3.47－2.84＝0.63 

図５－２－８ 

解 説 

① ａに器械を据えＡに立てた標尺の読み0.9 mを得たとすれば後視 （Ｂ.

Ｓ） であるから表のＡ欄の後視に 0.9 m と記入する。  

② 望遠鏡を回し測点１に立てた標尺を読み 1.25 m を得たとすれば、 前

視 （Ｆ.Ｓ） であるから測点１の前視に 1.25 m と記入する。  

③ 器械をａに据えたままで測点２に立てた標尺を読み、 1.45 m を得た

とすれば前視であるから、 測点２の前視の欄に 1.45 m と記入する。  

④ 器械はそのままとして更に測点３に立てた標尺を読み、 1.15 m を得

たとすれば前視であるから、 測点３の前視の欄に1.15 mと記入する。  

⑤ ａ点に器械を据えたままでは測点４に立てた標尺を読む事が出来ない
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時には、 器械をｂ点に移す。  

⑥ ｂ点に器械を据えかえて測点３に立てた標尺の読み1.25 mを得たとす

れば、 後視であるから測点３の後視に 1.25 m と記入する。  

⑦ 望遠鏡を回して前視を取る。  

⑧ 以上で野外作業を終え次に室内作業として野帳を整理して、 地盤の高

さを求める。  

⑨ Ａの点はＢＭ （ベンチマーク） であるから基準面からの高さはあら

かじめわかっているが、 通常は 10 m 位に仮定して置く。 これは余り

低く取ると地盤高が （－） となるところがあるから、 現場に合わせ

適切に定めなくてはならない。 

⑩ 後視を合計すれば 

0.90＋1.25＋1.32＝3.47 m 

⑪ 次に水準器のＴ.Ｐ前視のみを合計すれば 

1.15＋0.45＋1.24＝2.84 m 

⑫ 前視と後視の差を求めれば 

3.47－2.84＝0.63 m 

⑬ Ｂ点の地盤高は 10.00＋0.63＝10.63 m 

  (ｂ) 器高式記入法 

  視準高さまたは水準器の高さを求め、 これにより各測点の地盤高を求める方法。  

測 点 距 離 
後 視 

（B.S） 

前 視 

（F.S） 

機械高 

(I.H) 

地盤高 

（G.H） 

施工基面高 

（F.L） 
摘  要 

Ａ  0.90  10.90 10.00  
Ａ の 高 さ は 基 準 面 上

10.00ｍとする。 
１   1.25  9.65  

２   1.45  9.45  

３  1.25 1.15 11.00 9.75  Ｔ．Ｐ 

４   0.85  10.15   

５  1.32 0.45 11.87 10.55  Ｔ．Ｐ 

６   0.64  11.23   

Ｂ   1.24  10.63   

 

解 説 

① 図５－２－８により記入法は(ａ)の場合と同様である。  

② 視準高 （器械高 I.H） の高さは次の様にして計算する。  

地盤の高さ＋その点の後視 

例えばＡ点においては 10.00 （地盤高） ＋0.90 （後視） ＝10.90 m 

         測点３においては  9.75 （ 〃 ） ＋1.25 （ 〃 ） ＝11.00 m 
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③ 地盤の高さ （G.H） は次の様にして求める。  

器械高－前視 

例えば測点１においては 10.90－1.25＝ 9.65 m 

          測点６においては 11.87－0.64＝11.23 m 

④ 後視 （Ｂ.Ｓ） の合計と前視 （Ｆ.Ｓ） の合計との差を、 最初の測

点の地盤高に加える時は、 最後の地盤高を求めることが出来る。  

⑤ 以上のようにして最後の測点の地盤高が正しいか、 否かを検算するこ

とが出来る。  

  (ｃ) 昇降式記入法 

測 点 距 離 
後 視 

（B.S） 

前 視 

（F.S） 

昇 

(＋) 

降 

（－） 

地盤高 

（G.H） 
摘  要 

Ａ  0.90    10.00 
Ａの高さは基準面上

10.00ｍとする。 
１   1.25  0.35 9.65 

２   1.45  0.55 9.45 

３  1.25 1.15  0.25 9.75 Ｔ．Ｐ 

４   0.85 0.40  10.15  

５  1.32 0.45 0.80  10.55 Ｔ．Ｐ 

６   0.64 0.68  11.23  

Ｂ   1.24 0.08  10.63 Ｔ．Ｐ 

 

解 説 

① 図５－２－８により野帳記入法は前に同じ。  

② 後視 （Ｂ.Ｓ） より前視 （Ｆ.Ｓ） を引いた値が （＋） の時は昇

の欄へ記入する。  

例えば測点４において 1.25 （後視） －0.85 （前視） ＝0.40 m （昇）  

         測点Ｂにおいて 1.32 （後視） －1.24 （前視） ＝0.08 m （昇）  

③ 後視 （Ｂ.Ｓ） より前視 （Ｆ.Ｓ） を引いた値が （－） の時は降

の欄へ記入する。  

例えば測点１において 0.90 （後視） －1.25 （前視） ＝－0.35 （降）  

         測点３において 0.90 （後視） －1.15 （前視） ＝－0.25 （降）  

④ 地盤高は次のようにして計算する。  

後視を取った点の地盤高に昇の時は加え降の時は減ずる。  

例えば測点１においては 10.00 （地盤高） －0.35 （降） ＝ 9.65 

         測点３においては 10.00 （地盤高） －0.25 （降） ＝ 9.75 

         測点４においては  9.75 （地盤高） ＋0.40 （昇） ＝10.15 

         測点Ｂにおいては 10.55 （地盤高） ＋0.08 （昇） ＝10.63 
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３． 掘削 

掘削には、 人力掘削と機械掘削とがあり、 前者は小規模な工事の場合で、 後者

は大規模な場合に使用される。 排水設備工事の場合は、 普通人力掘削である。  

排水管の掘削にあたって一般家庭の場合、 場所によって家屋の土台、 窓枠その

他の建築物などを利用工夫すれば、 少なくともやり方の技術は生かされ、 また生

かすべきである。 また建築などにみられる水盛やり方を利用する方法もあるが、 距

離が長くなると不正確になりやすいし、 間違いも多くなるので使用の際は十分注意

を要する。  

掘削幅は、 掘削深さ及び土質などにも左右されるが浜松市では次の表５－３－１

を標準としている。  

一般的には、 管をまたぐことのできる余裕ある幅でよいわけである。 

 掘削は、 やり方に水糸を張って勾配線を出し、 いわ

ゆる管底棒を用いて掘削面を決めていく。 普通地盤は、 

踏み固められただけでも収縮し、 必要以上の深さになる

ので、 これを計算に入れて管底棒をこまめに使用するこ

とが肝要である。 できるだけますとますの１区間の所定

の深さに、 凸凹のないように一直線に掘削して、 その

底面を木ダコなどで充分に突き固める。  

  基礎工は、 普通土や締まった粘土では必要ないが、 ゆるい粘土や泥炭質のよう

な腐蝕土などいわゆる軟弱地盤で、 将来排水設備の沈下、 損傷が予想されるよう

な場所で塩化ビニール管を布設する場合は管径以上の厚さの切込砂利等で基礎を固

める。  

 （１）掘削に伴う問題点 

（イ）掘りすぎた場合は、 普通土以上の良質土 （砂利交り土など） では、 その

まま所定の深さになるまで木ダコにより突き固めながら埋戻してよいが、 粘

土質以下の軟弱土では切込砂利等を入れて突き固めること。 

（ロ）雨水、 湧水などの水は、 排水路やカマ場を設けてポンプなどにより排除し

なければならない。 水によって管布設地盤が乱されたときは切込砂利等を敷

均して十分突き固めること。 

（ハ）掘削の際、 水道管、 ガス管などの地下埋設物が出てきた場合は、 これを

損傷しないようにしなければならない。 場合によっては防護をしたり、 排水

管布設に支障となるときは、 切廻し等を管理者もしくは専門業者と協議して

行なわなくてはならない。 

 

表５－３－１ 

排水管（内径） 掘削巾 

40～50 ㎜ 40 ㎝ 

65～75 50 

100 60 

125～200 70 
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（ニ）掘削深さが 1.5 m 以上になったときは、 土留矢板を必ず設置する。1.5 m

以下でも土砂が崩壊するおそれのある場合も同様である。 ただし掘削に法面

をつけて実施し、 崩壊のおそれのない場合は土留矢板は必要としない。 普通

土で安定した法面とは、 １：１以上をいう。 

（ホ）一般家庭の工事の場合、 掘削しにくい狭い場所では、 掘削土の仮置きが出

来ない。 この場合は、 ますとますとの１区間の掘削土を仮置できる場所まで

運び、 その区間だけ管及びますを布設し、 次の１区間の掘削土で埋戻しをす

るとよい。 最後の区間の埋戻は仮置土で処理すればよい。  

 

（２）埋戻しの方法 

    埋戻しは、 普通宅地内の場合、 掘削土により行う。 しかしヘドロになった

土は埋戻土に使ってはならない。 埋戻しの方法は次の通りである。  

（イ）埋戻しは、 管などの接着部が十分に硬化したことを確かめてから行う。  

（ロ）管の両側に均等に土砂を入れ、 足で踏み固めながら管を動かさないよう行

う。 この際、 棒なども使用して管の下端に十分土砂が詰まり、すき間のな

いようにしなければならない。  

（ハ）石などは、 管を損傷するおそれがあるので直接管の表面に触れないように

し、 埋戻土に混じっているごみや腐蝕性の雑物は出来るだけ取除くようにす

る。  

（ニ）管が動かない程度に土砂が踏み固められたならば、 それから上の埋戻しは

木ダコやランマーなどで突き固めながら埋戻す。 しかし、 管の真上のラン

マー使用は、 土砂を 50 ㎝以上埋戻さなければ行ってはならない。 突き固め

は 20㎝埋戻すごとに行うことが大切である。  

（ホ）埋戻しは、 地盤高にならない地ならしも含めて突き固めるが、 残土処理

を兼ねた余盛は行ってはならない。 かまぼこ型の余盛は不体裁であり危険で

ある。  

（へ）公道の埋戻しは、 道路管理者の許可条件により埋戻さなければならない。 

なお、 私道で車輌の運行する道路は、 路面に砂利などを敷均し、 ランマー、 

インパクトローラー、 ロードローラーなどで転圧を必要とすることが多い。  
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４． 管の接合 

  排水管の接合は、 ソケット接合、 接着接合、 カラー継手、 いんろう継手等が

ある。 管種と管の接合は次の通りである。  

表５－４－１ 

管     種 接 合 方 法 

塩 化 ビ ニ ー ル 管 
接着接合 

ソケット接合（ゴム輪） 

耐 火 二 層 管 接着接合 

鋼 管 
ネジ接合 

排水鋼管用可とう接合 

 

 （１）塩化ビニール管 

    塩化ビニール管には管厚の異なる VU・VP 管があるため、 継手は同一管種の

ものを使用しなければならない。  

  （イ）接合方法 

（ａ）接着接合 

       受口内面及び差し口外面をきれいに拭い、 受口内面、 差口外面の順

で接着剤をはけで薄く均等に塗布する。 接着剤塗布後は、 速やかに差

し口を受け口に挿入する。 挿入方法は原則として呼び径 150 以下は挿入

機またはてこ棒、 呼び径 200 以上は挿入機を用いる （図５―４―１参

照）。  

   （ｂ）ゴム輪接合及び圧縮ジョイント接合 

       受口及び差し口をきれいに拭い、 ゴム輪が所定の位置に正しく納まっ

ていることを確認して、 ゴム輪及び差し口に指定された滑材を均一に塗

り、 差し込みは、 原則として挿入機を用い、 呼び径 200 以下はてこ棒

を用いてもよい （図５―４―１参照）。 なお、 圧縮ジョイント接合の

場合も同様に行う。  

   （ｃ）モルタル接合 

       接合用のモルタルは所定の配合とし、 練ったモルタルを手で握り締め

たとき、形態を保つ程度の硬練りとする。 管の接合部は接合前に必ず泥、 

土等を除去、 清掃し、 受口と差し口を密着させた上で、 モルタルを十

分に充填する。 なお、 管内にはみ出したモルタルは速やかに取り除く。  
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接着接合状態 

 

ゴム輪接合状態 

 

挿入機による差し込み 

 

てこ棒による差し込み 

 

 

 

図５－４－１ 
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  （ロ）ます及びマンホールとの接合 

（ａ）ます、 マンホール等コンクリ 

   ート部分との接合には 「ます取 

付け短管」 を使用する。  

（ｂ）取付管の勾配が急な場合、  

ますの内側に管の一部がつき出 

ないように取り付角度に合せて                  

管端を斜めに切る。 さらに管口

とますの内面を円滑に仕上げる。  

 
図５－４－２ 

    （ｃ）ますとの接合部に

は樹脂系接合剤を

使用する。 ただし

外面は樹脂系接合

剤またはモルタル

仕上げとし、 十分

硬化した後に埋戻

しを行う。  

 

 

 

図５－４－３ 
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 （２）耐火二層管 

  （イ）管の切断手順 

 

図５－４－４ 

  （ロ）内管の接続手順 

 

図５－４－５ 
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  （ハ）メジ施工手順 

 

   

（ニ）耐火二層管の支持間隔 

 

図５－４－７ 

図５－４－６ 
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（ホ）末端器具との接続例 

 

図５－４－８ 

 

  （へ）異種管との接続例 

 

図５－４－９ 
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 （３）塩化ビニール管と異種管との接合方法 

  （イ）排水用鋳鉄管 （及び排水管用鋼管） との接合 

     メカニカルジョイント （押輪） 型鋳鉄管・鋼管の場合は図５―４―10 の

ように鋳鉄管・鋼管受口にはそのまま鋳鉄管・鋼管差口には継ぎ輪を介して、 

簡単にゴム輪接合ができる。  

 

図５－４－10 メカニカルジョイント型排水用鋳鉄管・鋼管（差口）との接合 

 

  （ロ）鋼管との接合 

     鋼管との接合は、 図５―４―11のように鋼管用アダプターを介して簡単に

行える。  

     また、 図５―４―12 のようにねじ込型排水管継手 （JIS B 2303） と TS （メ

タル入り） バルブソケットを用いれば、 直管部や合流部の鋼管との接合も

簡単に行える。  

 

図５－４－11             図５－４－12 
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５． 配管 

配管は適切な材料及び工法により、 所定の位置に適正に施工する。  

排水管・通気管を施工するに当たっては、 設計図書に定められた材料を用い、 所

定の位置に適切な工法を用いて施工する。 主な留意点は次のとおりである。  

 １）管類・継手類その他使用する材料は、適正なものとする。  

 ２）新設の排水管等を既設管等に接続する場合は、 既設管等の材質・規格等を十分

に調査確認する。  

 ３）管の切断は、 所定の長さ及び適正な切断面の形状を保持するように行う。  

 ４）管類を結合する前に、 管内を点検・清掃する。 また必要があるときは異物が

入らないように配管端を仮閉そく等の処置をする。  

 ５）管類等の接合は、 所定の接合材・継手類等を使用し、 材料に適応した接合法

により行う。  

 ６）配管は、 所定のこう配を確保し、 屈曲部等を除き直線状に施工し、 管のたる

みがないようにする。  

 ７）配管は、 過度のひずみや応力が生じないような、 また伸縮が自由であり、 か

つ地震等に耐え得る方法で支持金物を用いて支持固定する。  

 ８）排水管・通気管は、共に管内の水や空気の流れを阻害するような接続方法をし

てはならない。  

 ９）管が壁その他を貫通するときは、 管の伸縮や防火等を考慮した適切な材料で空

隙を充填する。  

 10）管が外壁または屋根を貫通する箇所は、 適切な方法で雨水の浸入を防止する。  

 11）水密性を必要とする箇所にスリーブを使用する場合、 スリーブと管類との隙間

には、 コールタール・アスファルトコンパウンド・その他の材料を充填またはコ

ーキングして、 水密性を確保する。  

 12）壁その他に配管のために設けられた開口部は、 配管後、 確実に密着する適当

な充てん材を用いてネズミ・害虫等の侵入防止の措置をとる。  
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 ６． 便槽処理 

 （１）浄化槽の処理 

    浄化槽の処理は、 浄化槽を撤去することが望ましいが、 撤去できない場合

はし尿をきれいに汲み取った後、 各槽の底部に10cm以上の孔を数ヶ所空ける。

または破壊し良質土で埋戻す。  

    浄化槽の汚泥は専門処理業者に汲取り処分させ、 公共ます等に投棄してはな

らない。  

    また埋戻し後、 排水管が不同沈下を起こしたり、 浄化槽部分だけが沈下し

ないように入念に締め固めを行う。  

 （２）便槽処理 

    汲み取り便所を水洗便所に改造する場合は、 便器と排水管の接続に先立って、 

既設便槽を取り壊すかまたは撤去する。  

    通常の場合は、 し尿をきれいに汲み取った後、 便槽部分に穴を空け、 また

は破壊し水抜孔を設ける。 その後、便槽内部を適量の良質土で埋戻し、 便器

と排水管を接続する。  

 （３）浄化槽の再利用 

    浄化槽を再利用して雨水を一時貯留し、 雑用水 （庭の散水・防火用水等） そ

の他に使用する場合は、 し尿の汲み取り・清掃・消毒を行うとともに、 貯留

槽としての新たな機能を保持するための次の事項に留意して改造などを行う。  

（イ）屋外排水設備の再利用が可能な場合には、 その使用範囲を明確にして雨水

のみの系統とする。 また、 浄化槽への流入・流出管で不必要なものは撤去し

て、 それぞれの管口を閉塞する。 なお、 再使用する排水管の清掃等は浄化

槽と同時に行う。  

（ロ）浄化槽内部は、 仕切り板の底部に孔を空けて、槽内の流入雨水の流通を良

くし、 腐敗等を防止する。  

（ハ）既存の揚水ポンプを使用する場合は、 雨水揚水ポンプとして機能するかど

うか点検した上で使用する。  

（ニ）浄化槽本体が強化プラスチック製などの場合は、 地下水等により槽本体が

浮上することがあるので、 利用にあたっては注意する。  

     また、 維持管理については、 貯留雨水の利用法に合った方法を選択する

必要がある。 
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第６章 排水設備工事の実務 

１．排水設備工事の進め方の注意事項 
(１）取付管について 
 (イ) 一般的注意事項 

  (ａ) 取付管位置の検討にあたっては、長期的な視点に立ち、排水設備工事の合理

性・経済性について十分検討し決定する。また、民地側の基礎等、家相・鬼

門や隣地境また将来計画の確認を含め申請者本人の現地確認を必ず行うこと。 
※取付管付替時に実費負担となり、指定工事人への責任問題になる場合あり 

  (ｂ) 取付管は、１宅地１箇所を基本とする。（浜松市公共下水道取付管設置要綱） 

  (ｃ) 取付管設置口径は、表２－３－１、２－３－２、２－３－４を参照し、また

は既設排水管状況を勘案して決定する。 

  (ｄ) 取付管設置深さは、排水管の内径と標準的な勾配（表２－３－３参照）で検

討し、かつ、下水道本管設計及び埋設深さを勘案して決定する。 

  (ｅ) 取付管設置位置及び取付ますについて 
    ① 建物内や建築予定になる箇所は避ける。 
    ② 将来設置取付ますが公道境界より１ｍ以内とする。 
    ③ Ｐ２－６９（ロ）取付ますの設置上の留意点を考慮する。 

 (ロ) 取付管１号様式の場合 
下水道本管埋設時に提出する取付管申請書である。 
申請書の記入時には、申請者（市民）と接するので、「指定工事人規程」に従

い誠実に対応すること。 
※営業活動は「地元説明会」開催後に行い、開催前は自粛すること。理由は以

下のとおり。 
① 地元説明会で市の職員が下水道工事から宅内排水設備工事までを説明す

る。 
② 開催後である為、施主は了承済みであり、指定工事人の営業活動がスム

ーズになる。 

  (ａ) 申請書の記入について 
① 申請者氏名の下に連絡電話番号の記入を依頼すること。 
② 上水道使用の場合、検針票等で確認し「お客さま番号」を記入。 
→指定工事人が記入してもよい。複数有り記入できない場合は別紙へ記入可。 
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  (ｂ) 取付管設置深さ及び口径（大規模流入）が下水道本管設計に影響を及ぼす場

合は、事前に工事担当課と協議をすること。 
    ① 下水道本管の設計に影響  →深さ・勾配・口径の再検討 

② 排水設備の施工勾配・口径に影響 
③ 日量による取付管口径の検討  →表 2－3－1、2－3－2、2－3－4 参照 
④ 既設建物の排水管状況を把握し検討  →集合住宅に注意必要 

 (ハ) 取付管２号様式の場合 
供用開始後に取付管未設置箇所に公費で設置する場合は、「取付管２号様式」

に基づいて申請するもの。 

  (ａ) 原則、排水設備工事を施工する場合に申請できる。（浜松市公共下水道取付

管設置要綱による） 

  (ｂ) 取付管設置工事は、申請書を提出し受付けされてから３ヶ月の期間が必要で

あるので、申請者にその旨を説明し理解を得ること。 

  (ｃ) 申請は、受益者負担金が納付されていること。かつ、申請に必要な書類を揃

えること。 

  (ｄ) 上水道給水管・ガス管占用工事による舗装復旧においては特に留意すること。 
                           →道路管理者の指導あり 

  (ｅ) 申請を中止・変更する場合は、遅延なく担当課・室に報告する。 

(ニ) 取付管３号様式の場合 
  供用開始後に取付管２号様式で公費にて設置できないものを、「取付管３号様

式」に基づいて申請するもの。 

(ａ) 排水設備工事を施工する場合に申請できる。 

(ｂ) 受益者負担金が納付されている場合に申請できる。 

(ｃ) 道路占用申請は、必要書類を申請書に添付し提出すること。また、取付管施

工業者は入札指名参加業者とする。 

(ｄ) 必要書類と申請書が確認され、 道路占用許可と道路使用許可を受けてから

施工できる。 

(ホ) 法第 16 条及び法第 24 条による施工は、担当課・室への申請になる。 

(ヘ) 特定事業場の場合は、 特定ますの設置等事前に協議すること。 
 ※「排水計画事前協議」（Ｐ６－２２参照）内容に関わる場合は、協議を行うこと。 
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(２） 排水設備工事を進めるにあたっての留意点 
 (イ) 分譲地について 

  (ａ) 基本計画 

① 施工後に「寄附譲与受入れ」により上下水道部にて維持管理する場合は、

法第 16 条協議により本管（公道に準じた）施工を行う。 

※進入路を市道認定する場合は、道路管理者と事前調整により条件を確認

し施工方法を検討。 

※合流区域で雨水分離を図っている地域の道路形態及び道路雨水処理につ

いては、関係各課と協議。 

※宅内雨水処理については、分流区域と同様の施工を行う。（Ｐ３－４（二）

参照） 

② 施工後に「寄付譲与受け入れ」をせず、分譲開発者または排水設備所有

者等が維持管理する場合は、排水設備として施工を行う。ただし、以下

の条件による。 

(ア) 排水設備は原則φ100 ㎜以上及び規定勾配を確保すること。 

(イ) 将来の維持管理に係わる「誓約書」を提出すること。 

  (ｂ) 道路形態箇所の施工方法について 

① 排水主管と同口径で分譲取付管を施工する場合は、ます合流とする。た

だし、私道排水主管より分譲取付管口径が小さい場合は、確認協議によ

り管合流とすることができる。なお、保護ふたによる施工が望ましい。 

② 道路形態箇所の境界より 1m以内に分譲取付ます（φ200 ㎜）を設置する。 

  →維持管理及び所有区分の明確化。 

  (ｃ) 合流区域等の基本的取扱い（雨水分離を図っている雨水きょが整備された

地域） 

全体分譲地面積 500 ㎡以上の場合、「排水計画事前協議」の対象とする。 

内容は、下記による。 

    ① 雨水抑制施設については、浸透井戸等の設置を検討する。 

    ② 排水面積に応じた合流取付管口径を検討する。 

                       →表２－３－２による 

     (ア) 現行取付管について調査及び検討。 

     (イ) 本管埋設状況により分散流入。 

     (ウ) 取付管付替検討または増設検討し、申請方法の確認。 

    ③ 道路形態箇所の排水主管口径の標準的な勾配が確保できるか表２－３－

１により検討する。なお雨水のみであれば開きょも可とする。 

    ④ 全体分譲地内は、雨水流出防止施設や浸透施設をできる限り設置するこ
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と。→雨水の流出をコントロールし、環境保護のため分流区域も同様と

する。 

(ロ) 合流区域等の具体的取扱い（下記の施工方法を選択） 

  (ａ) 道路形態があり分譲敷地内を汚水と開きょによる雨水分離をする場合 

    ① 道路形態箇所が「道路位置指定」あるいは共有管理され民地上での問題

や設置後の維持管理に支障がない場合は、開きょで雨水を分離できるも

のとし、将来（雨水きょ整備）に備え分譲敷地内を汚水と雨水に分離す

ること。 

その場合は、取付ますで指定の方法により取付管に流入させる。 

    ② 開きょについて 

     (ア) 排水溝は最低24㎝以上で全体排水面積に応じて私道内全ての辺に設

置すること。 

(イ) 必要箇所にその寸法を超える集水ますを設置する。 

     (ウ) 道路形態箇所の公道出入り口には、全てグレーチングを設置し必ず

開口させる。 

     (エ) 分譲地内各々の宅地雨水を接続できる。 

                     →宅地内の雨水ますは浸透ますが原則 

     (オ) 公道へ接した部分を除き、雨水流出防止施設の設置を除くことがで

きる。 

 

 
図６－２－１ 

  (ｂ) 道路形態は存在するが、分譲敷地内で汚水と開きょによる雨水分離をしな

い場合 

① 将来（雨水きょ整備）に備え、道路形態箇所についても汚水系統と雨水

系統に分離すること。 

原則φ100mm 以上 開きょ 24cm 以上 
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② 排水主管口径は、汚水・雨水共、それぞれφ100 ㎜以上の必要口径とし、

分譲宅地内ごとに流入させる。 

③ 道路形態箇所の公道出入り口には、最低 24 ㎝以上の全体排水面積に応

じた宅地内排水溝と全てグレーチングを設置し必ず開口させ維持管理

を行う。 

④ 宅地内排水溝にその寸法を超える集水ますを設置し、取付ますで指定の

方法により合流させる。 

 (ハ) 共有管の取扱い 

  (ａ) 共有管のみ先行する場合 

① 単独にて確認申請を提出する。 

→お客さま番号については担当者と協議すること 

② 申請者名は、代表者あるいは分譲開発者等とする。 

→共有者内で代表者を選出する「代表者○○○○」 

③ 土地所有者が異なる場合は、その承諾書を添付する。 

④ 承諾書の排水設備・土地所有者は、関係者全てを記入する。 

→記入内容や利害関係により承諾書不用の場合も 

⑤ 排水設備計画（変更）確認申請書は、申請者名の欄に代表者、排水設

備・土地所有者の欄に関係者全て記入する。 

  (ｂ) 対象宅地全てを共有管及び各排水設備を同時に施工する場合 

    ① (ａ)に準じて書類を作成する。 

    ② 申請及び確認協議は、代表者宅と同一になるように処理する。 

                →お客さま番号、確認番号が同じになる。 

 

図６－２－２ 

排水設備台帳 A－ 
 共有部分―が排水設

備台帳 A の追加資料

で保管される 
 

申請 B------ 

排水設備台帳 B----- 

 

申請Ｃ----- 

排水設備台帳Ｃ----- 
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※共有管については、将来の維持管理や所有権利等について十分に説明し、

代表者を選出すること。 

※維持管理についての「誓約書」の提出が必要。 

 

２．排水設備確認申請の注意事項 

(１) 確認申請書提出前について 

 (イ) 提出前の確認事項 

  (ａ) 申請者との確認事項 

    ① 契約（施工内容）及び施工日確認・申請書提出の連絡 

施工日は、確認協議後２週間の余裕を勘案すること。 

確認協議前に必ず（①契約再確認②申請手続き開始の了解③他業者との

重複確認）を行う。 

② 利害関係者の確認及び承諾 

③ 融資の有無     

④ お客さま番号   →井戸・簡易水道・工業用水確認 

⑤ 井戸の場合はメーター設置の検討  →集合住宅・事業所は設置が基本 

                       （Ｐ６－３０（７）参照） 

  (ｂ) 申請者が市内に居住しない場合、代理人を選定し届け出る。（条例第３条） 

① 申請者が排水設備工事完了後に、市内へ居住する場合は届け出不要。 

② 代理人は、設置後の維持管理を処理することができる者を選定する。 

③ 代理人を変更する場合は、その都度届け出る。 

  (ｃ) 指定工事人の確認事項 

① 下水道認可区域か 

② 供用開始されているか 

③ 取付管が設置されているか 

④ 既設下水道排水設備台帳があるか 

⑤ 「排水計画事前協議」が必要か 

⑥ 特定事業場（排水するしないに関わらず業種による）の届出が必要か 

除害施設及び油脂遮断装置などの必要事業場の確認 

⑦ 免除下水の有無（減量） →雨水（合流区域）、間接冷却水等 
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  (ロ) 提出書類について  →条例第６条、規程第６条による 

  （ａ）申請時添付書類 

    ① 排水設備計画（変更）確認申請書 

② 縦断面図 

③ 平面図（必ず最後にし、裏に綴じる。） 

④ その他 

 

・新築物件等の場合確認済証・１面・２面のコピー 

・施工基準外等の誓約書 

・土地・家屋・排水設備所有者の承諾書 

・排水計画事前協議回答書のコピー 

・３Ｆ以上の集合住宅の流量計算書 

・区画整理地内の副申書 

・ＭＰ構造図・計算書 

・飲食店等のグリーストラップ容量計算書・構造図 

・排水設備使用者代理人選定（変更）届（原本添付） 

・免除下水許可書コピー 

・本確認申請箇所のみに使用する特別な材料の資料 

・必要に応じて既設下水道排水設備台帳コピー 

・その他必要書類 

 

・工事着手届（２部必ず用意） 

・接続に関する誓約書 

・浄化槽使用廃止届出書 

・水洗便所改造資金貸付あっ旋申込書 

・貸付け有の場合、工事金額のわかるもの 
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（ハ） 排水設備計画（変更）確認申請書及び下水道排水設備台帳の記入方法 

第４号様式（第６条関係）   　　　年　　　月　　　日

（あて先）浜松市水道事業及び下水道事業管理者　
〒

 土地建物等所有者

 □一般住宅（ □持家　□建売 ）　　□事業所（ 業種　　　　　　　  ）

 □借家・ｱﾊﾟｰﾄ・ﾏﾝｼｮﾝ　（ 名称　　　　　　　　　　　　　　　　  　）

 □その他（　　　　　　　　　　　　　　                           ）

 □特定事業場　  　　   □除害施設必要事業場

 □油脂遮断装置        （ 種類　　　　　　　　　　　　　 ）

 □排水器具に阻集器取付（ 種類　　　　　　　　　　　　   ）

 □一般住宅に準ずる場合

お客さま番号　　　　　　　　　　　　　

メーター番号　　　　　　　　　　　　　

□一般住宅 人

　 □業務用又は □井戸ﾒｰﾀｰ有

　賃貸住宅 □井戸ﾒｰﾀｰ無の場合ﾒｰﾀｰ設置について

　予定（　　　　　　　　　　　　　　　  ）

 □無　□有    （ 金融機関への事前相談　　□済  ）

 □浄化槽撤去　

 設　置　場　所　

 □申請者と同じ　

負担金納付状況

□汲取り改造

 □簡易水道

 □仮設（  　　年　　月頃まで ） □その他（　　　　　　　　　　  ）

□増設

□新築新設 □新築改築

 別紙平面図、資料のとおり

貸 付 あ っ 旋

 □市水道

※お客さま番号

 種      別 

　　　　　棟　　　　　　戸

 排 水 戸 数 

□井戸ﾒｰﾀｰ有　□ﾒｰﾀｰ無 （井戸人員）

 □新築増設

住 所

申 請 者
（ 所 在 地 ）

フ リ ガ ナ

氏 名

□申請者と異なる（ 土地・建物・排水設備 ）※承諾書添付

（ 名称及び代表者氏名 ）

排水設備計画（変更）確認申請書
排水設備の計画（変更）が法令に適合している旨の確認を受けたいので、次のとおり申請します。

 浜 松 市 区

記

電話番号（　　　　）　　　－

着工・完了予定年月日
    　　年 　　月　　　日着工 　～ 　   　　年 　　月 　　日接続

（下水道取付管への接続日より５日以内に排水設備工事完了届・公共下水道使用開始届を提出してください。）

氏　　名

□改築　　　

（名称及び代表者氏名）

指

定

工

事

人

工
事
の
種
類
・
内
容

　 別紙添付

　が多数の場合  □工業用水

 □他(　　 )

 使 用 水 区 分 

□雑排水

 及 び 区 分 

受 付 印 ( 排水受付番号 )

 □井戸

業者CD（　　　  ）

責任技術者名

受付者

排 水 設 備 の 構 造

住　　所

照合者

℡
（所在地）

確認済印 変更確認印

 

提出日もしくは申請者

記入日 

申請者と異なる場合は、

承諾書を添付する 

マンション等の名称

を記入する 

この欄は必要に応じて記入

する 

市水道区分以外の場合は、

メーターの有無を確認 
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縮尺　1/ □ □ □

 

　

取付管 　 □既設　本 □2号　本 □3号　本 　

既設排水設備資料 雨水抑制施設

排水システム

検査　     　年　  月　　　免除排水

旧申請者 設置場所

施工者 申請者 住宅地図　　　－　　  －　　 －

敷地面積(合流区域に限る） ㎡

□接続 □増設 □改築前

　

排水受付番号第　　　　　号

(確認番号）

 検査日　  　 年　 月　 日　

□      　年   月供用開始  □供用開始前  □区域外  □法第16・24条施工

完了日(接続日)  　 年　 月　 日

勾配％ 延長ｍ №～№  管径mm 管種 勾配％ 延長ｍ

　

№～№  管径mm 管種

ます呼称 口径cm 深さcm地盤高ｍ ます呼称 口径cm 深さcm № 地盤高ｍ№ 地盤高ｍ ます呼称 口径cm 深さcm №

分流式 合流式 分流 (旧合流）

※指示内容

平 面 図 処理分区 コード（　　　　）

 

設置場所を中心とするよう

お願いします 

既設資料がある場合は必ず

記入してください 

方位を正確に記入してくだ

さい 

第４章（Ｐ４－４２）平面図記載方法を参

照し作成してください。 
方眼の線は、必要に応じて記入し図面を作

成してください 

方位 
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表６－３－１ 工事種別用語表 

工  事  種  別 

用  語 用  語  説  明 

浄化槽撤去 浄化槽からの切り替え 

汲取り改造 汲取り便所からの切り替え 

新築新設 家屋を新築し、排水設備を新設する場合 

新築改築 家屋を新築し、排水設備を改築する場合 

新築増設 家屋を新築し、排水設備を増設する場合 

改  築 排水設備を改築する場合 

増  設 排水設備を増設する場合 

仮  設 仮設の便所及び排水設備 

雑排水 トイレ以外の排水設備のみの場合 

その他 上記に含まれないもの 

 

  ・戸数について   →棟・戸数は必ず記入 

    今回申請する部分が関係する戸数を記入する。既存があり工事完了後戸数に

変更がある場合は、変更後戸数を（ ）書きとする。 

     記入例１（２）戸 

    ① 仮設や便所がない公園、雨水排水のみ、共有排水設備などは０戸。 

    ② 二世帯住宅で水道メーターが別々の場合は、１棟２戸。 

    ③ 集合住宅、申請箇所の棟数及び戸数を記入。 

②  一般住宅内で棟が多い場合は、排水設備が存在する棟数を記入。 

  ・使用水区分について 

使用水は、担当責任技術者が現場を必ず調査し、正しく記入する。使用状況

に応じて複数記入すること。 
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表６－３－２ 処理分区コード表 

処理場名称 処理場コード 処理区分コード 処理分区名称

01 01 北部処理分区

01 02 元浜処理分区

01 03 浜松中央処理分区

01 04 御前谷処理分区

01 05 蜆塚処理分区

01 06 伝馬処理分区

01 07 浅田処理分区

01 08 南部処理分区

02 09 佐鳴第１処理分区

02 10 佐鳴第２処理分区

02 11 佐鳴第３－１処理分区

02 12 佐鳴第３－２処理分区

02 13 佐鳴第３－３処理分区

02 14 佐鳴第４中部処理分区

02 28 浜松馬込第９処理分区

02 30 浜松馬込第１０処理分区

02 31 馬込第１１処理分区

02 32 馬込第１２処理分区

02 34 浜松馬込第１３処理分区

02 35 馬込第１４処理分区

02 36 馬込第１５－１処理分区

02 82 馬込第１５－２処理分区

02 37 馬込第１６処理分区

02 38 馬込第１７処理分区

02 39 馬込第１８－１処理分区

02 83 馬込第１８－２処理分区

02 40 馬込第１９処理分区

02 41 馬込第２０－１処理分区

02 42 馬込第２０－２処理分区

02 43 馬込第２１処理分区

02 45 浜松浜名第１処理分区

02 46 浜名第２処理分区

02 47 浜名第３処理分区

02 48 浜名第４処理分区

02 49 浜名第５－１処理分区

02 50 浜名第５－２処理分区

02 51 浜名第６処理分区

02 52 浜名第７処理分区

02 53 浜名第８処理分区

02 54 浜名第９処理分区

02 55 浜名第１０処理分区

浜
松
西
遠
処
理
区

（
浜
名
系
・
佐
鳴
系

）

浜
松
中
部
処
理
区

浜
松
西
遠
処
理
区

（
中
部
佐
鳴
系

）

浜
松
西
遠
処
理
区

（
馬
込
系

）
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表６－３－２ 処理分区コード表 

02 56 佐鳴第４西遠処理分区

02 58 雄踏第２－１処理分区

02 59 雄踏第２－２処理分区

02 60 雄踏第３処理分区

03 61 舘山寺処理分区

03 62 庄内処理分区

03 63 庄和処理分区

03 64 呉松処理分区

03 65 村櫛処理分区

06 19 浜北馬込第１－４処理分区

06 20 馬込第２処理分区

06 21 馬込第３処理分区

06 76 馬込第４－１処理分区

06 22 馬込第４－２処理分区

06 23 馬込第５処理分区

06 24 馬込第６処理分区

06 25 馬込第７処理分区

06 26 馬込第８処理分区

06 27 浜北馬込第９処理分区

06 29 浜北馬込第１０処理分区

06 33 浜北馬込第１３処理区分

07 15 馬込第１－１処理分区

07 16 馬込第１－２処理分区

07 17 馬込第１－３処理分区

07 18 天竜馬込第１－４処理分区

舞阪西遠 08 44 舞阪浜名第１処理分区

雄踏西遠 09 57 雄踏第１処理分区

細江 10 68 細江中央処理分区

引佐 11 69 井伊谷処理分区

三ケ日 12 70 三ケ日処理分区

気田 13 71 気田処理分区

浦川 14 72 浦川処理分区

佐久間 15 73 佐久間処理分区

佐久間城西 16 74 佐久間城西処理分区

水窪城西 17 75 水窪城西処理分区

19 77 浜松都田農業集落排水処理分区

19 78 天竜両島農業集落排水処理分区

19 79 天竜落合石神農業集落排水処理分区

19 80 天竜緑恵台農業集落排水処理分区

19 81 佐久間上市場農業集落排水処理分区

湖東西遠 21 85 湖東処理分区

天竜西遠

処理区

農業集落排水

浜松西遠処理区

（浜名系・佐鳴系）

舘
山

寺
処

理
区

浜

北
西

遠
処

理
区
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(ニ) 確認申請書類の記入 

(ａ) 確認協議後「事前着手」したい場合は、申請書の欄に理由を記入し確認

協議を受ける。 

※理由と着工、完了予定年月日が整合するように記入すること。 

（例） 

浄化槽が故障し○月○日に施工依頼を受け、○月○日工事着手したい

ため。 

○月○日に施工依頼を受け、○月○日の浄化槽くみ取りに合わせるため。 

○月○日に施工依頼を受け、○月○日からの基礎（土間コンクリート）

工事に同調するため。 

○月○日に施工依頼を受け、○月○日からの開店に間に合わせるため。 

(ｂ) 「排水設備確認申請」事前確認（一部着手事前許可）申請書 

確認及び確認協議前に排水設備工事の一部を先行したい場合は、「排水設

備確認申請事前確認（一部着手事前許可）申請書」を１部提出し、確認後

施工を行うことができる。 

(ホ) その他取り扱いと届出 

(ａ) 確認後に申請者を変更する場合 

売買・相続等により申請者の変更が発生した場合は、別紙「排水設備確

認申請書(完了調書)申請者変更届」により届け出し確認・処理を行う。 

(ｂ) 確認申請後に確認を中止する場合 

確認申請書を中止する場合は、別紙「排水設備確認書中止届」により届

け出し確認・処理を行う。 

(へ) 平面図の記入 

(ａ) 新築や切り替えに関係なく、誤接続防止の確認や雨水きょ整備に備え、

現場調査を実施し、正確に記入する。 

(ｂ) 方位・縮尺の記入。 

(ｃ) 設置場所・氏名が確認申請書と相違無いようにする。 

(ｄ) 三階以上の建物及び複雑な二階集合住宅等は、系統図または排水立て管

図を別途記入する。 

(ｅ) 申請箇所内で未接続箇所がある場合は、既設排水器具箇所を赤点線で記

入し誓約書を添付する。 

(ｆ) 井戸等の水源がある場合は使用の有無にかかわらず、経路およびポンプ
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の位置を記入する。（青色実線） 

（２） 特別な確認申請手続きについて 

(イ) 排水設備設置義務の免除（以下、免除下水）申請について法第 10条第１項

ただし書きの規定に基づき、浜松市下水道事業管理者が特別の事由があると

認めた場合に許可できるもので、以下の条件で申請できる。 

(ａ) 「間接冷却水」の用に供した水その他管理者が雨水と同程度以上に清浄

であると認める下水。（湧水、屋外水泳用プールの残留塩素を除去した排水、

魚介類の生かし水その他これらに類するもので、有機物または無機物によ

る汚染がない排水） ※Ｐ６－３４マニュアル参照 

① 隣接して公共用水域（水路）があること。 

② 水路管理者の了解（許可）があること。 

③ 排水の水質検査（立ち入りまたは計量証明）を行い、基準に適合して

いること。 

④ 公共用水域へ放流される下水の量及び公共下水道への排水量が正確に

確認できる装置を設置すること。 

⑤ 「営業に係る減量認定」に必要な計量装置を設置すること。④の装置

を兼用できる場合は省くことができる。 

⑥ 「免除期間は原則５年以内」であり、その都度更新手続きを行うこと。 

⑦ 手続きは上下水道部の指示による。 

※空調用排水は、公共下水道へ接続（流入）を指導している。ただし、蒸

発分の使用料賦課を「営業に係る減量認定」において処理できる。 

→計量装置の設置は申請者負担 

※現場状況により、排水系統（汚水雑排水・雨水・免除下水）を明確に区

分する必要がある。 

 (ｂ) 工場または事業場における生産等の工程からの排出水のうち、排水施設

を経由排除される下水。 ※Ｐ６－３４マニュアル参照 

① 隣接して公共用水域（水路）があること。 

②  水路管理者の了解（許可）があること。 

③  排水の水質検査（立ち入りまたは計量証明）を行い、基準に適合して

いること。 

④  公共用水域へ放流される下水の量及び公共下水道への排水量が正確に

確認できる装置を設置すること。 

⑤ 「免除期間は原則５年以内」であり、その都度更新手続きを行うこと。 

⑥  手続きは上下水道部の指示による。 
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(ｃ) 屋外水泳用プール排水  ※Ｐ６－３６マニュアル参照 

① 残留塩素を除去したもの。（洗体用シャワー排水、ろ過器の洗浄水、プ

ールの床面清掃水等は認めない） 

【注意事項】 

申請されても許可しない場合がある。また、下記内容から少量の場合に

申請を取りやめることが想定されるので、事前相談や調整を「申請者」を

含め行うこと。（プール排水については、「排水計画事前協議」の対象とす

る） 

① 質検査や計量装置の設置は申請者負担であること。 

② 許可条件に附された条件（項目、回数）で水質検査を行うこと。 

③ 上記による支出と減量申請による金額を経済比較すること。 

④ 許可条件による責務を理解すること。 

(ｄ) 合流区域の雨水 ※Ｐ６－４０マニュアル参照 

① 隣接して公共用水域（水路）があること。 

② 水路管理者の了解（許可）があること。→排水条件を比較検討するこ

と。 

③ 公共用水域に雨水以外の排水をしないこと。 

④ 手続きは上下水道部の指示による。 

※工場等は、他の排水が混合する恐れがあるので十分注意すること。 

→排水系統を明確に区別する。 

(ロ) 工事湧水等の排水計画事前協議書及び排水申込書について 

主に合流地域内や公共用水域がなく（水路管理者の許可が得られない）工

事湧水等を公共下水道へ一時的に接続（流入）を行う場合は、排水計画事前

協議書及び排水申込みをしなければならない。  

申請されても許可しない場合があるので、事前相談や調整を「申請者」を

含め行うこと。 

(ハ) 排水設備を修理施工したい場合 

   ① 取付ますのふた破損。  

   ② 配管ルートやますの増減に変更を生じない場合。  

   ③ 緊急の場合。  

     排水設備工事着手届に必要事項を記入し施工位置が判断できる資料（既設

台帳が望ましい）を添付し、確認及び「着工の許可」を受けて施工する。 

指示がある場合は、直ちに下水道排水設備台帳を修正または新規に作成し

報告すること。  
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３．確認後から完了検査までの注意事項 

 （１）「排水設備工事着手届」の注意点 

   ふた材料の必要の有無に関係なく提出すること。   

                    →指定工事人規程第９条第２項第５号 

 （２）「排水設備工事完了届」の注意点 

   完了の届出は、工事が完了した日から５日以内の届け出義務がある。  

                          →条例、規程第７条による 

   ① 担当責任技術者は、現場確認後に届け出を行うこと。  

   ② 完了年月日は、排水器具からの排水が取付管に流入可能となった日を記入

すること。 

   ③ 増改築等に伴い、既設管に接続をする工事を目的とした排水設備確認申請

の完了年月日は、増改築部分の排水器具からの排水が取付管に流入可能と

なった日（既設管と接続した日）を記入すること。 

 （３）「公共下水道使用開始届」の注意点 

   ① 排水器具からの排水が取付管に流入を開始する日を記入する。 

→条例、規程第９条による 

   ② 各種メーターを設置した場合は、「流量計取付等工事完了届」または「私

設メーター設置確認連絡票」を添付すること。また「浄化槽使用廃止届出

書」は該当する場合のみ記入すること。 

 （４）「公共下水道使用開始届出事項変更届」の注意点 

    使用者の住所・氏名に変更があった場合や使用開始届出事項を変更しようと

するときは遅延無く提出すること。     →条例、規程第１０条による 

 （５）「公共下水道使用休止・廃止届」の注意点 

公共下水道の使用の休止・廃止をしようとするときは、遅延なく提出するこ

と。                   →条例、規程第９条による 

 （６）「排水設備計画（変更）確認申請の変更」の注意点 

  （イ）確認を受けた内容に変更が生じ基準と異なる場合、施工前に協議し変更確

認を受けること。  

  （ロ）水源の変更が生じた場合は、施工前に協議し変更確認を受けること。 

  （ハ）変更確認を受けずに施工した場合は，処分または減点の対象となるので十

分注意すること｡ 

  （二）取付ますの材料変更は、提出済の「着手届」により手続きを行うこと。  
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    ※提出済の着手届けを１枚コピー、確認申請書を揃えて変更確認を受ける。

そのコピーを販売店へ提出し材料を取り替える。  

 （７）「完了検査」について 

    完了届提出後すみやかに完了検査願い及び下水道排水設備台帳を提出しチェ

ックを受けること。  

   （ａ）注意事項 

     ① 申請者に検査の旨を連絡し確認すること。 

     ② 完了検査願いに補足事項を記入し提出すること。 

     ③ 下水道排水設備台帳に平面図と必要書類を挟み込むこと。 

     ④ 完了検査願いのリスト順に整理し、調査月・業者コード・指定工事人

名を記入した書類袋に入れて提出すること。  

（８）完了検査の実施について         →条例施行規程第７条第２項 

  （イ）検査方法 

     各指定工事人は、現場検査及び書類検査を受ける。  

  （ロ）現場検査（担当責任技術者が立会う）  →条例施行規程第７条第３項 

    完了検査日程はメール等で各指定工事人に連絡し検査を実施する。  

    ※検査当日に担当責任技術者が立会いできない場合は、事前連絡し了解した

場合のみ代理を認める。原則としてその代理人は、責任技術者の資格を保

有する者とする。  

  （ハ）現場検査心得 

   （ａ）検査当日前までに 

     ① 完了検査日程を再度確認すること。  

     ② 申請者及び居住者に連絡し了解を得る。  

     ③ 事前に現場確認及び清掃を行うことが望ましい。  

     ④ 下水道排水設備台帳の訂正がある場合は、事前に報告し指示を受ける。  

   （ｂ）当日 

     ① 現場の再確認を行う。  

     ② ふたは、開放したままにせず検査で必要時に開くこと。特に、乳幼児

がいるお宅または車両、人の出入りが激しい箇所にマンホールφ300 ㎜

以上のふたが設置されている場合は、落下などの事故防止に努めるこ

と。  

     ③ 大規模な排水設備の場合は、担当責任技術者を含め複数人とし、検査

がすみやかに完了できるように協力すること。  
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     ④ 検査は屋外を対象とするが、現場状況や工事内容により屋内へも立ち

入る場合があるので、申請者及び居住者に了解を得ておく。  

     ⑤ 簡単な図面訂正は、現場で行えるように筆記用具等を準備しておく。  

  （ニ）手直し 

     手直し指示を受けた場合は、指定する期間内に改善し写真を添え報告する。 

     また、下水道排水設備台帳も必要がある場合は訂正する。 

                    →指定工事人規程第９条第２項第８号 

 



6－21 

４．排水設備計画〈変更〉確認申請書（以下「下水道排水設備台帳」という。）の 

作成について 

 （１）下水道排水設備台帳について 

  （イ）責任技術者名は、確認協議時と同一とすること。  

      →特別な事情がある時は、その現場を引き継いだ責任技術者名とする。  

  （ロ）集合住宅等のお客さま番号は、部屋番号等と組み合わせ記入。  

      →組み合わせでない場合、小さい順とする。記入欄が不足する場合は、       

別紙に記入する。  

  （ハ）大規模な排水設備の場合は、事前に確認を受け製本（Ａ-４）とする。 

 （２）平面図について 

  （イ）一般事項 

   （ａ）確認申請書の訂正箇所等の有無を確認して修正を行うこと。  

   （ｂ）申請図面同様に「説明文書や必要事項等」も記入する。  

   （ｃ）既設部分も寸法等全て記入すること。  

   （ｄ）雨水排水設備の記入。  

   （ｅ）関係する既設排水設備資料を記入する。  

  （ロ）水洗便所改造資金貸付あっ旋申込がある場合 

   （ａ）下記の①、②を確認申請書類へ挟み込んで提出 

     ① 工事調書（希望融資決定金額を記入）  

     ② 水洗便所改造資金貸付あっ旋申込書（精算工事費及び希望融資決定金

額を（ ）内ヘ記入） 

   （ｂ）下水道排水設備台帳の貸付あっ旋欄へ必要事項記入 

  （ハ）外構工事等でます深さが未確定で下水道排水設備台帳を作成する場合は 

（ ）で仮深さを記入。また、申請者から連絡があり調整した場合は、その

深さに訂正すること。  

 （３）下水道排水設備台帳作成の注意点 

    排水設備ファイリングシステムの入力処理や出力（印刷）時に支障が出ない

ように注意すること。  

    ① 作図線が細く、薄い場合は、太く濃くなるようにし、わかりやすくする。 

② 縮尺及びポイントを調整し図面・文字等を大きく記入する。 
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③ 大きな施設図面は、Ａ４サイズ用紙に縮小した分割図と、Ａ４サイズに

した分割拡大図を添付し、提出する。 

 

５．その他 

 （１）「排水計画事前協議」について 

  （イ）下記に該当する場合 

   （ａ）大規模な排水設備で、下水道本管同様の施工をする。  

   （ｂ）合流地域で敷地内面積が 500 ㎡以上。 (宅地分譲含むＰ６－５参照） 

   （ｃ）プールや大浴場（温泉）がある。  

   （ｄ）大規模工場や分譲地・商業施設等。（土地利用に係るもの）  

   （ｅ）中高層建築物等。  

（※）中高層建築物（3階建て以上）は、排水器具の接続や通気管設置（大

気開放型もしくは吸い込み型）など、排水系統を確認するため、事前

協議の対象としている。 

   （ｆ）本管口径と同口径になる取付管が必要になる。（φ200 の場合）  

     ① 排水人口 500 人また 150 戸以上 

     ② 日量排水量 1,000 ㎥以上 

   （ｇ）接続する下水道本管に影響がある。  

   （ｈ）その他必要な場合 

     ① マンホールポンプを設置する。  

     ② 敷地内面積500㎡以上で上下水道部管理の雨水きょへ固着し排水する。  

     ③ 半管時計算で口径を求めることができない。  

     ④ ディスポーザ排水処理システムを設置する。 （Ｐ６－４０（11）参照） 

     ⑤ 工事湧水が発生する。  

     ⑥ 水道事業及び下水道事業管理者が必要と認めた場合。  

  （ロ）協議者及び時期 

    ① 排水計画事前協議の協議者は、その内容に責任を持てるものとする。（申

請者、設計会社、施工業者、指定工事人等）  

    ② 時期は、協議内容により工事費や行程に影響することから、計画段階か

ら協議を行うことが望ましい。ただし、協議内容をすみやかに遵守でき

る場合は、排水設備確認申請時までとする。  
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（ハ）申請と処理方法 

    ① 協議書と必要書類を提出し協議を行う。その後、回答書を協議者に発行

する。  

    ② 排水設備確認申請時に回答書コピーを添付する。  

    ③ 協議及び施工内容に変更がある場合は、その都度協議書を提出し再協議

を行う。 

    ④ 下水道排水設備台帳に回答書コピーを添付する。  

 

（２）既設管撤去について 

  （イ）解体工事等により排水設備の撤去工事を依頼された場合は、撤去位置を確

認し、残置施設の上流部に土砂が流入しないようキャップ等を用いて閉塞す

る。 

  （ロ）施工後は写真を添えて「排水設備撤去工事報告書」を提出する。なお、撤

去後引き続き、排水設備改築工事がある場合は除く。  

  （ハ）未使用になった取付管が存在する場合は、下水道排水設備台帳平面図にオ

フセット図（深さも記入）を利用し記入する。  

     記入例：平成○年○月○日に既設管撤去 

           ①DR－20×H50（H＝0.70）は現地に存在 

         平成○年○月○日に既設管撤去 

           取付ます撤去により位置はオフセットによる 

 

 （３）資料調査について 

  （イ）原則、浜松市排水設備工事指定工事人に所属する責任技術者で市に登録し

ている者とする。  

  （ロ）排水設備台帳ファイリングシステムを使用する場合は、パスワード登録さ

れた責任技術者が取り扱う。  

  （ハ）資料調査を行う場合は、名札等を着用する。調査時は、資料の紛失防止に

努め元の保管場所に正確に戻し丁寧に取り扱う。  

  （ニ）取付管ファイルの閲覧は、「取付管設置申請書ファイル・台帳（原本）」

閲覧申込用紙により申請する。（旧浜松市では昭和 58年４月１日供用開始地

域から「取付管方式」を採用したのでファイルはあるが、それ以前は現場の

公共ますで判断する） 
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（ホ）責任技術者は、浜松市個人情報保護条例に基づき、その業務により知り得

た個人情報の内容を漏えい、滅失または棄損の防止等適切な管理の措置を講

じること。また、その他個人情報の不当な目的に利用してはならない。 
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 （４）融資制度（貸付あっ旋）について 

  （イ）申請手続きから工事費支払いまで 

表６－６－１ 融資制度フロー 

市上下水道部（排水設備担当者） 申 請 者 （ 市 民 ） 指 定 工 事 人 

   

 

①貸付あっ旋の有無の確認 

確 認 協 議 

排水設備工事の見積依頼 

※受益者負担金または申告書提出の確認を必ず行

う 
※申告書の発送がされていない場合は 
上下水道部と協議を行う 

※供用開始後 3 年以内であること。 

※大工工事等は対象外 
※新築工事は対象外 貸付あっ旋有の場合は、申込書を作成してもらい提出する。 

②指定金融機関へ 

の相談 

契  約 

④確 認 

③排水設備確認申請書提出 

受付処理ＯＡ 

着手届を提出し工事開
⑤貸付あっ旋申込書は確認申請書と共に保管 

使用開始届・完了届提出 

下水道使用料賦課 下水道使用料支払い 
工事完了(検査願提出) 
下水道排水設備台帳提出 受付処理ＯＡ 

検査事務作業 
⑥工事調書・貸付あっ旋申込

書・下水道排水設備台帳へ記

入し提出 

※貸付あっ旋申し込み期限のため申請者に再度確認 

検査完了後 

責任技術者立会 検  査 

⑦検査完了後に工事人を通じて申請者に検査合格書送付 

⑧検査完了後あっ旋依頼書・検査合格書を上下水道部（排水設備担当）から金融機関へ送付 

指 定 金 融 機 関 ⑨申込者（申請者）が、検査合格書に納税証明書・

必要書類（本人及び保証人・印鑑証明など）を送

付し指定金融機関の審査を受ける 

⑪36回均等返済 

⑫利子補給 
⑩審査完了後に融資工事費が

指定工事人へ直接支払われる。 
※振り込み口座の記入が必要 

手直し報告 
手直し指示 
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  （ロ）貸付あっ旋制度の注意事項  →詳しくは「下水道のしおり」パンフレッ

トを参照 

   （ａ）本制度を利用する場合は、以下を説明し確認する。  

      ① 申請者が市内に居住していること  →市外は指定金融機関が認め

ない限り貸付あっ旋対象から外れる。  

      ② 上下水道部（排水設備担当）にて直接融資する制度でなく、指定金

融機関との貸借関係である。  

      ③ 金額が 100 万円以内（浄化槽１槽、くみ取便所１箇所につき）の改

造工事である。ただし、大工工事費は対象にならない。  

      ④ 審査は、上下水道部（排水設備担当）と指定金融機関両方で行う。 

       ※指定金融機関にて必要書類や条件（指定金融機関が認める保証人等）

を事前に相談していただく。  

       ※貸付あっ旋希望者によって条件が異なることがある。  

      ⑤ 市の資格条件「受益者負担金及び市税を滞納していない（納税証明）」

｢供用開始の日から 3年以内の切替工事｣を満たしている。 

      ⑥ 排水設備工事が完了し完成検査後、指定工事人を通じて配布する排

水設備検査合格書が発行される。  

      ⑦ 発行書類と必要書類を指定金融機関に提出し審査完了後に、融資額

はその金融機関から指定工事人へ直接支払われる。  

   （ｂ）貸付あっ旋制度の申し込み期限は、「工事完了検査願提出」までを原則

とする。  

   （ｃ）貸付あっ旋希望を「確認」後から完了検査までに中止する場合は、確認

申請書と共に保管している申込書を提示しOA処理（中止入力）を依頼する。

OA 処理後の申込書は、上下水道部（排水設備担当）にて保管する。  

   （ｄ）申込書類と検査合格書を発行した後に中止する場合は、上下水道部（排

水設備担当）へ検査合格書を返却し報告する。  

   （ｅ）申込書の指定工事人欄に振り込み先金融機関名などを記入する。 

     ※原則として指定金融機関名の振り込み口座とする。  
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 （５）責任技術者の異動について 

  （イ）指定工事人規程第 10条第２項について 

    「専属する責任技術者に異動があったとき」速やかに変更届（第６号様式）

を管理者に提出しなければならない。  

   （ａ）減る場合について 

     ① 変更事項に「専属する責任技術者の人数変更」と記入 

     ② 変更前の人数記入「変更前○人」  

     ③ 変更内容及び後の人数 

    例：「浜松太郎（責任技術者登録番号 12345）、令和○○年○月○日付け退職

により△人に変更」を記入 

      ※指定工事人指定要件に影響する場合は、直ちに「指定工事人辞退届」

（第５号様式）の提出 

   （ｂ）増える場合について 

     （試験に合格し新規登録した者を届け出る場合も同様とする）  

     ① 変更事項に「専属する責任技術者の人数変更」と記入 

     ② 変更前の人数記入「変更前○人」  

     ③ 変更内容及び後の人数 

    例：「浜松太郎（責任技術者登録番号 12345）、令和○○年○月○日付け入社

（平成○○年度新規登録による）により△人に変更」を記入 

     ④ その他必要書類（増員者のみでよい） 

     （ア）責任技術者証コピー 

     （イ）第三者が専属を証明する書類のコピー（健康保険証コピー） 

       ※他の指定工事人から変わる場合は、前指定工事人から減の変更届を

提出していること（該当指定工事人及び責任技術者が共に責任ある

行動をする。不誠実な行為に該当しないように） 

   （ｃ）責任技術者が疾病などにより指定工事人として一時的に施工体制が低下

または、停止状態になる場合は、速やかに事前報告すること。なお、速や

かに報告がない場合は、不誠実な行為と判断される。 
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（６）「公共下水道使用開始届、公共下水道使用休止・廃止届、公共下水道使用再開

届、排水設備工事完了届、公共下水道使用開始届出事項変更届」の記入につい

て 

  （イ）公共下水道使用開始等の届出 

     浜松市下水道条例第９条１項に、｢公共下水道の使用を開始しようとする者

はあらかじめ氏名・住所・設置場所等の必要事項を届出なければならない｣、

２項では、「公共下水道の使用を休止し、廃止し、または再開しようとする

者は、あらかじめその旨を管理者に届け出なければならない。」と定められ

ている。公共下水道使用開始届、公共下水道使用休止・廃止届、公共下水道

使用再開届は、この条例の規定に基づいて届け出するものである。この届け

出により、下水道使用料を賦課するので、下記の点には充分注意して記入す

ること。 

（ａ）排水受付番号 

      排水受付番号（確認番号）を記入する。なお、排水設備計画(変更)確認

申請書を提出した全てについて、公共下水道使用開始届を提出する。 

   （ｂ）設置場所 

 排水設備を設置した住所を記入する。なお、設置場所が複数の番地にか                          

かる場合は、代表地番（選択）を記入する。 

   （ｃ）開始年月日等 

     ① 開始年月日は、排水器具から排水が取付管へ流入を開始する日を記入

する。この日から、使用料の賦課対象となる。 

      ※下水接続後、速やかに提出しないことにより、賦課漏れとなるケース

があるので、十分注意すること。 

     ② 廃止届は、排水設備を撤去し、下水道を使用しなくなった日を記入。 

      ※廃止届が提出されないと、使用料は賦課されたままとなる。  

      ※解体→更地→新築の場合は、廃止届→確認申請→完了・開始届が必要

となる。  

③ 公共下水道使用休止・廃止届は、改築等で一定期間下水道の使用を休

止、または建物解体等により排水設備を撤去した場合に提出する。 

    休止・廃止予定年月日は、排水が下水道へ流入不可能となった日を記

入する。 

④ 公共下水道使用再開届は、使用休止していた下水道を再び使用する場

合に提出する。 

再開予定年月日は、再び排水が下水道へ流入可能となった日を記入す

る。 
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※排水が下水道へ流入可能の場合は、下水道の休止・廃止はできません。 

   （ｄ）使用者住所氏名（＝使用料納付者住所氏名）  

      排水設備使用者の住所氏名を記入。なお、借家、アパート等の場合は、

別紙「使用者一覧表」に入居者（空室の場合は氏名欄は空欄）の住所氏名

を記入し、公共下水道使用開始届に添付すること。（電話番号がわかれば

備考欄に記入する） 

   （ｅ）お客さま番号等 

     ① 水道のみ使用の場合 

       お客さま番号及び水道メーター番号（不整合の無いよう必ず現地で確

認すること）を記入する。なお、水道メーターを複数使用する場合は、

入居者、部屋番号及びメーター番号が整合した一覧表を作成し、記入

漏れ、間違いのないよう特に注意し、添付すること。 

       また、散水専用の水道メーターが有る場合は、備考欄に「散水専用、

下水流入ありまたはなし」と記入する。  

     ② 水道と井戸を併用している一般家庭の場合 

       ①の記入と一般家庭井戸人員欄に、使用人員を記入する。  

     ③ 井戸のみ使用している一般家庭の場合 

       一般家庭井戸人員欄に、使用人員を記入する。  

      ※人員換算により使用水量を決定するため、必ず使用者に説明し使用人

員の確認を行い了解を得ること。  

     ④ 業務用・集合住宅等の井戸のみを使用している場合 

       借家、アパート等で使用者が複数の場合は、一覧表を添付する。なお、

私設メーターが取り付けてある場合は、「汚水排出量の認定に係る装

置の設置届」に記入し、開始届に添付する。  

      ※私設メーターがない場合は、賦課メーター取り付けを協議するので、

確認申請前に協議をすること。  

     ⑤ 水道と業務用・集合住宅等の井戸を併用している場合 

       ①の記入と④の記入 

     ⑥ 簡易水道を使用している場合 

       メーター設置の有無を記入する。メーターが付いていない場合は、井

戸人員欄に記入する。メーターが付いている場合は、「汚水排出量の

認定に係る装置の設置届」に記入し、開始届に添付する。 

      ※一般家庭用の簡易水道メーターで農業用散水等の下水未流入分が多量

にある場合は、人員換算使用水量扱いとする場合があるので、井戸人

員欄に記入する。   

     ⑦ 工業用水を使用している場合 
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       「汚水排出量の認定に係る装置の設置届」に記入し、開始届に添付す

る。  

  （ロ）排水設備工事完了届 

浜松市下水道条例第７条に、「排水設備工事が完了した日から５日以内にそ

の旨を管理者に届け出て検査を受けなければならない」と規定されている。 

（ａ）完了年月日は排水器具からの排水が、取付管に流入可能となった日とす

る。（完了年月日＝開始年月日） 

（ｂ）接続状況は、該当するものにレ点を付ける。 

      宅内工事のない私道管や共有管の工事については備考欄に（私道管工事

のみ下水流入なし）など明記する。 

（ハ）公共下水道使用開始届事項変更届 

     浜松市下水道条例第１０条に、「使用者に変更があったときは、新たに使用

者となった者は、遅滞なく、その旨を管理者に届け出なければならない」と

規定されている。また、使用者の変更以外に事項の変更についても変更を届

け出なければならない。 

① 使用者の住所・氏名に変更があったときは、遅滞なく届出をする。 

② 使用水の変更（井戸から水道等）は、あらかじめ届出をする。 

③ 井戸を使用する場合にあっては、使用人員の数及び使用する井戸の数

は、あらかじめ届出をする。 
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（７）井戸等公設・私設メーターについて 

水道以外の使用水で業務用・集合住宅等の場合は、下記のように取り扱う。 

   （ａ）排水設備確認申請に使用水区分の水源、メーターの有無等を記入し提出

する。井戸等メーターの検針が必要になる場合は、開始届受付担当と事前

協議すること。 

   （ｂ）私設メーターを設置しない業務用・共同住宅等の井戸使用水量把握方法

は、公設メーターをポンプ 1箇所につき 1個取付けて計量する。ただし、

静岡県地下水の採取に関する条例に該当する場合は除く。 

   （ｃ）公費で取付ける場合は、小額工事契約方式で行う。 

① 建設工事請書を提出後、市が支給するメーターを受け取り、取付け工

事に着手すること。 

② 公共下水道使用開始届に別紙、流量計取付等工事完了届を添付して提

出すること。 

   （ｄ）メーターの取付け箇所は、原則ポンプの直近とし、１ｍ程度の直管部が

あるようにする。また、水平に取付け、空気の混入しない場所を選定する

こと。 

 

図６－６－１ 配 管 図 

   (ｅ) アパート、マンション等集合住宅の井戸使用水量把握方法としては、原

則的に井戸の元に１個メーターを取付けて計量を行い、大家一括請求をす

る。各戸に私設メーターがある場合は、個別検針をすることができるので、

確認申請書を提出するときに、必ず開始届受付担当と事前協議すること。  

   (ｆ) 井戸等を使用する一般家庭で、メーター検針を希望する場合は、私設メ

ーターを取付ける。 
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   (ｇ) 私設メーターで検針をする場合は、 

① メーターの維持、管理は使用者等になる。検定切れに伴う交換等が必

要になることを使用者等に伝えること。 

② 開始届けに私設メーター設置確認連絡票及び写真を添付して提出す

る。 

③ 私設メーターの登録番号を確認する。 

④ 分流式区域で清水等を下水道に排水しない減量認定申請対象がある

場合は、確認申請受付担当と協議のうえ料金課計量相談担当に連絡す

ること。  

 

図６－６－３〈間接冷却水を水路等へ放流の例〉 

 

    ※その他、使用水量計量について不明な点は確認申請受付担当及び料金課計

量相談担当と事前調整し確認申請や排水設備工事着手前までに協議するこ

と。特に、製品製造過程・ボイラー・冷却装置に係わる蒸発水や大規模な

工場などの散水に係わる減量認定申請がある場合は、料金課計量相談担当

と事前調整が必要。  
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（８）排水設備設置義務免除許可申請手続きマニュアル 

   （事業場関係の排水（冷却水等）の場合）  

   １ 上下水道部及び河川管理者との事前協議（申請書提出前）  

    ① 申請者と事前に協議を行い、免除下水を申請しようとする排水について、

免除水量及び水質検査の項目や回数などの調整を行う。  

    ② 申請者と事前に協議を行い、下水道使用量の減免の方法や、免除下水の

水量の把握方法等について調整を行う。（メーター類の設置は申請者の

自己負担になる。）  

    ③ 放流先の河川の占用承認（申請者本人が河川管理者等に対して申請し許

可を受けること。）  

      申請者本人が河川管理者等へ申請し、河川等へ排水しようとする免除下

水について、水量や水質などの状況を説明し、水路等への放流の承認を

得ること。市の管理河川に係る占用の申請については、免除下水の申請

を受付けた後、上下水道部から河川管理者宛てに副申書を発行し申請者

に渡すので、占用申請書に添付して許可を得ること。  

   ２ 申請書提出（添付書類を含め提出部数：１部）  

① 新規申請する場合「排水設備設置義務免除許可申請書」（様式第１号） 

② 免除期間を更新する場合「排水設備設置義務免除更新許可申請書」（様

式第５号） 

③ 変更申請する場合「排水設備設置義務免除変更許可申請書」（様式第

７号） 

④ 免除計画書（様式第２号）※ 通常の申請では必ず添付が必要 

⑤ 添付書類（綴じる順番も同様）※ 更新や変更申請の場合は不要の部 

分も有る。  

     ア 位置図（住宅地図等）  

     イ 公図写し（会社等の敷地全体）  

     ウ 給排水系統図（上水道、工業用水、井戸等の給水及び汚水、雨水、免

除下水等の系統を記入）  

      ※ 給排水系統図の着色 （着色は下記の例参照） 

       ・免除下水系統：赤二重線 ・汚水系統：赤  ・雨水系統：緑 

       ・用水：青（井戸、上水道、工業用水等） 

※複数の用水がある場合は凡例（色は自由）を記入する。 

       着色はインク、ボールペン等を使用する。（蛍光ペンは不可）  

エ 写真(免除下水施設、排水経路、排水口、附加・減量メーター等) 
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オ 給水及び排水のフローシート 

     カ 水質計量証明書（免除下水として申請する排水について分析したもの

で、第三者機関によるもの） 

     キ 水路占用の許可書（側溝等へ放流の場合は、占用許可に代えて地元自

治会長の承認印で）。河川占用許可の申請中の場合は、許可後に写しを

提出すること。許可または承認されないときは、申請を取り下げる。（占

用許可の期間が免除期間に足りないときは、占用の更新手続きが必要。）  

     ク 別途指示されたもの。  

     ※ ①または②、③の後に④ア～クまでのうち必要な添付書類を上記の順

序で綴じて提出すること。 

３ 申請手続き手順 

表６－６－２ 申請フロー 

     

    ① 免除下水の水質検査を実施すること。検査は第三者機関で行うこととし、

検査項目はあらかじめ上下水道部と調整すること。  

    ② 許可申請書（水質計量証明書その他、添付書類を含む）を上下水道部へ

提出すること。（河川の占用許可書（写し）は後日でも良い）  

    ③ 下水道使用量（免除下水量確認（減量認定する場合は減量認定用を追加）

に必要となるメーターの設置等）について、別途上下水道部（料金関係）

と協議。（メーターの設置は申請者の自己負担になる。）  

    ④ 浜松市管理の河川で水路占用が必要な場合は、申請者に対し、免除下水

受付担当課長の副申書を発行する。（県管理や土地改良区管理の河川の

場合は直接申請（副申書不要）、免除の申請前に公共水域の管理担当者

と事前に協議を済ませ内諾を得ること）  

     ※道路側溝等から河川に入る場合で許可が取れない場合は、側溝等の清掃

等を行う地元の自治会長の承諾を受けること。 

    ⑤ 申請者は該当する公共水域の管理者に水路占用許可申請を行なう。 

    ⑥ 水路占用許可書を受領。（道路側溝の場合は、自治会長の承認を②の申

請前に得ておくこと）  
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    ⑦ 水路占用許可書のコピーを免除下水担当課へ提出する。  

    ⑧ 必要に応じ、環境部（環境保全課）と合同で立ち入り検査を実施し、審

査のうえ免除の可否を決定する。  

    ⑨ 排水設備設置義務免除許可書を交付。（免除を不適当と認めた場合には、

審査結果通知書により不許可を通知する。） 

    ※ 指定工事人は排水設備工事が伴う場合は以下の手続きを行うこと。 

    （１）免除下水の許可後に排水設備工事の確認申請をする場合は、平面図に

免除下水系統を赤色の二重線で作図し、排水設備設置義務免除許可書を

コピーして添付する。 

    （２）下水道排水設備台帳は、平面図に免除下水系統を赤色の二重線で作図

し、排水設備設置義務免除許可書のコピーを添付する。  

    （３）下水道使用量の減量認定が必要な場合は、別に料金業務窓口で手続き

を行なう。  

    ※ 申請されても承認できない場合がある。  

      免除下水の水質が良好でなく、承認期間内の排水が当初の水質より悪化

していた場合等はその状態が改善されるまで承認できない。  

 

４ 免除下水として許可できるもの 

    （①～⑤は、通常の状態でそのまま排水が行なわれ、設備的にも配管経路が

遮蔽されていて汚染されない構造となっており、何も手を加えない状態で

免除下水基準を超えるおそれがなければ、下水道への排水設備の設置を免

除され、直接河川へ放流することが認められるもの。⑥⑦は水質に関する

協議が必要である。）  

① 製品等に接触しない間接冷却水。（機械器具の冷却用） 

② 循環利用しないクーリングタワー（冷却塔）のオーバーフロー水。 

 ※冷却水については、排水温度が排水先の水路・側溝から湯気が上

がらない程度まで温度が下がっていることが必要。 

③ 魚介類の生命維持のみを目的とした流水。（活かし水で飼料等の混入

がないもの）  

④ 屋外水泳用プールの排水。（残留塩素を除去したものとし、洗体用の

シャワー排水や、ろ過器の洗浄水及びプールの床面清掃水等は認めな

いので構造的に区分し排水経路を別に設けたもの） 

⑤ 合流区域の雨水（排水路がある場合）、期間を区切った工事の湧水排

水。   

※水質の測定は不要 



6－36 

⑥ 汚染した下水を浄化処理した排水。（環境保全課の確認が必要） 

⑦ 工場または事業場における生産等の作業工程からの排出水のうち、排

水処理施設を経由して排除される下水。 

⑧ 上記以外の排水で、上記に類するものとして管理者が認めるもの。  

    ※免除下水の系統へ他の汚水や排水が混入する恐れがある場合（事故、不注

意により流出した汚水その他の排水が免除下水の系統へ流入する構造にな

っている場合）は、周囲の環境が改善されるまで許可しない。（例Ｕ字溝

等の露出した側溝から排水する場合は、降雨時等における油分の流入やそ

の他床面の清掃水などの一般の汚水が、流れ込み易いので免除下水の系統

は独立した配管構造とする等）  

 

５ 排水設備設置義務免除の要件について 

     免除の許可を得るためには、免除下水は次のような要件を満たしているこ

と。  

    （１）免除下水の水質が、浜松市排水設備設置義務免除取扱要領に定める「免

除下水放流基準」を満足していること。  

    （２）免除下水の排水系統は、下水道への排水設備と完全に分離した系統で

あり、その系統が容易に確認できる構造であること。  

    （３）免除下水を直接排出できる公共用水域があり、排水の許可を得ている

こと。ただし、排出先が道路側溝等を経由して、河川へ流出する場合等

で河川管理者からの占用許可が得られない場合は、許可に代えて側溝の

管理・清掃等を実施している地元自治会の承認（自治会長の承認印）を

得ること。 

      ※公共用水域に関する土地の占用並びに排水等の許可を河川管理者等か

ら得る場合で、免除の申請日と占用の許可日が異なる場合は、許可を

得た後すみやかに（10日位）、許可書の写しを管理者に届け出ること。  
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カドミウム及びその化合物 0.03 0.002

シアン化合物 1 0.2

有機燐化合物 1 0.1

鉛及びその化合物 0.1 0.1

六価クロム化合物 0.5 0.1

砒素及びその化合物 0.1 0.001

水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 0.005 0.005

 アルキル水銀化合物 検出されないこと 検出されないこと

ポリ塩化ビフェニル 0.003 0.003

 トリクロロエチレン 0.1 0.1

テトラクロロエチレン 0.1 0.1

ジクロロメタン 0.2 0.2

四塩化炭素 0.02 0.02

 1,2-ジクロロエタン 0.04 0.04

 1,1-ジクロロエチレン 1 1

 シス-1,2-ジクロロエチレン 0.4 0.4

 1,1,1-トリクロロエタン 3 3

 1,1,2-トリクロロエタン 0.06 0.06

 1,3-ジクロロプロペン 0.02 0.02

チウラム 0.06 0.06

シマジン 0.03 0.03

 チオベンカルブ 0.2 0.2

ベンゼン 0.1 0.1

セレン及びその化合物 0.1 0.1

ほう素及びその化合物 10 10

ふつ素及びその化合物 8 8

1,4-ジオキサン 0.5 0.5

 アンモニア性窒素・亜硝酸性窒素及び硝酸性窒素

 （ＮＨ４－Ｎ類）

ダイオキシン類（ｐｇ－ＴＥＱ／Ｌ） 10 10

色度 20 20

温度 30 30

残留塩素 1 1

水素イオン濃度 （ｐＨ） 5.8以上8.6以下 5.8以上8.6以下

生物化学的酸素要求量 （ＢＯＤ） 15【10】 10【5】

 化学的酸素要求量 （ＣＯＤ） 15【10】 10【5】

浮遊物質量 （ＳＳ） 15【10】 5【3】

ノルマルヘキサン抽出物質含有量 5 5

 窒素含有量 ― 5

 燐含有量 ― 1

フェノール類 ※ 5 5

鉄及びその化合物 （溶解性） 10 10

マンガン及びその化合物 （溶解性） 10 10

 銅及びその化合物 ※ 3 3

亜鉛及びその化合物 ※ 2 2

クロム及びその化合物 ※ 2 2

ニッケル 2 2

大腸菌群数  【600】 【600】

１　単位は、色度：度、温度：度、ｐＨ：水素イオン指数、ダイオキシン類：ｐｇ－ＴＥＱ／Ｌ、大腸菌群数：１ミリ

　　リットル中の個数 （個／ｍＬ）とする。それ以外は、排水１リットル中のミリグラム量（㎎／Ｌ）とし、ＢＯＤ値は

　　５日間の消費量（㎎／Ｌ）とする。また、数値は斉立ちを表すものとする。

２　排水量・業種による区分を設けず全ての排水に適用する。

３　ＣＯＤについては、直接海域や湖沼に放流する場合に適用する。 

4　 ※印のある項目について水質汚濁防止法その他関連法令により、より厳しい基準がかかる場合はその基準を適用する。

5　 ＢＯＤ、ＣＯＤ、ＳＳ、大腸菌群数における【 】内の基準は、日間平均値を示す。

６　日間平均値を定める項目については、最大値だけでなく日間平均値の基準を満たすことを許可の要件とする。

７　日間平均値の採水回数は、工場事業場の一日の操業時間内に三回以上行うことを原則とし、一日のコンポジットサン

  　プラーにより採水が可能な場合には、この試料について分析してもよいものとする。

別表１（第３条関係）

浜名湖水域

免除排水放流基準

 （備 考）

100 100

有

　

害

　

物

　

質

　

等

環

　

境

　

項

　

目

　

等

水　質　項　目

対　象　水　域
天竜・馬込川水域
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排水の種類 公共水域名 項目 測定頻度

　水素イオン濃度 （ｐＨ）

　生物化学的酸素要求量 （ＢＯＤ）

　浮遊物質量 （ＳＳ） 

　窒素含有量

　燐含有量

　機械類の監視 ２回／日（操業・終業時） 

　外観

　温度

　残留塩素

　水素イオン濃度 （ｐＨ） 

　カドミウム及びその化合物 

　シアン化合物

　有機燐化合物

　鉛及びその化合物

　六価クロム化合物 

　砒素及びその化合物

　水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物

　アルキル水銀化合物

　ポリ塩化ビフェニル

　トリクロロエチレン

　テトラクロロエチレン

　ジクロロメタン

　四塩化炭素

　1,2-ジクロロエタン

　 1,1-ジクロロエチレン

　シス-1,2-ジクロロエチレン

　1,1,1-トリクロロエタン

　 1,1,2-トリクロロエタン

　 1,3-ジクロロプロペン 

　チウラム

　シマジン

　チオベンカルブ

　ベンゼン 

　セレン及びその化合物 

　ほう素及びその化合物

　ふつ素及びその化合物

　 1,4-ジオキサン

　アンモニア性窒素・亜硝酸性窒素及び硝酸性窒素

 （ＮＨ４－Ｎ類） 

　生物化学的酸素要求量 （ＢＯＤ） 

　化学的酸素要求量 （ＣＯＤ） 

　浮遊物質量 （ＳＳ）

　ノルマルヘキサン抽出物質含有量

　 フェノール類 

　 鉄及びその化合物 （溶解性）

　マンガン及びその化合物 （溶解性）

　銅及びその化合物

　亜鉛及びその化合物 

　クロム及びその化合物

　ニッケル

　大腸菌群数

　ダイオキシン類（ｐｇ－ＴＥＱ／Ｌ １回／月

　窒素含有量

　燐含有量

（備考）

１　要綱第３条第３項及び第４項に定める排水の水質の際は、基準値の１／２を管理目標値とする。

２　排水の種類に係らず、浜名湖水域の場合は他の項目に加えて窒素含有量と燐含有量を測定する。

３　測定を行う項目については、事業場における薬品の使用の状況等を基に、水道事業及び下水道

　　事業管理者と 協議の うえ決定するものとする。

別表２（第５条関係）

更新時

２回／月

１回／日

１回／月

免除排水管理点検基準

浜名湖水域を含

む全ての水域

浜名湖水域

要綱第３条第２

項に定めるもの

浜名湖水域を含

む全ての水域

浜名湖水域

要綱第３条第３

項及び第４項に

定めるもの
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（９）雨水の排水設備設置義務免除許可申請手続きマニュアル 

   《免除下水》 

下水道法第 10条第１項ただし書きの規定に基づく排水設備設置義務免除に

関する排水。  

   １ 条件 

    ① 合流区域内の雨水であること。  

    ② 公共用水域（水路）が隣接していること。  

    ③ 水路管理者の了解（許可）があること。  

    ④ 公共用水域に雨水以外の排水をしないこと。なお、事業所では雨水以外

を排水する可能性があるので注意が必要。  

   ２ 必要書類 

    イ 排水設備設置義務免除許可申請書（様式第１号）  

    ロ 添付書類  A 位置図 

            B 公図写し 

            C 排水計画及び排水計画図面（排水系統図） 

              免除下水系統：赤二重線・汚水系統：赤・雨水系統：緑 

            D 別途指示するもの 

    ハ 提出部数  １部 

３ 申請手続き手順 

表６－６－４ 申請フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ① 排水設備設置義務免除許可申請書（様式第１号）を上下水道部担当課へ

提出する。  

    ② 水路占用が必要な場合、申請者に対して副申書を発行する。  

    ③ 申請者は水路占用許可申請書に副申書を添付し該当する水路管理者へ申 

      請する。  

⑥免除許可書 

⑤許可書のコピー 

①免除許可申請書 

②副申書 ③水路占用許可申請 

④水路占用許可書 

上

下

水

道

部

担

当

課 

申

請

者 

 
水

路

管

理

者 
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    ④ 水路占用許可書を申請者に対して発行する。  

    ⑤ 水路占用許可書のコピーを上下水道部担当課へ提出する。  

    ⑥ 排水設備設置義務免除許可書を発行する。  

   ４ 免除下水量 

     基本的に７年確率で排水量を計算し、雨水抑制（浸透ます、浸透井戸）の

検討もする。  

 (10) 工事湧水等の公共下水道への排水申込書申請手続きマニュアル（条例第９条） 

   １ 必要書類 （イ） 排水計画事前協議書 

（ロ） 排水申込書 

              添付書類 ・位置図・工事平面図 

・排水計画図・下水道管路図 

・排水計算方法・ノッチタンク構造図 

・緊急連絡網 

          （ハ） 公共下水道使用開始届 

          （ニ） 排水廃止届 

          （ホ） 公共下水道一時使用報告書 

          （へ） 排水量報告書（排水量確認写真） 

   ２ 事前打合せ 

          ①公共下水道または雨水渠の有無の確認 

②公共下水道または雨水渠の排水能力の確認 

③排水にかかる使用料の確認（有料または無料） 

   ３ 申請の手順 

① (イ)排水計画事前協議書及び（ロ）排水申込書を提出  

          ↓                                                  

② 排水承諾書を交付 → 現場確認 

          ↓ 

          ③ (ハ)公共下水道使用開始届提出 

          ↓ 

          ④ 排水完了     → 現場確認 

            (二)排水廃止届・(ホ)公共下水道一時使用報告書及び 

(へ)排水量報告書提出（排水量確認写真） 

         ↓ 

          ⑤ 下水道使用料納付書送付 

          ↓ 

          ⑥ 下水道使用料を金融機関で納付 
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（11）ディスポーザ排水処理システムの事前協議 

 

   ① 事前打合せ 

    ・ディスポーザはディスポーザ排水処理システムであることを明確にし、排

水処理槽で処理するもの、または機械処理であること。 

    ・「浜松市ディスポーザ排水処理システム指導基準」に従い許可。  

    ・公益社団法人日本下水道協会｢下水道のためのディスポーザ排水処理システ

ム性能基準（案）｣の適合評価済みの製品であること。（不明な点について

は公益社団法人日本下水道協会に確認する。）  

    ・「排水計画事前協議書」「ディスポーザ排水処理システム設置計画確認申

請書」の提出について説明。  

   ② 「排水計画事前協議書等」の提出 

    ・１部提出 

    ・内容確認 

   ③ 「回答書」を交付 

      

   ④ 排水設備計画（変更）確認申請書の提出 

・排水計画事前協議書回答書の写しを添付する。  

・平面図に受付番号・回答年月日を明記する。 

   ⑤ 完了検査 

・実際に設置された処理施設がメーカーの出すカタログ等と相違無いか確認

する。 

・機械式等で屋外から確認できないものは、設置後の写真等で確認する。 

     注意点（浜松市ディスポーザ排水処理システム指導基準による） 

・排水処理槽の余剰汚泥は一般廃棄物扱いとする。 

     （し尿・浄化槽汚泥収集運搬許可業者） 

    ・排水処理タイプは年１回以上の水質検査報告書の提出を義務化しているた

め、維持管理計画書に基づき報告する。水質検査報告は基準値をもとに、

上下水道部担当課で判断する。 

    ・機械処理タイプのシステムは、構造等の評価基準による耐用年数以上の耐

久性、耐摩耗性等を有し、排水処理部からの流出水の水質が長期にわたり

保証される試験結果及び年 1回以上の保守点検を実施し報告する。 

ただし、水質検査ができる場合は、年１回以上の水質検を行い維持管理計画

書に基づき報告する。 
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  （12）公共ます接続取り扱いについて 

   １ 既設公共ますから取付ますまでの施工は、申請者負担で行う。  

     また、最小口径は、合流区域φ150 ㎜・分流区域φ100 ㎜とする。  

     特に、公共ますの補修が完全でないと、陥没等の原因になるので十分注意

して施工を行う。          ⇒補修手直しを指示する場合有り 

   ２ 既設公共ますのインバートの施工については、管理者が行うため事前に協

議を行う。 

   ３ 既設公共ますから取付ますまでが隣接地内に入ってしまう（設置場所Ａ）

場合、事前に協議を行う。  

 

  

図６－６－４ 
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 （13）マニング式による流速・流量表 

   



6－44 

   

 



6－45 

   

 



6－46 

  

 



6－47 

   

 



 

 

 

第７章 油脂遮断装置 

 

 

 

 

 

 

 

 



 7－1 

第７章  油脂遮断装置 

 

 

１．油脂遮断装置  ················································ 7－2 

（１）油脂遮断装置の必要な業種  ································ 7－2 

 

２．工場製造阻集器の構造基準（グリース・オイル阻集器） ············ 7－3 

（１）構造  ···················································· 7－3 

 

３．工場製造阻集器の選定方法（グリース阻集器）  ·················· 7－5 

（１）選定方法  ················································ 7－5 

（２）店舗全面積に基づく選定方法  ······························ 7－5 

（３）利用人数に基づく選定方法  ································ 7－9 

 

４．工場製造阻集器の選定方法（オイル阻集器）  ···················· 7－11 

（１）選定方法  ················································ 7－11 

（２）計算法  ·················································· 7－11 

 

５．現場施工阻集器の構造基準（グリース・オイル阻集器）  ·········· 7－13 

（１）構造  ···················································· 7－13 

 

６．現場施工阻集器の容量算定方法（グリース阻集器）  ·············· 7－14 

（１）容量算定方法  ············································ 7－14 

（２）計算法  ·················································· 7－14 

 

７．現場施工阻集器の容量算定方法（オイル阻集器）  ················ 7－16 

（１）選定方法  ················································ 7－16 

（２）計算法  ·················································· 7－16 



 7－2 

第７章 油脂遮断装置 

 

１． 油脂遮断装置 

  油類 （ノルマルヘキサン抽出物質） に関する下水排除基準は、下水道法により、 

排水量に関係なく定められている。しかし、排水量 50㎥／日未満の油類排出の可能

性のある小規模事業場に関しては、浜松市除害施設指導要綱により、下水排除基準

の適用が除外されており、そのかわり油脂遮断装置の設置が義務付け（浜松市下水

道条例施工規定第４条（５）による。） をしている。 

  本章では、 この小規模な油類の処理施設が必要な事業場に対し、設置が義務付け

られている油脂遮断装置の容量算定方法及び構造基準について述べる。   

これらは、排水設備の確認申請に油脂遮断装置が処理施設として適当であるかを確

認するための基準である。  

  なお、 排水量 50㎥／日以上の事業場の場合には、 下水排除基準が適用されるた

め、 下水道施設課と協議を行うこと。  

（１）油脂遮断装置の必要な業種 

１） 鉱油類を主に排出する業種 

ガソリンスタンド、 自動車整備工場等 

２） 動植物油脂類を排出する業種 

食堂、 レストラン、 学校、 社員食堂、 病院、 旅館、 ホテル等の厨房 

惣菜、 弁当屋、 喫茶店 （軽食）、 バー、 キャバレー、 料理教室、 洋菓

子店、 食肉・魚介類販売業等 

※販売を目的とする飲食業は、販売種類・規模等関係なく油脂遮断装置が必要 
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２． 工場製造阻集器の構造基準（グリース・オイル阻集器） 

（１）構造 

   阻集器の構造は次に規定するほか、阻集器として機能上支障のない構造とする。 

   １）阻集器は、水圧及び自重に対して安全な構造とする。 

２）阻集器の底・周壁は、耐水・耐食及び耐熱材料でつくり、漏水がない構造

とするほか、次の各号に適合するものとする。 

①上部には、耐水・耐食及び耐熱材料を使用して、ふたを設ける。オイル阻

集器については、密閉とすることが望ましい。 

②防火区画を貫通して設置する場合は、防耐火構造とする。 

３）流入口の下端の高さは、上昇水位面よりも高い位置とする。 

４）バスケットは、阻集器の流入部に設置する。ただし、バスケットが前置き

されている場合は、この限りでない。なおバスケットは次の各号に適合する

ものとする。 

①有効な位置に設置する。 

②耐水、耐食及び耐熱材料を使用する。 

③取外しが容易にできる大きさ及び構造とする。 

④変形の恐れのある部分は、変形しにくい材料を使用するかまたは有効な補

強を施す。 

⑤孔の寸法は、金網の場合には６メッシュ（３㎜目）、またパンチングメタル

の場合には３φ×５Ｐ、４φ×６Ｐ、５φ×８Ｐを標準とする。（グリース

阻集器） 

５）隔板は、耐水、耐食及び耐熱材料を使用する。 

６）阻集器の流出部には、次の各号に適合するトラップを設ける。 

①排水管内の臭気及び衛生害虫などの移動を有効に防止できる構造とする。 

②封水深は、５０㎜以上とする。 

③容易に掃除ができる構造とする。 

④トラップの掃除口は、気密に取付けができる構造とする。 

７）二重トラップとならない構造とする。 

８）寸法に対する許容差は表７－２－１に示す値とする。また、実容量に対す

る許容差は、±５％とする。（グリース阻集器） 

９）内部に空気が密閉される阻集器には、通気管を設ける。また、内部に空気

が密閉されない阻集器においても、通気管を設けることが望ましい。（オイル
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阻集器） 

10）阻集器は、点検及び掃除を容易、かつ安全に行うことができる構造とする。 

表７－２－１ 表示寸法と実測寸法との許容差 [ｍｍ] 

表示寸法 許容差 表示寸法 許容差 

0.5 以上 3以下 

3を超え 6以下 

6を超え 10以下 

10を超え 18以下 

18を超え 30以下 

30を超え 50以下 

50を超え 80以下 

80を超え 120以下 

120 を超え 180以下 

180 を超え 250以下 

250 を超え 315以下 

― 

― 

±1.8 

±2.2 

±2.5 

±3 

±3.5 

±4.5 

±5 

±5.5 

±6 

315 を超え 400以下 

400 を超え 500以下 

500 を超え 630以下 

630 を超え 800以下 

800 を超え 1000以下 

1000 を超え 1250以下 

1250 を超え 1600以下 

1600 を超え 2000以下 

2000 を超え 2500以下 

2500 を超え 3150以下 

 

±7 

±8 

±9 

±10 

±11 

±12 

±16 

±18 

±22 

±28 

 

空気調和・衛生工学会規格（SHASE－S217－2008） 
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３． 工場製造阻集器の選定方法（グリース阻集器） 

（１）選定方法 

   阻集器の選定は、一般に厨房を含む店舗全面積（以下、店舗全面積という）に

基づく選定方法を用いるが、利用人数が判明している場合には、利用人数に基づ

く選定方法を用いてもよい。 

（２）店舗全面積に基づく選定方法 

  １）選定手順 

選定は、次の手順によって行う。 

① 流入流量並びに阻集グリース及びたい積残さの質量を式（１）～式（４）

によって求める。 

② 工場製造阻集器性能表示に基づいて、表示された許容流入量が①によって

求めた流入流量の値以上、かつ標準阻集グリース量が①によって求めた阻

集グリース及びたい積残さの質量の値以上となる阻集器を選定する。 

２）流入流量の計算法 

    流入流量Ｑは、式（１）によって求める。 

ｋ
ｔ

１

ｎ

ｎ
Ｑ＝Ａ

０

ｍ W    ・・・・・・（１） 

ここに、 

Ｑ ：流入流量                 [ Ｌ／ｍｉｎ ] 

      Ａ ：店舗全面積                [ ㎡ ] 

      Ｗm ：店舗全面積 1 ㎡・１日当たりの使用水量（標準値を表７－３－１

に示す）                 [ Ｌ／（㎡・日）] 

ｎ ：回転数[１席・１日当たりの利用人数] （標準値を表７－３－２に

示す。なお、受渡当事者間の打合せにより定めてもよい） 

                              [ 人／（席・日）] 

      0n  ：補正回転数（標準値を表７－３－３に示す） [ 人／（席・日）] 

ｔ ：１日当たりの厨房使用時間 （標準値を表７－３－１に示す） 

                        [ ｍｉｎ／日 ] 

ｋ ：危険率を用いて定めたときの流量の平均流量に対する倍率（標準

値を表７－３－１に示す） 
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３）阻集グリース及びたい積残さの質量の計算法 

    阻集グリース及びたい積残さの質量Ｇは、式（２）によって求める。 

     ｂｕ GGG        ・・・・・・（２） 

ここに、 

      Ｇ  ：阻集グリース及びたい積残さの質量   [ ㎏ ] 

uG  ：阻集グリースの質量          [ ㎏ ] 

uG  ：たい積残さの質量           [ ㎏ ] 

①阻集グリースの質量 

阻集グリースの質量は、式（３）によって求める。 

      ２ｕ

０

Ｃｉ
ｎ

ｎ
 uu AgG   ・・・・・・（３） 

ここに、 

uG  ：阻集グリースの質量               [ ㎏ ] 

 Ａ  ：店舗全面積                   [ ㎡ ] 

ug  ：店舗全面積１㎡・１日当たりの阻集グリースの質量（標準値を表

７－３－１に示す）            [ ｇ／（㎡・日） ] 

      ｎ ：回転数[１席・１日当たりの利用人数]（標準値を表７－３－２に

示す。なお、受渡当事者間の打合せにより定めてもよい）                   

[ 人／（席・日）] 

0n  ：補正回転数（標準値を表７－３－３に示す） [ 人／（席・日）] 

  ui   ：阻集グリースの掃除周期（受渡当事者間の打合せによる） 

                           ［ 日 ］ 

   2C  ：定数（ 310 ）              ［ ㎏／ｇ ］ 

②たい積残さの質量 

たい積残さの質量は、式（４）によって求める。 

      ２

０

Ｃｉ
ｎ

ｎ
bbb AgG    ・・・・・・（４） 

ここに、 

bG  ：たい積残さの質量              [ ㎏ ] 

 Ａ  ：店舗全面積                 [ ㎡ ] 

bg  ：店舗全面積１㎡・１日当たりのたい積残さの質量（標準値を表７

－３－１に示す）             [ ｇ／（㎡・日） ] 

      ｎ ：回転数[１席・１日当たりの利用人数]（標準値を表７－３－２に 

示す。なお、受渡当事者間の打合せにより定めてもよい） 

[ 人／（席・日）] 

0n  ：補正回転数（標準値を表７－３－３に示す ）[ 人／（席・日）] 
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  bi   ：たい積残さの掃除周期（受渡当事者間の打合せによる） 

                           ｢ 日 ｣ 

      2C  ：定数（ 310 ）              ｢ ㎏／ｇ ｣ 

 

 

表７－３－１ 各因子の標準値 

        因 子 

 

食 種 

Ｗm )at  ｋ ug  bg  

店舗全面積 1 ㎡・

１日当たりの使用

水量 

 [Ｌ／（㎡・日）] 

１日当たりの厨房

使用時間 

                

[ｍｉｎ／日] 

危険率を用いて定

めたときの流量の

平均流量に対する

倍率  [倍] 

店舗全面積１㎡・

１日当たりの阻集

グリースの質量 

[ｇ／（㎡・日）] 

店舗全面積１㎡・

１日当たりのたい

積残さの質量 

[ｇ／（㎡・日）] 

営
業
用
ち
ゅ
う
房 

中国（中華）料理 130 

720 
3.5 

18.0 8.0 

洋    食 95 9.0 3.5 

和    食 100 7.0 2.5 

ラ ー メ ン 150 19.5 7.5 

そば・うどん 150 9.0 3.0 

軽    食 90 6.0 2.0 

喫    茶 85 3.5 1.5 

ファーストフード 20 3.0 1.0 

社員・従業員用ちゅう房 90 600 6.5 3.0 

注ａ） 1日当たりの使用時間が前もってわかっている場合は、その時間を１日当たりの厨房使用時間としてもよい。 

空気調和・衛生工学会規格（SHASE－S217－2008） 

 

 

 

表７－３－２ 回転数の標準値 

食         種 回転数[人／（席・日）] 

営業用厨房 

中国（中華）料理 5.0 

洋      食 4.5 

和      食 5.0 

ラーメン・そば・うどん 5.0 

軽      食 7.0 

喫      茶 8.0 

ファーストフード 8.0 

社員・従業員用厨房 4.0 

空気調和・衛生工学会規格（SHASE－S217－2008） 
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表７－３－３ 補正回転数の標準値 

       因 子 

 

食 種 

補 正 回 転 数 [人／（席・日）] 

厨房を含む店舗全面積 [㎡] 
)a
 

25 50 75 100 125 150 175 200 250 300 400 500 600 700 800 1000 1500 

営
業
用
厨
房 

中国（中華）料理 ― ― 3.1 3.1 3.2 3.3 3.3 3.3 3.4 3.4 3.4 ― ― ― ― ― ― 

洋    食 ― ― ― 2.0 2.1 2.3 2.4 2.6 2.8 2.9 3.1 3.2 3.3 3.3 3.4 ― ― 

和    食 ― ― 2.1 2.3 2.5 2.6 2.7 2.8 2.9 3.0 3.2 ― ― ― ― ― ― 

ラーメン 

そば・うどん 
― 2.9 3.5 4.1 4.4 4.8 5.0 5.2 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

軽    食 3.3 4.2 4.4 4.7 4.8 4.9 4.9 5.0 5.1 ― ― ― ― ― ― ― ― 

喫    茶 3.7 4.7 5.3 5.7 5.9 6.0 6.1 6.2 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

ファーストフード 3.3 4.2 4.4 4.7 4.8 4.9 4.9 5.0 5.1 ― ― ― ― ― ― ― ― 

社員・従業員用厨房 ― ― ― ― ― 2.4 2.6 2.8 3.0 3.3 3.6 3.8 3.9 4.1 4.2 4.3 4.5 

注ａ） 厨房を含む店舗全面積の値が表中の中間となる場合には、比例補正して求める。 

空気調和・衛生工学会規格（SHASE－S217－2008） 
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（３）利用人数に基づく選定方法 

１）選定手順 

選定は、次の手順によって行う。 

① 流入流量並びに阻集グリース及びたい積残さの質量を式（５）～式（８）

によって求める。 

② 工場製造阻集器性能表示に基づいて、表示された許容流入流量及び標準阻

集グリースの質量が①によって求めたそれぞれの値以上となる阻集器を

選定する。 

２）流入流量の計算法 

    流入流量Ｑは、式（５）によって求める。 

ｋ
ｔ

１
Ｑ＝ ｍ 'WN    ・・・・・・（５） 

ここに、 

Ｑ  ：流入流量                 [ Ｌ／ｍｉｎ ] 

      Ｎ  ：１日当たりの利用人数           [ 人／日 ] 

'mW  ：利用人数１人当たりの使用水量（標準値を表７－３－４に示す）                   

[ Ｌ／人 ] 

ｔ ：１日当たりの厨房使用時間（標準値を表７－３－４に示す） 

                        [ ｍｉｎ／日 ] 

ｋ ：危険率を用いて定めたときの流量の平均流量に対する倍率（標準

値を表７－３－４に示す） 

３）阻集グリース及びたい積残さの質量の計算法 

    阻集グリース及びたい積残さの質量Ｇは、式（６）によって求める。 

     ｂｕ GGG        ・・・・・・（６） 

ここに、 

      Ｇ  ：阻集グリース及びたい積残さの質量   [ ㎏ ] 

uG  ：阻集グリースの質量          [ ㎏ ] 

bG  ：たい積残さの質量           [ ㎏ ] 

①阻集グリースの質量 

阻集グリースの質量 uG は、式（７）によって求める。 

      ２ｕＣiNgG uu  '   ・・・・・・（７） 

ここに、 

uG  ：阻集グリースの質量             [ ㎏ ] 

 Ｎ  ：１日当たりの利用人数            [ 人／日 ] 
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'ug  ：利用人数１人当たりの阻集グリースの質量（標準値を表７－３－

４に示す）                  [ ｇ／人 ] 

  ui   ：阻集グリースの掃除周期（受渡当事者間の打合せによる） 

                             ｢ 日 ｣ 

   2C  ：定数（ 310 ）                ｢ ㎏／ｇ ｣ 

②たい積残さの質量 

たい積残さの質量 bG は、式（８）によって求める。 

      ２Ｃbbb iNgG  '   ・・・・・・（８） 

ここに、 

bG  ：たい積残さの質量              [ ㎏ ] 

 Ｎ  ：１日当たりの利用人数            [ 人／日 ] 

'bg  ：利用人数１人当たりのたい積残さの質量（標準値を表７－３－４

に示す）                  [ ｇ／人 ] 

  bi   ：たい積残さの掃除周期（受渡当事者間の打合せによる） 

                            ［ 日 ］ 

      2C  ：定数（ 310 ）               ［ ㎏／ｇ ］ 

表７－３－４ 各因子の標準値 

        因 子 

 

食 種 

ｍ’ｗ  )at  ｋ ’ug  ’bg  

利用人数１人当た

りの使用水量 

 

  [Ｌ／人] 

１日当たりの厨房

使用時間 

                

[ｍｉｎ／日] 

危険率を用いて定

めたときの流量の

平均流量に対する

倍率  [倍] 

利用人数１人当た

りの阻集グリース

の質量 

[ｇ／人] 

利用人数１人当た

りのたい積残さの

質量 

[ｇ／人] 

営
業
用
厨
房 

中国（中華）料理 80 

720 
3.5 

11.0 5.0 

洋    食 80 8.0 3.0 

和    食 80 5.5 2.0 

ラ ー メ ン 50 6.5 2.5 

そば・うどん 50 3.0 1.0 

軽    食 45 3.0 1.0 

喫    茶 25 1.0 0.5 

ファーストフード 10 1.5 0.5 

社員・従業員用厨房 50 600 3.5 1.5 

注ａ） 1日当たりの使用時間が前もってわかっている場合は、その時間を１日当たりの厨房使用時間としてもよい。 

空気調和・衛生工学会規格（SHASE－S217－2008） 
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４． 工場製造阻集器の選定方法（オイル阻集器） 

（１）選定方法 

①最大流入流量、オイル阻集量及び土砂たい積量を式（９）～式（11）によっ

て算定する。 

②許容流入流量、許容オイル阻集量及び許容土砂たい積量が、①によって求め

た数値以上となり、かつ機能上支障のない構造をもつ阻集器を製造業者の資

料に基づいて選定する。 

（２）計算法 

    最大流入流量、オイル阻集量及び土砂たい積量は、次のように算定する。 

なお、雨水流入を考慮する必要がある場合には、降水量を基に雨水流入流量

[Ｌ／ｍｉｎ]を算定し、最大流入流量と比較して多いほうの値を用いる。 

  １）最大流入量の算定 

最大流入量Ｑは、式（９）によって求める。 

）・Ｋ・ｎ＋Ｑ・ｎ・Ｋ＝（ＱＱ＝Ｑ ２ｍ２１ｍ１ｍ  ・・・・・（９） 

ここに、 

Ｑ ：最大流入流量               [ Ｌ／ｍｉｎ ] 

      ｍＱ  ：平均流入流量               [ Ｌ／ｍｉｎ ] 

ｍ１Ｑ ：水栓を使用する場合の流量（標準値を表７－４－１に示す） 

[ Ｌ／ｍｉｎ ] 

2ｍＱ ：洗車機を使用する場合の流量（明記されている使用流量を用いる） 

[ Ｌ／ｍｉｎ・台 ] 

１ｎ ：水栓個数に対する同時使用倍率（標準値を表７－４－２に示す）

［ 倍 ] 

２ｎ ：洗車機の台数                  [ 台 ] 

Ｋ：平均流入流量に対して使われ方・使用水圧などの相違を考慮した安

全係数（基準値は１０．０ )1)             ［ 倍 ] 

 

表７－４－１ 水栓の標準流量 

口 径 [ｍｍ] 13 20 25 

流 量 [Ｌ／ｍｉｎ] )14a  33 52 

注a) 標準水圧 100kPａの場合における口径 13mm水栓の流量が 

１４Ｌ／minであることから、この値に整合させた。 

空気調和・衛生工学会給排水衛生設備規準・同解説（SHASE－S206－2009） 
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表７－４－２ 水栓個数に対する同時使用倍率の標準値 

水栓個数  

[個] 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

同時使用倍率 

[倍] 
1.0 1.4 1.7 2.0 2.2 2.4 2.6 2.8 2.9 3.0 

空気調和・衛生工学会給排水衛生設備規準・同解説（SHASE－S206－2009） 

 

２）オイル阻集量の算定 

オイル阻集量Ｏは、式（10）によって求める。 

１ｎ ・Ｃ・Ｎ・Ｏ＝Ｏ i          ・・・・・（10） 

ここに、 

Ｏ：オイル阻集量                  [ Ｌ ] 

ｎＯ ：1台当たりのオイル量（標準値は１０．０ )2)      [ ｇ／台 ] 

Ｎ：１日当たりの洗車台数（受渡当事者間の打合せによる） 

[ 台／日 ] 

i  ：掃除の周期（受渡当事者間の打合せによる）   [ 日 ] 

１Ｃ ：定数（＝ 310 ）                [ Ｌ／ｇ ] 

３）土砂たい積量の算定 

土砂たい積量Ｓは、式（11）によって求める。 

iSS n・Ｎ・＝             ・・・・・（11） 

ここに、 

Ｓ：土砂たい積量                  [ Ｌ ] 

ｎS ：1台当たりの土砂たい積量（標準値は０．０９ )3)    [ Ｌ／台 ] 

注１） 高地・小南他：オイル阻集器の適正容量・構造に関する基礎実験〔空気調和・衛生工学

会大会学術講演論文集（2007 年 9月）、Ｐ．767～770〕の表から滞留時間 10分の実験値

を用いた。 

注２） 高地・小南他：オイル阻集器算定における基礎数値提案のための洗車実験〔空気調和・

衛生工学会大会学術講演論文集（2006 年 9 月）、Ｐ．781～784〕の表２から、車１台当

たりのオイル量について、最も値が大きいワックス洗車の提案値を用いた。 

注３） 同上の表２における、車１台当たりの土砂量について、安全を考慮し、最も値が大きい

小形洗車機及びワックス洗車の提案値を用いた。 
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５． 現場施工阻集器の構造基準（グリース・オイル阻集器） 

（１）構造 

   現場施工阻集器の構造は、２．（１）構造による（ただし、（６）の②は除く（グ

リース阻集器））ほか、次の各号に適合するものとする。 

１）流入管及び流出管の管径は、ＳＨＡＳＥ－Ｓ２０６“給排水衛生設備規準・

同解説”による。 

２）阻集器は（長さ）：（幅）：（標準水位面から底部までの深さ）＝（1.5～2.0）：

（1.0）：（0.6～0.8）の割合を標準とする。 

３）隔板は、流水用開口部を除き、水密に周壁または底部に接続する。 

４）隔板の設置位置は、図７－５－１（グリース阻集器）、図７－５－２（オイル

阻集器）に示すように設ける。 

５）隔板の標準水位面からの立上げ部は、阻集器内に流入した排水が隔板を越流

しないように設ける。 

６）隔板の流水用開口部の幅は、阻集器の幅とする。 

７）トラップの封水深は、１００ｍｍ以上とする。（グリース阻集器） 

８）通気の管径は、ＳＨＡＳＥ－Ｓ２０６“給排水衛生設備規準・同解説”によ

る。（オイル阻集器） 

 

 

 図中の長さ方向の数値は、有効長さに対

する各部の寸法の割合を、深さの方向の数

値は、標準水位面から底部までの深さに対

する各部の寸法の割合を示す。 

51 ~ tt は、各隔板の厚さを示す。 

 

空気調和・衛生工学会規格（SHASE－S217－2008） 

 

図７－５－１ 隔板の設置位置（グリース阻集器） 
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空気調和・衛生工学会給排水衛生設備規準・同解説（SHASE－S206－2009） 

図７－５－２ 隔板の設置位置（オイル阻集器） 

 

                                                                           

６． 現場施工阻集器の容量算定方法（グリース阻集器） 

（１）容量算定方法 

現場施工阻集器は、図７－６－１に示すように、上流空間層、阻集グリース

層、グリース分離層及びたい積残さ層からなる。阻集器の容量算定は、一般に

厨房を含む店舗全面積に基づく算定方法を用い、利用人数が判明している場合

には、利用人数に基づく算定方法を用いてもよい。 

（２）計算法 

店舗全面積に基づく算定方法の場合は、阻集器実容量Ｖ及び上部空間層の高

さＨを、式（12）・式（13）・式（14）・式（15）・式（16）によって求める。ま

た、利用人数に基づく算定方法の場合には、式（12’）・式（13）・式（14’）・式

（15）・式（16）によって求める。 

なお、雨水流入を考慮する場合には４．（１）①に準じた値を用いて求める。 

２ｕ

０

ｕｕ Ｃ
ｎ

ｎ
＝ＡｇＶ i       ・・・・・（12） 

２ｕｕｕ Ｃ＝ＮｇＶ i         ・・・・・（12’） 

＝ＱＴＶＳ             ・・・・・（13） 

２ｂ

０

ｂｂ Ｃ
ｎ

ｎ
＝ＡｇＶ i       ・・・・・（14） 

２ｂｂ’ｂ Ｃ＝ＮｇＶ i         ・・・・・（14’） 

ｂｓｕ ＋Ｖ＋ＶＶ＝Ｖ          ・・・・・（15） 

21 HHH ＝            ・・・・・（16） 

ここに、 

    ｕＶ ：阻集グリース層の容量                [ Ｌ ] 

sＶ ：グリース分離層の容量                [ Ｌ ] 

bＶ ：たい積残さ層の容量                 [ Ｌ ] 
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    Ｖ：阻集器実容量                    [ Ｌ ] 

Ｈ：上部空間層の高さ                  [ ｍｍ ] 

Ａ：店舗全面積                     [ ㎡ ] 

ug ：店舗全面積１㎡・1 日当たりの阻集グリースの質量（標準値を表７－３

－１に示す）                [ ｇ／（㎡・日） ] 

ｎ：回転数[１席・１日当たりの利用人数]（標準値を表７－３－２に示す。

なお、受渡当事者間の打合せにより定めてもよい ）[ 人／（席・日）] 

0n ：補正回転数（標準値を表７－３－３に示す ）  [ 人／（席・日）] 

ui ：阻集グリースの掃除周期（受渡当事者間の打合せによる）［ 日 ］ 

2C ：定数（ 310 ）                  ［ ㎏／ｇ ］ 

：比体積(＝１.０)                  ［ Ｌ／㎏ ］ 

Ｎ：１日当たりの利用人数               [ 人／日 ] 

'ug ：利用人数１人当たりの阻集グリースの質量（標準値を表７－３－４に示

す）                        [ ｇ／人 ] 

Ｑ：流入流量（店舗全面積に基づく算定方法の場合は、式（１）、また利用人

数に基づく算定方法の場合には式（５）によって算出した値） 

[ Ｌ／ｍｉｎ ] 

    Ｔ：滞留時間（標準値は１.０）             [ ｍｉｎ ] 

bg ：店舗全面積１㎡・１日当たりのたい積残さの質量（標準値を表７－３－

１に示す）                  [ ｇ／（㎡・日） ] 

bi ：たい積残さの掃除周期（受渡当事者間の打合せによる） 

                             ［ 日 ］ 

'bg ：利用人数１人当たりのたい積残さの質量（標準値を表７－３－４に示す）                  

[ ｇ／人 ] 

1H ：流入管の内径または側溝の深さに等しい高さ     [ ｍｍ ] 

2H ：標準水位面と上昇水位面との差（標準値を表７－６－１に示す） 

 [ ｍｍ ] 

 

 

Ｈ ：上部空間層の高さ 

ｕＶ ：阻集グリース層 

sＶ ：グリース分離層 

bＶ ：たい積残さ層 

 

空気調和・衛生工学会規格（SHASE－S217－2008） 

 

図７－６－１ 阻集器の容量 
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表７－６－１ 標準水位面と上昇水位面との差の標準値 

実容量 [Ｌ] 標準水位面と上昇水位面との差 [ｍｍ] 

50～800 

801～1000 

175 

200 

空気調和・衛生工学会規格（SHASE－S217－2008） 

 

 

７． 現場施工阻集器の容量算定方法（オイル阻集器） 

（１）選定方法 

①オイル阻集層・オイル分離層・土砂たい積層の各容量及び上部空間層の高さ

を式（17）～式（21）によって算定する。 

②阻集器として、機能上支障がない構造とする。 

（２）計算法 

    現場施工オイル阻集器は、図７－７－１に示すように、上部空間層・オイル

阻集層・オイル分離層・土砂たい積層からなり、各層の容量、高さ及び実容量

は、次のように算定する。 

なお、実容量が８００Ｌを超える場合、また構造が図７－７－１と異なる場

合は適用外とする。 

 

 

空気調和・衛生工学会給排水衛生設備規準・同解説（SHASE－S206－2009） 

図７－７－１ 容量算定図 

 

  １）オイル阻集層容量の算定 

オイル阻集層容量 uＯ は、式（17）によって求める。 

１ｎ ・Ｃ・Ｎ・＝ＯＯ iu          ・・・・・（17） 

ここに、 

ｕＯ ：オイル阻集層容量                 [ Ｌ ] 
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２）オイル分離層容量の算定 

オイル分離層容量 sＯ は、式（18）によって求める。 

＝Ｑ・ＴＯs               ・・・・・（18） 

ここに、 

ｓＯ ：オイル分離層容量                 [ Ｌ ] 

Ｔ：滞留時間（標準値は１．０）           [ ｍｉｎ ] 

 

３）土砂たい積層容量の算定 

土砂たい積層容量 bS は、式（19）によって求める。 

iSS nb ・Ｎ・＝          ・・・・・（19） 

ここに、 

bS ：土砂たい積層容量                 [ Ｌ ] 

 

４）実容量の算定 

実容量Ｖは、式（20）によって求める。 

ｂｓｎ ＋＋Ｏ＝Ｏ SV          ・・・・・（20） 

ここに、 

V ：阻集器実容量                   [ Ｌ ] 

 

５）上部空間層の高さの算定 

上部空間層の高さＨは、式（21）によって求める。 

21 HHH ＝            ・・・・・（21） 

ここに、 

Ｈ：上部空間層の高さ                  [ ｍｍ ] 

1H ：流入管の内径または流入側溝の深さに等しい高さ    [ ｍｍ ] 

2H ：標準水位面と上昇水位面との差（標準値を表７－７－１に示す） 

 [ ｍｍ ] 

 

 

表７－７－１ 標準水位面と上昇水位面との差の標準値 

実容量 [Ｌ] 標準水位面と上昇水位面との差の標準値 [ｍｍ] 

～200 

201～400 

401～600 

601～800 

100 

125 

150 

175 

空気調和・衛生工学会給排水衛生設備規準・同解説（SHASE－S206－2009） 
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第８章  様式集 
（目次） 

排 水 設 備 設 置 申 請 書 類  

8-2 …確認申請書                8-3 …平面図 

8-4 …「排水設備確認申請」事前確認（一部着手事前許可）申請書 

8-5 …排水設備材用（排水ますふた（市章入り））購入届 

8-6 …公共下水道使用開始届 

8-7 …排水設備工事完了届            8-8 …浄化槽使用廃止届 

8-9 …代理人（選定・変更）届          8-10 …申請者変更届 

8-11 …排水設備確認申請書中止届 

8-12 …承諾書（土地、家屋、排水設備使用）    8-13 …排水設備使用者変更届 

8-14 …私設メーター位置図           8-15 …使用者一覧表 

8-16 …排水計画事前協議書           8-17 …排水設備撤去工事報告書 

8-18 …各誓約書                8-22 …貸付あっ旋申込書 

取 付 管 設 置 申 請 書 類  

8-23 …取付管申請書１号            8-24 …取付管申請書２号 

8-25 …取付管申請書３号            8-26 …３号寄附申込書 

8-27 …３号寄附同意書              

排 水 許 可 申 請 書 類  

8-28 …排水申込書               8-29 …公共下水道一時使用報告書 

8-30 …排水量報告書               8-31 …排水廃止届 

8-32 …排水設備設置延期許可申請書 

免 除 排 水 申 請 書 類  

8-33 …免除排水申請様式 

そ の 他  

8-43 …油脂遮断装置の設置について    8-44 …吸い込み型通気弁の使用について 

8-45 …圧力開放蓋の使用について     8-46 …逆流抑止ます等の使用について 

デ ィ ス ポ ー ザ 排 水 処 理 シ ス テ ム  

8-47 …ディスポーザ排水処理システム設置計画確認申請書 

8-48 …ディスポーザ排水処理システム維持管理計画書 

8-51 …誓約書 
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第４号様式（第６条関係）   　　　年　　　月　　　日

（あて先）浜松市水道事業及び下水道事業管理者　
〒

 土地建物等所有者

 □一般住宅（ □持家　□建売 ）　　□事業所（ 業種　　　　　　　  ）

 □借家・ｱﾊﾟｰﾄ・ﾏﾝｼｮﾝ　（ 名称　　　　　　　　　　　　　　　　  　）

 □その他（　　　　　　　　　　　　　　                           ）

 □特定事業場　  　　   □除害施設必要事業場

 □油脂遮断装置        （ 種類　　　　　　　　　　　　　 ）

 □排水器具に阻集器取付（ 種類　　　　　　　　　　　　   ）

 □一般住宅に準ずる場合

お客さま番号　　　　　　　　　　　　　

メーター番号　　　　　　　　　　　　　

□一般住宅 人

　 □業務用又は □井戸ﾒｰﾀｰ有

　賃貸住宅 □井戸ﾒｰﾀｰ無の場合ﾒｰﾀｰ設置について

　予定（　　　　　　　　　　　　　　　  ）

 □無　□有    （ 金融機関への事前相談　　□済  ）

 □浄化槽撤去　

 設　置　場　所　

 □申請者と同じ　

負担金納付状況

□汲取り改造

 □簡易水道

 □仮設（  　　年　　月頃まで ） □その他（　　　　　　　　　　  ）

□増設

□新築新設 □新築改築

 別紙平面図、資料のとおり

貸 付 あ っ 旋

 □市水道

※お客さま番号

 種      別 

　　　　　棟　　　　　　戸

 排 水 戸 数 

□井戸ﾒｰﾀｰ有　□ﾒｰﾀｰ無 （井戸人員）

 □新築増設

住 所

申 請 者
（ 所 在 地 ）

フ リ ガ ナ

氏 名

□申請者と異なる（ 土地・建物・排水設備 ）※承諾書添付

（ 名称及び代表者氏名 ）

排水設備計画（変更）確認申請書
排水設備の計画（変更）が法令に適合している旨の確認を受けたいので、次のとおり申請します。

 浜 松 市 区

記

電話番号（　　　　）　　　－

着工・完了予定年月日
    　　年 　　月　　　日着工 　～ 　   　　年 　　月 　　日接続

（下水道取付管への接続日より５日以内に排水設備工事完了届・公共下水道使用開始届を提出してください。）

氏　　名

□改築　　　

（名称及び代表者氏名）

指

定

工

事

人

工
事
の
種
類
・
内
容

　 別紙添付

　が多数の場合  □工業用水

 □他(　　 )

 使 用 水 区 分 

□雑排水

 及 び 区 分 

受 付 印 ( 排水受付番号 )

 □井戸

業者CD（　　　  ）

責任技術者名

受付者

排 水 設 備 の 構 造

住　　所

照合者

℡
（所在地）

確認済印 変更確認印
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縮尺　1/ □ □ □

 

　

取付管 　 □既設　本 □2号　本 □3号　本 　

既設排水設備資料 雨水抑制施設

排水システム

検査　     　年　  月　　　免除排水

旧申請者 設置場所

施工者 申請者

№

分流式 合流式 分流 (旧合流）

※指示内容

平 面 図 処理分区 コード（　　　　）

ます呼称 口径cm 深さcm地盤高ｍ ます呼称 口径cm 深さcm № 地盤高ｍ№ 地盤高ｍ ます呼称 口径cm 深さcm

 管径mm 管種 勾配％ 延長ｍ

　

№～№  管径mm 管種 勾配％ 延長ｍ №～№

住宅地図　　　－　　  －　　 －

敷地面積(合流区域に限る） ㎡

□接続 □増設 □改築前

　

排水受付番号第　　　　　号

(確認番号）

 検査日　  　 年　 月　 日　

□      　年   月供用開始  □供用開始前  □区域外  □法第16・24条施工

完了日(接続日)  　 年　 月　 日
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（あて先）浜松市水道事業及び
　　    下水道事業管理者

℡

℡

まで

地図番号　　

　　P　　　　　-　　　　　-

確認担当者印

協議済印

一部排水設備工事を下記により排水設備確認申請前に指定工事人規程第９条等を遵守し着手したいの

一部排水設備工事詳細図 （略図）現場案内図 （地図）

事前確認理由

※施工箇所を赤色で塗色

排 水 設 備 一 部 着 手 内 容

確 認 申 請 書 提 出 期 限

　　　　年　　　　月　　　　日

年 月 日

で、事前確認及び着手することの事前許可をお願いします。

なお、確認申請書を受付日から１０日以内（閉庁日を除く）に提出するとともに、違反行為を行った場合は、ど

のような処分にも従うことを誓約します。

記

年 月 日

年 月 日

器 具 配 管 ・ 屋 内 配 管 ・ 屋 外 配 管

排 水 設 備 一 部 着 手 予 定 日

浜松市排 水 設 備 工 事 箇 所
町

丁目

建 築 主 名

建 築 施 工 会 社 名

排 水 設 備 工 事 依 頼 日

指 定 工 事 人

 番地
番　　　　号

「排水設備確認申請」事前確認（一部着手事前許可）申請書

担 当 責 任 技 術 者 名

登 録 番 号

住所

代表者

TEL
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    年  月  日  
 （あて先）浜松市水道事業及び下水道事業管理者 

住   所                     
      指 定 工 事 人  （所在地）                     

業者 CD（    ） 氏   名                     
（名称及び代表者）                   

℡ （    ）    －         

排水設備材料（排水ますふた（市章入り））購入届 

 次のとおり、市の承認又は検査を受けた材料を購入します。 
□ 一部事前着手   
□ 変更       
□ 修理       

申請者氏名  確 認 日     年  月  日  

設 置 場 所 浜松市    区 排水受付番号  

工事の期間    年   月   日 から 
   年   月   日 まで 責任技術者  

 
購入日 

     年   月   日 
購入先 

□ 浜松上下水道協同組合 
□ 浜北上下水道協同組合 
□ その他（              ） 

品 名 ・ 種 別 
市 章 入 り 寸法（㎜） 購入 

数量 

変更内容 
月／日 完了 

数量 
確認済印 

／ ／ 
取付ます 
(傾斜ﾀｲﾌﾟ) 

外ハメ φ200     
内ハメ φ300     

保 護 鉄 ふ た 

T-8 
φ200     変更印 
φ300     

T-14 
φ200     
φ300     

T-25 
φ200     
φ300     変更印 

第 号ﾏﾝﾎｰﾙふた      
      

変更の場合 「変更内容 月／日」に変更を申し出た日付、数量を記入する。（増
は＋１、減は－１） 

      「完了数量」に数量を記入する。 
修理の場合 「購入数量」及び「理由」を記入する。 
       施工位置が判断できる資料（既設台帳等）を添付する。 
       ※指示がある場合は、下水道排水設備台帳を修正または新規に作成すること。 
理由： 
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(あて先） 浜松市水道事業及び下水道事業管理者　

住 　所

届出者 （所在地）

氏　 名

（名称及び代表者名）

 ℡(　　　　  )　　　　    -                

町 番地
丁目 番 号

　　　　〔 ℡　　　　-　　　　-                〕

（注１）使用者欄は下水道使用料の納付人（使用水が市水道の場合は、市水道の使用者となります）を記入してください。

　　　（借家・アパート等で使用者が複数の場合は、入居者の住所・氏名等を「別紙一覧表」に記入し、添付してください。）

※開始予定年月日の前日までに提出すること

（コード番号）

責任技術者氏名 　℡（　　　　　　） 　　　　　-　　　　　　　

記

第７号様式(第９条関係）

　  　　　年　　　月　　　日

備     考

受  付  日

公共下水道使用開始届

摘 要 排水受付番号入　力　日

用　途

住　　所

開 始 予 定 年 月 日

（所 　在　 地）

　公共下水道の使用を開始しようとするので、浜松市下水道条例第９条第１項の規定により次のとおり届け出ます。

　□ 工業用水道

　□ 市  水  道

チ ェ ッ ク 町 コ ー ド

設　 置　 場　 所

（名称及び代表者名）

　　　　  　　　　　年　　　　　月　　　　　日

氏
フリ

　　名
ガナ

お 客 さ ま 番 号

世 帯 人 数

メーター番号

使  用  数

　□ そ  の  他

　　別紙のとおり

　　別紙のとおり

  □一般家庭用

人世 帯 人 数

名称及び代表者名

住　　 　　 所
指定工事人

（コード番号）

郵便番号（　　　　　－　　　　　　）　

使
用
す
る
水
の
種
類

使
用
者

使  用  数

個

本

口　径

メーター個数

　□ 井　　   戸

　□ 簡 易 水 道

　□ 雨　　   水
人

本

個

 浜松市 区

メーター個数

  □業務用・集合住宅用
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(あて先） 浜松市水道事業及び下水道事業管理者　

住 　所

届出者 （所在地）

氏　 名

（名称及び代表者名）

 ℡(　　　　  )　　　　    -                

排水設備の構造

接　続　状　況

設　置　場　所

　　　年　　　　　　月　　　　　　日

責任技術者氏名

住　　 　　 所

（コード番号）

（　　　　　　）

名称及び代表者名

排水設備工事完了届

□排水設備のみ　□除害施設あり　□特定施設あり

□全部接続　□一部接続（　　　　　　　　　）

備　　　　　　考

第５号様式(第７条関係）

　  　　　年　　　月　　　日

　郵便番号（　　　　　－　　　　　　）　

　℡（　　　　　　） 　　　　　-　　　　　　　

指定工事人

完　了　年　月　日

※工事が完了した日から５日以内に提出すること

　排水設備の工事が完了したので、浜松市下水道条例第７条の規定により次のとおり届け出ます。

記

工事の種類・内容

排　水　受　付　番　号
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様式第１号の３（第９条の５関係） 

 

浄化槽使用廃止届出書 
 

  年  月  日 

（あて先）浜松市長  

 
届出者 

 住所 

 氏名                   

 （法人にあっては、名称及び代表者氏名） 

 電話番号 

 
 

浄化槽の使用を廃止したので、浄化槽法第１１条の３の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

記 

 

１ 設置場所の地名番地 

 

             

 浜松市   区 

             

 

２ 使用廃止の年月日 

 

        年    月    日 

 

３ 処理の対象 

 

 

 ①し尿のみ    ②し尿及び雑排水 

 

 

４ 廃止する浄化槽の規模 

 

                 人槽 

５ 廃止の理由 

① 下水道、農業集落排水施設接続 

② 浄化槽の切替（単独から合併、合併から合併） 

③ 家屋等の廃止 

④ その他 

６ 備考  

※ 事務処理欄  

 

備考 １ ※欄には、記載しないこと。 

   ２ ３および５欄は、該当する事項を○で囲むこと。 

   ３ ６欄に最終清掃日を記入すること。 
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第１号様式（第２条関係）

（あて先）浜松市水道事業及び下水道事業管理者

住所(所在地)

届出者
氏名(名称及び代表者氏名)

電話番号

お届けします。

記

選　定

変　更

電　　話

電　　話

届排水設備使用者代理人

しましたので、
選定

変更
浜松市下水道条例第3条の規定により次のとおり代理人を

受 付 印

  　　年 　　月　 　日

代理人（新）

代理人（旧）

住　所

氏　名

住　所

氏　名
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（あて先）浜松市水道事業及び下水道事業管理者

住所(所在地)

申請者
氏名(名称)

TEL

変　更　理　由

検査年月日排水受付番号 　年　　　月　　　日

設　置　場　所 　　浜松市

記

  　　年　　月　　日

受 付 印

排水設備確認申請書（完了調書）申請者変更届

新申請者名 旧申請者名

先に申請（完了）しました、排水設備確認申請書（完了調書）の申請者名を下記理由により変更したいの
で、届け出ます。



8-11 
 

 

 

　(あて先）浜松市水道事業及び

　　　　　　下水道事業管理者　　　

　　　 　  住　  所
               （所在地）

届 出 者
　　  　 　氏　   名
          （名称及び代表者氏名）

　　　　記

町 　　番地

丁目 　　番 　　　号

住　　所

（所在地）

氏　　名

（名称及び

代表者氏名）

登録番号

※OA入力担当者

  　  　年　 　 月　  　日

　  排　水　設　備　確　認　申　請　書　中　止　届

　　  　　　年　　　月　　　日　　　　第　　　　　　　　　号

担当責任技術者名

確認を
受けた
指 定
工事人

設　置　場　所

める場合の指定工事人

※上下水道部記入欄

排水設備確認申請書を下記理由により中止したいので、届け出ます。

申　　請　　者

　　□　  　　年　　月頃　施工予定　　　　　□　未　　　定

次に排水設備工事を進

中　止　理　由

今後の工事予定

浜松市　　　　区

確認日及び
排水受付番号
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  　　年　　月　　日

　上記の排水設備の施工について 土地 ・ 家屋 ・ 排水設備 を使用することを承諾します。

氏名 住所

(署名又は記名押印をしてください。）

氏名 住所

(署名又は記名押印をしてください。）

氏名 住所

(署名又は記名押印をしてください。）

申請者名

(確認番号)

　　　　　　　年　　月　　日 検査

　　　　　　　年　　月　　日 着手 指定工事人名

　　　　　　　年　　月　　日 完了

※ 排水設備の設置にあたり、当該土地・家屋・排水設備所有者等の利害関係者との間で生じた
問題は、申請者の責任で解決します。

※ 土地・家屋・排水設備の使用に関わる承諾書の提出にあたっては、関係する利害関係者本人が
署名押印し提出するようにお願いします。

排水受付番号　第　　　　　　　　号

申請者氏名 設置場所

受  付  印

※既設 排水 設備 資料

承 諾 書

土 地 所 有 者

家 屋 所 有 者

排水設備所有者
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第８号様式（第１０条関係）

　      　  　年　 　 月　  　日

(あて先）　浜松市水道事業及び

       　　　　下水道事業管理者　　　

　　　 　  住　  所
                   （所在地）

　　  　 　氏　   名
           （名称及び代表者氏名）

    排　水　設　備　使　用　者　変　更　届

 　 排水設備の使用者に変更があったので，浜松市下水道条例第１０条の規定により次の

 とおり届け出ます。

　　　　記

町 番地
　　浜　松　市

丁目 番 号

　　  　　　　年　　　　月　　　　日

理　　　　　由

設置場所（住所）

新使用者氏名（名称）

旧使用者氏名（名称）

変　更　の　日
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　市付番

(　番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

私 設 メ ー タ ー 設 置 確 認 連 絡 票

お 客 さ ま 番 号 排 水 受 付 番 号

使 用 水

　（道路、敷地、建物、ポンプ、メーター等の検針情報の概要を明示。）

メ ー タ ー 用 途 　□下水道使用水量計測用

㎥
確 認 日

　□その他（　　　　　　　　　　　　               　　 ）

詳 細 位 置 図

メ ー タ ー 番 号

口 径
㎜ 

  　　　年　　　月　　　日 桁 数
桁　

検 定 期 限

N

□その他（　　　　 ）

  　　　年　　　月　　　日

位

置

図

案 内 図

□水道 □井戸 □簡易水道 □工業用水

使 用 開 始 指 針
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‐ ‐
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‐ ‐
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‐ ‐
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‐ ‐
‐ ‐
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‐ ‐

‐ ‐
‐
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等
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号
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用

者
お

客
さ

ま
番
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水
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用

途
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始
日

備
考

使
用

者
一

覧
表

排
水

設
備

受
付

番
号

町
名
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(あて先）浜松市水道事業及び下水道事業管理者
所在地

協議者 名称・氏名

℡

下記により排水計画事前協議をお願いします。

記 該当箇所に○を記す

　　　イ．　　本管仕様の排水設備施工について（工場・造成地・商業地）

　　　ロ．　　雨水抑制について（合流区域，敷地面積　　　　　㎡）

　　　ハ．　　プール排水、温泉、大浴場

　　　ニ．　　大規模工場や分譲地・商業施設等（特定の有・無、日量排水量　　　　㎥　）

　　　ホ．　　中高層建築物　　　　　階建（　　　　棟　　　　戸）、（地階有・無）

　　　ヘ．　　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　 　ト．　　上下水道部の指示によるもの

協議箇所

協議箇所名 施主名

設計者 担当 ℡

施工者 担当 ℡

指定工事人 担当 ℡

工事予定 　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日　～　　　　　　　年　　　月　　　日

　　　１、　　流入下水道本管口径　　φ　　　　　　ｍｍ　（HP．VU．BOX）

　　　２、　　取付管　　　①　有・無　　　、②　口径φ　　　　　ｍｍ　他　　　本

　　　１、　　汚水・雑排水　　 最大　　　　　　　ｍ３/秒

　　　2、　　工　場　排　水　  最大　　　　　　　ｍ3/日　　⇒　　稼動時間　　　　時間

　　　3、　　間接冷却水　 　  最大　　　　　　　ｍ3/日

　　　１．　　本管雨水排水処理可能量　Ｑ１＝　　　　　　　ｍ3/秒

　　　合流区域　　ｔ＝5min⇒Ⅰ=100mm/h C=0.45 　　　敷地面積Ａ＝　　　　　　㌶

　　　２、　　協議箇所の雨水排水量　Q２＝　　　　　　　　ｍ3/秒

　　　　　　　ｔ＝5min⇒Ⅰ=138.9mm/h Ｃ=0.9

　　　３、　　協議箇所内で処理すべき排水量　Q＝Q２ - Ｑ１＝　　　　　　　m３/秒

協議に必要な資料（２部作成） ※必要に応じて各課と事前に協議する。

　１．　案内図（住宅地図）

　２．　排水設備図面（系統別に塗色） 　　　　他 ①縦断面図

　３．　協議に必要な各計算表 ②中高層建築物は系統図及び配管立図添付

　４．　その他別途指示するもの ③工場等は給水系統も記入、塗色する

※連絡先　　　　　　　　　　     　　　　　　　　　　　　　(℡        -         -         )

　　協議内容

協議箇所の予定
排水量

協議箇所の受入
状況

協議箇所の雨水
排水量

受付印

現場状況に関係なく

Ｑ＝１／３６０×I×C×A

Ｑ＝１／３６０×I×C×A

  　　年　　 月　　 日

   排 水 計 画 事 前 協 議 書

浜松市　　　　　　区　　　　　　　　　町・丁目　　　　　番　　　　　　　号　　　　　　　　　　　番地
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  　　年　　月　　日

(あて先）浜松市水道事業及び

　　　　　　下水道事業管理者　　　

受　付　印
　　　 　  住　  所
               （所在地）

届 出 者
　　  　 　氏　   名
           （名称及び代表者氏名）

　　　　　連絡責任者

　 　 排　水　設　備　撤　去　工　事　報　告　書

　　　　記

　 町 　　　　番地

　丁目 　　番　　　号

案内図 詳細図

住宅地図番号

中・東・西・南・北　区　　－　　　－

申請者

指定工事人

排水番号　　　　第　　　　　　　　号

排水受付番号　　第　　　　　　　　号

　　下記の理由により、排水設備撤去工事を完了しましたので、報告します。

　浜 松 市

　  　　年　　月　　日　～　  　　年　　月　　日

　□　取付ます以外を撤去　　　　⇒　　　ｵﾌｾｯﾄ及び寸法等を記入

　□　全　て　を　撤　去　　　　⇒　　　ｵﾌｾｯﾄ及び深さを記入

　□　第　　ますでキャップ止め

     　　  年　　　月　　　日　検査

   　　    年　　　月　　　日　着手

      　　 年　　　月　　　日　完了

排水設備撤去の依頼者

排水設備撤去箇所

排水設備撤去の工期

撤去の方法

　□　そ　の　他　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

区

既設排水設備
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（あて先）浜松市水道事業及び下水道事業管理者　

指定番号（　　　）

指定工事人名

℡　　　　　　　　（　　　　　　　）

担当責任技術者名

登録番号（　　　　　　　　　　）

　浜松市 区 番地

※工事箇所を示した地図（Ａ４サイズ）を添付すること。　

※接続予定日は、工事の進捗状況により遅れる場合がありますので、ご了承ください。

※上下水道部記入欄

接続予定日

　　　　　年　　月　　日　※必ず記入すること。

　□　建築工事との工程調整等によるもの。

　□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事前理由

申 請 地

浜松市公共下水道取付管設置要綱に基づく取付管設置工事完了検査

記

　□様式１号　□様式２号　□様式３号　□法第１６条　□法第２４条

を お 願 い し ま す 。

下 記 物 件 の 浜 松 市 下 水 道 条 例 等 に 基 づ く 「 確 認 申 請 」 を す る に あ た り 、

が され て おり ませ んが 、下 水道 事業 管理 者の 接続 許可 があ るま で取 付管 への接続

（流入行為や取付ます設置施工）をしないことを誓約しますので、事前に確認協議

受付印

連   絡   日

受益者名

完了確認印
(ｸﾞﾙｰﾌﾟ又は係長)

接続希望日

　　  　　年　　月　　日

　　　　年　　月　　日

　　　　年　　月　　日

 「接続に関する」誓約書

　　　　年　　月　　日

供用開始予定日・工事完了予定日

　□　受益者作成の理由書によるもの。

　担当課又は室：

連絡者

　担当者氏名：

　　　　年　 月　 日

連　絡　内　容　欄

施工業者名

仮検査　・　本検査

□工事入札による施工
□見積工事による施工
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（あて先）浜松市水道事業及び下水道事業管理者

住所（所在地）

申請者 氏名（名称）

　私儀、このたび　浜松市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地先に排水設備工事を施工
するにあたり、下記理由により雨水の集水溝（U字溝）は未施工であります。

　今後、未施工に起因した一切の事故については、当方の責任において処理することと

　　　　　　　□　令和　　　　年ごろまでに、

　　　　　　　□　施工後苦情等で水道事業及び下水道事業管理者の指導があった場合、

「ただちに」集水溝（U字溝等）を施工することを誓約します。

指定工事人

登録番号（　　　　　　　　）　ないことを報告します。 担当責任技術者

誓　　約　　書

　　　　年　　月　　日

受付印

記

理 由

　上記の内容について間違い
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（あて先）浜松市水道事業及び下水道事業管理者

住所（所在地）

申請者 氏名（名称）

適合基準で施工することを誓約します。

指定工事人

登録番号（　　　　　　　　）　ないことを報告します。 担当責任技術者

　上記の内容について間違い

位　　　　　　　　　　　置

指針と異なる内容

理　　　　　　　　　　　　由

誓　　約　　書

記

す る に あ た り 、 下 記 理 由 に よ り一 部に 浜松 市下 水道 条例 、施 行規 程、 指針 等の 基準 に適 合し ない

　　年　　月　　日

受付印

私 儀 、 こ の た び 浜 松 市 地 先 に 排 水 設 備 工 事 を 施 工

箇所がありますが、当該排水設備で生じた 不都合に関して一切のご迷惑は お掛けしません。

ま た 、 将 来 苦 情 等 に よ り 水 道 事 業 及 び 下 水 道 事 業 管 理 者 の 指 導 が あ っ た 場 合 「 た だ ち に 」
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（あて先）浜松市水道事業及び下水道事業管理者

住所（所在地）

申請者 氏名（名称）

1　進入路部分の排水設備を将来に渡って市に移管しないこと。

2　放流先の公共下水道に支障をきたさないよう維持管理すること。

3　排水設備を第三者に譲渡する場合は、誓約書の内容を厳守する責務があることを説明し
　　継承すること。

4　当該排水設備を利用するものにも、その旨を説明すること。

記

　　年　　月　　日

受付印

誓　　約　　書

　共有の排水設備を設置、使用するにあたり、下記の条件を遵守いたします。
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第１号様式（第５条関係）                   （令和３年４月１日現在様式） 

令和  年  月  日 

（あて先）浜松市水道事業及び下水道事業管理者  

 

                   住 所 

                  （所在地） 

             申込人   ﾌﾘｶﾞﾅ 

                   氏 名                

                  （名称及び代表者氏名）  

                   電 話 

                   （署名又は記名押印をしてください。） 

水洗便所改造資金貸付あっ旋申込書 
  次のとおり水洗便所改造資金貸付のあっ旋を受けたいので申し込みます。 

記 

使途 □くみ取便所改造 □し尿浄化槽撤去 
供用 
開始 

昭和・平成・令和   年   月 

 

工 事 場 所 等 

 

浜松市 
   区 

町    番地     □自家 
丁目   番   号  □借家 

処理分区 
(      ) 

工  事  費 見積額         円  竣工額          円 

指 定 

 

工事人 

住所 

（所在地） 

並びに 

名 称 

電 話 

業者CD（   ）      ※振込先 
               金融機関名 
               本支店名 
               口座種別   普通 ・ 当座 
               口座番号 

貸付あっ旋希望額 

（工事費以内の万円単位） 
見積時           円  竣工時            円 

希望指定金融機関名 

(本支店名まで記入) 

 

 

 

 

□静岡銀行           店 □スルガ銀行         店 

□浜松磐田信用金庫       店 □遠州信用金庫        店 

□静岡県労働金庫        店 □とぴあ浜松農協       店 

□遠州中央農協         店 □三ヶ日町農協        店 

□静岡県信漁連         店  

 

※貸付は、個人と金融機関との貸借契約ですので、必ず事前に、  条件を金
融機関にご相談ください。（金融機関の審査により貸付が受けられない場合も
あります） 

（必要要件）金融機関が認める連帯保証人が必要です。（※申込前に金融機関に確認してください。） 
くみとり便所・浄化槽から、下水道への切替工事が対象です。（新築・建替えは対象外です。） 
公共下水道を使用できる日（供用開始の日）から３年以内の切替工事が対象です。 
(供用開始から３年を超えた切替工事は令和４年３月３１日まで対象です) 
市税及び下水道事業受益者負担金を滞納していないことが必要です。 
切替工事費の明細（見積書・請求書・工事調書等）を添付してください。 

受益者負担
金 
納入の確認 

確認印 

 

切替工事前にお申し込みください。この申込書の写しと工事費明細を、工事完了検査後に、ご指定の金融機関に
送付しますので予めご承知ください。お申し込み後、借入を中止する場合はご連絡をお願いします。 
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　第１号様式（第８条関係）

　　　　　　年　　月　　日

（あて先）浜松市水道事業及び下水道事業管理者　

現住所

氏  名

ＴＥＬ （ ）

現住所

氏　名

ＴＥＬ （ ）

浜松市公共下水道取付管設置要綱第８条の規定により取付管設置を申請します。

浜松市 地先

□　自宅　　□　空地 □　アパート 　世帯数 □　工場

□　借家（　　　軒） 　戸数 □　事務所

業者コード（　　　　）ＴＥＬ

設置希望箇所図

―

□角地　　・　□その他(　　　　　　　　　　　　)将来設置希望理由

相 談 さ れ た
指 定 工 事 人

上 水 道　　・　　簡易水道　　・　　井　　戸使用水の種類

方　位

φ１００ｍｍ　・　φ１５０ｍｍ　・その他（φ　　　　ｍｍ）

お客さま番号

なお，取付管設置の必要が生じた場合は，浜松市公共下水道取付管設置要綱に基づき申請いたします。

下記の理由により取付管設置申請を『将来設置希望』とします。

整理番号

申請者

土　地
所有者

公共下水道取付管設置申請書　　【様式１】

取付管希望口径

設 置 場 所

建 物 状 況
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　第２号様式（第８条関係）

(あて先）浜松市水道事業及び下水道事業管理者

現住所

氏  名

℡　　　(　　　)

浜松市公共下水道取付管設置要綱第８条の規定により取付管設置を申請します。

　浜松市 地先

　  　　　年　　　月　　　日 （　　　）箇所希望

　住　所

　氏　名

有　（有の場合　　　箇所）　　・　　無

業者コード（　　　　）℡

　上水道　・　ガス　・　（　　　　　　　　　　　　）

　　　　　年　　月　　日　施工業者名（　　　　　　　　　）

□ 　　　　　年　　　月供用開始　　□ 供用開始前 □ 区域外 

【申請箇所道路断面図】

　　 　車 道・歩 道

※上水道・ガス等の位置も色を変え記入

□位置図２部 □ガス・ＮＴＴ・中電等埋設事前調査書 □公図写し □建築確認済証

□竣工図(A3版縮小図)　□現況写真２部（舗装等現場状況が確認できるもの）　

□道路認定図 □「接続に関する」誓約書 □その他(　　　　　　　　　　　　)

□舗装抵触期間道路の掘削承諾書・同調協議書(抵触の場合) 　

□既設取付管申請書の写し(既設取付管有の場合) ※用紙ｻｲｽﾞの指示のない項目は原則A4ｻｲｽﾞとする

添
付
書
類

【設置希望場所見取図】
　　　※その他工事がある場合

　　　　は全て記入すること。

方位

受
　
付
　
印

舗装抵触（　有　・　無　）

【供用開始】　済・未

　　　記

受付者

□ 申 請 者 と 同 じ

既 設 管 の 有 無

供 用 開 始 等

有 の 場 合 そ の 施工 内容

（署名又は記名押印をしてください。）

【事業場届】
　必要・不要

【特定ます】
　必要・不要

負担金

道路路線名

下水道竣工図面№

河川水路路線名

住宅地図　     　  Ｐ　   －   　－

道路認定図面　№

 -      -

　  　　年　　月　　日

設 置 場 所

設 置 希 望 日 ・ 箇 所 数

土 地 所 有 者

そ の 他 工 事 □ 有、 □無

指 定 工 事 人 名

担 当 責 任 技 術 者 名

申請者

公共下水道取付管設置申請書　　【様式２】

（　　）ｍ

（　　　）ｍ

（　　）ｍ

溝幅

溝深

（　　）ｍ

溝幅

溝深

管種　　　　口径

取付管設置

希望深さ

（　　　）ｍ

（　　　）ｍ

土被り

（　　　）φ（　　　）

ＶＵφ（　　　）

取付管口径

（　　　）ｍ

幅員

溝蓋

有・無

溝蓋

有・無

下水道本管口径
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　第３号様式（第８条関係）

（あて先）浜松市水道事業及び下水道事業管理者

現住所

氏  名

℡　　　(　　　)

浜松市公共下水道取付管設置要綱第８条の規定により取付管設置を申請します。

　浜松市 地先

　  　　　年　　　月　　　日 （　　　）箇所希望

　住　所

　氏　名

有　（有の場合　　　箇所）　　・　　無

業者コード（　　　　）℡

℡

　着手:  　　年　　月　　日 ～ 完成:  　　年　　月　　日

　上水道　・　ガス　・　（　　　　　　　　　　　　）

　  　　年　　月　　日　施工業者名（　　　　　　　　　）

【申請箇所道路断面図】

　　 　車 道・歩 道

※上水道・ガス等の位置も色を変え記入

　□公図写し　　□位置図　　□竣工図（A3版縮小図）　

　□現況写真２部（舗装等現場状況が確認できるもの）　　□占用申請に必要な書類

　□既設取付管申請書の写し(既設取付管有の場合) □「接続に関する」誓約書

　□舗装抵触期間道路の掘削承諾書・同調協議書(抵触の場合) □その他(　　　　　)

　  　　年　　月　　日

道路路線名

受
　
付
　
印

下水道竣工図面№

舗装抵触（　有　・　無　）

負担金

 -      -

【供用開始】　済・未

公共下水道取付管設置申請書　　【様式３】

添
付
書
類

【設置希望場所見取図】
　　　※その他工事がある場合

　　　　は全て記入すること。

方位

道路認定図面　№

□ 申 請 者 と 同 じ

既 設 管 の 有 無

指 定 工 事 人 名

申請者

設 置 場 所

設 置 希 望 日 ・ 箇 所 数

土 地 所 有 者

受付者

取 付 管 工 事 予 定 期 間

担 当 責 任 技 術 者 名

そ の 他 工 事 □ 有 、 □ 無

【事業場届】
　必要・不要

【特定ます】
　必要・不要

（署名又は記名押印をしてください。）

　　　記

住宅地図　   　　P　　 －  　－

河川水路路線名

有 の 場 合 そ の 施 工 内 容

取 付 管 工 事 施 工 会 社 名

現 場 担 当 者 名

（　　）ｍ

（　　　）ｍ

（　　）ｍ

溝幅

溝深

（　　）ｍ

溝幅

溝深

管種　　　　口径

取付管設置

希望深さ

（　　　）ｍ

（　　　）ｍ

土被り

（　　　）φ（　　　）

ＶＵφ（　　　）

取付管口径

（　　　）ｍ

幅員

溝蓋

有・無

溝蓋

有・無

下水道本管口径
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第 1 号様式 
  年  月  日 

 
（あて先）浜松市水道事業及び下水道事業管理者  
 
                      住所  
                  申込人 
                   
                      氏名                
                      
 
 
 

寄 附 申 込 書 
 
 

次のとおり下水道事業に係る物件を寄附したいので申し込みます。 
 
 

１．寄 附 申 込 理 由   維持管理のため 

２．寄附物件の所在   

３．寄 附 物 件 の  
  名 称 及 び 内 訳  

 
 
 
 
 
 

４．寄附物件の金額   金             円  （税抜き・税込み） 

５．工 事 施 行 業 者   

６．工 事 期 間       年  月  日 ～     年  月  日 

７．備 考  

 
注意事項 ・ 太枠欄に記入してください。 

・ ※印欄は記入しないでください。 
・ 受入の際には寄附受入書を発行いたします。 

 
 

  
  

検査年月日  ※     年  月  日 
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第 2 号様式 

同 意 書 
 
下水道事業に係る物件を寄附することに同意いたします。 

 

住        所 
氏     名 

（署名又は記名押印をしてください。） 
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  年  月  日 
（あて先）浜松市水道事業及び 
     下水道事業管理者 
 

住   所 
（所 在 地） 

申請者  氏   名                   
     （名称及び代表者名） 
           

     電 話 番 号 （    ）    － 
               担当者名 

 
排 水 申 込 書 

 
この度、         の施工に伴う工事湧水（排水）を、下記により 

公共下水道へ排水したいので申込みます。 
 

記 

工 事 施 工 箇 所 
          町      番地 
 浜松市                  地先 
          丁目    番   号       （位置図添付） 

工 事 名 及 び 
施 工 工 期 

     年   月   日 ～      年   月   日 

工 事 施 工 業 者 
 

℡（          ） 
担当者名 

予 定 排 水 期 間      年   月   日 ～      年   月   日 

予 定 排 水 時 間 
□ ２４時間排水 
□ 作業時排水（午前  時  分 ～ 午後  時  分） 

予 定 排 水 量 
・日平均         ｔ/日 （最大   ｔ/日、最小   ｔ/日） 
・時間平均        ｔ/時 （最大   ｔ/時、最小   ｔ/時） 
・工事期間累計排水量        ｔ 

排水施設及び方法 別 途 資 料 参 照 

緊急時連絡担当者 
                     ℡（          ） 
                     携帯(          ) 

使用料支払予定者 
 
                     ℡（          ） 
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 　  　　年　　月　　日
（あて先）浜松市水道事業及び

　下水道事業管理者

(　　　　）　　　　－　　　　　　電  話  番  号

報告者

住　　　　所

氏　　　　名

（ 所 在 地 ）

（名称及び代表者名）

   　　年 　　月 　　日 　～ 　   　　年 　　月 　　日

公共下水道一時使用報告書

　  　　　年　　　月　　　日から  　　年　　　月　　　日の排水量を下

記のとおり報告します。

記

工 事 名

工 事 現 場

排 水 期 間

排 水 量
ｍ３

(下水道使用料請求先)　

　住所

　名称

　電話番号　　(　　　　　）　　　　　　－　　　　　　

添 付 書 類
　　□　排水報告書

　　□　現場写真

納 付 書 送 付 先
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1　測定期間　　　  　　　年　　　月　　　日 ～   　　　年　　　月　　　日

2　測定方法　　　三角堰による流量計算方法

工 事 会 社

日付 排水時間帯 排水時間 測定値 測定量 排水量 累積排水量

月 / 日 開始 ～ 終了 ( h ) ( ㎜ ) ( m3/h ) ( m3/日 ) ( m3 )

/ :　　～　　:

/ :　　～　　:

/ :　　～　　:

/ :　　～　　:

/ :　　～　　:

/ :　　～　　:

/ :　　～　　:

/ :　　～　　:

/ :　　～　　:

/ :　　～　　:

/ :　　～　　:

/ :　　～　　:

/ :　　～　　:

/ :　　～　　:

/ :　　～　　:

/ :　　～　　:

/ :　　～　　:

/ :　　～　　:

/ :　　～　　:

/ :　　～　　:

/ :　　～　　:

/ :　　～　　:

/ :　　～　　:

/ :　　～　　:

/ :　　～　　:

/ :　　～　　:

/ :　　～　　:

/ :　　～　　:

/ :　　～　　:

/ :　　～　　:

/ :　　～　　:

/ :　　～　　:

/ :　　～　　:

合計　

排水量報告書 

測 定 者

工 事 名

　　　　　　　℡　　　　　（　　　　）
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 　　  　　年　　月　　日
（あて先）浜松市水道事業及び

　下水道事業管理者

担当者名

町 番地

丁目  番 号
（位置図添付）

担当者名

℡（　　　　　　　　　　　）

　□ ２４時間排水

　□ 作業時排水（ 午前 　　時 　　分 　～ 　午後 　　時 　　分 ）

・工事期間累計排水量　　　　　　ｔ

排 水 時 間

排 水 量

担当者名

工 事 施 工 業 者

排 水 期 間 　　 　　年 　　月 　　日 　～ 　　　 　　年 　　月 　　日

・日平均 　　　　　ｔ/時  （　最大　　　　ｔ/時　、 最小　　　　ｔ/時　）

工 事 施 工 箇 所 浜松市 地先

・時間平均 　　　　　ｔ/日  （　最大　　　　ｔ/日　、 最小　　　　ｔ/日　）

（名称及び代表者 名）

排 水 廃 止 届

（名称及び代表者 名）申 請 者

下記によりお届けします。

記

電  話  番  号

住　　　　所

　　　　　　年　　　月　　　日付浜上   第　　　　号にて許可のあった排水を廃止したいので、

（ 所 在 地 ）

氏　　　　名

(　　　　）　　　　－　　　　　　

(　　　　）　　　　－　　　　　　電  話  番  号

申請者

住　　　　所

氏　　　　名

（ 所 在 地 ）
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第２号様式（第３条関係） 
年  月  日   

（あて先）浜松市水道事業及び下水道事業管理者 
 

住所（所在地） 
 

申請者 氏名（名称及び代表者氏名）          
 

電話番号 
                  

排水設備設置延期許可申請書 
 

 浜松市下水道条例第４条第１項ただし書の規定による排水設備の設置の延期の許可を受けた

いので、申請します。 
記 

設置場所  
延期期間     年   月   日から      年   月   日まで 

理  由 

□排水処理施設を自ら設け、その排水の水質が下水道処理場からの放流水と

同等である。 
□間接冷却水、プール排水（残留塩素を除去したもの）その他雨水と同程度

以上に清浄であると認められる排水である。 
□合併処理浄化槽設置により生活排水が処理され、適正に維持管理されてい

る。 
□当該建築物が近く除去され、又は移転する予定がある。 
□現在、排水設備の設置工事の資金の調達が困難だが、近い将来、確実に資

金調達が可能である。 
□その他 

 

備  考 
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第１号様式（第５条関係） 

     年   月   日  
（あて先）浜松市水道事業及び下水道事業管理者  

 

            申請者 住所 
 

                氏名又は名称及び代表者氏名  

                     
 

                （電話番号               ） 

                担 当 者 名 

 

排 水 設 備 設 置 義 務 免 除 許 可 申 請 書  
 

  下水道法第１０条第１項ただし書きに基づき定めた浜松市排水設備設置義務免除取扱要綱

の規定により免除の許可を受けたいので、次のとおり申請します。 

工場又は事業場の 

名称 

 
※整 理 番 号 

 

工場又は事業場の

所在地 

 
※受理年月日 

 

免除を受けようとす

る下水の種類 

 
※施 設 番 号 

 

免除を受けようとす

る下水の量 

 ※許可年月日

及び文書番号 
 

特定施設等の有無及

びその種類 

 ※備考 

免除を受けようとす

る下水の処理方法 

 

放流先公共用水域の 

名称 

 
指定工事人名 

 

 

 

責任技術者名           

 

 

放流設備の工事着手

及び完了年月日 

自     年  月  日 
至     年  月  日 

許 可 の 希 望 期 間  
自     年  月  日 
至     年  月  日 

 備考 ※印の欄には、記載しないこと。
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第２号様式（第５条、第８条及び第９条関係） 

免  除  計  画  書 

 

１ 放流設備について 

 (1) 排水処理施設等の主要機械、装置の配置 

       添付第（   ）図のとおり 

 (2) 排水処理施設等を含む操業の系統（特定施設等を含む工程図） 

       添付第（   ）図のとおり 

２ 免除を受けようとする下水の量及び水質、用排水の系統 

 (1) 免除を受けようとする下水を含む下水の排水系統（フローシート）又は 

用排水バランスシート 

       添付第（   ）図のとおり 

 (2) 使用水量（ｍ３／日） 
 

 
 （注）工場又は事業場から排出されるすべての下水に対して記入し、免除を受けようとする

下水部分は赤線で囲むこと。 
 (3) 用水及び排水の系統（用水は青色、排水は赤色（免除を受けようとする下水部分は赤の

二重線）、雨水は緑色で示すこと。） 
    添付第（   ）図のとおり 

用途 
給水源 原料用水 洗浄用水 冷却用水 生活用水 

そ の 他 

（  ） 
合  計 

上 水 道 

      

工 業 用 水  

      

地 下 水 

      

回 収 水 

      

合 計 
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 (4) 免除を受けようとする下水を含む下水の量及び水質 

 

（注）工場又は事業場から排出されるすべての下水に対して記入し、免除を受けようとする 

下水部分は赤線で囲むこと。 

排 出 口 番 号 
   

排 出 口 の 名 称  
   

汚 水 量 

（ｍ3／日） 

通常    

最大    

水

質

の

単

位 

 

ミ

リ

グ

ラ

ム

／ 

リ

ッ

ト

ル 

・ 

pH 

ダ

イ

オ

キ

シ

ン

類

を

除

く 

 通常    

最大    

 通常    

最大    

 通常    

最大    

 通常    

最大    

 通常    

最大    

 通常    

最大    

 通常    

最大    

 通常    

最大    

 通常    

最大    

 通常    

最大    
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３ 参考事項 

 

 (1) 工場又は事業場の規模等 

 

 
 
 (2) 主要製品名及び生産量 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (3) 工場又は事業場付近見取図 
 
 

 

（注）要綱第８条第１項第１号及び要綱第９条第１項第１号における免除計画書は、本計画書

の免除を受けようとする下水を免除下水と読み替える。 

資 本 金 万円 敷 地 面 積 ㎡ 

従 業 員 数  建 物 面 積 ㎡ 

操 業 年 月 日   作 業 場 面 積  ㎡ 

操 業 時 間  水質管理責任者 

（連絡先） 

 

TEL 

休 業 日  放流設備担当者 

（連絡先） 

 

TEL 

委託業者名 

（責任者及び連絡先） 
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第５号様式（第８条関係） 

                                  年   月   日 

（あて先）浜松市水道事業及び下水道事業管理者  

 

            申請者 住所 
 

                氏名又は名称及び代表者氏名                  
  
 
                （電話番号              ） 
                 担 当 者 名 
 

排 水 設 備 設 置 義 務 免 除 更 新 許 可 申 請 書 

  下水道法第１０条第１項ただし書きに基づき定めた浜松市排水設備設置義務免除取扱要綱

の規定により、免除の更新をしたいので、次のとおり申請します。  

工場又は事業場の 

名称 

 
※整 理 番 号 

 

工場又は事業場の

所在地 

 
※受理年月日 

 

免除下水の種類 
 

※施 設 番 号 
 

免除下水の量 
 ※許可年月日

及び文書番号 
 

特定施設等の有無及

びその種類 

 ※備考 

 

免除下水の処理方法 
 

放流先公共用水域の 

名称 

 

許 可 の 希 望 期 間  
自     年  月  日 
至     年  月  日 

更新前の許可年月日

及び指令番号 

  年   月   日  
浜 上  第    号 

 備考 ※印の欄には、記載しないこと。 
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第７号様式（第９条関係） 

     年   月   日  
（あて先）浜松市水道事業及び下水道事業管理者  

 

            申請者 住所 
 

                氏名又は名称及び代表者氏名                 
  
                      
                （電話番号              ） 

                 担 当 者 名 

 

排 水 設 備 設 置 義 務 免 除 変 更 許 可 申 請 書  

  下水道法第１０条第１項ただし書きに基づき定めた浜松市排水設備設置義務免除取扱要綱

の規定により免除の変更をしたいので、次のとおり申請します。 

工場又は事業場の 

名称 

 
※整 理 番 号 

 

工場又は事業場の

所在地 

 
※受理年月日 

 

免除下水の種類 
 

※施 設 番 号 
 

免除下水の量 
 ※許可年月日

及び文書番号 
 

特定施設等の有無及

びその種類 

 ※備考 

免除下水の処理方法 
 

放流先公共用水域の 

名称 

 指定工事人名 

 

 

責任技術者名 許 可 の 希 望 期 間  
自     年  月  日 
至     年  月  日 

変更前の許可年月日

及び文書番号 

  年   月   日  
浜 上  第   号  

 備考 ※印の欄には、記載しないこと。 
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第９号様式（第１０条関係） 

 

                                 年   月   日 

 

（あて先）浜松市水道事業及び下水道事業管理者   

 

 

            申請者 住所 
 

                氏名又は名称及び代表者氏名             

  
                       

                （電話番号              ） 
                担 当 者 名 

 

氏  名  変  更  等  届  出  書 

 

  下水道法第１０条第１項ただし書きに基づき定めた浜松市排水設備設置義務免除取扱要

綱の規定により氏名（名称、住所、所在地）を変更したので、次のとおり届け出ます。 

変更前の許可年月日 

及 び 文 書 番 号 

    年  月  日 

浜上  第    号 
※整 理 番 号 

 

変更の内容 

変更前 
 

※受理年月日 
 

変更後 
 

※施 設 番 号 
 

変 更 年 月 日    年   月   日  
※備考 

変 更 の 理 由  

 
 備考 ※印の欄には、記載しないこと。 
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第１０号様式（第１１条関係） 

 

                                   年  月  日

  

 

（あて先）浜松市水道事業及び下水道事業管理者   

 

 

            申請者 住所 
 

                氏名又は名称及び代表者名              

  
                      

               （電話番号               ） 
                担 当 者 名 

 

放 流 設 備 使 用 廃 止 届 出 書 

  下水道法第１０条第１項ただし書きに基づき定めた浜松市排水設備設置義務免除取扱要綱

の規定により放流設備の使用を廃止したので、次のとおり届け出ます。 

免 除 者 の 氏 名 

名称 

 
※整 理 番 号 

 

工場又は事業場の

所在地 

 
※受理年月日 

 

許 可 年 月 日 

及 び 文 書 番 号 

    年  月  日 

浜上  第    号 
※施 設 番 号 

 

使用廃止の年月日     年  月  日 
※備考 

使用廃止の理由 
 

 備考 ※印の欄には、記載しないこと。 
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第１１号様式（第１２条関係） 

 

                                   年  月  日

  

 

（あて先）浜松市水道事業及び下水道事業管理者   

  

            申請者 住所 
 

                氏名又は名称及び代表者氏名          
                            

                （電話番号              ） 
                担 当 者 名 

 
 
 

地 位 の 承 継 届 出 書 
 
 

  下水道法第１０条第１項ただし書きに基づき定めた浜松市排水設備設置義務免除取扱要綱

の規定により排水設備設置義務免除の許可を受けた者の地位を承継したので、次のとおり届

け出ます。 

工場又は事業場の 

名称 

 
※整 理 番 号 

 

工場又は事業場の

所在地 

 
※受理年月日 

 

許 可 年 月 日 

及 び 文 書 番 号 

    年  月  日 

浜上  第    号 
※施 設 番 号 

 

承 継 の 年 月 日     年  月  日 
※備考 

被
承
継
者 

氏名又は名称 
 

住所 
 

承 継 の 理 由   

 
 備考 ※印の欄には、記載しないこと。 
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第１２号様式（第１２条関係） 

 

                                   年  月  日 

 

（あて先）浜松市水道事業及び下水道事業管理者   

  

            申請者 住所 
 

                氏名又は名称及び代表者氏名            
                           

                （電話番号               ） 
                担 当 者 名 

 
 
 

地 位 の 承 継 承 認 申 請 書 
 

  下水道法第１０条第１項ただし書きに基づき定めた浜松市排水設備設置義務免除取扱要綱

の規定により排水設備設置義務免除の許可を受けた者の地位を承継したいので、次のとおり

申請します。 

 

工場又は事業場の 

名称 

 
※整 理 番 号 

 

工場又は事業場の

所在地 

 
※受理年月日 

 

許 可 年 月 日 

及 び 文 書 番 号 

    年  月  日 

浜上  第    号 
※施 設 番 号 

 

承 継 の 年 月 日     年  月  日 
※備考 

被
承
継
者 

氏名又は名称 
 

住所 
 

承 継 の 理 由   

 
 備考 ※印の欄には、記載しないこと。 
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油脂遮断装置の設置について 
 

油脂遮断装置を設置する場合はこの用紙を排水設備計画（変更）確認申

請書に添付してください。 
 
 

「飲食店のみなさまへ 油脂遮断装置の設置と維持管理について」 

のチラシの内容について説明を受けましたか。 

（どちらかを○で囲んでください） 

 ・・・・・  はい    いいえ 

 
 

● 説明をした方 
 
 会社名               氏名            
 
 
 

● 説明を受けた方（□に✔をしてください 複数可） 

 □所有者  □使用者  □管理者  □その他(       ) 

  
ご住所 

 または会社名            氏名            

説明を受けた日     年  月  日 

 
※貸し店舗、住宅販売等で説明を受けた方と別の方が使用や維持管理さ

れる場合は、その方へのご説明をお願いします。 
 

 

 



8-44 
 

吸い込み型通気弁の使用について 
 

屋外排水横主管の通気管に吸い込み型通気弁を使用する場合はこの用紙

を排水設備計画（変更）確認申請書に添付してください。 
 
 

大気解放型通気がないことにより排水器具の封水が破壊される可能性が

高くなること等、リスクについて説明を受けましたか。 

（どちらかを○で囲んでください） 

 ・・・・・  はい    いいえ 

 
 

● 説明をした方 
 
 会社名               氏名            
 
 
 

● 説明を受けた方（□に✔をしてください 複数可） 

 □所有者  □使用者  □管理者  □その他(        ) 

  
ご住所 

 または会社名            氏名            

説明を受けた日     年  月  日 

 
※貸し店舗、住宅販売等で説明を受けた方と別の方が使用や維持管理さ

れる場合は、その方へのご説明をお願いします。 
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圧力開放ふたの使用について 
 

圧力開放ふたを使用する場合は排水設備計画（変更）確認申請書に添付

してください。 
 
 

使用したメーカー名           使用枚数     枚 

 
維持管理の方法についてメーカーのカタログや取扱説明書等で 
説明を受けましたか。 

（どちらかを○で囲んでください） 

 ・・・・・  はい    いいえ 

 

● 説明をした方 
 
 会社名               氏名            
 
 

● 説明を受けた方（□に✔をしてください 複数可） 

 □所有者  □使用者  □管理者  □その他(       ) 

  
ご住所 

 または会社名            氏名            

説明を受けた日     年  月  日 

 
※貸し店舗、住宅販売等で説明を受けた方と別の方が使用や維持管理さ

れる場合は、その方へのご説明をお願いします。 
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逆流抑止ます等の使用について 
 

逆流抑止ます等を使用する場合は排水設備計画（変更）確認申請書に添

付してください。 
 
 

使用したメーカー名           使用個数     個 

 
維持管理及び使用方法についてメーカーのカタログや取扱説明書等で説

明を受けましたか。 

（どちらかを○で囲んでください） 

 ・・・・・  はい    いいえ 

 

● 説明をした方 
 
 会社名               氏名            
 
 

● 説明を受けた方（□に✔をしてください 複数可） 

 □所有者  □使用者  □管理者  □その他(       ) 

  
ご住所 

 または会社名            氏名            

説明を受けた日     年  月  日 

 
※貸し店舗、住宅販売等で説明を受けた方と別の方が使用や維持管理さ

れる場合は、その方へのご説明をお願いします。 
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第１号様式（第４条関係） 

ディスポーザ排水処理システム設置計画確認申請書 
  年  月  日 

浜松市水道事業及び下水道事業管理者  

         申請者 住所又は所在地            

    氏名又は名称及び代表者名                
 

設 置 場 所  浜松市 

使 用 者   

建築物の種類 □一般住宅 □集合住宅 □事務所 □その他（          ） 

認定又は評価

機関及び概要  

システム性能基準適合評価 □日本下水道協会評価 
□第三者機関評価 

ディスポーザ部 
認 定 日   名 称 

認定メーカー  認定番号 

排水処理部 
認 定 日   名 称 

認定メーカー  認定番号 

施設課確認欄  
別途指示事項 

施工予定期間  着 手   年  月  日 完 了   年  月  日 

施 工 業 者  
（下請けさせる場

合は下請届添付） 

ﾃﾞｨｽﾎﾟｰｻﾞ部  

排水配管部  

排水処理部  

維持管理業者 

ﾃﾞｨｽﾎﾟｰｻﾞ部  

排水配管部  

排水処理部  

指 定 工 事 人  

住所又は所在地 
業者 CD（    ） 
℡          

氏名又は名称及

び代表者氏名 
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第２号様式（第４条関係） 

ディスポーザ排水処理システム維持管理計画書 
  年  月  日 

１ 

一

般

事

項 
 

設 置 場 所  浜松市 

使用開始予定年月日   年  月  日 

(1) 維持管理業者 

ﾃﾞｨｽﾎﾟｰｻﾞ部  

排水配管部  

排水処理部  

(2) 汚泥の処理 
引抜き運搬  

汚泥の処理  

(3) 設置場所案内図 別添 図－  のとおり 

(4) 建築物配置図 別添 図－  のとおり 

(5) 排水設備設計図 
建築平面図 
排水設備図    別添 図－ のとおり 
給排水配管図 

２ 

設

置

施

設

の

仕

様

 
 

(1) ディスポーザ 

形式： 
 
製造： 
 
品番： 
 

(2) 排水処理槽 

設 計 人 員：     人 
 
設計生ゴミ量：     ㎏／日 
 
計 画 汚 水 量：     Ｌ／日 
 

(3) 算定根拠 別添 図－ のとおり 
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３ 

維

持

管

理 

(1) 処理水質（設計条件） 

ＢＯＤ  ：（  ㎎／㍑以下）       ㎎／㍑ 
 
ＳＳ   ：（  ㎎／㍑以下）       ㎎／㍑ 
 
ｎ－Ｈｅｘ：（  ㎎／㍑以下）       ㎎／㍑ 

⑵ 

維

持

管

理

体

制 

保守点検内容及び維持管理頻度 

ﾃﾞｨｽﾎﾟｰｻﾞ部 排水配管部 排水処理部 

機器の点検整備 

（  回／年） 

配管内の点検 

（  回／年） 

 

 

清掃 

（  回／年） 

 

 

定期点検 

（  回／年） 

 

 

清掃 

（  回／年） 

 

 

汚泥引抜き 

（  回／年） 

点検項目 別紙－ のとおり 

保守点検記録表 
使用開始直前保守点検記録表 別紙－ のとおり 

保守点検記録表 別紙－ のとおり 

４ 

そ

の

他 

(1) 維持管理契約書 別紙－ のとおり 

(2) 保守点検記録 保管年限：３年間 

(3) 水道事業及び下水道事業管理者へ

の報告 

水質検査又は保守点検報告：年 1 回以上  

報告頻度：水道事業及び下水道事業管理者の指示による 

※ 維持管理契約書を申請時までに結べないときは、浜松市水道事業及び下水道事業管理者が認

める場合に限り「維持管理契約確約書」により確認し、維持管理契約後に、この写しを速やか

に提出すること｡ 
なお、この場合維持管理契約は、確認申請後速やかに行うものとする｡ 
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第３号様式（第４条関係）生物処理タイプ用申請者と使用者が同一の場合 

誓 約 書 

  年  月  日 
浜松市水道事業及び下水道事業管理者  

           申請者 住所又は所在地                

氏名又は名称及び代表者名                
             

 

私は、下記に掲げる事項を遵守し、ディスポーザ排水処理システムを適切に使用及び維持管

理していくことを誓約します。 

記 
 
１ 申請書の添付書類に記載した維持管理計画に従い、ディスポーザ排水処理システムを適切に

使用及び維持管理していくこと。また、設置機器を変更しようとする場合は事前に浜松市水道

事業及び下水道事業管理者（以下「管理者」という。）に協議すること。 

２ 申請書の添付書類に記載した維持管理計画に従い、ディスポーザ排水処理システムの維持管

理について維持管理業者と維持管理業務委託契約を締結し、その契約書の写しを管理者に提出

すること。 

３ ディスポーザ排水処理システムの維持管理業務委託契約に基づき、維持管理業者が実施する

点検に関する記録その他維持管理に関する資料を 3 年間保存すること。なお、水質検査は年 1
回以上行い管理者に報告すること。 

４ ディスポーザ排水処理システムの使用及び維持管理に関して管理者が行う指導に協力するこ

と。 

５ 集合住宅の一戸にディスポーザ排水処理システムを設置するにあたり、排水等で利害関係者

との間に生じた問題は、申請者の責任で解決すること。 

６ 当該委託契約の解除又は更新がされず、維持管理業務を停止又は廃止する場合は管理者にそ

の旨を報告すること。 

７ 将来、ディスポーザ排水処理システムを設置した建築物を第三者に譲渡又は貸し付けること

になった場合は、上記１～5 までの事項を遵守する責務があることを説明し、遵守させるよう

努力し継承すること。 
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第３号様式（第４条関係）生物処理タイプ用申請者と使用者が別の場合 

誓 約 書 

  年  月  日 
浜松市水道事業及び下水道事業管理者  

          申請者 住所又は所在地                

氏名又は名称及び代表者名                
          

 
 

私は、ディスポーザ排水処理システムを設置した建築物を第三者に譲渡し、又は貸し付ける

ときは、当該建築物の譲受人、賃借人等に対し、下記に掲げる事項を遵守する責務があること

を説明し、確実にこれらの事項を遵守させることを誓約します。 

記 

 
１ 申請書の添付書類に記載した維持管理計画に従い、ディスポーザ排水処理システムを適切に

使用及び維持管理していくこと。また、設置機器を変更しようとする場合は事前に浜松市水道

事業及び下水道事業管理者（以下「管理者」という。）に協議すること。 

２ 申請書の添付書類に記載した維持管理計画に従い、ディスポーザ排水処理システムの維持管

理について維持管理業者と維持管理業務委託契約を締結し、その契約書の写しを管理者に提出

すること。 

３ ディスポーザ排水処理システムの維持管理業務委託契約に基づき維持管理業者が実施する点

検に関する記録その他維持管理に関する資料を 3 年間保存すること。なお、水質検査は年 1 回

以上行い管理者に報告すること。 

４ ディスポーザ排水処理システムの使用及び維持管理に関して管理者が行う指導に協力するこ

と。 
 
５ 当該委託契約の解除又は更新がされず、維持管理業務を停止又は廃止する場合は管理者にそ

の旨を報告すること。 
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維 持 管 理 契 約 書  （記載内容例） 

 
１．契約区分（新規・継続）の別 
２．契約年月日 
３．設置年月日 
４．契約者名 施主（甲） 
       維持管理契約会社（乙） 
       維持管理実施会社（丙） 
       （乙が維持管理の全部または一部を丙に委託して実施する場合） 
５．「乙（丙）は、契約の要綱及び契約の約定に基づき維持管理を行う」旨の明記 
６．契約の要綱 

対 象 機 器  品名  

設 置 場 所  
住所  

使用者  

維 持 管 理   

業 務 内 容  

契約内業務 □点検    □整備 

契約外業務 □故障修理  □汚泥引抜き  □消耗品交換 

維持管理月  
及 び 回 数  

回数 回／年 

維持管理月 月 月 月 月 月 

契 約 期 間    年  月  日  ～      年  月  日  

契 約 料 金  円／年 

支 払 条 件  支払日   年  月  日  

 
７．契約の約定 
① 契約の目的、維持管理の定義 
② 契約に含まれない維持管理業務内容 
③ 汚泥引抜き 
④ 遵守事項 
⑤ 作業の実施及び回数 
⑥ 作業の終了、料金支払、電源等の提供 
⑦ 義務、責任 
⑧ 契約の解除、契約の更新、第三者への譲渡、契約に関する不足の事態への対応 
⑨ 有効期間、協議事項 
 等 
必要に応じて追加、削除を行うこと。 
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維持管理業務委託契約等確約書  
 

  年  月  日 
浜松市水道事業及び下水道事業管理者  
 

申請者  住所又は所在地                

 

                      氏名又は名称及び代表者名                
                       
                       
 

ディスポーザ排水処理システムの維持管理業務委託契約について、下記のとおり確約します。 
 

記 
 
１．建築物の概要 （名称、住所、戸数、階数等） 

２．設置するシステム（ディスポーザ部・排水処理部） 

   名 称 

   認 定 番 号 

   認 定 ﾒ ｰ ｶ ｰ 

   維持管理業者名 

３．維持管理業務委託契約等について 

当該ディスポーザ排水処理システムの使用者が確定し次第、使用者と維持管理業者との間で、速

やかに維持管理業務委託契約を締結し、次の書類を提出させることを確約します。 

・維持管理業務委託契約書（写し） 
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第３号様式（第４条関係）機械処理タイプ用申請者と使用者が同一の場合 

誓 約 書 

 年  月  日 

浜松市水道事業及び下水道事業管理者                

申請者 住所又は所在地               

氏名又は名称及び代表者名            
 

私は、下記に掲げる事項を遵守し、ディスポーザ排水処理システムを適切に使用及び維持管

理していくことを誓約します。 

記 
 
１ 申請書の添付書類に記載した維持管理計画に従い、ディスポーザ排水処理システムを適切に

使用及び維持管理していくこと。また、設置機器を変更しようとする場合は事前に浜松市水道

事業及び下水道事業管理者（以下「管理者」という。）に協議すること。 

２ 申請書の添付書類に記載した維持管理計画に従い、ディスポーザ排水処理システムの維持管

理について維持管理業者と維持管理業務委託契約を締結し、その契約書の写しを管理者に提出

すること。 

３ ディスポーザ排水処理システムの維持管理業務委託契約に基づき維持管理業者が実施する点

検に関する記録その他維持管理に関する資料を 3 年間保存すること。なお、保守点検は年 1 回

以上行い管理者に報告すること。 

４ ディスポーザ排水処理システムの使用及び維持管理に関して管理者が行う指導に協力するこ

と。 

５ 集合住宅の一戸にディスポーザ排水処理システムを設置するにあたり、排水等で利害関係者

との間に生じた問題は、申請者の責任で解決すること。 

６ 当該委託契約の解除又は更新がされず、維持管理業務を停止又は廃止する場合は管理者にそ

の旨を報告すること。 

７ 将来、ディスポーザ排水処理システムを設置した建築物を第三者に譲渡又は貸し付けること

になった場合は、上記１～6 までの事項を遵守する責務があることを説明し、遵守させるよう

努力し継承すること。 
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第３号様式（第４条関係）機械処理タイプ用申請者と使用者が別の場合 

誓 約 書 

  年  月  日 
浜松市水道事業及び下水道事業管理者  

           申請者 住所又は所在地                

氏名又は名称及び代表者名                
             

 
 

私は、ディスポーザ排水処理システムを設置した建築物を第三者に譲渡し、又は貸し付ける

ときは、当該建築物の譲受人、賃借人等に対し、下記に掲げる事項を遵守する責務があること

を説明し、確実にこれらの事項を遵守させることを誓約します。 

記 
 
１ 申請書の添付書類に記載した維持管理計画に従い、ディスポーザ排水処理システムを適切に

使用及び維持管理していくこと。また、設置機器を変更しようとする場合は事前に浜松市水道

事業及び下水道事業管理者（以下「管理者」という。）に協議すること。 

２ 申請書の添付書類に記載した維持管理計画に従い、ディスポーザ排水処理システムの維持管

理について維持管理業者と維持管理業務委託契約を締結し、その契約書の写しを管理者に提出

すること。 

３ ディスポーザ排水処理システムの維持管理業務委託契約に基づき、維持管理業者が実施する

点検に関する記録その他維持管理に関する資料を 3 年間保存すること。なお、保守点検は年 1
回以上行い管理者に報告すること。 

４ ディスポーザ排水処理システムの使用及び維持管理に関して管理者が行う指導に協力するこ

と。 
 
５ 集合住宅の一戸にディスポーザ排水処理システムを使用するにあたり、排水等で利害関係者

との間に生じた問題は、譲受人又は申請者等の責任で解決すること。 
 
 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  本指針の作成にあたっては、下記に示す文献を参考にし、あるいは、引用させて

いただいた。 

公益社団法人 日本下水道協会発行 「下水道排水設備指針と解説」 

公益社団法人 空気調和・衛生工学会発行 「給排水衛生設備基準・同解説」 

       〃       「空気調和・衛生工学会規格・グリース阻集器」 
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